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第１章 事業者の氏名及び住所 

 

事業者の名称 ： 公益社団法人 ２０２５年日本国際博覧会協会 

代表者の氏名 ： 会長  十倉 雅和 

事業所の所在地 ： 大阪市住之江区南港北一丁目 14番 16号 
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第２章 対象事業の名称、目的、位置及び規模その他対象事業の内容 

2.1 事業の名称 

2025 年日本国際博覧会 会場外駐車場整備事業 

 

2.2 事業の種類 

駐車場の整備 

 

2.3 事業の目的 

本事業は、国際博覧会条約に基づき、2025 年（令和７年）に大阪府大阪市において開催される「2025

年日本国際博覧会」の会場外駐車場（以下「万博Ｐ＆Ｒ駐車場」1)という。）の整備を目的としてい

る。 

 

2.4 事業計画地の位置 

事業計画地の位置は、図 2.4.1 に示すとおりであり、尼崎フェニックス事業用地（尼崎市船出地

先）内である。 

 

2.5 事業の規模 

駐車台数及び敷地面積は以下に示すとおりである。 

・駐車台数 約 3,000 台 

・敷地面積 約 10.3ha 

  

 
（注）１．一般の自家用車については、会場からおおむね 15km 圏内に設ける万博Ｐ＆Ｒ駐車場（環境影響評価準備

書では会場外駐車場と表記）でバスに乗り換えるＰ＆Ｒ（パークアンドライド）方式を採用し、夢洲への乗

り入れは、原則として禁止し、会場周辺の交通混雑を回避する。 
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図 2.4.1(1) 事業計画地の位置 

本図は、国土地理院の基本測量成果（名称：電子地形図（タイル））
を使用したものである。
（https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html） 
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図 2.4.1(2) 事業計画地の位置 

本図は、国土地理院の基本測量成果（名称：電子地形図（タイル））を
使用したものである。
（https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html） 
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2.6 事業計画の内容 

2.6.1 事業実施の背景及び事業計画の策定経緯 

(1) 事業実施の背景 

(a) 2025年日本国際博覧会の開催 

2025年日本国際博覧会（以下「大阪・関西万博」という。）は、国際博覧会条約に基づき、2025

年（令和７年）に大阪府大阪市において開催されるものである。 

大阪・関西万博の開催場所は、100ha 以上の会場用地や、会場への交通アクセスも確保でき、埋

立地を活用することによる自然への負荷が少ないことに加え、既存の大都市機能を活用できること

から夢洲が選定された。 

また、大阪・関西万博のテーマは、『いのち輝く未来社会のデザイン』である。「いのち輝く未

来社会のデザイン」というテーマは、人間一人一人が、自らの望む生き方を考え、それぞれの可能

性を最大限に発揮できるようにするとともに、こうした生き方を支える持続可能な社会を、国際社

会が共創していくことを推し進めるものである。 

言い換えれば、大阪・関西万博は、格差や対立の拡大といった新たな社会課題や、ＡＩ（Artificial 

Intelligence：人工知能）やバイオテクノロジー等の科学技術の発展、その結果としての長寿命化

といった変化に直面する中で、参加者一人一人に対し、自らにとって「幸福な生き方とは何か」を

正面から問う、初めての万博になる。 

近年、人々の価値観や生き方がますます多様化するとともに、技術革新によって誰もがこれま 

で想像しえなかった量の情報にアクセスし、やりとりを行うことが可能となった。このような進 

展を踏まえ、大阪・関西万博では、世界の叡智とベストプラクティスを大阪・関西地域に集約し、 

多様な価値観を踏まえた上での諸課題の解決策を提示していく。 

(b)大阪・関西万博の輸送計画 

大阪・関西万博の想定来場者数 2,820万人の円滑な来場を実現するために、鉄道・道路・海路・

空路等の既存交通インフラを最大限活用したアクセスルートを計画している。各アクセスルートの

バランスのとれた利用を図るため、ＩＣＴ（Information and Communication Technology：情報通

信技術）を活用し、各種誘導施策を展開するとともに、適切なルートや混雑状況等の情報を提供す

る。 

また、大阪府内の企業へ時差出勤やテレワークの活用を呼びかけ、ピーク時間帯の交通負荷の軽

減を図るとともに、鉄道や駅シャトルバス等 1)への乗換が安全・円滑にできるよう、MaaS2)等の新し

い技術を積極的に取り入れながら、関係機関・事業者等と連携して混雑の解消に取り組む。 

 
（注）１．駅シャトルバス等：駅シャトルバス、空港直行バス、中長距離直行バスを示す。 

   ２．MaaS：Mobility as a Service の略。地域住民や旅行者一人一人の個々の移動ニーズに対応して、複数

の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサー

ビス。観光や医療等の目的地における交通以外のサービス等との連携により、移動の利便性向上や

地域の課題解決にも資する重要な手段となる。 
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一般の自家用車については、会場からおおむね 15km 圏内に設ける万博Ｐ＆Ｒ駐車場でバスに乗

り換えるパークアンドライド（以下「Ｐ＆Ｒ」という。）方式を採用し、夢洲への乗り入れは、原

則として禁止し、会場周辺の交通混雑を回避する。万博Ｐ＆Ｒ駐車場の配置については、万博来場

者の出発地の分布や来場ルート等から、舞洲、尼崎、堺の３箇所を予定している。会場となる夢洲

には、団体バスや障がい者専用の駐車場、駅シャトルバス等、万博Ｐ＆Ｒ駐車場シャトルバス（以

下「Ｐ＆Ｒシャトルバス」という。）及びタクシーの乗降空間となる交通ターミナルを設ける計画

である。 

なお、愛知万博の実績を踏まえると、来場者は会期終盤に集中し、輸送機関のかなりの負荷増大

が想定される。このことから、入場券販売において、会期前半の料金割引入場券の販売等による需

要平準化策が検討されており、これらの平準化策を実施すると日来場者数は当初想定していた 28.5

万人 1)から２割低減する 22.7万人と想定され、この値をベースに来場者輸送等の検討がなされてい

る。よって、本環境影響評価書ではこの値を前提として検討を行った。 

 

 

 

出典：「大阪・関西万博来場者輸送具体方針(アクションプラン)第３版」（2023 年 11 月、２０２５年日本国際博覧

会来場者輸送対策協議会） 

図 2.6.1 輸送手段別想定来場者数 

  

 
（注）１．開催期間のうち上位１割の平均来場者数。 

※ 公益社団法人 2025年日本国際博覧会協会にて推計
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駅シャトルバス

中長距離直行バス

空港直行バス

船シャトル
バス
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(2) 事業計画の策定経緯 

大阪・関西万博の万博Ｐ＆Ｒ駐車場は、会場からおおむね 15㎞圏内において複数箇所に整備する

計画である。 

このうち、万博会場に最も近い舞洲の万博Ｐ＆Ｒ駐車場は、会場と合わせて環境影響評価の手続

きを先行して進め、完了している。 

本事業計画地である尼崎フェニックス事業用地（尼崎市船出地先）の用途地域は、工業専用地域

であり、住居系地域はなく、生活環境へ与える影響は少ない場所である。 

また、事業計画地の近傍には、阪神高速５号湾岸線尼崎東海岸出入口、中島出入口が位置してお

り、万博Ｐ＆Ｒ駐車場までのアクセス、万博Ｐ＆Ｒ駐車場から会場まで輸送するＰ＆Ｒシャトルバ

スのアクセスにも優れた場所である。 

以上のことから、尼崎フェニックス事業用地（尼崎市船出地先）を万博Ｐ＆Ｒ駐車場の予定地と

して選定し、来場者の自家用車の駐車スペース（約 3,000台）、万博会場との間を結ぶＰ＆Ｒシャ

トルバスの乗降場、トイレ他管理運営施設等を整備する計画である。 
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2.6.2 土地利用計画、施設計画、交通計画、工事計画、関連事業の状況等 

(1) 土地利用計画 

土地利用計画は図 2.6.2に示すとおりであり、尼崎フェニックス事業用地（尼崎市船出地先）の

10.3haにおいて、平面駐車場（約 3,000台）を整備する。 

 
   （注）今後の関係機関協議により、数値・レイアウト等は変更となる可能性がある。 

図 2.6.2 事業計画地の範囲 
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(2) 施設計画 

施設計画の概要は、表 2.6.1に示すとおりである。 

表 2.6.1 施設計画の概要注） 

項   目 概     要 

立
地
場
所
の
概
要 

位 置 尼崎フェニックス事業用地（尼崎市船出地先） 

開発区域面積 約 10.3ha 

用途地域 工業専用地域 

施
設
の
概
要 

主要用途 駐車場 

駐車台数 約 3,000 台 

事業予定期間 2025 年（令和７年）４月 13 日～10 月 13 日 

想定来場者数 
万博会場：約 2,820 万人（日来場者 22.7 万人/日） 

事業計画地（万博Ｐ＆Ｒ駐車場）：約 3,000 台/日 

（注）今後の関係機関協議により、数値等は変更となる可能性がある。 
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(3) 交通計画 

(a) 施設関連車両の走行ルート 

事業計画地と万博会場を往復するＰ＆Ｒシャトルバス及び事業計画地への来場・事業計画地から

退場する施設利用車両（以下「施設関連車両」という。）の走行ルートは、図 2.6.3 に示すとおり

であり、施設利用車両は、阪神高速５号湾岸線の尼崎東海岸出入口の利用に誘導することとしてい

る。施設利用車両も含む万博来場者の輸送については、「大阪・関西万博 来場者輸送具体方針（ア

クションプラン）」（以下「アクションプラン」という。）としてとりまとめ、現在第３版を 2023

年 11 月に公表している。阪神高速５号湾岸線への誘導方策としては、事業計画地をはじめとする万

博Ｐ＆Ｒ駐車場の利用は全て事前予約が必要な運用とし、予約時に来場推奨経路の情報を提供する

こと、発地を確認し利用可能な駐車場を提示すること、尼崎東海岸出入口を利用した施設利用車両

の駐車料金についてはＥＴＣ情報を活用し相対的に引き下げる等のインセンティブを付与すること

等を検討している。事業計画地周辺の交通量の増加による影響を回避・軽減させる方策としては、

予約時に、事業計画地をはじめとする万博Ｐ＆Ｒ駐車場の入庫時刻と退場する際のＰ＆Ｒシャトル

バスの乗車時刻を登録することにより、時間帯ごとの予約枠を道路交通容量以下に抑えたものにす

るとともに、尼崎東海岸出入口の一時停止規制の変更・清掃局第２工場前交差点における信号現示

調整等についても検討している。 

なお、高齢者（75 歳以上を想定）や、乳幼児、妊婦の同乗等のやむを得ず当駐車場利用が必要な

施設利用車両については、予約時に周辺環境及び交通に影響を与えることが少ない尼崎宝塚線及び

大物線の利用を推奨することを検討する。想定される走行台数は最大 200 台/日(片道台数)（各道路

の現況交通に対する増加割合は最大でも９％）であることから、周辺環境及び交通に及ぼす影響は

ほとんどないと考える。 

これらの具体化に向けて、更なる検討を進め、アクションプラン第４版を 2024 年夏に公表する予

定である。 

(b) 施設関連車両の計画台数 

施設関連車両の走行台数は、Ｐ＆Ｒシャトルバスが430台／日、施設利用車両が3,000台／日（い

ずれも片道台数）を想定している。 
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図 2.6.3 Ｐ＆Ｒシャトルバス及び施設利用車両の主要走行ルート 

本図は、国土地理院の基本測量成果（名称：電子地形図（タイル））
を使用したものである。
（https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html） 
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(4) 工事計画 

(a) 工事計画の概要 

事業計画地は現況平地であるが安定型廃棄物埋立跡地であることから、駐車場の整備に伴う掘削

範囲は、土壌汚染のおそれのない覆土の表層付近のみとし、埋立層の土壌には影響を与えないよう

な施工を計画しており、大規模な掘削工事や盛土工事は想定していない。駐車場整備工事では、駐

車スペースや通路等を舗装し、乗降場やゲート施設等を整備する。会期終了後には舗装、施設等の

撤去工事を行う。 

(b) 主な工事内容 

主な工事内容は表 2.6.2に、工事工程は表 2.6.3に示すとおりである。 

表 2.6.2 主な工事内容 

区 分 工 種 工事内容 

駐車場整備工事 

準備工 計画準備を行う。 

土 工 
地表面の掘削・盛土、不陸整正を行う。 

歩道乗り入れ部の既存構造物を撤去する。 

排水構造物工等 
雨水側溝、暗渠、集水桝を設置する。歩車道境界の縁石ブ

ロックを設置する。 

舗装工等 
路盤材、アスファルト混合物の敷均し・締固めを行う。車

線中央線、境界線、駐車場区画線を施工する。 

付属施設工等 
標識、仮設防護柵（ガードレール）、万博Ｐ＆Ｒ駐車場へ

の立入防止柵、照明柱を設置する。 

建築一式工事 乗降場、管理運営施設等を設置する。 

駐車場撤去工事 

建築物撤去工等 乗降場、管理運営施設等を撤去する。 

付属施設撤去工等 
標識、仮設防護柵（ガードレール）、万博Ｐ＆Ｒ駐車場へ

の立入防止柵、照明柱を撤去する。 

構造物取壊し工 路盤、舗装の縁石を破砕・切断・撤去する。 

排水構造物撤去工等 
雨水側溝、暗渠、集水桝を撤去する。歩車道境界の縁石ブ

ロックを撤去する。 

土 工 整地を行う。 

表 2.6.3(1) 工事工程（駐車場整備工事） 

工 種 １ヵ月目 ２ヵ月目 ３ヵ月目 ４ヵ月目 ５ヵ月目 ６ヵ月目 ７ヵ月目 ８ヵ月目 ９ヵ月目 10ヵ月目 11ヵ月目 

準備工            

土 工            

排水構造物工等            

舗装工等            

付属施設工等            

建築一式工事            

表 2.6.3(2) 工事工程（駐車場撤去工事） 

工 種 １ヵ月目 ２ヵ月目 ３ヵ月目 ４ヵ月目 ５ヵ月目 ６ヵ月目 

乗降施設撤去工等       

附属施設撤去工等       

構造物取壊し工       

排水構造物撤去工等       

土 工       
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(c) 工事関連車両の走行ルート 

工事関連車両の走行ルートは、図 2.6.4に示すとおりである。 

工事関連車両は、可能な限り阪神高速５号湾岸線を利用して尼崎東海岸出入口又は中島出入口か

らアクセスするルートを優先し、一般道路を経由する県道 57 号の利用を最小限に抑える計画であ

る。 
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図 2.6.4 工事関連車両の走行ルート 

本図は、国土地理院の基本測量成果（名称：電子地形図（タイル））
を使用したものである。
（https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html） 
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(5) 関連事業の状況 

大阪・関西万博の開催期間中、船舶による事業計画地から万博会場へのアクセス導入が検討され

ている。船舶は、公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会が主体として運航するものではない

が、関連事業として、図 2.6.5に示す運航ルートを想定し、予測及び評価を行った。 

運
航
ル
ー
ト 

 

船
着
場
整
備 

船着場は、水質への影響が軽微なアンカー式工法による浮桟橋とし、海上に浮体（ポンツー

ン）を浮かべ、海底に沈めた錨(係留アンカー)と係留鎖(係留チェーン)で接続する構造が想

定される。船着場の整備イメージは、下図に示すとおりである。 

 
出典：一般社団法人日本埋立浚渫協会ホームページ

（https://www.umeshunkyo.or.jp/108/prom/221/index.html） 

図 2.6.5 船舶による事業計画地から万博会場への運航ルート・船着場整備（想定）  

 

本図は、国土地理院の基本測量成果（名称：電子地形図（タイル））を使用したものである。
（https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html） 
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2.6.3 事業予定期間 

事業予定期間は、表 2.6.4に示すとおりである。駐車場供用期間は、2025年（令和７年）４月

13日～10月 13日の予定である。 

表 2.6.4 事業予定期間 

区 分 2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 

駐車場整備工事     

駐 車 場 供 用     

駐車場撤去工事     

 

2.6.4 その他基本的な諸元 

(1) 環境保全措置等 

施設の計画に際しては、環境保全措置の実施及び規制値の遵守によって、周辺環境への影響を最

小限にするよう努める。 

施設の計画段階から検討している各環境影響に対する環境保全措置等は、以下に示すとおりであ

る。 

(a) 工事中 

(ｱ) 大気質 

周辺環境への影響を最小限にするために実施する環境保全措置は、以下に示すとおりである。 

 使用する建設機械は、可能な限り最新の排ガス対策型の車種を採用し、適切に点検・整備を実

施する。 

 工事関連車両は、可能な限り阪神高速５号湾岸線を利用して尼崎東海岸出入口又は中島出入口

からアクセスするルートを優先し、一般道路を経由する県道57号の利用を最小限に抑える。 

 工事の効率化・平準化を図り、工事関連車両台数を可能な限り削減する。 

 工事関連車両は、過積載の防止、積み荷の安定化、空ぶかしの禁止、アイドリングストップの

遵守等、適切な運行を行う。 

 工事関連車両に対して、兵庫県の「環境の保全と創造に関する条例」（平成７年条例第28号（最

終改正：令和元年条例第13号））に基づく流入車両規制を遵守する。 

 工事関連車両の走行ルートや時間帯は、道路規格、周辺道路の状況、住居の立地状況などに配

慮し、効率的で環境負荷が小さくなるよう、計画的な運行管理を行う。 

 適宜散水を行う等、粉じんの発生抑制に努める。 

(ｲ) 騒 音 

周辺環境への影響を最小限にするために実施する環境保全措置は、以下に示すとおりである。 

 工事関連車両は、可能な限り阪神高速５号湾岸線を利用して尼崎東海岸出入口又は中島出入口

からアクセスするルートを優先し、一般道路を経由する県道 57号の利用を最小限に抑える。 

 工事の効率化・平準化を図り、工事関連車両台数を可能な限り削減する。 

 工事関連車両は、過積載の防止、積み荷の安定化、制限速度の遵守、空ぶかしの禁止、アイド

リングストップの遵守等、適切な運行を行う。 
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(ｳ) 振 動 

周辺環境への影響を最小限にするために実施する環境保全措置は、以下に示すとおりである。 

 工事関連車両は、可能な限り阪神高速５号湾岸線を利用して尼崎東海岸出入口又は中島出入口

からアクセスするルートを優先し、一般道路を経由する県道 57号の利用を最小限に抑える。 

 工事の効率化・平準化を図り、工事関連車両台数を可能な限り削減する。 

 工事関連車両は、過積載の防止、積み荷の安定化、制限速度の遵守等、適切な運行を行う。 

(ｴ) 水 質 

周辺環境への影響を最小限にするために実施する環境保全措置は、以下に示すとおりである。 

 工事において大規模な掘削は行わないことから工事排水の発生はほとんどない見込みである。

工事用地内に降った雨水等の濁水は、排水経路に泥溜め部を設けることで海域への SS の負荷

を低減させてから公共用水域に放流する。 

 船舶の運航による夢洲へのアクセスのために船着場を整備する場合は、直杭式横桟橋（海底に

支柱を打設しその上に床板を乗せた構造）、陸岸に設置して設けられる接岸施設である岸壁等

ではなく、浮桟橋（海上に浮体（ポンツーン）を浮かべ海底に沈めた錨と係留チェーンで接続

する構造等）とすることで、海底への支柱打設を行わないよう整備主体に求める。 

(ｵ) 底 質 

周辺環境への影響を最小限にするために実施する環境保全措置は、以下に示すとおりである。 

 船舶の運航による夢洲へのアクセスのために船着場を整備する場合は、直杭式横桟橋（海底に

支柱を打設しその上に床板を乗せた構造）、陸岸に設置して設けられる接岸施設である岸壁等

ではなく、浮桟橋（海上に浮体（ポンツーン）を浮かべ海底に沈めた錨と係留チェーンで接続

する構造等）とすることで、海底への支柱打設を行わないよう整備主体に求める。 

(ｶ) 廃棄物 

周辺環境への影響を最小限にするために実施する環境保全措置は、以下に示すとおりである。 

 撤去工事においては、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成12年法律第104

号（最終改正：令和４年法律第68号））等の関係法令に基づき、発生抑制・減量化・リサイク

ルについて適切な措置を講じる。 

 掘削土は、可能な限り盛土として使用する。 

 建設資材（仮設含む）については、指定材料を除き、リユース・リサイクル材や撤去後にリ

ユース・リサイクルを行いやすい材料の活用を検討する。 

 工事期間中に発生する紙ごみ・プラスチックなどの再資源化可能物については、分別収集・リ

サイクルを実施し、発生量の抑制に努める。 

(ｷ) 資源循環 

周辺環境への影響を最小限にするために実施する環境保全措置は、以下に示すとおりである。 

 撤去工事においては、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成12年法律第104

号（最終改正：令和４年法律第68号））等の関係法令に基づき、発生抑制・減量化・リサイク

ルについて適切な措置を講じる。 
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 掘削土は、可能な限り盛土として使用する。 

 舗装工の表層及び路盤は、可能な限り再生資源を活用する。 

(ｸ) 安全性 

周辺環境への影響を最小限にするために実施する環境保全措置は、以下に示すとおりである。 

 工事関連車両の出入口付近には、誘導員を適宜配置し、交通事故の防止に努める。 

 夜間や休日には工事関係者以外の者が工事現場に立ち入らないように出入口に施錠する等の対

策を講じる。 

 工事関連車両は、可能な限り阪神高速５号湾岸線を利用して尼崎東海岸出入口又は中島出入口

からアクセスするルートを優先し、一般道路を経由する県道 57号の利用を最小限に抑える。 

 工事の効率化・平準化を図り、工事関連車両台数を可能な限り削減する。 

 工事関連車両は、走行ルートや制限速度の遵守等、適切な運行を行う。 

(b) 施設の存在・供用 

(ｱ) 大気質 

周辺環境への影響を最小限にするために実施する環境保全措置は、以下に示すとおりである。 

 事業計画地と万博会場を往復するＰ＆Ｒシャトルバスは、可能な限り低公害型の車種の採用を

検討する他、効率的な運行、適切な点検・整備を実施する。 

 公共交通利用の呼びかけや事前予約制として予約枠をコントロールすること等により、交通量

の発生抑制に努める。 

 施設利用車両に対して、車マスの一部に自家用車向け充電器の設置を予定している。また、ア

イドリングストップ、空ぶかし防止、制限速度の遵守等を呼びかける。 

 事業計画地へ誘導する案内看板の適切な設置を検討する。 

 船舶の運航による夢洲へのアクセスが可能となる場合は、船舶は適切に整備・点検を行い、整

備不良による排出ガス中の大気汚染物質の増加を抑制するよう、また、船舶の運航に当たって

は航行速度の最適化に努め、高負荷運転を行わないよう関係者への周知徹底を図る。 

(ｲ) 騒 音 

周辺環境への影響を最小限にするために実施する環境保全措置は、以下に示すとおりである。 

 公共交通利用の呼びかけや事前予約制として予約枠をコントロールすること等により、交通量

の発生抑制に努める。 

 施設利用車両に対して、車マスの一部に自家用車向け充電器の設置を予定している。また、ア

イドリングストップ、空ぶかし防止、制限速度の遵守等を呼びかける。 

 施設利用車両に対して、看板の設置等により事業計画地内での低速走行を呼びかける。 

 事業計画地へ誘導する案内看板の適切な設置を検討する。 

 事業計画地と万博会場を往復するＰ＆Ｒシャトルバスは、可能な限り低公害型の車種の採用を

検討する他、効率的な運行、適切な点検・整備を実施する。 
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(ｳ) 振 動 

周辺環境への影響を最小限にするために実施する環境保全措置は、以下に示すとおりである。 

 公共交通利用の呼びかけや事前予約制として予約枠をコントロールすること等により、交通量

の発生抑制に努める。 

 施設利用車両に対して、車マスの一部に自家用車向け充電器の設置を予定している。また、ア

イドリングストップ、制限速度の遵守等を呼びかける。 

 施設利用車両に対して、看板の設置等により事業計画地内での低速走行を呼びかける。 

 事業計画地へ誘導する案内看板の適切な設置を検討する。 

 事業計画地と万博会場を往復するＰ＆Ｒシャトルバスは、可能な限り低公害型の車種の採用を

検討する他、効率的な運行、適切な点検・整備を実施する。 

(ｴ) 水 質 

 施設の供用中に設置するトイレ等については、可能な限りバイオトイレ（汚水を浄化しリサイ

クルすることで汲み取りや排水のないトイレ）を導入することにより、排水量を低減する。 

 施設の供用中に設置するトイレ等から発生する汚水について、浄化槽を設置して処理する場合

には、一般排水基準を十分下回るよう、高度処理型浄化槽を設置する。 

(ｵ) 廃棄物 

 駐車場管理運営施設において発生する廃棄物については、「尼崎市廃棄物の減量及び適正処理

に関する条例」（昭和48年条例第21号（最終改正：令和４年条例第32号））に基づき、分別収

集・紙資源のリサイクル等により発生量の抑制に努める。来場者に対してごみの持ち帰りを呼

びかける等、発生量の抑制に努める。 

(ｶ) 安全性 

周辺環境への影響を最小限にするために実施する環境保全措置は、以下に示すとおりである。 

 公共交通利用の呼びかけや事前予約制として予約枠をコントロールすること等により、交通量

の発生抑制に努める。 

 施設利用車両に対して、アイドリングストップ、空ぶかし防止、制限速度の遵守等を呼びかけ

る。 

 事業計画地へ誘導する案内看板の適切な設置を検討する。 

 施設関連車両の事業計画地出入口付近には、誘導員を適宜配置し、交通事故の防止に努める。 

 施設関連車両に対して、事業計画地内への看板の設置等により低速走行を呼びかける。 
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第３章 対象事業が実施される区域及びその周囲の概況 

 

対象事業が実施される区域及びその周囲（以下「調査対象区域」という。）を対象として、地域

の概況について既存資料などをもとに把握した。 

調査対象区域は、図 3.1.1に示すとおり事業計画地を含む尼崎臨海地域に位置する中央地区及び

大庄地区とした。また、統計資料等により市町村単位の表示事項については、事業計画地が位置す

る尼崎市全域を対象とした。 

なお、取りまとめに当たっては、原則として、令和４年８月１日時点までの既存資料を用いた。 
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図 3.1.1 調査対象区域の位置 
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3.1 社会の概況 

3.1.1 人口等 

(1) 人口、世帯数、人口密度 

尼崎市の人口の概況は、表 3.1.1に示すとおりである。 

尼崎市における令和４年の人口は 456,722人、世帯数は 222,207世帯、人口密度は 9,007人／km2

となっている。 

表 3.1.1 尼崎市の人口の概要 

年 次 
面 積 

(km2) 

世帯数 

（世帯） 

人 口 （人） 人口密度 

（人／km2） 総 数 男 女 

平成30年1) 50.72 214,100 450,989 218,070 232,919 8,892 

平成31年1) 50.72 216,540 451,431 218,117 233,314 8,900 

令和２年2) 50.72 221,404 459,593 222,293 237,300 9,061 

令和３年1) 50.72 221,659 459,394 222,079 237,315 9,057 

令和４年1) 50.713) 222,207 456,722 220,671 236,051 9,007 

（注）１．国勢調査を除いた各年次の人口については、推計人口を年初（１月１日）現在で表した。 

   ２．令和２年は、第 21回国勢調査（令和２年 10 月１日現在）の人口である。 

   ３．令和３年 11月 10日に国土交通省国土地理院において公表された改訂数値である。 

出典：「尼崎市統計書 令和３年版」（令和４年３月、尼崎市） 

 

(2) 人口動態 

尼崎市の人口動態は、表 3.1.2に示すとおりである。 

尼崎市における人口は、おおむね 45万人で横ばいである。 

表 3.1.2 尼崎市の人口動態 

（単位：人） 

年 次 
年間増加数 

年間総増加数 年初推計人口2) 
自然増加数 社会増加数 

平成29年 △1,349   933   △416 451,405 

平成30年 △1,258 1,700     442 450,989 

平成31年 △1,441 1,517      76 451,431 

令和２年 △1,537 1,095   △442 451,5073) 

令和３年 △1,993 △679 △2,672 459,394 

（注）１．△は減少を示す。 

   ２．尼崎市の推計人口は、５年ごとに実施される国勢調査人口に、住民基本台帳法に基づく増

減数を加減して算出されるものである。 

   ３．国勢調査時点における人口は、前月までの推計人口とは独立して公表されるため、国勢調

査年次の前後においては、年間増減数と年初人口とでつじつまの合わない場合がある。 

出典：「尼崎市統計書 令和３年版」 （令和４年３月、尼崎市） 
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3.1.2 土地利用 

尼崎市の地目別地積は表 3.1.3に、調査対象区域の土地利用現況図は図 3.1.2に示すとおりであ

る。 

尼崎市における地目別地積は、いずれの年度も宅地の占める割合が高い。また、土地利用現況図

によると、調査対象区域の国道 43号以南の臨海部の土地利用は、工業系用地と公共公益系用地が大

半を占めている。 

表 3.1.3 尼崎市の地目別地積 

（単位：㎡） 
地目 

 
年次 

田 畑 宅 地 池 沼 山 林 雑種他 
道路、 

河川等 
総 数 

平成 

29年 

非課税地積 435 1,763 2,409,085 23,370 ・ 2,116,587 17,654,605 22,205,845 

課税地積 687,072 198,774 26,517,511 ― ・ 1,110,798 ― 28,514,155 

平成 

30年 

非課税地積 435 1,763 2,388,675 23,370 ・ 2,119,500 17,627,669 22,161,412 

課税地積 664,518 201,793 26,620,049 ― ・ 1,072,228 ― 28,558,588 

平成 

31年 

非課税地積 435 1,763 2,404,368 23,370 ・ 2,065,471 17,645,329 22,140,736 

課税地積 656,817 201,753 26,649,512 ― ・ 1,071,182 ― 28,579,264 

令和 

２年 

非課税地積 435 2,195 2,393,254 22,845 ・ 2,065,397 17,638,997 22,123,123 

課税地積 641,106 201,823 26,697,251 ― ・ 1,074,697 ― 28,596,877 

令和

３年 

非課税地積 435 2,195 2,400,272 22,845 96,957 1,880,293 17,607,377 22,010,374 

課税地積 627,864 199,465 26,722,669 ― 4,141 1,155,487 ― 28,709,626 

（注）１．各年１月１日現在。 

   ２．「―」は該当数字なし、「・」は数値の存在があり得ないものを示す。 

   ３．非課税地積：地方税法第 348 条の規定によって非課税とされている土地（国・公有地、公用地、公共用

地、保安林、墓地、境内地、学校用地等）の面積の合計。 

   ４．山 林：システムの移行により令和３年からデータ抽出方法が変わったため、令和２年以前とは連動し

ていない。 

   ５．雑種他：ゴルフ場の用地、遊園地等の用地、鉄軌道用地、その他の雑種地の合計。 

出典：「尼崎市統計書 令和２年版」（令和３年３月、尼崎市） 

「尼崎市統計書 令和３年版」（令和４年３月、尼崎市） 
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図 3.1.2 調査対象区域の土地利用現況 
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3.1.3 産 業 

(1) 産業の構造 

尼崎市の産業別人口は表 3.1.4に、産業大分類事業所数及び従業者数は表 3.1.5に示すとおりで

ある。 

尼崎市における平成 24年以降の産業別人口は、いずれの年度も第３次産業が最も多く、総数は平

成 26年に最も多くなっている。平成 24年と 28年の産業別の従業者数では、第１次産業のウエイト

は 0.05ポイント上昇、第２次産業は 1.74ポイント減少している。第３次産業は平成 26年が最も多

くなっている。 

事業所数は、いずれの年度も卸売・小売業が最も多く、従業者数は製造業が最も多くなっている。 

表 3.1.4 尼崎市の産業別従業者数 

年 次 
第１次産業3) 第２次産業3) 第３次産業3) 従業者数合計 

総 数 
(人) 

構成比 
(％) 

総 数 
(人) 

構成比 
(％) 

総 数 
(人) 

構成比 
(％) 

総 数 
(人) 

構成比 
(％) 

平成24年 237 0.13 54,819 29.00 133,994 70.88 189,050 100.00 

平成26年 297 0.14 54,139 26.25 151,816 73.61 206,252 100.00 

平成28年 348 0.18 52,211 27.26 138,997 72.56 191,556 100.00 
（注）１．平成 24 年２月１日、平成 26 年７月１日、平成 28 年６月１日現在。 
   ２．構成比は四捨五入を行っているため、各値と合計値が一致しない場合がある。 
   ３．産業分類については、「令和２年国勢調査 就業状態等基本集計結果」（令和４年５月、総務省統計

局）に基づく。 

出典：「尼崎市統計書 令和３年版」（令和４年３月、尼崎市）より作成 

表 3.1.5 尼崎市の産業大分類事業所及び従業者数 

 

産業（大分類） 

平成24年 平成26年 平成28年 

事業所数 

（事業所） 

従業者数 

（人） 

事業所数 

（事業所） 

従業者数 

（人） 

事業所数 

（事業所） 

従業者数 

（人） 

農林漁業 7 237 15 297 14 348 

鉱業、採石業、砂利採取業 1 32 1 36 ― ― 

建設業 1,435 12,949 1,443 12,277 1,381 11,705 

製造業 1,825 41,838 1,817 41,826 1,694 40,506 

電気・ガス・熱供給・水道業 13 643 26 1,041 19 502 

情報通信業 128 3,211 120 2,916 107 2,668 

運輸業、郵便業 407 13,103 406 14,063 386 13,092 

卸売業、小売業 4,398 35,045 4,334 35,880 4,067 35,070 

金融業、保険業 228 3,553 222 3,449 205 3,478 

不動産業、物品賃貸業 1,302 5,643 1,365 5,737 1,238 5,430 

学術研究、専門・技術サービス業 511 6,445 527 6,616 533 6,958 

宿泊業、飲食サービス業 2,941 18,499 2,904 17,187 2,724 17,577 

生活関連サービス業、娯楽業 1,599 7,359 1,659 8,031 1,580 7,251 

教育、学習支援業 488 4,143 642 7,572 533 4,320 

医療、福祉 1,535 23,056 1,892 30,158 1,816 27,901 

複合サービス事業 70 596 68 924 64 904 

サービス業（他に分類されないもの） 990 12,698 993 13,945 972 13,846 

公務（他に分類されるものを除く） ・ ・ 58 4,297 ・ ・ 

総 数 17,878 189,050 18,492 206,252 17,333 191,556 
（注）１．総数には男女別の不詳を含む。 
   ２．「―」は該当数字なし、「・」は数値の存在があり得ないものを示す。 
   ３．平成 24 年２月１日現在、平成 26 年７月１日現在、平成 28 年６月１日現在。 

出典：「尼崎市統計書 令和３年版」（令和４年３月、尼崎市） 
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(2) 産業別生産量、出荷額など 

(a) 農 業 

(ｱ) 農家数及び農家人口 

尼崎市の農家数及び農家人口は表 3.1.6に、経営耕地面積（農業経営体）は表 3.1.7に示すとお

りである。 

尼崎市における農家数及び販売農家人口は、平成 17年以降減少傾向となっている。 

表 3.1.6 尼崎市の農家数及び農家人口 

年 次 

農家数（戸） 
販売農家人口 

（人） 総 数 
販売農家 

自給的農家 
総 数 専 業 兼 業 

平成17年 359 150 38 112 209 689 

平成22年 334 152 40 112 182 651 

平成27年 294 127 29 98 167 483 

令和２年 260 107 ― ― 153 ― 

（注）１．各年２月１日現在。 
  ２．「―」は不詳であることを示す。 

出典：「尼崎市統計書 令和３年版」（令和４年３月、尼崎市） 

表 3.1.7 尼崎市の経営耕地面積（農業経営体） 

年 次 
総面積 田 畑 樹園地 

面 積 
（a） 

構成比 
（％） 

面 積 
（a） 

構成比 
（％） 

面 積 
（a） 

構成比 
（％） 

面 積 
（a） 

構成比 
（％） 

平成22年 7,040 100.00 4,496 63.86 2,410 34.23 134 1.90 

平成27年 6,151 100.00 3,637 59.13 2,463 40.04 51 0.83 

令和２年 5,192 100.00 2,278 43.88 2,864 55.16 50 0.96 

（注）構成比は四捨五入を行っているため、各値と合計値が一致しない場合がある。 

出典：「2010 年世界農林業センサス 兵庫県結果表」 （平成 23 年 10 月、兵庫県） 
「2015 年農林業センサス 兵庫県結果表」 （平成 28 年 12 月、兵庫県） 
「2020 年農林業センサス 農林業経営体調査結果の概要（確定値）」（令和３年４月、兵庫県） 

 

(ｲ) 主要農作物の作付面積及び収穫量 

尼崎市の主要農作物の作付面積及び収穫量は、表 3.1.8に示すとおりである。 

尼崎市における水稲の収穫量は、平成 28年以降減少傾向となっている。 

表 3.1.8 尼崎市の主要農作物の作付面積及び収穫量 

年 次 
水 稲 大 豆 

作付面積 
(ha) 

10a当たり収量 
(kg) 

収穫量 
(t) 

作付面積 
(ha) 

10a当たり収量 
(kg) 

収穫量 
(t) 

平成28年 40 473 189 1 99 1 

平成29年 38 477 181 1 98 1 

平成30年 37 469 174 1 53 1 

令和元年 37 474 175 1 74 1 

令和２年 37 456 169 1 64 1 

（注）平成 19 年結果より、市町村統計の公表は主要作物のみ。小数点以下数値の公表なし。 

出典：「尼崎市統計書 令和３年版」（令和４年３月、尼崎市） 
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(b) 製造業 

尼崎市の製造業における事業所数、従業者数及び製造品出荷額等の推移は表 3.1.9に、製造業に

おける産業中分類別事業所数、従業者数及び製造品出荷額等（平成 30年）は表 3.1.10に示すとお

りである。 

尼崎市における令和２年における事業所数は 714事業所、従業者数は 33,263 人、製造品出荷額等

は年間約１兆 4,613億円となっている。 

表 3.1.9 尼崎市の製造業における事業所数、従業者数及び製造品出荷額等の推移 

年 次 
事業所数1) 

（事業所） 

従業者数1) 

（人） 

製造品出荷額等2) 

（百万円／年間） 

平成28年 809 34,009 1,377,550 

平成29年 732 33,261 1,361,983 

平成30年 716 32,647 1,368,173 

令和元年 701 33,101 1,449,763 

令和２年 714 33,263 1,461,334 

（注）１．事業所数、従業者数は、各年６月１日現在（ただし、平成 28 年は「平成 28年経済センサス－

活動調査」（総務省統計局）による(平成 28 年６月 1 日現在)）。 

   ２．製造品出荷額等は、前年間（ただし、平成 28 年は「平成 28 年経済センサス－活動調査」（総

務省統計局）による(平成 27年１年間)）。 

   ３．従業者４人以上の事業所の集計である。 

出典：「尼崎市統計書 令和３年版」（令和４年３月、尼崎市） 
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表 3.1.10 尼崎市の製造業における産業中分類別事業所数、従業者数及び製造品出荷額等（令和２年） 

産業中分類 
事業所数1) 

（事業所） 

従業者数1) 

（人） 

製造品出荷額等2) 

（百万円） 

食料品 33 1,541 26,565 

飲料・たばこ・飼料 1 12 x 

繊維工業 10 123 526 

木材・木製品 7 95 2,133 

家具・装備品 2 36 x 

パルプ・紙・紙加工品 22 947 73,915 

印刷・同関連産業 18 536 9,467 

化学工業 40 2,847 218,456 

石油製品・石炭製品 1 8 x 

プラスチック製品 37 1,470 48,743 

ゴム製品 4 44 726 

なめし革・同製品・毛皮 1 16 (2,008) 

窯業・士石製品 27 814 29,439 

鉄鋼業 46 3,748 246,890 

非鉄金属 21 1,901 117,904 

金属製品 168 3,875 90,710 

はん用機械器具 54 1,846 46,158 

生産用機械器具 104 3,012 94,246 

業務用機械器具 12 688 17,270 

電子部品・デバイス 13 981 20,358 

電気機械器具 45 3,364 155,773 

情報通信機械器具 8 2,465 133,811 

輸送用機械器具 29 2,706 120,388 

その他の製造業 11 188 5,848 

総 数 714 33,263 1,461,334 

（注）１．事業所数、従業者数は、令和２年６月１日現在。 

   ２．製造品出荷額等は、令和元年 1 年間。 

   ３．従業者４人以上の事業所の集計である。 

   ４．「x」は事業所数僅少につき秘匿した数字を示す。 

   ５．( )内の数値は、便宜上最寄りの秘匿分を合算したものである。 

出典：「尼崎市統計書 令和３年版」（令和４年３月、尼崎市） 
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(c) 商 業 

尼崎市の事業所数、従業者数及び年間商品販売額の推移は表 3.1.11に、業種別状況（平成 28年）

を表 3.1.12に示すとおりである。 

尼崎市における事業所数は、平成 26年に一旦減少したが、平成 28年には増加した。また、従業

者数、年間商品販売額は経年的に増加している。業種別状況（平成 28年）をみると、年間商品販売

額が最も多いのは、卸売業では機械器具卸売業、小売業では飲食料品小売業となっている。 

表 3.1.11 尼崎市の事業所数、従業者数及び年間商品販売額の推移 

年 次 
事業所数1) 

（事業所） 

従業者数1) 

（人） 

年間商品販売額2) 

（万円） 

平成24年 3,080 22,608  89,138,247 

平成26年 3,014 23,972  91,450,193 

平成28年 3,081 26,930 103,737,991 

（注）１．事業所数、従業者数は、平成 24 年２月１日、平成 26 年７月１日、平成 28 年６月１日現在。 

   ２．年間商品販売額は、調査実施前年の１月１日から 12月 31 日までの１年間。 

出典：「尼崎市統計書 令和３年版」（令和４年３月、尼崎市） 

表 3.1.12 尼崎市の業種別状況（平成 28年） 

 産業中分類 
 事業所数 1) 

（事業所） 

 従業者数 1) 

（人） 

 年間商品販売額 2) 

（万円） 

卸
売
業 

各種商品卸売業 1 9 x 

繊維・衣服等卸売業 19 200 x 

飲食料品卸売業 123 1,417 12,792,370 

建築材料、鉱物・金属材料等卸売業 189 1,376 12,359,837 

機械器具卸売業 213 2,474 20,353,109 

その他の卸売業 4) 147 1,864 21,876,173 

合  計 692 7,340 67,935,504 

小
売
業 

各種商品小売業 8 820 1,787,003 

織物・衣服・身の回り品小売業 402 1,701 2,307,444 

飲食料品小売業 755 9,243 14,289,394 

機械器具小売業 295 1,689 5,830,327 

その他の小売業 5) 867 5,649 10,008,074 

無店舗小売業 62 488 1,580,245 

合  計 2,389 19,590 35,802,487 

総   数 3,081 26,930 103,737,991 

（注）１．事業所数、従業者数は、平成 28 年６月 1 日現在。 

   ２．年間商品販売額は、調査実施前年の１月１日から 12月 31 日までの１年間。 

   ３．「x」は発表の差し支えがあるものを示す。 

   ４．その他の卸売業とは、家具・建具・じゅう器等卸売業、医薬品・化粧品等卸売業、紙・紙製品卸売業、

他に分類されない卸売業を示す。 

   ５．その他の小売業とは、家具・建具・畳小売業、じゅう器小売業、医薬品・化粧品小売業、燃料小売業、

書籍・文房具小売業、スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業、写真機・時計・眼鏡小売業、他に

分類されない小売業を示す。 

出典：「尼崎市統計書 令和３年版」（令和４年３月、尼崎市） 
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3.1.4 利水等 

(1) 河川水の利用状況 

調査対象区域には、淀川水系神崎川圏域の一級河川（左門殿川、中島川、庄下川、旧左門殿川）、

蓬川水系の二級河川（蓬川）及び武庫川水系の二級河川（武庫川）が流れている。 

「淀川水系神崎川圏域河川整備計画」（平成 27 年、兵庫県）及び「蓬川水系河川整備基本方針」

（平成 26 年、兵庫県）によると、淀川水系神崎川圏域の河川のうち、左門殿川及び中島川は感潮区

域であり、河川水の利用はない。また、庄下川及び旧左門殿川においても河川水の利用はない。一

方、蓬川の法定河川区間も全て感潮区間であり、河川水の利用はない。武庫川においては、「武庫

川水系河川整備基本方針」（平成 21 年、兵庫県）によると、「農業用水として利用されているほか、

水道用水及び工業用水として利用されている」との記載であったが、現在は、農業用水としてのみ

利用されている。 

なお、阪神・淡路大震災における被災地域河川の状況を踏まえ、震災等による断水時に河川水を

消防用水として利用することが地域防災計画に位置づけられている。 

 

(2) 地下水の利用状況 

尼崎市は地下水の採取規制「建築物用地下水の採取の規制に関する法律」（昭和 37 年法律第 100

号（最終改正：令和４年法律第 68 号））により全域で「工業用水法」（昭和 31 年法律第 146 号（最

終改正：令和４年法律第 68 号））の指定地域とされている。また、「尼崎市の環境をまもる条例」

（平成 12 年条例第 51 号（最終改正：令和２年条例第 40 号））では建築物用地下水の採取に関する

規制が定められている。 

尼崎市の地下水の利用状況は、「地下水利用衛生対策要綱」（令和元年７月１日施行）によると、

尼崎市内においては、地下水の飲用、食品関係施設での使用を禁止している。また、洗浄用水、散

水用水、トイレ用水等として地下水を利用する場合は、関係する法令等の規定を遵守するとともに、

必要に応じて、塩素殺菌等の衛生上の措置を行わなければならないと定められている。 

 

(3) 漁業権の設定状況 

調査対象区域には、「漁業法」（昭和 24 年法律第 267 号（最終改正：令和４年法律第 68 号））

に基づく漁業権の設定区域は海面、内水面ともに存在しない。 
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3.1.5 都市施設等 

(1) 公園、緑地等の分布状況及び利用状況 

調査対象区域の公園、緑地等は、表 3.1.13及び図 3.1.3に示すとおりである。調査対象区域の公

園、緑地等は、107箇所となっている。 

なお、調査対象区域に運動公園及び風致公園はない。 

表 3.1.13(1) 調査対象区域の公園、緑地等 

№ 名 称 種 別 所 在 地 
面 積 
（㎡） 

1 水 明 総合公園 水明町199-１ 19,533 

2 武庫川河川敷緑地 都市緑地 西昆陽４丁目地先～平左衛門町地先 446,479 

3 若 宮 街区公園 大物町２丁目42 1,090 

4 北 浜 街区公園 東本町４丁目40 3,127 

5 東町緑地 都市緑地 東本町１丁目42-６～東本町４丁目104-１ 7,345 

6 築 地 街区公園 築地南浜２丁目39 3,500 

7 庄下川 街区公園 昭和通２丁目75 8,030 

8 中 央 近隣公園 神田北通１丁目９ 神田中通１丁目４ 14,990 

9 中 通 街区公園 東難波町３丁目496 545 

10 難 波 街区公園 東難波町４丁目122 4,707 

11 貴布祢 街区公園 西本町６丁目25 2,932 

12 出屋敷 街区公園 南竹谷町２丁目64-１ 1,915 

13 梅の木 街区公園 西難波町５丁目162 2,337 

14 東難波 街区公園 東難波町３丁目310 2,072 

15 西難波 街区公園 西難波町２丁目208 2,971 

16 浜田川 近隣公園 西難波町２丁目297 3,532 

17 蓬 川 地区公園 崇徳院３丁目１ 18,278 

18 大 庄 近隣公園 菜切山町24 10,625 

19 浜 田 近隣公園 浜田町２丁目132 10,433 

20 下稲葉 街区公園 稲葉荘１丁目83 4,581 

21 上稲葉 街区公園 稲葉荘３丁目92 2,896 

22 北難波 街区公園 東難波町２丁目40 5,310 

23 桜 木 街区公園 西本町３丁目34地先 130 

24 戎橋街園 街 園 中在家町１丁目１ 160 

25 西本町街園 街 園 西本町１丁目４ 100 

26 南の口 街区公園 大島３丁目174 7,553 

27 西稲葉 街区公園 稲葉荘２丁目78 423 

28 口の開 街区公園 大庄西町２丁目125 1,013 

29 中在家 街区公園 西本町４丁目42-１ 832 

30 道 意 近隣公園 道意町６丁目８ 12,098 

31 間 割 街区公園 道意町３丁目２-２ 629 

32 琴 浦 街区公園 道意町４丁目36 1,158 

33 川 端 街区公園 武庫川町２丁目36-４ 235 

34 琴浦橋 街区公園 南竹谷町３丁目10 927 

35 下 田 街区公園 道意町２丁目１ 2,056 

36 元 浜 街区公園 元浜町１丁目１-５ 976 

37 西向島 近隣公園 西向島町91 5,431 
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表 3.1.13(2) 調査対象区域の公園、緑地等 

№ 名 称 種 別 所 在 地 
面 積 
（㎡） 

38 神 田 街区公園 神田中通３丁目83 2,083 

39 中 洲 街区公園 西向島99-１ 1,064 

40 開 明 街区公園 開明町１丁目80-２ 552 

41 大庄東 街区公園 蓬川町295-10 430 

42 十 間 街区公園 東難波町５丁目376 423 

43 平 田 街区公園 西立花町４丁目271 687 

44 東大島 街区公園 大庄北１丁目38 2,085 

45 三十六 街区公園 稲葉元町３丁目12 878 

46 東平田 街区公園 西立花町４丁目35 640 

47 竹 谷 街区公園 北竹谷町２丁目107-４ 978 

48 西 駄 街区公園 大島１丁目509 1,040 

49 北大物 街区公園 北大物町25-32 1,002 

50 大物川緑地 都市緑地 東大物町１丁目125～南城内287 19,849 

51 西大物緑地 緑 道 西大物町159 2,151 

52 蓬川緑地 都市緑地 蓬川荘園460～南竹谷町３丁目10地先 33,670 

53 西本町１丁目街園 街 園 西本町1丁目19 23 

54 尼宝街園 街 園 大島３丁目35 58 

55 二の丸 街区公園 北城内48-１ 2,249 

56 庄下川緑地 緑 道 開明町１丁目34地先 205 

57 松島橋 街区公園 築地本町１丁目12 西松島町158 4,001 

58 春 日 街区公園 大庄北４丁目165 5,891 

59 道意街園 街 園 道意町６丁目７-７ 86 

60 難波新町 街区公園 東難波町５丁目403-１ 1,459 

61 今北高部屋 街区公園 稲葉元町２丁目293 1,438 

62 北竹谷 街区公園 神田南通４丁目105 1,076 

63 元浜西 街区公園 元浜町３丁目32 945 

64 祇園橋緑地 都市緑地 武庫川町１丁目42～道意６丁目57-1 8,265 

65 今北東 街区公園 西立花町３丁目401-３ 900 

66 今 北 街区公園 西立花町２丁目735 1,885 

67 今北北 街区公園 西立花町２丁目334-１ 1,564 

68 芋 街区公園 稲葉元町２丁目166 2,000 

69 成 文 街区公園 大島２丁目195 3,686 

70 鳥 林 街区公園 西立花町５丁目65-１ 1,743 

71 東大島南緑地 都市緑地 大庄北５丁目376-１ 1,594 

72 宮 内 街区公園 宮内町３丁目180及び北竹谷町３丁目122 1,009 

73 西難波北 街区公園 西難波町１丁目41 746 

74 東大物 街区公園 東大物町２丁目101 966 

75 出屋敷駅北緑地 都市緑地 竹谷町２丁目188 1,494 

76 尼崎城址 近隣公園 北城内27 13,758 

77 元浜緑地 都市緑地 元浜町１丁目、道意町６丁目 37,090 

78 中難波 街区公園 東難波町５丁目281-１ 1,004 

79 西難波中 街区公園 西難波町１丁目282-１ 653 

80 弓場の先 街区公園 琴浦町36-３ 1,166 

81 東難波２丁目緑地 都市緑地 東難波町２丁目171-１ 180 

82 崇徳院 街区公園 崇徳院３丁目34-７ 838 

83 出屋敷西 街区公園 南竹谷町２丁目58 785 



3.1-14 

表 3.1.13(3) 調査対象区域の公園、緑地等 

№ 名 称 種 別 所 在 地 
面 積 
（㎡） 

84 中在家緑地 都市緑地 中在家２丁目68 2,939 

85 稲葉元町 街区公園 稲葉元町３丁目278 264 

86 大庄北 街区公園 大庄北１丁目272 1,158 

87 松 原 街区公園 浜田町１丁目６-２ 898 

88 西大物 街区公園 西大物164 2,838 

89 築地中通３丁目緑地 都市緑地 築地中通３丁目79-４ 80 

90 築地本町４丁目緑地 都市緑地 築地本町４丁目77 90 

91 
築地中（愛称：築地 
中通こども公園） 

街区公園 築地中通５丁目127 1,500 

92 築地北浜１丁目緑地 都市緑地 築地北浜１丁目３-10 180 

93 築地本町１丁目緑地 都市緑地 築地本町１丁目８-２ 100 

94 築地戎橋緑地 都市緑地 築地北浜５丁目119 502 

95 築地南浜緑地 都市緑地 築地南浜３丁目69 1,353 

96 丸 島 街区公園 丸島町17 1,115 

97 芦原橋 街区公園 東難波町１丁目２ 958 

98 南城内緑地 都市緑地 南城内 4,129 

99 今北五反田 街区公園 大庄北３丁目727 800 

100 築地北浜緑地 都市緑地 築地北浜１丁目～５丁目 1,727 

101 開明中 街区公園 開明町２丁目１ 2,956 

102 御園広場 広場公園 御園町27-３ 165 

103 明 倫 街区公園 蓬川町302-８ 1,399 

104 アルカイック広場 広場公園 昭和通２丁目72-３ 1,854 

105 南竹谷町３丁目緑地 都市緑地 南竹谷町３丁目６-６ 427 

106 大庄西町４丁目緑地 都市緑地 大庄西町４丁目46番６ 345 

107 尼崎市立魚つり公園 ― 平左衛門町66 44,000 

108 
兵庫県立 
尼崎の森中央緑地 

都市緑地 扇町33-４ 291,000 

109 尼崎のびのび公園 ― 船出 ― 
（注）１．令和２年３月末日現在。 

   ２．表中の№は、図 3.1.3 に対応している。 

   ３．種別は、以下のとおりである。 

街区公園：主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする公園 

近隣公園：主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする公園 

地区公園：主として徒歩圏域内に居住する者の利用に供することを目的とする公園 

総合公園：都市住民の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に供することを目的とする

公園 

運動公園：都市住民の主として運動の用に供する公園 

風致公園：主として風致を享受することを目的とする公園 

都市緑地：主として都市の自然的環境の保全及び改善並びに都市景観の向上を図るために設けら

れる緑地 

広場公園：主として市街地の中心部における休息又は観賞の用に供することを目的とする公園 

緑  道：災害等における避難路の確保、市街地における安全性及び快適性の確保等を図ること

を目的とする緑地 

   ４．尼崎のびのび公園は、既存資料に面積の記載がないため、面積は「－」と記載している。 

出典：「公園・緑化のあゆみ  令和元年度緑化事業報告書」（令和３年、尼崎市） 

「尼崎市都市公園配置図」（令和３年８月、尼崎市） 

「兵庫県立尼崎の森中央緑地」（HP：https://www.hyogo-park.or.jp/amagasaki/） 

「橘公園・小田南公園・西向島公園・猪名川公園・魚つり公園」（HP：https://amagasaki-park.com/plant5） 

「ガイドマップあまがさき」 

（尼崎市 HP：https://www.city.amagasaki.hyogo.jp/shisei/sogo_annai/003map2012.html） 
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図 3.1.3 調査対象区域の公園、緑地等 

出典：「公園・緑化のあゆみ 令和元年度緑化事業報告書」 
（令和３年、尼崎市） 
「尼崎市都市公園配置図」（令和３年８月、尼崎市） 
「兵庫県立尼崎の森中央緑地」 
（HP：https://www.hyogo-park.or.jp/amagasaki/） 
「橘公園・小田南公園・西向島公園・猪名川公園・魚
つり公園」（HP：https://amagasaki-park.com/plant5） 
「ガイドマップあまがさき」 
（尼崎市 HP： https://www.city.amagasaki.hyogo.jp/ 
shisei/sogo_annai/003map2012.html） 
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(2) 上水道の整備状況 

尼崎市の上水道の給水状況は、表 3.1.14に示すとおりである。 

尼崎市の上水道普及率は、100％となっている。 

尼崎市内へは、尼崎市の神崎浄水場、阪神水道企業団の猪名川浄水場及び尼崎浄水場から配水す

るとともに、兵庫県用水供給事業の多田浄水場からの上水と猪名川浄水場からの上水を野間ポンプ

室で混合し市内へ配水している。 

表 3.1.14 尼崎市の上水道の供給状況 

区分 

年度 

給水人口 

（人） 

給水戸数 

（戸） 

普及率 

（％） 

一日最大配水量 

（㎥） 

一日平均配水量 

（㎥） 

平成28年度 450,765 240,606 100.0 167,868 152,421 

平成29年度 450,721 242,239 100.0 165,430 150,465 

平成30年度 451,179 244,176 100.0 165,731 148,919 

令和元年度 451,481 245,425 100.0 156,650 146,275 

（注）各年度３月 31 日現在。 

出典：「尼崎市統計書 令和３年版」（令和４年３月、尼崎市） 

 

(3) 下水道の整備状況 

尼崎市の下水道の整備状況は、表 3.1.15に示すとおりである。 

尼崎市の下水道普及率は、いずれの年度もほぼ 100％となっている。 

表 3.1.15 尼崎市の下水道の整備状況 

年度 

計画排水区域 管きょ整備区域 排水能力 

 

 

(㎥/秒) 

処理区域 処理能力 

 

 

(㎥/日) 

普及率 

面積① 

 

(ha) 

人 口 

 

(人) 

面積② 

 

(ha) 

人 口 

 

(人) 

面 積 

 

(ha) 

人 口 

 

(人) 

②/① 

×100 

（％） 

平成28年度 4,055.1 458,000 4,054.5 450,722 289.5 4,054.5 450,722 198,766 99.9 

平成29年度 4,055.1 458,000 4,054.5 450,679 292.7 4,054.5 450,679 198,766 99.9 

平成30年度 4,055.1 458,000 4,054.5 451,179 294.7 4,054.5 451,138 188,167 99.9 

令和元年度 4,055.1 458,000 4,054.5 451,481 295.5 4,054.5 451,440 203,900 99.9 

令和２年度 4,055.1 458,000 4,054.5 450,233 297.3 4,054.5 450,192 203,900 99.9 

（注）各年度３月 31 日現在。 

出典：「尼崎市統計書 令和３年版」（令和４年３月、尼崎市） 
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(4) 学校・病院等の配置状況 

(a) 学校、保育園等 

調査対象区域の学校、保育園等は、表 3.1.16及び図 3.1.4に示すとおりである。 

表 3.1.16(1) 調査対象区域の学校、保育園等 

№ 種 別 名    称 所在地 

1 

保育園（所） 

サカエ保育園 稲葉元町３丁目 10-7 

2 ゆりかご保育園 稲葉元町３丁目 20-12 

3 おおしま保育園 稲葉荘１丁目６-20 

4 いるか保育園 大庄北５丁目 21-20 

5 大島南保育園 大庄西町２丁目 26-18 

6 浜田保育園 崇徳院２丁目 116 

7 大庄保育所 大庄中通５丁目 14-２ 

8 武庫川乳児保育所 大庄西町４丁目８番 24 号 

9 どいゆうゆう保育園 道意町５丁目 36 

10 もとはまなないろ保育園 元浜町４丁目 59-１ 

11 みどり野保育園 東難波町１丁目２-12 

12 北難波保育所 西難波町６丁目 14-29 

13 東難波乳児保育所 東難波町２丁目 10-９ 

14 梅の花保育園 東難波町３丁目 12-14 

15 
難波愛の園幼稚園 
(認定こども園 難波愛の園幼稚園) 

西難波町５丁目８-33 

16 若葉保育園 東難波町４丁目７-３ 

17 あすなろこども園 宮内町３丁目 141 番地 

18 駅前かしの木保育園 昭和南通３丁目１ 

19 慈愛保育園 東大物町１丁目３-７ 

20 開明かしの木こども園 開明町３丁目 22 

21 尼崎ひまわり保育園 開明町２丁目 23 

22 かしの木こども園 大物町１丁目 18-１ 

23 築地保育所 築地３丁目５-22 

24 
小規模保育
事業所 

学校法人 LABO-K学園 
からたち幼稚園 ぴこぴこえんチャオ 

東大物町１丁目５-５ 

25 
子育て交流 

びすけっと 稲葉荘１-７-21 木村ビル 

26 まかろん 開明町２丁目 25 

（注）表中の№は、図 3.1.4に対応している。 

出典：「公立保育所の一覧」（尼崎市 Web サイト） 

「法人保育園の一覧」（尼崎市 Web サイト） 

「小規模保育事業所の一覧」（尼崎市 Web サイト） 

「子育て交流の一覧」（尼崎市 Web サイト） 
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表 3.1.16(2) 調査対象区域の学校、保育園等 

№ 種 別 名    称 所在地 

27 

幼稚園 

大島幼稚園 稲葉荘１丁目９-25 

28 みのり幼稚園 元浜町２丁目 58 

29 竹谷幼稚園 北竹谷町２丁目 36 番地 

30 からたち幼稚園 東大物町１丁目５-５ 

31 

小学校 

大島小学校 稲葉荘２丁目 10-７ 

32 浜田小学校 浜田町３丁目 110 番地 

33 成文小学校 大島２丁目 33-１ 

34 大庄小学校 大庄中通４-43 

35 成徳小学校 蓬川町 302 番地の２ 

36 わかば西小学校 武庫川町１丁目 25 番地 

37 難波の梅小学校 西難波町６-14-57 

38 難波小学校 東難波町４丁目３-40 

39 竹谷小学校 北竹谷町２丁目 36 番地 

40 明城小学校 南城内 10 番地の１ 

41 

中学校 

大庄北中学校 大庄北１丁目８-１ 

42 大庄中学校 菜切山町 37 番地の１ 

43 成良中学校琴城分校 南城内 10 番地の２ 

44 

高等学校 

尼崎西高等学校 大島２丁目 34-１ 

45 尼崎高等学校 北大物町 18-１ 

46 琴ノ浦高等学校 北城内 47 番地の１ 

（注）表中の№は、図 3.1.4に対応している。 

出典：「市立幼稚園一覧」（尼崎市 Web サイト） 

「私立幼稚園（認定こども園含む）の一覧」（尼崎市 Webサイト） 

「市立小学校の一覧」（尼崎市 Web サイト） 

「市立中学校の一覧」（尼崎市 Web サイト） 

「市立高等学校の一覧」（尼崎市 Web サイト） 

「兵庫県立高等学校の一覧」（尼崎市 Web サイト） 
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図 3.1.4 調査対象区域の学校、保育園等 

出典：「公立保育所の一覧」（尼崎市 Web サイト） 
「法人保育園の一覧」（尼崎市 Web サイト） 
「小規模保育事業所の一覧」（尼崎市 Web サイト） 
「子育て交流の一覧」（尼崎市 Web サイト） 
「市立幼稚園一覧」（尼崎市 Web サイト） 
「私立幼稚園（認定こども園含む）の一覧」 
（尼崎市 Web サイト） 
「市立小学校の一覧」（尼崎市 Web サイト） 
「市立中学校の一覧」（尼崎市 Web サイト） 
「市立高等学校の一覧」（尼崎市 Web サイト） 
「兵庫県立高等学校の一覧」（尼崎市 Web サイト） 
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(b) 医療施設、福祉施設、文化施設 

調査対象区域の医療施設、福祉施設、文化施設は、表 3.1.17～3.1.19及び図 3.1.5に示すとおり

である。 

表 3.1.17 調査対象区域の医療施設 

№ 種 別 名  称 所 在 地 

1 

医療施設 

独立行政法人 労働者健康安全機構 関西労災病院 稲葉荘３丁目１番 69 号 

2 医療法人 純徳会 田中病院 武庫川町２丁目２番地 

3 兵庫県立 尼崎総合医療センター 東難波町２丁目 17 番 77 号 

4 医療法人 岡田病院 西難波町４丁目５番 18 号 

5 安藤病院 東難波町５丁目 19 番 16 号 

6 医療法人 緑清会 樋口胃腸病院 昭和通１丁目 17 番６号 

7 近藤病院 昭和通４丁目 114 番地 

8 医療法人社団 西宮回生病院 大原病院 宮内町１丁目９番地 

9 中馬病院 開明町３丁目 29 番地 

（注）表中の№は、図 3.1.5に対応している。 

出典：「兵庫県内病院一覧」（兵庫県 Web サイト） 

表 3.1.18 調査対象区域の福祉施設 

№ 種 別 名  称 所 在 地 

11 
介護老人 
保健施設 
老人保健 
施設 

老人保健施設サンプラザ平成 大庄西町４丁目３-９ 

12 介護老人保健施設なにわローランド 東難波町１丁目３-10 

13 フローリス介護老人保健施設 西難波町６丁目 11-６ 

14 老人保健施設友の家 東本町２丁目 51 

15 
特別養護 
老人ホーム 

特別養護老人ホームサンホームあまがさき 大庄北３丁目 15-１ 

16 特別養護老人ホームサンホーム大庄西 大島３丁目９-１ 

17 特別養護老人ホームほがらか苑 東本町４丁目 103-11 

（注）表中の№は、図 3.1.5に対応している。 

出典：「介護保険施設（老人福祉施設）の一覧」 

「特別養護老人ホームの一覧」（尼崎市 Web サイト） 

表 3.1.19 調査対象区域の文化施設 

№ 名  称 所 在 地 

21 尼崎市総合文化センター 昭和通２丁目７-16 

22 中央図書館 北城内 27 

23 尼崎市立歴史博物館（旧尼崎市立文化財収蔵庫） 南城内 10 番地の２ 

24 尼崎城 北城内 27 

（注）表中の№は、図 3.1.5に対応している。 

出典：「文化施設の一覧」（尼崎市 Web サイト） 

 



3.1-21 

 

図 3.1.5 調査対象区域の医療施設、福祉施設、文化施設 

出典：「兵庫県内病院一覧」（兵国県 Web サイト） 
「介護保険施設（老人福祉施設）の一覧」 
「特別養護老人ホームの一覧」（尼崎市 Web サイト） 
「文化施設の一覧」（尼崎市 Web サイト） 
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3.1.6 交 通 

(1) 道路交通 

調査対象区域の主な道路網及び自動車交通量調査結果は、表 3.1.20及び図 3.1.6に示すとおりで

ある。 

調査対象区域の道路網は、高速大阪西宮線（阪神高速３号神戸線）、高速湾岸線（阪神高速５号

湾岸線）、一般国道２号及び一般国道 43号が東西方向に通り、事業計画地周辺には一般県道の尼崎

港線（県道 57号）が南北方向に通っている。このほか、調査対象区域の東側には一般県道の昭和東

本町線、西側には尼崎港崇徳院線及び甲子園尼崎線が南北に通っている。 

調査対象区域の自動車交通量調査結果は、高速大阪西宮線の尼崎市武庫川町１丁目（区間番号

「5060」)で 74,166台と最も多い。 

表 3.1.20 調査対象区域の自動車交通量調査結果（平成 27年度 道路交通センサス） 

（単位：台） 

路線名 

調査 
単位 
区間 
番号 

交通量 

観測地点地名 

昼間12時間自動車類交通量 

（上下線合計） 

24 時間自動車類交通量 

（上下線合計） 

小型車 大型車 合 計 小型車 大型車 合 計 

高速大阪西宮線 

(阪神高速３号神戸線) 

5050 尼崎市西本町６丁目 36,136 5,743 41,879 51,908 10,171 62,079 

5060 尼崎市武庫川町１丁目 43,570 7,060 50,630 61,812 12,354 74,166 

高速湾岸線 

(阪神高速５号湾岸線) 

5120 西宮市高須町１丁目 23,593 16,943 40,536 30,282 24,069 54,351 

5130 尼崎市西海岸町 28,073 20,070 48,143 36,039 28,123 64,162 

5140 尼崎市東海岸町 26,518 17,941 44,459 34,289 25,389 59,678 

一般国道２号 
10010 尼崎市杭瀬北新町３丁目 20,695 2,861 23,556 29,802 3,599 33,401 

10020 西宮市津門大塚町 16,706 1,136 17,842 22,626 1,431 24,057 

一般国道 43 号 10860 尼崎市東本町２丁目 24,045 16,836 40,881 37,000 23,127 60,127 

尼崎池田線 40710 尼崎市久々知西町２丁目 17,319 5,086 22,405 (24,181) (6,738) (30,919) 

尼崎宝塚線 41930 尼崎市稲葉元町２丁目 12,927 3,463 16,390 (17,643) (4,484) (22,127) 

尼崎港線 

(県道 57 号) 

42370 尼崎市大高州町 3,036 5,392 8,428 (5,207) (5,834) (11,041) 

42380 尼崎市東向島東之町 5,263 4,340 9,603 (7,811) (4,865) (12,676) 

42390 尼崎市神田北通１丁目 7,320 3,296 10,616 (10,129) (3,884) (14,013) 

米谷昆陽尼崎線 
60760 尼崎市尾浜町１丁目 17,653 2,944 20,597 23,333 4,003 27,336 

60770 尼崎市東難波町３丁目 10,829 2,314 13,143 (14,534) (3,078) (17,612) 

尼崎港崇徳院線 

(県道 192 号) 

61290 尼崎市大浜町１丁目 5,499 3,190 8,689 (7,738) (3,645) (11,383) 

61300 尼崎市元浜町２丁目 3,690 2,801 6,491 (5,310) (3,128) (8,438) 

61310 尼崎市大庄西町１丁目 8,331 2,506 10,837 (11,292) (3,121) (14,413) 

昭和東本町線 63300 尼崎市東大物町２丁目 7,593 2,798 10,391 (10,346) (3,370) (13,716) 

甲子園尼崎線 63320 尼崎市西高州町 5,981 4,650 10,631 (8,720) (5,207) (13,927) 

（注）１．昼間 12 時間：午前７時～午後７時とする。 

24 時間：午前７時～翌日の午前７時又は午前０時～翌日の午前０時とする。 

   ２．調査単位区間番号は、図 3.1.6 に対応している。 

   ３．調査単位区間番号の 5120，10010、10020，40710，60760 については、観測地点は調査対象区域外である

が、調査単位区間は調査対象区域内であるため掲載した。 

   ４．( )内の数値は、昼間 12 時間交通量と昼夜率及び夜間 12 時間大型車混入率を用いて推計した値である。 

出典：「平成 27 年度全国道路・街路交通情勢調査（道路交通センサス）」（兵庫県 Webサイト） 

「平成 27 年度道路交通センサス交通量・区間設定図（阪神南・阪神北県民局版）」（兵庫県 Web サイト） 
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図 3.1.6 調査対象区域の主要な道路網と交通量観測地点 

出典：「平成 27 年度全国道路・街路交通情勢調査（道路交通センサス）」（兵庫県 Webサイト） 
「平成 27 年度道路交通センサス交通量・区間設定図（阪神南・阪神北県民局版）」（兵庫県 Web サイト） 
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(2) 鉄道交通 

調査対象区域及びその周辺の鉄道利用状況は表 3.1.21 に、鉄道網は図 3.1.7 にそれぞれ示す  

とおりである。 

調査対象区域及びその周辺の鉄道は、東西に延びた阪神電気鉄道株式会社（阪神電鉄）と西日本

旅客鉄道株式会社（ＪＲ西日本）があり、７駅が存在する。また、阪神本線の尼崎駅とＪＲ西日本

神戸線の尼崎駅の利用者数が比較的多い。 

表 3.1.21 調査対象区域の鉄道利用状況 

（単位：人） 

駅 
 
 
 

年 

阪 神 電 鉄 2) ＪＲ西日本 3) 

大 物 尼 崎 出屋敷 
尼崎センター 
プール前 

武庫川 尼 崎 立 花 

総数 定期 総数 定期 総数 定期 総数 定期 総数 定期 総数 定期 総数 定期 

平成 
28年 

7,908 3,742 52,383 24,846 11,594 5,661 9,475 4,473 29,263 14,225 44,733 30,393 25,302 17,560 

平成 
29年 

7,643 3,719 53,377 25,294 12,130 5,829 9,655 4,399 28,756 14,170 45,110 30,735 25,250 17,604 

平成 
30年 

7,960 3,866 54,168 25,601 12,071 5,874 9,584 4,367 29,294 14,571 45,439 31,121 25,008 17,486 

令和 
元年 

8,571 4,151 54,487 25,800 12,677 6,265 10,721 4,476 29,867 14,936 45,927 31,666 24,991 17,513 

令和 
２年 

4,736 2,649 32,287 17,525 9,956 5,710 7,581 4,036 22,592 12,968 37,656 27,861 20,761 15,362 

（注）１．駅名は、図 3.1.7に対応している。 

   ２．阪神電鉄の利用者は、１～12 月の単純平均で、乗客と降客の人数を合計したものである。 

   ３．ＪＲ西日本の利用者数は、乗客１日平均である。 

出典：「尼崎市統計書 令和３年版」（令和４年３月、尼崎市） 

 

(3) 海上交通 

調査対象区域が位置する尼崎西宮芦屋港の入港船舶数は、表 3.1.22に示すとおりである。 

尼崎西宮芦屋港の入港船舶数は、平成 28年から減少傾向にある。 

表 3.1.22 尼崎西宮芦屋港の入港船舶数 

年 次 
総  数 内  航 外  航 

隻 数 総トン数 隻 数 総トン数 隻 数 総トン数 

平成28年 4,348 2,942,747 4,196 2,653,408 152 289,339 

平成29年 4,238 2,916,887 4,080 2,595,022 158 321,865 

平成30年 4,045 2,674,487 3,952 2,470,306 93 204,181 

令和元年 3,888 2,493,786 3,835 2,341,260 53 152,526 

平成２年 3,836 4,512,846 3,792 4,290,019 44 222,827 

（注）各年 12月 31 日現在。 

出典：「尼崎市統計書 令和３年版」（令和４年３月、尼崎市） 
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図 6.1.7 調査対象区域の鉄道網 
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3.1.7 文化財 

「文化財保護法」（昭和 25年法律第 214号（最終改正：令和４年法律第 68号））、「兵庫県文

化財保護条例」（昭和 39年条例第 58号（最終改正：令和３年条例第 24号））、「尼崎市文化財保

護条例」（昭和 57 年条例第７号）に基づく調査対象区域の登録文化財・指定文化財は、表 3.1.23

及び図 3.1.8に示すとおりである。 

また、調査対象区域の埋蔵文化財包蔵地は、表 3.1.24及び図 3.1.8に示すとおりである。 

表 3.1.23(1) 調査対象区域の登録文化財・指定文化財 

№ 
指定 
状況 

種 類 名  称 住  所 数 量 
所有者 

（管理者） 

1 

国登録 建造物 

尼崎市立大庄公民館 
（旧大庄村役場） 

尼崎市大庄西町３-６-14 １棟 尼崎市 

2 島中家住宅主屋 

尼崎市大庄北二丁目 126 

１棟 

個 人 

3 島中家住宅蔵 １棟 

4 島中家住宅中蔵 １棟 

5 島中家住宅東蔵 １棟 

6 島中家住宅納屋 １棟 

7 島中家住宅仕切塀 １棟 

8 
尼崎市役所開明庁舎 
（旧開明尋常小学校校舎） 

尼崎市開明町２-１-１ １棟 尼崎市 

9 本田家住宅主屋 

尼崎市西本町２-91 

１棟 

個 人 10 本田家住宅巽蔵 １棟 

11 本田家住宅乾蔵 １棟 

12 

国指定 

彫 刻 木造日隆上人坐像 

尼崎市開明町３-13 

１躯 

本興寺 
13 

建造物 

本興寺 開山堂 
(附、棟札２枚) 

１棟 

14 本興寺 三光堂 １棟 

15 本興寺 方丈(附、棟札２枚) １棟 

16 長遠寺 本堂(附、棟札２枚) 

尼崎市寺町 10 

１棟 

長遠寺 
17 

長遠寺 多宝塔 
(附、棟札５枚) 

１棟 

18 
工 芸 

本興寺 太刀銘恒次 尼崎市開明町３-13 １口 本興寺 

19 太刀銘守家 尼崎市西本町北通３-93 １口 尼信文化基金 

20 

県指定 

建造物 

長遠寺 鐘楼 

尼崎市寺町 10 

１棟 

長遠寺 21 長遠寺 客殿 １棟 

22 長遠寺 庫裡 １棟 

23 本興寺 鐘楼 尼崎市開明町３-13 １棟 本興寺 

24 旧小阪家住宅 
尼崎市扇町33番地４(兵庫
県立尼崎の森中央緑地内) 

１棟 兵庫県 

25 書 跡 大覚寺 文書 尼崎市寺町９ 56 点 大覚寺 

26 歴史資料 摂津職河辺郡猪名所地図 尼崎市南城内 10-２ １点 尼崎市 

27 

市指定 建造物 

如来院石造笠塔婆 尼崎市寺町 11 １基 如来院 

28 本興寺 三光堂向唐門 
尼崎市開明町３-13 

１棟 
本興寺 

29 本興寺 笠塔婆 １棟 

（注）表中の№は、図 3.1.8に対応している。 

出典：「尼崎の文化財」（尼崎市 Web サイト） 

「文化財の指定」（兵庫県教育委員会 Web サイト） 
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表 3.1.23(2) 調査対象区域の登録文化財・指定文化財 

№ 
指定 
状況 

種 類 名  称 住  所 数量 
所有者 

（管理者） 

30 

市指定 

建造物 

大覚寺弁 財天堂（附､弁財
天社１棟･棟札１枚） 

尼崎市寺町９ １棟 大覚寺 

31 
難波八幡神社 本殿 
(附、高欄擬宝珠２点) 

尼崎市東難波町３-６-15 １棟 難波八幡神社 

32 
如来院 本堂・表門 
(附、棟札１枚、箱入) 

尼崎市寺町 11 各１棟 如来院 

33 
善通寺 本堂(附、紙本墨画
龍図(旧内陣天井画)１面) 

尼崎市寺町３ １棟 善通寺 

34 

絵 画 

絹本著色涅槃図 尼崎市寺町 10 １幅 長遠寺 

35 海北友松筆押絵貼屏風 尼崎市開明町３-13 六曲一双 本興寺 

36 紙本着色日蓮大聖人註画讃 尼崎市寺町 10 ５巻 長遠寺 

37 新曲図扇面 尼崎市南城内 10-2 30 面 尼崎市 

38 絹本著色顕如上人画像 尼崎市大物町１-17-36 １幅 西教寺 

39 

工 芸 

鰐口・雲板 尼崎市寺町 10 ３口･１口 長遠寺 

40 銅鐘 尼崎市寺町 11 １口 如来院 

41 
豊臣秀吉菊桐紋蒔絵厨子 
桑山重晴木像黒漆厨子 

尼崎市大島３-17-３ 各１基 宝樹院 

42 刀 銘摂州尼崎住藤原国幸 尼崎市南城内 10-２ １口 尼崎市 

43 彫 刻 木造達磨大師坐像 尼崎市浜田町１-７ 1 躯 興禅寺 

44 

古文書 

本興寺 文書 尼崎市開明町３-13 49 点 本興寺 

45 長遠寺 文書 尼崎市寺町 10 ８点 長遠寺 

46 杭瀬庄雑掌申状案 

尼崎市南城内 10-２ 

１点 

尼崎市 
47 東大寺領荘園文書 

２巻 
(各３通) 
・２通 

48 日蓮書状（乙御前舟御書） 
尼崎市寺町 10 

１幅 
長遠寺 

49 日蓮筆曼荼羅本尊 １幅 

50 天龍寺関係文書 

尼崎市南城内 10-２ 

４帖１通 尼崎市 

51 寺岡家文書 
１巻 
(４通) 

個人蔵 

52 
豊臣秀吉朱印状(建部寿得
軒他二名宛) 

１幅 

尼崎市 

53 足利義詮書状 １幅 

54 豊臣秀次朱印状 １幅 

55 足利義教御判御教書 １通 

56 
豊臣秀吉朱印状(堀田三左
衛門尉宛) 

１幅 

57 

考古資料 

流水文銅鐸 尼崎市開明町３-13 １口 本興寺 

58 
水堂古墳出土品(附、封土
中・封土上面出土土器) 尼崎市南城内 10-２ 

一括 
尼崎市 

59 重圏素文鏡 １面 

60 
板碑 阿弥陀坐像板碑・地
蔵立像板碑 

尼崎市大庄北２-７-１ ２基 東光寺 

（注）表中の№は、図 3.1.8に対応している。 

出典：「尼崎の文化財」（尼崎市 Web サイト） 

「文化財の指定」（兵庫県教育委員会 Web サイト） 
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表 3.1.23(3) 調査対象区域の登録文化財・指定文化財 

№ 
指定 
状況 

種 類 名  称 住  所 数量 
所有者 

（管理者） 

61 

市指定 

考古資料 

東園田遺跡出土 イイダコ壺 

尼崎市南城内 10-2 

490 個 

尼崎市 

62 東園田遺跡出土 玉杖形木製品 １点 

63 
武庫庄遺跡出土 大型掘建
柱建物柱根 

８本 

64 

歴史資料 

尼崎城下風景図(附、尼崎城
及び城下関係資料) 

１点 

65 
浅葱糸威二枚胴具足(附、桜
井神社所蔵資料) 

尼崎市西本町北通 3-93 81 点 
桜井神社・ 
尼信文化基金 

66 
長洲天満神社絵馬(附、奉納
者名木札 1枚) 

尼崎市南城内 10-2 

27 面 

尼崎市 
67 銀拾匁札版木 １組 

68 享保元年尼崎城堀浚願図 １枚 

69 
安永七年尼崎城石垣櫓修補
願図 

１舗 

70 寛文十年頃尼崎城下絵図 １枚 個人蔵 

71 延宝頃尼崎城下絵図 尼崎市西本町 6-246 １枚 貴布禰神社 

（注）表中の№は、図 3.1.8に対応している。 

出典：「尼崎の文化財」（尼崎市 Web サイト） 

「文化財の指定」（兵庫県教育委員会 Web サイト） 

表 3.1.24 調査対象区域の埋蔵文化財包蔵地 

№ 種 別 名 称 住  所 

a 城館跡 尼崎城跡 尼崎市北城内、南城内他 

b 包含地 辰巳橋遺跡 尼崎市東本町１丁目 

c 包含地 大物遺跡 尼崎市大物町２丁目 

（注）表中の№は、図 3.1.8に対応している。 

出典：「尼崎の埋蔵文化財」（尼崎市 Web サイト）／地図情報あまがさき「遺跡分布図」 
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図 3.1.8 調査対象区域の登録文化財・指定文化財、埋蔵文化財包蔵地 

出典：「尼崎の文化財」（尼崎市 Web サイト） 
「文化財の指定」（兵庫県教育委員会 Web サイト） 
「尼崎の埋蔵文化財」（尼崎市 Web サイト）／地図情報
あまがさき「遺跡分布図」 

   「文化遺産オンライン」（文化庁ポータルサイト） 
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3.1.8 関係法律・条例などによる指定・規制など 

(1) 都市計画法に基づく地域地区等の指定 

(a) 用途地域 

尼崎市の用途地域の面積及び構成比は表 3.1.25に、調査対象区域の用途地域指定状況は図 3.1.9

に示すとおりである。 

調査対象区域の用途地域は、国道 43号以南が主として工業専用地域、国道 43号以北が第１種住

居地域・第１種中高層住居専用地域等に指定されており、事業計画地は工業専用地域に指定されて

いる。 

表 3.1.25 尼崎市の用途地域の面積及び構成比 

（令和３年３月 31 日現在） 

区域区分・用途地域 
面 積 

(ha) 

構成比 

（％） 
特   性 

都
市
計
画
区
域 

市
街
化
区
域
面
積 

第１種低層住居専用地域 87 1.8 低層住宅の良好な環境保護のための地域 

第１種中高層住居専用地域 1,175 25.0 中高層住宅の良好な環境を守るための地域 

第２種中高層住居専用地域 289 6.1 
主に中高層住宅の良好な環境を守るための 

地域 

第１種住居地域 870 18.5 住居の環境を守るための地域 

第２種住居地域 167 3.5 主に住居環境を守るための地域 

準住居地域 126 2.7 
道路の沿道において、自動車関連施設等と住 

宅が調和して立地する地域 

近隣商業地域 186 4.0 
近隣の住民のための店舗、事務所等の利便の

増進を図る地域 

商業地域 87 1.8 店舗、事務所等の業務利便の増進を図る地域 

準工業地域 396 8.4 
環境の悪化をもたらすおそれのない工業の 

利便の増進を図る地域 

工業地域 545 11.6 工業の利便の増進を図る地域 

工業専用地域 781 16.6 専ら工業の利便の増進を図るための地域 

計 4,709 100.0 計画的な市街化を図る区域 

市街化調整区域 ― ― 
市街化区域以外の区域で市街化を抑制すべき

区域 

  公有水面を含む行政区域の全部 

出典：「尼崎市統計書 令和３年版」（令和４年３月、尼崎市） 
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図 3.1.9 調査対象区域の用途地域指定状況 

出典：「用途地域／用途地域計画図」（尼崎市 Web サイト） 
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(b) 特別用途地区 

「都市計画法」（昭和 43年法律第 100号（最終改正：令和４年法律第 68号））では、用途地域

内の一定の地区における当該地区の特性にふさわしい土地利用の増進、環境の保護等の特別の目的

の実現を図るため、当該用途地域の指定を補完して定める地区として、「特別用途地区」が規定さ

れている。調査対象区域の特別用途地区は、表 3.1.26及び図 3.1.10に示すとおりであり、事業計

画地においては指定されていない。 

表 3.1.26 調査対象区域の特別用途地区 

（令和元年８月１日尼崎市告示第 110号） 

№ 地区の名称 位  置 主な用途制限 都市計画決定日 

1 

都心商業・業

務特別用途地

区 

御園町、東御園町、神田中通

１丁目、神田北通１丁目、東

難波町５丁目の各一部 

（規制）ぱちんこ屋

等、個室付浴場等 
2004年３月４日 

2 
工業保全型特

別工業地区 

扶桑町 （規制）住宅、共同

住宅、遊戯施設、物

販店舗等 
2007年３月15日 

3 

中央・三和商

店街特別用途

地区 

神田中通４～５丁目、昭和通

６～７丁目、昭和南通６～７

丁目、神田北通２～６丁目、

神田中通２～６丁目、神田南

通１～３丁目、建家町、玄番

北之町の各一部 

（規制）遊戯施設、

１階部分が住宅又は

共同住宅の住戸等 

2007年12月25日 

4 
住工共存型特

別工業地区 

工業地域及び準工業地域の

各一部 

（規制）住環境形成

に影響のある工場や

危険物貯蔵施設等の

ほか、大規模商業施

設、風俗遊戯施設等 

2010年１月４日 

（注）１．表中の№は、図 3.1.10 に対応している。 

   ２．主な用途制限については、建築基準法第 49 条の規定に基づく市条例で定めている。 

出典：「特別用途地区」（尼崎市 Web サイト） 

 



 

3.1-33 

 

図 3.1.10 調査対象区域の特別用途地区 

出典：「特別用途地区位置図」 
（尼崎市 Web サイト）より作成 
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(c) 風致地区及び市街化調整区域 

「都市計画法」（昭和 43年法律第 100号（最終改正：令和４年法律第 68号））では市街化を抑

制すべき区域として「市街化調整区域」が、都市の風致を維持するため定める地区として「風致地

区」が規定されている。 

市街化調整区域については、図 3.1.11に示すとおり武庫川等の河川と尼崎西宮芦屋港の公有水面

において指定されており、事業計画地においては指定されていない。 

風致地区については、尼崎市において指定されていない。 
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図 3.1.11 調査対象区域及びその周辺の市街化調整区域 

出典：「土地利用調整総合支援ネットワークシステム」 
（国土交通省 Web サイト） 
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(2) 環境法令による地域・区域等の指定状況 

調査対象区域の環境の保全を目的とする法令等に基づく主な地域・区域等の指定状況は、    

表 3.1.27に示すとおりである。 

表 3.1.27 法令等に基づく主な地域・区域等の指定状況 

区
分 

法 令 等 地域・区域等 
指定の有無 

調査対象 
区域 

事業 
計画地 

生
活
環
境 

大気汚染防止法 総量規制地域 ○ ○ 

騒音規制法 騒音について規制する地域 ○ × 

振動規制法 
振動を防止することにより住民の生活環境
を保全する必要があると認める地域 

○ × 

悪臭防止法 悪臭原因物の排出を規制する地域 ○ ○ 

自動車から排出される窒素酸化物及
び粒子状物質の特定地域における総
量の削減等に関する特別措置法 

窒素酸化物対策地域、粒子状物質対策地域 ○ ○ 

水質汚濁防止法 指定水域、指定地域（総量削減） ○ ○ 

瀬戸内海環境保全特別措置法 瀬戸内海の環境の保全に関係がある府県 ○ ○ 

湖沼水質保全特別措置法 指定湖沼、指定地域 × × 

土壌汚染対策法 
要措置区域 × × 

形質変更時届出区域 ○ × 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 指定地域（廃棄物が地下にある土地） ○ × 

尼崎市の環境をまもる条例 環境上の基準 ○ ○ 

環境の保全と創造に関する条例 
自動車公害の防止に関する特別対策地域 ○ × 

工場等における規制基準 ○ × 

自
然
環
境 

自然公園法 国立公園、国定公園、県立自然公園 × × 

自然環境保全法 原生自然環境保全地域、自然環境保全地域 × × 

絶滅のおそれのある野生動植物の種 
の保存に関する法律 

生息地等保護区 × × 

特に水鳥の生息地として国際的に重 
要な湿地に関する条約 

ラムサール条約登録湿地 × × 

世界の文化遺産及び自然遺産の保護 
に関する条約 

文化遺産、自然遺産、複合遺産 × × 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適 
正化に関する法律 

鳥獣保護区、鳥獣保護区特別保護地区 × × 

特定猟具使用禁止区域（銃器） ○ ○ 

森林法 保安林、地域森林計画対象民有林 × × 

尼崎市の環境をまもる条例 保護樹木 ○ × 

環境の保全と創造に関する条例 
自然環境保全地域、環境緑地保全地域 
自然海浜保全地区、郷土記念物 

× × 

土
地
利
用 

国土利用計画法 
都市地域 ○ ○ 

農業地域、森林地域 
自然公園地域、自然保全地域 

× × 

生産緑地法 生産緑地地区 ○ × 

砂防法 砂防指定地 × × 

地すべり等防止法 地すべり防止区域 × × 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に 
関する法律 

急傾斜地崩壊危険区域 × × 

土砂災害警戒区域等における土砂災 
害防止対策の推進に関する法律 

土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域 × × 

都市緑地法 緑地保全地域、特別緑地保全地区 × × 

河川法 河川保全区域 ○ × 

宅地造成等規制法 宅地造成工事規制区域 × × 

古都における歴史的風土の保存に関 
する特別措置法 

歴史的風土保存区域 × × 

農業振興地域の整備に関する法律 農用地区域 × × 

国有林野の管理経営に関する法律 国有林野 × × 



 

3.1-37 

(a) 生活環境 

(ｱ) 大気汚染防止法 

「大気汚染防止法」（昭和 43年法律第 97号（最終改正：令和４年法律第 68 号））では、工場又

は事業場が集合している地域で、同法で定める大気排出基準のみによっては、大気環境基準の確保

が困難であると認められる地域として、指定ばい煙ごとに指定地域を定め、特定工場等に対する総

量規制基準を定めることとしている。 

調査対象区域及び事業計画地は、総量規制地域に指定されている。 

(ｲ) 騒音規制法 

「騒音規制法」（昭和 43年法律第 98号（最終改正：令和４年法律第 68号））では、住居が集合

している地域、病院又は学校の周辺の地域その他の騒音を防止することにより住民の生活環境を保

全する必要があると認める地域を、特定工場等において発生する騒音及び特定建設作業に伴って発

生する騒音について規制する地域として指定することとしている。 

調査対象区域は、騒音について規制する地域が指定されているが、事業計画地は指定されていな

い。 

(ｳ) 振動規制法 

「振動規制法」（昭和 51年法律第 64号（最終改正：令和４年法律第 68号））では、住居が集合

している地域、病院又は学校の周辺の地域その他の地域で振動を防止することにより住民の生活環

境を保全する必要があると認めるものを指定することとしている。 

調査対象区域は、振動について規制する地域が指定されているが、事業計画地は指定されていな

い。 

(ｴ) 悪臭防止法 

「悪臭防止法」（昭和 46年法律第 91号（最終改正：令和４年法律第 68号））では、住民の生活

環境を保全するため悪臭を防止する必要があると認める住居が集合している地域その他の地域を、

工場その他の事業場における事業活動に伴って発生する悪臭原因物の排出を規制する地域を指定す

ることとしている。 

調査対象区域及び事業計画地は、全域が悪臭について規制する地域に指定されている。 

(ｵ) 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関す

る特別措置法 

「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特

別措置法」（平成４年法律第 70号（最終改正：令和元年法律第 14号））では、窒素酸化物及び粒

子状物質による大気汚染が著しい都市部での大気環境の改善を目指すものとして、自動車から排出

される窒素酸化物及び粒子状物質の排出総量を削減するため、窒素酸化物対策地域及び粒子状物質

対策地域を指定することとしている。 

調査対象区域及び事業計画地は、全域が窒素酸化物対策地域及び粒子状物質対策地域に指定され

ている。 
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(ｶ) 水質汚濁防止法 

「水質汚濁防止法」（昭和 45年法律第 138号（最終改正：令和４年法律第 68号））では、特定

事業場からの排出水に対して排水基準が定められている。また、人口及び産業の集中等により、生

活又は事業活動に伴い排出された水が大量に流入する広域の公共用水域であり、かつ、同法で定め

る排水基準のみによっては水質環境基準の確保が困難であると認められる水域について指定項目ご

とに指定水域を定め、指定水域における指定項日に係る水質の汚濁の防止を図るため、指定水域の

水質の汚濁に関係のある地域として指定地域を定めることとしている。 

指定地域では、特定事業場で排水量が通常 50㎥/日以上のものについて総量規制基準が定められ

ている。 

調査対象区域の面する瀬戸内海は指定水域であり、調査対象区域及び事業計画地は指定地域に指

定されている。 

(ｷ) 瀬戸内海環境保全特別措置法 

「瀬戸内海環境保全特別措置法」（昭和 48年法律第 110号（最終改正：令和４年法律第 68号））

では、特別の措置を講じ、瀬戸内海の環境の保全を図ることとしており、瀬戸内海の環境の保全に

関係がある府県を関係府県の区域に指定することとしている。関係府県の区域では、最大排出水量

50㎥/日以上の事業場が特定施設を設置しようとする場合、原則、許可を受けなければならない。 

調査対象区域及び事業計画地を含む尼崎市は、同法の対象区域に指定されている。 

(ｸ) 湖沼水質保全特別措置法 

「湖沼水質保全特別措置法」（昭和 59年法律第 61号（最終改正：令和４年法律第 68号））では、

水質の汚濁に係る環境上の条件についての基準が現に確保されておらず、又は確保されないことと

なるおそれが著しい湖沼であって、当該湖沼の水の利用状況、水質の汚濁の推移等からみて特に水

質の保全に関する施策を総合的に講ずる必要があると認められるものを「指定湖沼」として指定す

ることとしている。 

調査対象区域及び事業計画地は、指定湖沼はない。 

(ｹ) 土壌汚染対策法 

「土壌汚染対策法」（平成 14年法律第 53号（最終改正：令和４年法律第 68 号））では、土地が

特定有害物質によって汚染されており、当該汚染による人の健康に係る被害を防止するため当該汚

染の除去等の措置を講ずることが必要な区域を「要措置区域」として指定することとしている。 

また、土地が特定有害物質によって汚染されているものの、土壌汚染の摂取経路がなく、健康被

害が生じるおそれがないため、汚染の除去等の措置が不要な区域（摂取経路の遮断が行われた区域

を含む。）を「形質変更時要届出区域」として指定することとしている。 

調査対象区域は、形質変更時要届出区域が指定されているが、事業計画地は指定されていない。 

調査対象区域の形質変更時要届出区域は、表 3.1.28及び図 3.1.12に示すとおりである。 
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表 3.1.28(1) 調査対象区域の形質変更時要届出区域 

指定年月日 
指定 

番号 
区域の所在地 区域の面積(㎡) 指定基準に適合しない特定有害物質 

平成24年２月27日 指‐5号 
扇町22番２、43番の

各一部 
1,393.4 

シス―1，2―ジクロロエチレン 

テトラクロロエチレン 

トリクロロエチレン 

水銀及びその化合物 

鉛及びその化合物 

砒素及びその化合物 

平成25年４月26日 

平成30年１月15日 
指-16号 

大庄北５丁目71番の

一部 
27,650.28 

1，1―ジクロロエチレン 

シス―1，2―ジクロロエチレン 

テトラクロロエチレン 

1，1，1―トリクロロエタン 

トリクロロエチレン 

ベンゼン 

鉛及びその化合物 

ふっ素及びその化合物 

平成26年７月30日 

平成26年10月１日 

平成26年12月24日 

平成27年10月22日 

指-20号 平左衛門町68番２ 3,706.7 鉛及びその化合物 

平成26年10月16日 指-21号 
扶桑町１番、13番１･

２、14番５の各一部 
690.0 

六価クロム化合物 

鉛及びその化合物 

ふっ素及びその化合物 

平成27年４月９日 

平成30年５月29日 
指-26号 

大庄川田町74番の一

部 
3,331.22 

1，1―ジクロロエチレン 

シス―1，2―ジクロロエチレン 

テトラクロロエチレン 

トリクロロエチレン 

砒素及びその化合物 

平成27年12月21日 

平成28年５月２日 

平成28年６月１日 

指-29号 

末広町１丁目５番２･

３･15、末広町２丁目

16番18～20の各全部、

扇町15番、16番１、20

番、21番の各一部 

61,599.51 

1,1―ジクロロエチレン 

シス―1,2―ジクロロエチレン 

ジクロロメタン 

テトラクロロエチレン 

トリクロロエチレン 

ベンゼン 

カドミウム及びその化合物 

六価クロム化合物 

シアン化合物 

水銀及びその化合物 

セレン及びその化合物 

鉛及びその化合物 

砒素及びその化合物 

ふっ素及びその化合物 

ほう素及びその化合物 

平成28年８月22日 

令和４年２月３日 

令和４年２月10日 

令和４年３月３日 

指-36号 
東海岸町21番１･10、

27番１･２の各一部 
22,168.1 

鉛及びその化合物 

砒素及びその化合物 

ふっ素及びその化合物 

ほう素及びその化合物 

平成28年９月28日 

平成29年５月26日 
指-37号 

扇町15番、16番１の

各一部 
12,215.99 

鉛及びその化合物 

砒素及びその化合物 

ふっ素及びその化合物 

ほう素及びその化合物 
（注）１．指定番号は、図 3.1.12 に対応している。 
   ２．令和４年10月５日現在。 

出典：「形質変更時要届出区域」（尼崎市 Web サイト）  
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表 3.1.28(2) 調査対象区域の形質変更時要届出区域 

指定年月日 
指定 

番号 
区域の所在地 区域の面積(㎡) 指定基準に適合しない特定有害物質 

平成28年11月10日 指-39号 
東難波町２丁目161番

１の一部 
864.1 

鉛及びその化合物 

ふっ素及びその化合物 

平成29年４月26日 

平成29年５月22日 

平成29年９月７日 

指-42号 

末広町１丁目４番４･

６、５番１の各全部、

末広町２丁目８番２

の一部、８番５･８･

９、16番１･２･３の各

全部、16番４･５の各

一部、16番６の全部、

16番７•８の各一部、

16番９･10･13･14･17･

21･22、17番４･７の各

全部 

160,869.73 

カドミウム及びその化合物 

水銀及びその化合物 

セレン及びその化合物 

鉛及びその化合物 

砒素及びその化合物 

ふっ素及びその化合物 

ほう素及びその化合物 

平成29年７月14日 指-43号 船出23番の一部 19,499.18 ふっ素及びその化合物 

平成29年９月27日 

平成30年３月１日 
指-47号 

北城内26番１･２の各

全部、27番の一部、88

番９･37･54･68･92の

各全部 

5,981.79 

カドミウム及びその化合物 

シアン化合物 

水銀及びその化合物 

鉛及びその化合物 

平成30年２月５日 

令和元年８月28日 
指-50号 

末広町１丁目１番13、

５番10、８番６の各全

部 

7,038 

鉛及びその化合物 

砒素及びその化合物 

ふっ素及びその化合物 

平成30年６月１日 指-53号 

扶桑町11番２、11番

10、14番６、31番、36

番の各一部 

2,193.6 
六価クロム化合物 

鉛及びその化合物 

令和元年11月21日 指-58号 

平左衛門町65番10、68

番１･２、68番６～８、

70番、71番の各一部 

7,981.6 

六価クロム化合物 

シアン化合物 

鉛及びその化合物 

砒素及びその化合物 

ふっ素及びその化合物 

令和２年１月21日 指-59号 南初島町15番の全部 4,914.12 全ての特定有害物質 

令和２年10月13日 指-62号 

東難波町５丁目 438

番、441番、442番の各

一部 

307.8 
シアン化合物 

鉛及びその化合物 

令和３年１月６日 

令和３年１月19日 
指-63号 

平左衛門町13番１の

一部 
25,645.7 

四塩化炭素 

ジクロロメタン 

ベンゼン 

カドミウム及びその化合物 

六価クロム化合物 

鉛及びその化合物 

砒素及びその化合物 

ふっ素及びその化合物 

ほう素及びその化合物 

令和３年11月11日 指-65号 

平左衛門町65番８･

10･17、68番１･６～９

の各一部 

23,072.02 

カドミウム及びその化合物 

六価クロム化合物 

水銀及びその化合物 

セレン及びその化合物 

鉛及びその化合物 

砒素及びその化合物 

ふっ素及びその化合物 

ほう素及びその化合物 
（注）１．指定番号は、図 3.1.12 に対応している。 
   ２．令和４年10月５日現在。 

出典：「形質変更時要届出区域」（尼崎市 Web サイト） 
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表 3.1.28(3) 調査対象区域の形質変更時要届出区域 

指定年月日 
指定 

番号 
区域の所在地 区域の面積(㎡) 指定基準に適合しない特定有害物質 

令和３年12月21日 指-66号 
道意町６丁目36番１

の全部 
14,203.28 砒素及びその化合物 

令和４年２月１日 指-67号 
道意町７丁目１番13

の一部 
3,460.95 

六価クロム化合物 

セレン及びその化合物 

鉛及びその化合物 

砒素及びその化合物 

ふっ素及びその化合物 

令和４年３月25日 指-68号 
大高洲町２番、２番２

の各一部、14番１･２ 
9,927 

カドミウム及びその化合物 

六価クロム化合物 

シアン化合物 

水銀及びその化合物 

セレン及びその化合物 

鉛及びその化合物 

砒素及びその化合物 

ふっ素及びその化合物 

ほう素及びその化合物 

有機りん化合物 

令和４年６月15日 指-71号 
平左衛門町18番17･18

の各一部 
66.77 砒素及びその化合物 

令和４年９月22日 指-73号 
道意町７丁目１番10

の一部 
113,741.7 

クロロエチレン 

1,1-ジクロロエチレン 

1,2-ジクロロエチレン 

テトラクロロエチレン 

トリクロロエチレン 

カドミウム及びその化合物 

六価クロム化合物 

水銀及びその化合物 

セレン及びその化合物 

鉛及びその化合物 

砒素及びその化合物 

ふっ素及びその化合物 

ほう素及びその化合物 

ポリ塩化ビフェニル 

令和４年10月５日 指-74号 
船出12番１、19番、20

番１ 
28,243.41 

ふっ素及びその化合物 

ほう素及びその化合物 
（注）１．指定番号は、図 3.1.12 に対応している。 
   ２．令和４年10月５日現在。 

出典：「形質変更時要届出区域」（尼崎市 Web サイト） 
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図 3.1.12 調査対象区域の形質変更時要届出区域 

出典：「形質変更時要届出区域」（尼崎市 Web サイト） 
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(ｺ) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和 45 年法律第 137 号（最終改正：令和４年法律第

68号））では、廃棄物が地下にある土地であって、土地の掘削その他の土地の形質の変更が行われ

ることにより当該廃棄物に起因する生活環境の保全上の支障が生ずるおそれがある区域について、

指定区域として指定することとしている。 

調査対象区域には、廃棄物が地下にある土地の指定区域があるが、事業計画地には指定されてい

ない。 

調査対象区域の廃棄物が地下にある土地の指定区域は、表 3.1.29及び図 3.1.13に示すとおりで

ある。 

表 3.1.29 調査対象区域の廃棄物が地下にある土地の指定区域 

指定年月日 指定番号 所  在  地 埋立地の区分 

平成18年４月14日 001 鶴町６番１の一部及び６番５ エ 

平成18年４月14日 003 
平左衛門町65番１～17、66番、67番、68番１～８、69

番及び70番 
ウ 

平成18年４月14日 004 

末広町１丁目２番１の一部、２番５の一部、２番７の

一部、５番１の一部、５番８、16番１の一部及び16

番６の一部 

ウ 

平成18年４月14日 005 末広町１丁目２番１の一部 ウ 

平成18年４月14日 006 

扇町５番５、６番２、６番３及び14番４の各一部並び

に西字砂浜寄洲1788番１の一部、1788番３の一部、

1788番５、1788番10の一部、1788番14の一部、1788

番17の一部、1788番23、1788番25の一部、1788番26

の一部、1788番28の一部、1788番29の一部、1788番32

の一部、1788番33、1788番34の一部及び1788番51一部 

イ 

（注）１．指定番号は、図 3.1.13 に対応している。 
   ２．平成 25年 12 月１日現在。 
   ３．埋立地の区分は、以下に示す。 
     イ：令第 13 条の２第２号に係る埋立地 

(廃止の確認の制度の施行日(平成 10 年６月 16 日)より前に、廃止の届出がされた一般廃棄物又は
産業廃棄物の最終処分場に係る廃棄物埋立地) 

     ウ：令第 13 条の２第３号イ、規則第 12 条の 31第１号に係る埋立地 
（法に基づく設置届出がされた一般廃棄物又は産業廃棄物の最終処分場に係る廃棄物埋立地のう
ち、廃止の届出の制度の施行日（平成４年７月４日）より前に廃止されたもの） 

     エ：令第 13 条の２第３号イ、規則第 12 条の 31第２号に係る埋立地 
（市町村又は廃棄物処理業者（処分業の用に供するものに限る。）が設置したミニ処分場又は旧処
分場に係る廃棄物埋立地のうち、廃止されたもの） 

        ※ 法 ：「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」 
（昭和 45 年法律第 137 号（最終改正：令和４年法律第 68 号）） 

          令 ：「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令」 
（昭和 46 年政令第 300 号（最終改正：令和４年政令第 25 号）） 

         規則：「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則」 
（昭和 46 年厚生省令第 35 号（最終改正：令和３年環境省令第 12 号）） 

出典：「廃棄物が地下にある土地（指定区域）の指定について」（尼崎市 Web サイト） 
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図 3.1.13 調査対象区域の廃棄物が地下にある土地の指定区域 

出典：「廃棄物が地下にある土地（視程区域）の指定に
ついて」（尼崎市 Web サイト） 
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(ｻ) 尼崎市の環境をまもる条例 

「尼崎市の環境をまもる条例」（平成 12年条例第 51号（最終改正：令和２年条例第 40号））で

は、良好な環境を確保するために必要な大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染、騒音等に係る環境

上の基準を定めている。また、同法第６条に基づく「良好な環境の確保に関する施策の総合的かつ

計画的な推進を図るための基本的な計画」として「尼崎市環境基本計画」を策定している。 

調査対象区域及び事業計画地は、環境上の基準及び尼崎市環境基本計画の対象地域である。 

(ｼ) 環境の保全と創造に関する条例 

兵庫県の「環境の保全と創造に関する条例」（平成７年条例第 28号（最終改正：令和元年条例第

13号））では、公害その他の人の健康又は生活環境に係る環境の保全上の支障の防止等を図るため、

地域の快適な生活環境の確保等、ばい煙等（ばい煙、粉じん、汚水、騒音、振動及び悪臭をいう。

以下同じ。）の排出等の規制、自動車の運行に伴う公害の防止、資源の循環的な利用の促進及び流

域における水に係る環境の保全と創造に関する施策を推進している。 

調査対象区域及び事業計画地は、工場等におけるばい煙・粉じん・汚水・悪臭の規制基準が定め

れられている。一方、工場等における騒音・振動の規制基準は、調査対象区域は定められているが、

事業計画地は定められていない。また、調査対象区域は、工業専用地域及び臨港地区を除く全域が

自動車の運行に伴って生ずる公害を防止する「特別対策地域」に指定されているが、事業計画地は、

工業専用地域であり、特別対策地域に指定されていない。 

 

(b) 自然環境 

(ｱ) 自然公園法 

「自然公園法」（昭和 32年法律第 161号（最終改正：令和４年法律第 68号））では、優れた自然

の風景地を保護し、利用の促進を図るために区域を定めて国立公園及び国定公園に指定している。ま

た、自然公園法に基づく「兵庫県立自然公園条例」（昭和 38年条例第 80号（最終改正：令和４年条

例第 19号））では、県内にある優れた自然の風景地について、兵庫県立自然公園に指定している。 

調査対象区域及び事業計画地は、国立公園、国定公園及び兵庫県立自然公園に指定されていない。 

(ｲ) 自然環境保全法 

「自然環境保全法」（昭和 47年法律第 85号（最終改正：令和４年法律第 68 号））では、自然環

境の適正な保全を総合的に推進するために自然環境保全基本方針を定めるとともに、その区域にお

ける自然環境を保全することが特に必要な地域を「原生自然環境保全地域」及び「自然環境保全地

域」として指定することができるとしている。 

調査対象区域及び事業計画地は、原生自然環境保全地域及び自然環境保全地域に指定されていな

い。 
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(ｳ) 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律 

「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」（平成４年法律第 75 号（最終改正：

令和４年法律第 68 号））では、国内希少野生動植物種に指定されている種のうち、捕獲、採取等の

規制を行うだけでは個体群の存続が困難であり、その生息・生育環境を保全する必要がある場合に

は、「生息地等保護区」を指定することができるとしている。 

調査対象区域及び事業計画地は、生息地等保護区に指定されていない。 

(ｴ) 特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約（ラムサール条約） 

「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約」（昭和 55 年条約第 28 号（最終改

正：平成６年条約第１号））では、特定の生物地理区を代表するタイプの湿地、絶滅のおそれのあ

る種及び群集を支えている湿地、定期的に２万羽以上の水鳥を支える湿地など、国際的な基準から

国際的に重要な湿地（ラムサール条約登録湿地）を登録している。 

調査対象区域及び事業計画地には、ラムサール条約登録湿地はない。 

(ｵ) 世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約 

「世界の文化遺産及び自然達産の保護に関する条約」（平成４年条約第７号）では、記念工作物、

建造物群、遺跡、自然の地域等で普遍的価値を有するものを保護の対象とし、「文化遺産」、「自

然遺産」、「複合遺産」としている。これらの遺産は、条約締結国が選定した世界遺産候補物件リ

スト（暫定リスト）の中から世界遺産委員会の審議を経て決定される。 

調査対象区域及び事業計画地には、世界遺産一覧表に記載された文化遺産及び自然遺産はない。 

(ｶ) 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 

「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」（平成 14 年法律第 88 号（最終改正：

令和４年法律第 68 号））では、鳥獣の種類その他鳥獣の生息の状況等を勘案して、当該鳥獣の保護

を図るため特に必要があると認めるときは、鳥獣保護区として指定することができるとしている。

また、鳥獣保護区の中で特に重要な区域として特別保護地区が指定され、一定の開発行為が規制さ

れている。また、銃器又は特定猟具を使用した鳥獣の捕獲等に伴う危険の予防又は指定区域の静穏

の保持のため、特定猟具を使用した鳥獣の捕獲等を禁止し、又は制限する必要があると認める区域

を、特定猟具ごとに、特定猟具使用禁止区域又は特定猟具使用制限区域として指定することができ

るとしている。 

調査対象区域の鳥獣保護区等の指定状況は、表 3.1.30 及び図 3.1.14 に示すとおりであり、全域

が特定猟具使用禁止区域（銃器）に指定されている。 

表 3.1.30 調査対象区域の鳥獣保護区等の指定状況 

№ 区 分 名 称 指 定 期 間 

１ 特定猟具使用禁止区域
（銃器） 

伊丹・尼崎 平成28年11月１日～令和18年10月31日 

２ 阪神湾岸 令和３年11月１日～令和13年10月31日 

（注）表中の№は、図 3.1.14 に対応している。 

出典：「兵庫県広報 第 2845 号」（平成 28 年 10 月 28 日、兵庫県） 
「兵庫県広報 号外」（令和３年 10 月 29 日、兵庫県） 
「第 13 次鳥獣保護管理事業計画書」（兵庫県） 
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図 3.1.14 調査対象区域の鳥獣保護区等 

出典：「兵庫県鳥獣保護区等位置図（令和４年度）」 
（兵庫県 Web サイト）より作成 
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(ｷ) 森林法 

「森林法」（昭和 26年法律第 249号（最終改正：令和４年法律第 68号））では、水源の涵養
かんよう

、

土砂の流出及び崩壊の防備、公衆の保健、名所又は旧跡の風致の保存等の目的を達成するために必

要があるときは、森林を「保安林」として指定することができるとしている。また、同法５条に基

づき都道府県知事が立案する地域森林計画の対象となる「地域森林計画対象民有林」を指定するこ

とができるとしている。 

調査対象区域及び事業計画地は、保安林及び地域森林計画対象民有林に指定されていない。 

(ｸ) 尼崎市の環境をまもる条例 

「尼崎市の環境をまもる条例」（平成 12年条例第 51号（最終改正：令和２年条例第 40号））で

は、良好な環境を確保するために、市長が保護すべき樹木又は樹木の集団（以下「保護樹木等」と

いう。）を指定することができるとしている。 

調査対象区域の保護樹木等は、表 3.1.31及び図 3.1.15に示すとおりであり、調査対象区域には

指定された保護樹木等があるが、事業計画地にはない。 

表 3.1.31 調査対象区域の保護樹木等 

№ 
指定

番号 

所有者 

又は 

管理者 

所  在  地 

単木(保護樹木) 集団（保護樹林） 

樹種名 
幹周

(ｍ) 
主要樹種名 

面積 

（㎡） 
本数 

１ 74-01 難波熊野神社 西難波町５丁目９-22   エノキ・クスノキ 2,000  8 

２ 74-02 初島大神宮 築地南浜１丁目19 クスノキ 1.44    

３ 74-08 西教寺 大物町１丁目17 イチョウ 3.05    

４ 74-25 楠霊神社 武庫川町４丁目23 クスノキ 5.6     

５ 74-51 浄徳寺 東難波町３丁目12-14   

イチョウ・クスノ

キ・ムクノキ・エ

ノキ 

3,300 26 

６ 74-56 西素盞鳴神社 大庄西町１丁目41   

クスノキ・クロマ

ツ・ケヤキ・エノ

キ 

2,118 13 

７ 74-58 大島神社 大庄北１丁目25 クスノキ 1.18    

８ 74-67 難波八幡神社 東難波町３丁目６-15   

クスノキ・エノ

キ・センダン・イ

チョウ 

4,620  9 

９ 
76-06 

興禅寺 浜田町１丁目７ 
クスノキ 2.39    

76-07 クスノキ 1.52    

10 76-09 長尾文三郎 大島３丁目 クスノキ 1.45    

11 76-10 日下大器 大庄西町１丁目 エノキ 2.8     

12 92-08 大覚寺 寺町９ クスノキ 1.41    

13 18-01 
加島弥佳 西難波町５丁目 

クスノキ 2.9     

14 18-02 モチノキ 1.0     

（注）表中の№は、図 3.1.15 に対応している。 

出典：「公園・緑化のあゆみ [令和元年度 緑化事業報告書] 」（令和３年、尼崎市） 
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図 3.1.15 調査対象区域の保護樹木等 

出典：「尼崎市保護樹木等指定位置図」 
（尼崎市 Web サイト）より作成 
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(ｹ) 環境の保全と創造に関する条例 

兵庫県の「環境の保全と創造に関する条例」（平成７年条例第 28号（最終改正：令和元年条例第

13号））では、自然環境の保全を目的とし、「兵庫県自然環境保全地域」、「環境緑地保全地域」、

「自然海浜保全地区」、「郷土記念物」を指定することができるとしている。環境の保全と創造に

関する条例で指定される地区・地域・記念物の概要は、表 3.1.32に示すとおりである。 

調査対象区域及び事業計画地は、兵庫県自然環境保全地域、環境緑地保全地域、自然海浜保全地

区に指定されていない。また、調査対象区域及び事業計画地には、郷土記念物はない。 

表 3.1.32 環境の保全と創造に関する条例で指定される地区・地域・記念物の概要 

項  目 概   要 

兵庫県自然環境保全地域 

その区域における自然環境が自然環境保全法（昭和47年法律第85
号(最終改正：令和４年法律第68号)）第22条第１項に規定する自然
環境保全地域に準ずる土地の区域で、当該区域の周辺の自然的社会
的諸条件からみて当該自然環境を保全することが特に必要なもの。 

環境緑地保全地域 

市街地の周辺又は集落地若しくはその周辺にある樹林地若しくは
河川、湖沼、海等の水辺地又はその状況がこれらに類する土地で、
風致、景観、形態等が住民の健全な生活環境を確保するために特に
必要なもの。 

自然海浜保全地区 
瀬戸内海の海浜地及びこれに面する海面のうち本条例の基準に該
当する区域。 

郷土記念物 
植物（自生地を含む。）及び地質鉱物（特異な自然の現象の生じて
いる土地を含む。）で、地域の自然を象徴し、県民に親しまれ、又
は由緒由来があり、特に保全することが必要なもの。 

出典：兵庫県の「環境の保全と創造に関する条例」（平成７年条例第28号（最終改正：令和元年条例第13号）） 

 

(c) 土地利用 

(ｱ) 国土利用計画法 

「国土利用計画法」（昭和 49年法律第 92号（最終改正：令和４年法律第 68 号））では、自然環

境の保全を図りつつ、地域の自然的、社会的、経済的及び文化的条件に配意して、健康で文化的な

生活環境の確保と国土の均衡ある発展を図るために、土地利用基本計画として、「都市地域」、「農

業地域」、「森林地域」、「自然公園地域」及び「自然保全地域」を定めることができるとしてい

る。 

調査対象区域及び事業計画地は、図 3.1.16に示すとおり都市地域に指定されている。 

(ｲ) 生産緑地法 

「生産緑地法」（昭和 49年法律第 68号（最終改正：令和４年法律第 68号））では、市街化区域

内にある農地等で、公害又は災害の防止、農林漁業と調和した都市環境の保全等良好な生活環境の

確保に相当の効用があり、かつ、公共施設等の敷地の用に供する土地として適しているもの等の区

域を「生産緑地地区」として定めることができるとしている。 

生産緑地地区の指定状況は、図 3.1.17に示すとおりであり、調査対象区域は生産緑地地区が指定

されているが、事業計画地は指定されていない。 
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図 3.1.16 調査対象区域の都市地域 

出典：「土地利用調整総合支援ムネットワークシステ」 
（国土交通省 Web サイト） 
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図 3.1.17 調査対象区域の生産緑地地区 

出典：「地図情報あまがさき（外部リンク）」
（尼崎市 Web サイト）より作成 
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(ｳ) 砂防法 

「砂防法」（明治 30年法律第 29号（最終改正：令和４年法律第 68号））では、治水上砂防のた

めの砂防設備を要する土地又は竹木の伐採及び土石・砂れきの採取等の一定の行為を制限すべき土

地を「砂防指定地」として指定することができるとしている。 

調査対象区域及び事業計画地は、砂防指定地に指定されていない。 

(ｴ) 地すべり等防止法 

「地すべり等防止法」（昭和 33年法律第 30号（最終改正：令和４年法律第 68号））では、地す

べり区域（地すべりしている区域又は地すべりするおそれのきわめて大きい区域をいう。以下同じ。）

及びこれに隣接する地域のうち地すべり区域の地すべりを助長し、若しくは誘発し、又は助長し、

若しくは誘発するおそれのきわめて大きいものであって、公共の利害に密接な関連を有するものを

「地すべり防止区域」として指定することができるとしている。 

調査対象区域及び事業計画地は、地すべり防止区域に指定されていない。 

(ｵ) 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律 

「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」（昭和 44年法律第 57号（最終改正：令和４

年法律第 68号））では、崩壊するおそれのある急傾斜地で、その崩壊により相当数の居住者その他

の者に危害が生ずるおそれのあるもの及びこれに隣接する土地のうち、当該急傾斜地の崩壊が助長

され、又は誘発されるおそれがないようにするため、水のしん透を助長する行為、工作物の改造等

の行為が行われることを制限する必要がある土地の区域を「急傾斜地崩壊危険区域」として指定す

ることができるとしている。 

調査対象区域及び事業計画地は、急傾斜地崩壊危険区域に指定されていない。 

(ｶ) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律 

「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」（平成 12年法律第 57号

（最終改正：令和４年法律第 68号））では、急傾斜地の崩壊等が発生した場合には住民等の生命又

は身体に危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域で、当該区域における土砂災害を防止

するために誓戒避難体制を特に整備すべき土地の区域として政令で定める基準に該当するものを、

「土砂災害警戒区域」として指定することができるとしている。また、土砂災害警戒区域のうち、

急傾斜地の崩壊等が発生した場合には建築物に損壊が生じ住民等の生命又は身体に著しい危害が生

ずるおそれがあると認められる土地の区域で、一定の開発行為の制限及び居室を有する建築物の構

造の規制をすべき土地の区域として政令で定める基準に該当するものを、「土砂災害特別警戒区域」

として指定することができるとしている。 

調査対象区域及び事業計画地は、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域に指定されていな

い。 
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(ｷ) 都市緑地法 

「都市緑地法」（昭和 48年法律第 72号（最終改正：令和４年法律第 68号））では、「都市計画

法」（昭和 43年法律第 100 号（最終改正：令和４年法律第 68号））により指定された都市計画区

域内において、無秩序な市街地化の防止のために保全する必要がある緑地、公害・災害の防止のた

めに保全する必要がある緑地、地域住民の健全な生活環境の確保のために適正に保全する必要があ

る緑地などについて、「緑地保全地域」として指定することができる。また、都市計画区域内にお

いて、良好な自然的環境を有している地区を「特別緑地保全地区」として指定することができると

している。 

調査対象区域及び事業計画地は、緑地保全地域及び特別緑地保全地区に指定されていない。 

(ｸ) 河川法 

「河川法」（昭和 39年法律第 167号（最終改正：令和４年法律第 68号））では、河川の適正な

利用及び流水の正常な機能維持を図るために、工事・使用等を規制すべき区域を「河川区域」と定

義している。また、河岸又は河川管理施設を保全するために河川区域に隣接する一定の区域を「河

川保全区域」として指定することができるとしている。 

調査対象区域に分布する主な河川としては、蓬川、左門殿川、中島川、庄下川、旧左門殿川、武

庫川があり、河川保全区域が指定されている。事業計画地は、河川保全区域に指定されていない。 

(ｹ) 宅地造成等規制法 

「宅地造成等規制法」（昭和 36年法律第 191号（最終改正：令和４年法律第 68号））では、宅

地造成に伴い、崖崩れ又は土砂の流出を生ずるおそれのある地域において、造成工事に規制を加え

る必要がある区域を「宅地造成工事規制区域」として指定することができるとしている。 

調査対象区域及び事業計画地は、宅地造成工事規制区域に指定されていない。 

(ｺ) 古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法 

「古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法」（昭和 41年法律第１号（最終改正：令和

４年法律第 68号））では、古都における歴史的風土を保存するため必要な土地の区域を「歴史的風

土保存区域」として指定することができるとしている。本法による「古都」は、政治、文化の中心

等として歴史上重要な地位を有する市町村と定義されている。 

調査対象区域は古都に指定されておらず、調査対象区域及び事業計画地は、歴史的風土保存区域

に指定されていない。 

(ｻ) 農業振興地域の整備に関する法律 

「農業振興地域の整備に関する法律」（昭和 44 年法律第 58 号（最終改正：令和４年法律第 68

号））では、農業振興地域整備基本方針に基づき都道府県知事により定められた農業振興地域のう

ち、県知事及び市長が農用地等として利用すべき土地の区分を「農用地区域」としている。農用地

区域では、農地以外の用途に転ずる（農地転用）に際しては、「農地法」（昭和 27 年法律第 229

号（最終改正：令和４年法律第 68号））による制限があるとしている。 

調査対象区域及び事業計画地は、農用地区域に指定されていない。 
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(ｼ) 国有林野の管理経営に関する法律 

「国有林野の管理経営に関する法律」（昭和 26 年法律第 246 号（最終改正：令和４年法律第 68

号））では、国の所有する森林原野であって、国において森林経営の用に供し、又は供すると決定

したもの、国民の福祉のための考慮に基づき森林経営の用に供されなくなり、「国有財産法」（昭

和 23年法律第 73号（最終改正：令和３年法律第 37 号））の普通財産となっているものを「国有林

野」としている。 

調査対象区域及び事業計画地は、国有林野に指定されていない。 

 

(3) 公害の防止に係る規制の状況 

(a) 大気汚染 

(ｱ) 環境基本法 

「環境基本法」（平成５年法律第 91号（最終改正：令和３年法律第 36号））に基づく環境基準

及び「尼崎市の環境をまもる条例」（平成 12年条例第 51号（最終改正：令和２年条例第 40号））

第 20条第１項の規定に基づく環境上の基準は、表 3.1.33に示すとおりである。 

また、ダイオキシン類については、表 3.1.34に示すとおり、「ダイオキシン類対策特別措置法」

（平成 11年法律第 105号（最終改正：令和４年法律第 68号））に基づく環境基準及び「尼崎市の

環境をまもる条例」（平成 12年条例第 51号（最終改正：令和２年条例第 40号））に基づく環境上

の基準が定められている。 

表 3.1.34 ダイオキシン類による大気の汚染に係る環境基準及び環境上の基準 

（単位：pg-TEQ/㎥） 

物  質 
ダイオキシン類対策特別措置

法に基づく環境基準の基準値 

尼崎市の環境をまもる条例に

基づく環境上の基準の基準値 

ダイオキシン類 0.6以下 0.6以下 

（注）１．基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシンの毒性に換算した値とする。 

   ２．基準値は、年間平均値とする。 

   ３．尼崎市の環境をまもる条例に基づく環境上の基準において、測定及び評価の方法、基準値等の解

釈は、ダイオキシン類対策特別措置法第７条の規定による基準に準ずるものとする。 

出典：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係

る環境基準」（平成 11 年環境庁告示第 68 号（最終改正：平成 21 年環境省告示第 11 号）） 

「大気の汚染、水質の汚濁、騒音等に係る環境上の基準について」（平成 13 年尼崎市告示第 26 号（最

終改正：平成 27 年尼崎市告示第 142 号）） 
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表 3.1.33 大気汚染に係る環境基準と環境上の基準 

物  質 
環境基本法に基づく 

環境基準l)の基準値 

尼崎市の環境をまもる条例に基づく 

環境上の基準6)の基準値 

二酸化硫黄(SO2) 
１時間値の１日平均値が0.04ppm以下で
あり、かつ、１時間値が0.1ppm以下であ
ること。 

１時間値の１日平均値が0.04ppm以
下であり、かつ、１時間値が0.1ppm
以下であること。 

一酸化炭素(CO) 
１時間値の１日平均値が10ppm以下であ
り、かつ、１時間値の８時間平均値が
20ppm以下であること。 

１時間値の１日平均値が10ppm以下
であり、かつ、１時間値の８時間平
均値が20ppm以下であること。 

浮遊粒子状物質(SPM)2) 
１時間値の１日平均値が0.10mg／㎥以
下であり、かつ、１時間値が0.20mg／㎥
以下であること。 

１時間値の１日平均値が0.10mg/㎥
以下であり、かつ、１時間値が0.20 
mg／㎥以下であること。 

二酸化窒素(NO2) 
１時間値の１日平均値が0.04ppmから
0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下で
あること。3) 

１時間値の１日平均値が0.02ppm以
下であること。ただし、当分の間、
１時間値の１日平均値が0.04ppm以
下であること。 

光化学オキシダント(OX)4) １時間値が0.06ppm以下であること。 １時間値が0.06ppm以下であること。 

ベンゼン5) 
１年平均値が0.003mg／㎥以下であるこ
と。 

１年平均値が0.003mg/㎥以下である 
こと。 

トリクロロエチレン 
１年平均値が0.13mg／㎥以下であるこ
と。 

１年平均値が0.2mg/㎥以下であるこ
と。 

テトラクロロエチレン 
１年平均値が0.2mg／㎥以下であるこ
と。 

１年平均値が0.2mg/㎥以下であるこ 
と。 

ジクロロメタン 
１年平均値が0.15mg／㎥以下であるこ
と。 

１年平均値が0.15mg/㎥以下である
こと。 

微小粒子状物質(PM2.5) 
１年平均値が15µg／㎥以下であり、か
つ、１日平均値が35µg／㎥以下であるこ
と。 

１年平均値が15µg／㎥以下であり、
かつ、１日平均値が35µg/㎥以下であ
ること。 

（注）１．環境基本法に基づく環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所
については適用しない。 

２．浮遊粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒子が 10µm 以下のものをいう。 
３．二酸化窒素について、１時間値の１日平均値が 0.06ppm を超える地域にあっては、１時間値の１日平均値

0.06ppm を達成されるように努めるものとし、その達成期間は原則として７年以内とする。また、１時間値の
１日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内にある地域にあっては、原則としてこのゾーン内におい
て、現状程度の水準を維持し、又はこれを大きく上回ることとならないよう努めるものとする。 

４．光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレート、その他の光化学反応により生成さ
れる酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く。）をいう。 

５．ベンゼン等による大気汚染に係る環境基準は、継続的に摂取される場合には人の健康を損なうおそれがあ
る物質に係るものであることにかんがみ、将来にわたって人の健康に係る被害が未然に防止されるようにす
ることを旨として、その維持又は早期達成に努めるものとする。 

６．尼崎市の環境をまもる条例に基づく環境上の基準は、尼崎市全域を対象とする（車道その他一般公衆が通
常生活していない地域又は場所を除く）。 

７．尼崎市の環境をまもる条例に基づく環境上の基準において、測定及び評価の方法並びに基準値等の解釈は、
環境基本法第16条第１項の規定による基準に準ずる。 

出典：「大気汚染に係る環境基準について」（昭和 48 年環境庁告示第 25 号（最終改正：平成８年環境庁告示第 73

号）） 

「二酸化窒素に係る環境基準について」（昭和 42 年環境庁告示第 38 号（最終改正：平成８年環境庁告示第

74 号）） 

「ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準について」（平成９年環境庁告示第４号（最終改正：平成 30

年環境省告示第 100 号）） 

「微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準について」（平成 21 年環境省告示第 33 号） 

「大気の汚染、水質の汚濁、騒音等に係る環境上の基準について」（平成 13 年尼崎市告示第 26 号（最終改

正：平成 27 年尼崎市告示第 142 号）） 
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(ｲ) 大気汚染防止法に基づく総量規制及び排出基準等と環境の保全と創造に関する条例に基づ

く規制 

「大気汚染防止法」（昭和 43 年法律第 97 号（最終改正：令和４年法律第 68 号））に基づき、工

場及び事業場に設置される政令で定める施設（ばい煙発生施設）を対象に、硫黄酸化物、ばいじん、

有害物質等の排出規制が定められている。また工場又は事業場が集合している地域であって、現行

の規制方式によっては環境基準の確保が困難である地域にあっては、一定規模以上のばい煙発生施

設を設置する工場又は事業場において総量規制基準が定められている。 

調査対象区域は、大気汚染防止法に基づいて総量規制基準が定められた区域である。 

また、兵庫県では、「環境の保全と創造に関する条例」（平成７年条例第 28 号（最終改正：令和

元年条例第 13 号））により、大気汚染防止法上の対象施設を拡大するなど、規制の強化が図られて

いる。 

 

(b) 騒 音 

(ｱ) 環境基本法 

「環境基本法」（平成５年法律第 91 号（最終改正：令和３年法律第 36 号））に基づく環境基準

及び「尼崎市の環境をまもる条例」（平成 12 年条例第 51 号（最終改正：令和２年条例第 40 号））

第 20 条第１項の規定に基づく環境上の基準は表 3.1.35～3.1.37 に、地域の類型を当てはめる地域

の指定は表 3.1.38 及び図 3.1.18 に示すとおりである。事業計画地には、類型を当てはめる地域の

指定はされていない。 

表 3.1.35 騒音に係る環境基準（道路に面する地域以外の地域（一般地域）） 

地域の類型 
基  準  値 (LAeq) 

昼 間 夜 間 

ＡＡ 50デシベル以下 40デシベル以下 

Ａ及びＢ 55デシベル以下 45デシベル以下 

Ｃ 60デシベル以下 50デシベル以下 

（注）１．時間区分は次のとおりとする。 
昼間：６時～22 時、夜間：22 時～翌日の６時 

２．ＡＡを当てはめる地域は、療養施設、社会福祉施設等が集合して設置される地域など特に静穏を要す
る地域とする。 

３．Ａを当てはめる地域は、専ら住居の用に供される地域とする。 
４．Ｂを当てはめる地域は、主として住居の用に供される地域とする。 
５．Ｃを当てはめる地域は、相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域とする。 

出典：「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環境庁告示第 64 号(最終改正：平成 24 年環境省告示第 54 号)） 

「大気の汚染、水質の汚濁、騒音等に係る環境上の基準について」（平成 13 年尼崎市告示第 26 号(最終改

正：平成 27 年尼崎市告示第 142 号)） 
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表 3.1.36 騒音に係る環境基準（道路に面する地域） 

地域の区分 
基 準 値 (LAeq) 

昼 間 夜 間 

Ａ地域のうち2車線以上の車線を有する道路に面する地域 60デシベル以下 55デシベル以下 

Ｂ地域のうち2車線以上の車線を有する道路に面する地域 

及びＣ地域のうち車線を有する道路に面する地域 
65デシベル以下 60デシベル以下 

（注）１．時間区分は次のとおりとする。 
昼間：６時～22 時、夜間：22 時～翌日の６時 

   ２．車線とは、１縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状の車道部
分をいう。この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表にかかわらず、特
例として次表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 

出典：「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環境庁告示第 64 号(最終改正：平成 24 年環境省告示第 54 号)） 

「大気の汚染、水質の汚濁、騒音等に係る環境上の基準について」（平成 13 年尼崎市告示第 26 号（最終改

正：平成 27 年尼崎市告示第 142 号）） 

表 3.1.37 騒音に係る環境基準（幹線交通を担う道路に近接する空間） 

基  準  値 (LAeq) 

昼 間 夜 間 

70デシベル以下 65デシベル以下 

備考：個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると

認められるときは、屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては45デシベル以下、夜間に

あっては40デシベル以下）によることができる。 

（注）１．時間区分は次のとおりとする。 
昼間：６時～22 時、夜間：22 時～翌日の６時 

２．幹線交通を担う道路とは、高速自動車国道、一般国道、都道府県道、自動車専用道路及び４車線以上の
市町村道。 

３．「幹線交通を担う道路に近接する空間」とは、次のとおりとする。 
２車線以下の車線を有する幹線交通を担う道路 ：道路端から 15ｍまで 
２車線を超える車線を有する幹線交通を担う道路 ：道路端から 20ｍまで 

出典：「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環境庁告示第 64 号(最終改正：平成 24 年環境省告示第 54 号)） 

「大気の汚染、水質の汚濁、騒音等に係る環境上の基準について」（平成 13 年尼崎市告示第 26 号（最終改正：

平成 27 年尼崎市告示第 142 号）） 

表 3.1.38 騒音に係る環境基準の類型を当てはめる地域の指定 

地域の類型 地    域 

ＡＡ 指定なし 

Ａ 
第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、 

第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域 

Ｂ 第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域 

Ｃ 近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域 

出典：「騒音に係る環境基準の地域の類型を当てはめる地域の指定」（平成 24 年尼崎市告示第 129 号） 
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図 3.1.18 調査対象区域の騒音に係る環境基準の類型を当てはめる地域の指定 

出典：「騒音に係る環境基準の地域の類型を当てはめる地域
の指定」（平成 24 年尼崎市告示第 129 号）より作成 
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(ｲ) 騒音規制法 

「騒音規制法」（昭和 43年法律第 98号（最終改正：令和４年法律第 68号））及び兵庫県の「環

境の保全と創造に関する条例」（平成７年条例第 28 号（最終改正：令和元年条例第 13号））によ

る特定施設を設置する工場又は事業場（特定工場等）において発生する騒音、特定建設作業に伴っ

て発生する騒音の規制基準は、表 3.1.39～3.1.40に示すとおりである。 

自動車騒音の要請限度（指定地域内の自動車騒音が一定のレベルを超えて周辺の生活環境を著し

く損なっている場合に、市町村長が公安委員会や道路管理者に対して要請や意見を述べることので

きる値）は表 3.1.41に、区域の区分は図 3.1.19に示すとおりである。 

事業計画地は、区域の区分に指定されていない。 

表 3.1.39 特定工場等において発生する騒音の規制基準 

時間の区分 
 

区域の区分 

朝 昼 間 夕 夜 間 

６時から 
８時まで 

８時から 
18時まで 

18時から 
22時まで 

22時から 
翌日の６時まで 

第１種区域 45デシベル 50デシベル 45デシベル 40デシベル 

第２種区域 50デシベル 60デシベル 50デシベル 45デシベル 

第３種区域 60デシベル 65デシベル 60デシベル 50デシベル 

第４種区域 70デシベル 70デシベル 70デシベル 60デシベル 

（注）１．デシベルとは、計量法（平成４年法律第 51 号（最終改正：令和４年法律第 68号））に定める音圧レベ
ルの計量単位。 

２．規制基準とは、特定工場等の敷地境界線上における騒音の大きさをいう。 
３．第２種区域、第３種区域及び第４種区域の区域内に所在する学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号（最終
改正：令和４年法律第 77 号））第１条に規定する学校、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号（最終改正：
令和４年法律第 66 号））第 39 条第１項に規定する保育所、医療法（昭和 23 年法律第 205 号（最終改正：
令和元年法律第 71 号））第１条の５第１項に規定する病院及び同条第２項に規定する診療所のうち患者を
入院させるための施設を有するもの、図書館法（昭和 25 年法律第 118 号（最終改正：令和元年法律第 26
号））第２条第１項に規定する図書館、老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号（最終改正：令和４年法律第
68 号））第 20 条の５に規定する特別養護老人ホーム並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合
的な提供の推進に関する法律（平成 18 年法律第 77 号（最終改正：令和４年法律第 40 号））第２条第７項
に規定する幼保連携型認定こども園の敷地の周囲おおむね 50ｍの区域内における基準は、この表の規定か
らそれぞれ５デシベルを減じた値とする。 

４．区域の区分については、以下に示すとおりである。 
   第１種区域：第１種・第２種低層住居専用地域 
   第２種区域：第１種・第２種中高層住居地域、第１種・第２種住居地域、準住居地域 
   第３種区域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域 

なお、第３種区域が第１種区域と接することになる場合、境界線から第３種区域内 50
ｍを第２種区域とする。 

   第４種区域：工業地域、（工業専用地域の一部） 
なお、第４種区域が第１種・第２種区域と接することになる場合、境界線から第４種区
域内 50ｍを第３種区域とする。また、工業専用地域のうち、第２種・第３種・第４種区
域に接することになる場合、その地点から 100ｍの区域内を第４種区域の規制基準とす
る。 

出典：「騒音規制法の規定に基づく規制地域の指定及び区域の区分について」（平成 13 年尼崎市告示第 95 号（最

終改正：平成 30 年尼崎市告示第 143 号）） 

「騒音規制法に基づく時間及び区域の区分ごとの規制基準について」（平成 13 年尼崎市告示第 96 号（最終

改正：平成 27 年尼崎市告示第 183 号）） 

「工場・事業場等の騒音・振動の規制・届出（特定施設）について」（平成 28 年８月 1日、尼崎市環境保全

課） 
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表 3.1.40 特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準 

規制値・規制区域等 
区分 

 
特定建設作業の種類 

騒音の 
大きさ 

作業ができな
い時間(夜間) 

１日当たりの 
作業時間 

同一場所にお
ける作業時間 日曜日・休日 

における作業 第１号
区域 

第２号
区域 

第１号
区域 

第２号
区域 

第１号
区域 

第２号
区域 

1.くい打機1）、くい抜機又はくい
打くい抜機2）を使用する作業3） 

85
デ
シ
ベ
ル
以
下 

19
時
～
翌
日
の
７
時 

22
時
～
翌
日
の
６
時 

10
時
間
を
超
え
な
い
こ
と 

14
時
間
を
超
え
な
い
こ
と 

連続して６日を 
超えないこと 

禁止 

2.びょう打機を使用する作業 
3.さく岩機を使用する作業 4） 
4.空気圧縮機 5）を使用する作

業 6) 
5.コンクリートプラント 7）又は
アスファルトプラント 8）を設
けて行う作業9） 

6.バックホウ10）を使用する作業 
7.トラクターショベル 11）を使

用する作業 
8.ブルドーザー12）を使用する

作業 

備 考 

作業場
の敷地
境界に
おける
値 

原則として上
の時間に作業
を行ってはな
らない。 

原則として１日
において上の時
間を超えて作業
を行ってはなら
ない。 

原則として上
の期間を超え
て作業を行っ
てはならない。 

原則として
日曜・休日に
作業を行っ
てはならな
い。 

備考：１．第１号区域：平成 13 年尼崎市告示第 95 号で指定した第１種区域、第２種区域、第３種区域
及び第４種区域のうち、学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号（最終改正：令和
４年法律第 77 号））第１条に規定する学校、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164
号（最終改正：令和４年法律第 66 号））第 39 条第１項に規定する保育所、医
療法（昭和 23 年法律第 205 号（最終改正：令和元年法律第 71 号））第１条の
５第１項に規定する病院及び同条第２項に規定する診療所のうち患者を入院
させるための施設を有するもの、図書館法（昭和 25 年法律第 118 号（最終改
正：令和元年法律第 26 号））第２条第１項に規定する図書館、老人福祉法（昭
和 38 年法律第 133 号（最終改正：令和４年法律第 68 号））第 20 条の５に規
定する特別養護老人ホーム並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合
的な提供の推進に関する法律（平成 18 年法律第 77 号（最終改正：令和４年法
律第 40 号））第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園の敷地の周囲
おおむね 80ｍの区域内であること。 

第２号区域：第１号区域以外の区域で、工業専用地域は原則として除く。 
２．該当作業がその作業を開始した日に終わるものを除く。 

（注）１．もんけんを除く。 
２．圧入式くい打くい抜機を除く。 
３．くい打機をアースオーガーと併用する作業を除く。 
４．作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日における当該作業に係る２地点間の最大距離が 50

ｍを超えない作業に限る。 
５．電動機以外の原動機を用いるものであって、その原動機の定格出力が 15kW 以上のものに限る。 
６．さく岩機の動力として使用する作業を除く。 
７．混練機の混練容量が 0.45 ㎥以上のものに限る。 
８．混練機の混練重量が 200 ㎏以上のものに限る。 
９．モルタルを製造するためにコンクリートプラントを設けて行う作業を除く。 
10．一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するものを除き、原動機の定

格出力が 80kW 以上のものに限る。 
11．一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するものを除き、原動機の定

格出力が 70kW 以上のものに限る。 
12．一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するものを除き、原動機の定

格出力が 40kW 以上のものに限る。 
13．デシベルとは、計量法（平成４年法律第 51 号（最終改正：令和４年法律第 68 号））に定める音圧レベ

ルの計量単位。 

出典：「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準」（昭和 43 年厚生省・建設省告示第１号（最終改

正：平成 27 年環境省告示第 66 号）） 

「騒音規制法施行令」（昭和 43 年政令第 324 号（最終改正：令和３年政令第 346 号）） 

「特定建設作業において発生する騒音の規制に関する基準の別表第１号に規定する区域の指定について」 

（平成 13 年尼崎市告示第 97 号（最終改正：平成 27 年尼崎市告示第 184 号）） 

「建設工事（特定施設作業）に対する騒音・振動の規制について」（令和元年６月 17 日、尼崎市環境保全課） 
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表 3.1.41 騒音規制法に基づく自動車騒音の要請限度 

区域の区分1) 
時間の区分 

昼 間 
（６時～22時） 

夜 間 
（22時～翌日の６時） 

ａ区域及びｂ区域のうち１車線を有する道路に面する区域 65デシベル 55デシベル 

ａ区域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する区域 70デシベル 65デシベル 

ｂ区域のうち２車線以上の車線を有する道路に面する区域
及びｃ区域のうち車線を有する道路に面する区域 

75デシベル 70デシベル 

幹線交通を担う道路に近接する区域2) 75デシベル 70デシベル 

（注）１．区域の区分は以下のとおりであり、図 3.1.19 に対応している。 

ａ区域：騒音規制法の規定に基づく規制地域の指定及び区域の区分（平成 13 年尼崎市告示第 95 号（最

終改正：平成 30 年尼崎市告示第 143 号））において指定した地域のうち、第１種区域、第２

種区域（都市計画法第８条第１項の規定に基づく第１種中高層住居専用地域及び第２種中高

層住居専用地域に限る） 

ｂ区域：騒音規制法の規定に基づく規制地域の指定及び区域の区分において指定した地域のうち、第

２種区域（都市計画法第８条第１項の規定に基づく第１種中高層住居専用地域及び第２種中

高層住居専用地域を除く） 

ｃ区域：騒音規制法の規定に基づく規制地域の指定及び区域の区分において指定した地域のうち、第

３種区域及び第４種区域 

２．幹線交通を担う道路に近接する区域とは、２車線以下の車線を有する道路の場合は道路の敷地の境界線

から 15ｍ、２車線を超える車線を有する道路の場合は道路の敷地の境界線から 20ｍまでの範囲をいう。 

３．デシベルとは、計量法（平成４年法律第 51 号（最終改正：令和４年法律第 68 号））に定める音圧レベ

ルの計量単位。 

出典：「騒音規制法第17条第１項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音の限度を定める省令」（平成12年

総理府令第15号（最終改正：令和２年環境省令第９号）） 

「自動車騒音の限度を定める省令に係る区域の指定について」（平成 13 年尼崎市告示第 98 号） 
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図 3.1.19 調査対象区域の自動車騒音の要請限度に係る区域の区分 

出典：「騒音規制区域図（平成 30 年３月 27 日版」
（尼崎市 Web サイト）より作成 
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(c) 振 動 

(ｱ) 振動規制法 

「振動規制法」（昭和 51年法律第 64号（最終改正：令和４年法律第 68号））及び兵庫県の「環

境の保全と創造に関する条例」（平成７年条例第 28 号（最終改正：令和元年条例第 13号））によ

る特定施設を設置する工場又は事業場（特定工場等）において発生する振動、特定建設作業に伴っ

て発生する振動の規制基準は、表 3.1.42～3.1.43に示すとおりである。 

道路交通振動の限度（指定地域内の道路交通振動が一定のレベル（限度）を超えていることによ

り、道路の周辺の生活環境が著しく損なわれていると認めるときは、市町村長が公安委員会に対し

て「道路交通法」（昭和 35年法律第 105号（最終改正：令和４年法律第 32号））の規定による措

置や道路管理者に対して道路交通振動の防止のための舗装、維持又は修繕の措置を執るべきことを

要請することのできる値）は表 3.1.44に、区域の区分は図 3.1.20に示すとおりである。 

事業計画地は、区域の区分に指定されていない。 

表 3.1.42 特定工場等において発生する振動の規制基準 

区域の区分 
昼 間 夜 間 

８時から19時まで 19時から翌日の８時まで 

第１種区域 60デシベル 55デシベル 

第２種区域 65デシベル 60デシベル 

備考：第１種区域及び第２種区域の区域内に所在する学校教育法（昭和22年法律第26号（最終改正：
令和４年法律第77号））第１条に規定する学校、児童福祉法（昭和22年法律第164号（最終改正：
令和４年法律第66号））第39条第１項に規定する保育所、医療法（昭和23年法律第205号（最終
改正：令和元年法律第71号））第１条の５第１項に規定する病院及び同条第２項に規定する診
療所のうち患者を入院させるための施設を有するもの、図書館法（昭和25年法律第118号（最終
改正：令和元年法律第26号））第２条第１項に規定する図書館、老人福祉法（昭和38年法律第
133号（最終改正：令和４年法律第68号））第20条の５に規定する特別養護老人ホーム並びに就
学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号
（最終改正：令和４年法律第40号））第２条第７項に規定する幼保連携型認定こども園の敷地
の周囲おおむね50ｍの区域内における基準は、この表の規定からそれぞれ５デシベルを減じた
値とする。 

（注）デシベルとは、計量法（平成４年法律第 51 号（最終改正：令和４年法律第 68 号））に定める音圧レベルの

計量単位。 

出典：「振動規制法の規定に基づく規制地域の指定及び区域の区分について」（平成 13 年尼崎市告示第 99 号（最

終改正：平成 30 年尼崎市告示第 144 号）） 

「振動規制法の規定に基づく時間及び区域の区分ごとの規制基準について」（平成 13 年尼崎市告示第 100 号

（最終改正：平成 27 年尼崎市告示第 185 号）） 

「工場・事業場等の騒音・振動の規制・届出（特定施設）について」（平成 28 年８月１日、尼崎市環境保全

課） 
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表 3.1.43 特定建設作業に伴って発生する振動の規制基準 

規制値・規制区域等 
区分 

 
特定建設作業の種類 

振動の 
大きさ 

作業ができない
時間(夜間) 

１日当たりの 
作業時間 

同一場所におけ
る作業時間 日曜日・休日 

における作業 第１号
区域 

第２号
区域 

第１号
区域 

第２号
区域 

第１号
区域 

第２号
区域 

1.くい打機 1）、くい抜機 2）又は
くい打くい抜機注 3）を使用す
る作業 75

デ
シ
ベ
ル
以
下 

19
時
～
翌
日
の
７
時 

22
時
～
翌
日
の
６
時 

10
時
間
を
超
え
な
い
こ
と 

14
時
間
を
超
え
な
い
こ
と 

連続して６日を
超えないこと 

禁止 

2.鋼球を使用して建築物そ
の他の工作物を破壊する
作業 

3.舗装版破砕機を使用する
作業 4） 

4.ブレーカー 5)を使用する
作業 4） 

備 考 

作業場の
敷地境界
における
値 

原則として上の
時間に作業を行
ってはならな
い。 

原則として１日
において上の時
間を超えて作業
を行ってはなら
ない。 

原則として上の
期間を超えて作
業を行ってはな
らない。 

原則として日
曜・休日に作
業を行っては
ならない。 

備考：第１号区域：平成 13 年尼崎市告示第 95 号で指定した第１種区域、第２種区域、第３種区域及び

第４種区域のうち、学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号（最終改正：令和４年法律

第 77 号））第１条に規定する学校、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号（最終改

正：令和４年法律第 66 号））第 39 条第１項に規定する保育所、医療法（昭和 23

年法律第 205 号（最終改正：令和元年法律第 71 号））第１条の５第１項に規定す

る病院及び同条第２項に規定する診療所のうち患者を入院させるための施設を有

するもの、図書館法（昭和 25 年法律第 118 号（最終改正：令和元年法律第 26 号））

第２条第１項に規定する図書館、老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号（最終改正：

令和４年法律第 68 号））第 20 条の５に規定する特別養護老人ホーム並びに就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18 年法

律第 77 号（最終改正：令和４年法律第 40 号））第２条第７項に規定する幼保連携

型認定こども園の敷地の周囲おおむね 80ｍの区域内であること。 

第２号区域：第１号区域以外の区域で、工業専用地域は原則として除く。 

（注）１．もんけん及び圧入式くい打機を除く。 
２．油圧式くい抜機を除く。 
３．圧入式くい打くい抜機を除く。 
４．作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日における当該作業に係る２地点間の最大距離が 50ｍ

を超えない作業に限る。 
５．手持式のものを除く。 
６．デシベルとは、計量法（平成４年法律第 51 号（最終改正：令和４年法律第 68 号））に定める振動加速

度レベルの計量単位。 

出典：「振動規制法施行規則」（昭和 51 年総理府令第 58号（最終改正：令和３年環境省令第３号）） 

「振動規制法施行規則別表第１の付表の第 1 号に規定する区域の指定について」（平成 13年尼崎市告示第 101

号（最終改正：平成 27 年尼崎市告示第 186 号）） 

「建設工事（特定建設作業）に対する騒音・振動の規制について」（令和元年６月 17 日、尼崎市環境保全課） 
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表 3.1.44 振動規制法に基づく道路交通振動の限度 

区域の区分 
昼 間 夜 間 

８時から19時まで 19時から翌日の８時まで 

第１種
区域 

振動規制法の規定に基づく規制地域の指
定及び区域の区分について（平成13年尼
崎市告示第99号）において指定した地域
のうち、第１種区域 

65デシベル 60デシベル 

第２種
区域 

振動規制法の規定に基づく規制地域の指
定及び区域の区分について（平成13年尼
崎市告示第99号）において指定した地域
のうち、第２種区域 

70デシベル 65デシベル 

（注）１．デシベルとは、計量法（平成４年法律第 51 号（最終改正：令和４年法律第 68 号））に定める振動加速
度レベルの計量単位。 

   ２．振動の測定場所は、道路の敷地の境界線とする。 
   ３．振動の測定は、当該道路に係る道路交通振動を対象とし、当該道路交通振動の状況を代表すると認めら

れる１日について、昼間及び夜間の区分ごとに１時間当り１回以上の測定を４時間以上行うものとする。 
   ４．振動レベルは、５秒間隔、100 個又はこれに準ずる間隔、個数の測定値の 80％レンジの上端の数値を、

昼間及び夜間の区分ごとに全てについて平均した数値とする。 
   ５．区域の区分は、図 3.1.20 に対応している。 

出典：「振動規制法施行規則」（昭和 51 年総理府令第 58号（最終改正：令和３年環境省令第３号）） 

「振動規制法施行規則別表第２備考 1 の区域及び同表備考２の時間の指定について」（平成 13 年尼崎市告示

第 102 号） 
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図 3.1.20 調査対象区域の道路交通振動要請限度に係る区域の区分 

出典：「振動規制区域図（平成 30 年３月 27 日版」
（尼崎市 Web サイト）より作成 
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(d) 悪 臭 

(ｱ) 悪臭防止法 

「悪臭防止法」（昭和 46年法律第 91号（最終改正：令和４年法律第 68号））では、事業活動に

伴って発生する悪臭原因物質のうちアンモニア等 22 物質の特定悪臭物質濃度による規制又は多種

多様な複合臭等に対応可能な、人の嗅覚
きゅうかく

を用いた臭気指数による規制が行われており、尼崎市では

市内全域を対象として、特定悪臭物質について濃度規制が行われており、事業計画地も規制対象地

域となっている。 

敷地境界における特定悪臭物質濃度の規制基準は、表 3.1.45に示すとおりである。 

表 3.1.45 悪臭防止法に基づく特定悪臭物質濃度の規制基準 

【敷地境界線】 

特定悪臭物質 規制基準（ppm） 

アンモニア 1 

メチルメルカプタン 0.002 

硫化水素 0.02 

硫化メチル 0.01 

二硫化メチル 0.009 

トリメチルアミン 0.005 

アセトアルデヒド 0.05 

プロピオンアルデヒド 0.05 

ノルマルブチルアルデヒド 0.009 

イソブチルアルデヒド 0.02 

ノルマルバレルアルデヒド 0.009 

イソバレルアルデヒド 0.003 

イソブタノール 0.9 

酢酸エチル 3 

メチルイソブチルケトン 1 

トルエン 10 

スチレン 0.4 

キシレン 1 

プロピオン酸 0.03 

ノルマル酪酸 0.001 

ノルマル吉草酸 0.0009 

イソ吉草酸 0.001 

出典：「悪臭防止法施行規則」（昭和 47 年総理府令第 39号（最終改正：令和３年環境省令第３号）） 

「悪臭防止法の規定に基づく規制地域の指定及び規制基準について」（平成 13 年尼崎市告示

第 103 号） 
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(e) 水質汚濁 

(ｱ) 環境基本法 

「環境基本法」（平成５年法律第 91号（最終改正：令和３年法律第 36号））に基づく環境基準

及び「尼崎市の環境をまもる条例」（平成 12年条例第 51号（最終改正：令和２年条例第 40号））

第 20条第１項の規定に基づく尼崎市における環境上の基準等は、表 3.1.46～3.1.48に示すとおり

である。 

調査対象区域の河川及び海域には、環境基準が設定された水質環境類型と、環境上の基準が設定

された水域区分が指定されている。調査対象区域の水質環境類型指定及び水域区分は、表 3.1.49

に示すとおりである。 

また、地下水の水質汚濁に係る環境基準及び環境上の基準は、表 3.1.50に示すとおりである。 

事業計画地周辺の河川及び海域が、基準等の対象となっている。 

表 3.1.49 調査対象区域の水質環境類型及び水域区分 

区 分 河川名等 環境基準水質環境類型 環境上の基準水域区分 

河 川 

庄下川 Ｃ類型 ２級水域 

蓬川 ― ２級水域 

左門殿川 Ｂ類型（生物Ｂ） １級水域 

海 域 

大阪湾（閘門） Ｃ類型（生物Ａ） 運 河 

大阪湾（尼崎港中央） Ｃ類型（生物Ａ） 海 域 

大阪湾（尼崎港沖） Ｃ類型（生物Ａ） 海 域 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

「大気の汚染、水質の汚濁、騒音等に係る環境上の基準について」（平成 13 年尼崎市告示第 26

号（最終改正：平成 27 年尼崎市告示第 142 号）） 
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表 3.1.46 人の健康の保護に関する環境基準及び環境上の基準 

（単位：mg/L） 

項 目 環境基本法に基づく 
環境基準の基準値 

尼崎市の環境をまもる条例に基づく 
環境上の基準の基準値 

カドミウム 0.003 以下 0.003 以下 

全シアン 検出されないこと。 検出されないこと。 

鉛 0.01 以下 0.01 以下 

六価クロム 0.02 以下 0.05 以下 

砒素 0.01 以下 0.01 以下 

総水銀 0.0005 以下 0.0005 以下 

アルキル水銀 検出されないこと。 検出されないこと。 

ＰＣＢ 検出されないこと。 検出されないこと。 

ジクロロメタン 0.02 以下 0.02 以下 

四塩化炭素 0.002 以下 0.002 以下 

l,2-ジクロロエタン 0.004 以下 0.004 以下 

l,1-ジクロロエチレン 0.1 以下 0.1 以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04 以下 0.04 以下 

l,l,1-トリクロロエタン 1 以下 1 以下 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006 以下 0.006 以下 

トリクロロエチレン 0.01 以下 0.01 以下 

テトラクロロエチレン 0.01 以下 0.01 以下 

l,3-ジクロロプロペン 0.002 以下 0.002 以下 

チウラム 0.006 以下 0.006 以下 

シマジン 0.003 以下 0.003 以下 

チオベンカルブ 0.02 以下 0.02 以下 

ベンゼン 0.01 以下 0.01 以下 

セレン 0.01 以下 0.01 以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10 以下 10 以下 

ふっ素 0.8 以下 0.8 以下 

ほう素 1 以下 1 以下 

1,4-ジオキサン 0.05 以下 0.05 以下 

（注）１．基準値は、年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 
２．「検出されないこと。」とは、告示別表に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該
方法の定量限界を下回ることをいう。 

３．海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。 
４．硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、日本工業規格（以下「JIS」という。）K 0102の 43.2.1、43.2.3、
43.2.5 又は 43.2.6 により測定された硝酸イオンの濃度に換算係数 0.2259 を乗じたものと、JIS K 0102
の 43.1 により測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係数 0.3045 を乗じたものの和とする。 

５．尼崎市の環境をまもる条例に基づく環境上の基準において、測定及び評価の方法並びに基準値等の解
釈は、環境基本法第 16 条第１項の規定による基準に準ずるものとする。 

出典：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号（最終改正：令和３年環境省告示第

62 号）） 

「大気の汚染、水質の汚濁、騒音等に係る環境上の基準について」（平成 13 年尼崎市告示第 26 号（最終

改正：平成 27 年尼崎市告示第 142 号）） 
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表 3.1.47(1) 生活環境の保全に関する環境基準及び環境上の基準 

【河川（湖沼を除く）】（利用目的の適応性に対する基準） 
項 目 

 
 
類型 
水域区分 

利用目的の 
適応性 

基  準  値 

水素イオン 
濃度 
(pH) 

生物化学的 
酸素要求量

(BOD) 

浮遊物質量 
 

(SS) 

溶存酸素量 
 

(DO) 
大腸菌数 大腸菌群数 

（－） (mg/L) (mg/L) (mg/L) (CFU/100mL) (MPN/100mL) 

環
境
基
本
法 

ＡＡ 

水道１級 
自然環境保全及び
Ａ以下の欄に掲げ
るもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

1 以下 25 以下 7.5 以上 20 以下 ― 

Ａ 

水道２級 
水産１級 
水浴及びＢ以下の
欄に掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

2 以下 25 以下 7.5 以上 300 以下 ― 

Ｂ 

水道３級 
水産２級 
及びＣ以下の欄に
掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

3 以下 25 以下 5 以上 1,000 以下 ― 

Ｃ 

水産３級 
工業用水１級 
及びＤ以下の欄に
掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

5 以下 50 以下 5 以上 ― ― 

Ｄ 

工業用水２級 
農業用水 
及びＥの欄に掲げ
るもの 

6.0 以上 
8.5 以下 

8 以下 100 以下 2 以上 ― ― 

Ｅ 
工業用水３級 
環境保全 

6.0 以上 
8.5 以下 

10 以下 

ご み 等 の
浮 遊 が 認
め ら れ な
いこと。 

2 以上 ― ― 

尼
崎
市
の
環
境
を 

ま
も
る
条
例 

１級水域 
6.5 以上 
8.5 以下 

3 以下 20 以下 5 以上 ― 5,000 以下 

２級水域 
6.5 以上 
8.5 以下 

5 以下 30 以下 5 以上 ― ― 

３級水域 
6.5 以上 
8.5 以下 

8 以下 50 以下 3 以上 ― ― 

（注）１．基準値は、日間平均値とする。ただし、大腸菌数に係る基準値については、90％水質値（年間の日間平
均値の全データをその値の小さいものから順に並べた際の 0.9×ｎ番目（ｎは日間平均値のデータ数）の 
データ値とする。 

２．「―」は、当該項目に基準が設定されていないことを示す。 
３．水道１級を利用目的としている地点（自然環境保全を利用目的としている地点を除く。）については、

大腸菌数 100 CFU/100mL 以下とする。 
４．水産１級、水産２級及び水産３級については、当分の間、大腸菌数の項目の基準値は適用しない（湖沼、

海域もこれに準する。）。 
５．環境基本法における各利用目的は、以下に示すとおりである。 

自然環境保全 ：自然探勝等の環境保全 
水道１級 ：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 
水道２級 ：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 
水道３級 ：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 
水産１級 ：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３級の水産生物用 
水産２級 ：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産３級の水産生物用 
水産３級 ：コイ、フナ等、β-中腐水性水域の水産生物用 
工業用水１級 ：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 
工業用水２級 ：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 
工業用水３級 ：特殊の浄水操作を行うもの 
環境保全 ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 

６．尼崎市の環境をまもる条例に基づく環境上の基準において、測定及び評価の方法並びに基準値等の解釈
は、環境基本法第 16 条第１項の規定による基準に準ずるものとする。 

出典：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号（最終改正：令和３年環境省告示第 62

号）） 

「大気の汚染、水質の汚濁、騒音等に係る環境上の基準について」（平成 13 年尼崎市告示第 26 号（最終改

正：平成 27 年尼崎市告示第 142 号）） 



 

3.1-72 

表 3.1.47(2) 生活環境の保全に関する環境基準及び環境上の基準 

【海 域】 

項 目 
 
 
類型 
水域区分 

利用目的の 
適応性 

基  準  値 

水素イオン 
濃度 
(pH) 

化学的 
酸素要求量

(COD) 

溶存酸素量 
(DO) 

大腸菌数 大腸菌群数 
ｎ-ヘキサン
抽出物質 
（油分等） 

（－） (mg/L) (mg/L) (CFU/100mL) (MPN/100mL) （－） 

環
境
基
本
法 

Ａ 

水産１級 
水浴 
自然環境保全及
びＢ以下の欄に
掲げるもの 

7.8 以上 
8.3 以下 

2 以下 7.5 以上 300 以下 ― 
検出され
ないこと 

Ｂ 

水産２級 
工業用水 
及びＣの欄に掲
げるもの 

7.8 以上 
8.3 以下 

3 以下 5 以上 ― ― 
検出され
ないこと 

Ｃ 環境保全 
7.0 以上 
8.3 以下 

8 以下 2 以上 ― ― ― 

尼
崎
市
の
環
境
を 

ま
も
る
条
例 

運 河 
7.0 以上 
8.3 以下 

8 以下 2 以上 ― ― ― 

海 域 
7.8 以上 
8.3 以下 

3 以下 5 以上 ― 50,000 以下 
検出され
ないこと 

（注）１．自然環境保全を利用目的としている地点については、大腸菌数 20 CFU/100mL以下とする。また、水産１
級のうち、生食用原料カキの養殖の利水点については、大腸菌群数 70 MPN/100mL 以下とする。 

２．「―」は、当該項目に基準が設定されていないことを示す。 
３．環境基本法における各利用目的は、以下に示すとおりである。 

自然環境保全 ：自然探勝等の環境保全 
水産１級 ：マダイ、ブリ、ワカメ等の水産生物用及び水産２級の水産生物用 
水産２級 ：ボラ、ノリ等の水産生物用 
環境保全 ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 

４．尼崎市の環境をまもる条例に基づく環境上の基準において、測定及び評価の方法並びに基準値等の解釈
は、環境基本法第 16 条第１項の規定による基準に準ずるものとする。 

出典：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号（最終改正：令和３年環境省告示第 62

号）） 

「大気の汚染、水質の汚濁、騒音等に係る環境上の基準について」（平成 13 年尼崎市告示第 26 号（最終改

正：平成 27 年尼崎市告示第 142 号）） 
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表 3.1.47(3) 生活環境の保全に関する環境基準及び環境上の基準 

【海 域】 

項 目 
 
類型 
水域区分 

利用目的の適応性 
基準値(mg/L) 

全窒素 全 燐 

環
境
基
本
法 

Ⅰ 
自然環境保全及びⅡ以下の欄に掲げるもの 
（水産２種及び３種を除く。） 

0.2 以下 0.02 以下 

Ⅱ 
水産１種、水浴及びⅢ以下の欄に掲げるもの 
（水産２種及び３種を除く。） 

0.3 以下 0.03 以下 

Ⅲ 水産２種及びⅣの欄に掲げるもの（水産３種を除く。） 0.6 以下 0.05 以下 

Ⅳ 水産３種、工業用水、生物生息環境保全 1 以下 0.09 以下 

尼
崎
市
の
環
境
を 

ま
も
る
条
例 

運 河 ― ― 

海 域 1 以下 0.09 以下 

（注）１．基準値は、年間平均値とする。 
２．「―」は、当該項目に基準が設定されていないことを示す。 
３．水域類型の指定は、海洋植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある海域について行うものと

する。 
４．各利用目的は、以下に示すとおりである。 

自然環境保全 ：自然探勝等の環境保全 
水産１種 ：底生魚介類を含め多様な水産生物がバランス良く、かつ、安定して漁獲される 
水産２種 ：一部の底生魚介類を除き、魚類を中心とした水産生物が多獲される 
水産３種 ：汚濁に強い特定の水産生物が主に漁獲される 
生物生息環境保全：年間を通して底生生物が生息できる限度 

５．尼崎市の環境をまもる条例に基づく環境上の基準において、測定及び評価の方法並びに基準値等の解釈
は、環境基本法第 16 条第１項の規定による基準に準ずるものとする。 

出典：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号（最終改正：令和３年環境省告示第 62

号）） 

「大気の汚染、水質の汚濁、騒音等に係る環境上の基準について」（平成 13 年尼崎市告示第 26 号（最終改

正：平成 27 年尼崎市告示第 142 号）） 
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表 3.1.48 生活環境の保全に関する環境基準 

【河川（湖沼を除く）】（水生生物の生息状況の適応性に対する基準） 

項目 

 

 

類型 

水生生物の生息状況の適応性 

基準値（mg/L） 

全亜鉛 ノニルフェノール 

直鎖アルキルベ

ンゼンスルホン

酸及びその塩 

生物Ａ 

イワナ、サケマス等比較的低温域

を好む水生生物及びこれらの餌生

物が生息する水域 

0.03 以下 0.001 以下 0.03 以下 

生物特Ａ 

生物Ａの水域のうち、生物Ａの欄

に掲げる水生生物の産卵場（繁殖

場）又は幼稚仔の生育場として特

に保全が必要な水域 

0.03 以下 0.0006 以下 0.02 以下 

生物Ｂ 

コイ、フナ等比較的高温域を好む

水生生物及びこれらの餌生物が生 

息する水域 

0.03 以下 0.002 以下 0.05 以下 

生物特Ｂ 

生物Ａ又は生物Ｂの水域のうち、

生物Ｂの欄に掲げる水生生物の産

卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生育

場として特に保全が必要な水域 

0.03 以下 0.002 以下 0.04 以下 

 

【海 域】 

項目 

 

 

類型 

水生生物の生息状況の適応性 

基準値（mg/L） 

全亜鉛 ノニルフェノール 

直鎖アルキルベ

ンゼンスルホン

酸及びその塩 

生物Ａ 水生生物の生息する水域 0.02 以下 0.001 以下 0.01 以下 

生物特Ａ 

生物Ａの水域のうち、水生生物の

産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生

育場として特に保全が必要な水域 

0.01 以下 0.0007 以下 0.006 以下 

 

【海 域】 

項目 

類型 
水生生物が生息・再生産する場の適応性 

基準値（mg/L） 

底層溶存酸素量 

生物１ 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物が生息できる場を保全・再

生する水域又は再生産段階において貧酸素耐性の低い水生生物が再生

産できる場を保全・再生する水域 

4.0 以上 

生物２ 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き、水生生物が生息で

きる場を保全・再生する水域又は再生産段階において貧酸素耐性の低い

水生生物を除き、水生生物が再生産できる場を保全・再生する水域 

3.0 以上 

生物３ 

生息段階において貧酸素耐性の高い水生生物が生息できる場を保全・再

生する水域、再生産段階において貧酸素耐性の高い水生生物が再生産で

きる場を保全・再生する水域又は無生物域を解消する水域 

2.0 以上 

（注）１．基準値は、年間平均値とする。 
   ２．底面近傍で溶存酸素量の変化が大きいことが想定される場合の採水には、横型のバンドン採水器を用い

る。 

出典：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号（最終改正：令和３年環境省告示第 62

号）） 

  



 

3.1-75 

表 3.1.50 地下水の水質汚濁に係る環境基準及び環境上の基準 

（単位：mg/L） 

項 目 環境基本法に基づく 
環境基準の基準値 

尼崎市の環境をまもる条例に基づく 
環境上の基準の基準値 

カドミウム 0.003 以下 0.003 以下 

全シアン 検出されないこと。 検出されないこと。 

鉛 0.01 以下 0.01 以下 

六価クロム 0.02 以下 0.05 以下 

砒素 0.01 以下 0.01 以下 

総水銀 0.0005 以下 0.0005 以下 

アルキル水銀 検出されないこと。 検出されないこと。 

ＰＣＢ 検出されないこと。 検出されないこと。 

ジクロロメタン 0.02 以下 0.02 以下 

四塩化炭素 0.002 以下 0.002 以下 

クロロエチレン5) 0.002 以下 0.002 以下 

l,2-ジクロロエタン 0.004 以下 0.004 以下 

l,1-ジクロロエチレン 0.1 以下 0.1 以下 

l,2-ジクロロエチレン6) 0.04 以下 0.04 以下 

l,l,1-トリクロロエタン 1 以下 1 以下 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006 以下 0.006 以下 

トリクロロエチレン 0.01 以下 0.01 以下 

テトラクロロエチレン 0.01 以下 0.01 以下 

l,3-ジクロロプロペン 0.002 以下 0.002 以下 

チウラム 0.006 以下 0.006 以下 

シマジン 0.003 以下 0.003 以下 

チオベンカルブ 0.02 以下 0.02 以下 

ベンゼン 0.01 以下 0.01 以下 

セレン 0.01 以下 0.01 以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10 以下 10 以下 

ふっ素 0.8 以下 0.8 以下 

ほう素 1 以下 1 以下 

1,4-ジオキサン 0.05 以下 0.05 以下 

（注）１．基準値は、年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 
２．「検出されないこと。」とは、地下水の水質汚濁に係る環境基準（告示）の別表の測定方法の欄に掲げる
方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。 

３．硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、JIS K 0102 の 43.2.1、43.2.3、43.2.5 又は 43.2.6 により測定さ
れた硝酸イオンの濃度に換算係数 0.2259 を乗じたものと、JIS K 0102 の 43.1 により測定された亜硝酸イオ
ンの濃度に換算係数 0.3045 を乗じたものの和とする。 

４．1,2-ジクロロエチレンの濃度は、JIS K 0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 により測定されたシス体の濃度と JIS 
K 0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 により測定されたトランス体の濃度の和とする。 

５．別名「塩化ビニル」又は「塩化ビニルモノマー」とも言われている。 
６．「地下水の水質汚濁に係る環境基準について」（平成９年環境庁告示第 10 号）の改正（平成 21 年 11 月 30
日)により、シス-l,2-ジクロロエチレンはトランス-1,2-ジクロロエチレンとともに 1,2-ジクロロエチレンと
して扱われることとなった。 

７．尼崎市の環境をまもる条例に基づく環境上の基準において、測定及び評価の方法並びに基準値等の解釈は、
環境基本法第 16 条第１項の規定による基準に準ずるものとする。 

出典：「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号（最終改正：令和３年環境省告示第 62 号）） 
「大気の汚染、水質の汚濁、騒音等に係る環境上の基準について」（平成 13 年尼崎市告示第 26 号（最終改正：
平成 27 年尼崎市告示第 142 号）） 

(ｲ) ダイオキシン類対策特別措置法 

「ダイオキシン類対策特別措置法」（平成 11 年法律第 105 号（最終改正：令和４年法律第 68 号））

に基づく環境基準及び「尼崎市の環境をまもる条例」（平成 12 年条例第 51 号（最終改正：令和２

年条例第 40 号））第 20 条第１項の規定に基づく環境上の基準は、表 3.1.51 に示すとおりである。 

事業計画地の地下水及び周辺の公共用水域が、基準の対象となっている。 
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表 3.1.51 ダイオキシン類による水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む）に係る 

環境基準及び環境上の基準 

項   目 
ダイオキシン類対策特別措置
法に基づく環境基準の基準値 

尼崎市の環境をまもる条例に
基づく環境上の基準の基準値 

ダイオキシン類 

水質 
（水底の底質を除く） 

  1 pg-TEQ/L 以下   1 pg-TEQ/L 以下 

水底の底質 150 pg-TEQ/g 以下 150 pg-TEQ/g 以下 

（注）１．基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシンの毒性に換算した値とする。 
   ２．水質の汚濁（水底の底質を除く。）に係る環境基準は、公共用水域及び地下水について適用する。 
   ３．水底の底質の汚染に係る環境基準は、公共用水域の水底の底質について適用する。 
   ４．水質（水底の底質を除く。）の基準値は、年間平均値とする。 
   ５．尼崎市の環境をまもる条例に基づく環境上の基準において、測定及び評価の方法、基準値等の解釈は、

ダイオキシン類対策特別措置法第７条の規定による基準に準ずるものとする。 

出典：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び士壌の汚染に係る環境
基準」（平成 11 年環境庁告示第 68 号（最終改正：令和４年環境省告示第 89 号）） 
「大気の汚染、水質の汚濁、騒音等に係る環境上の基準について」（平成 13 年尼崎市告示第 26 号（最終改
正：平成 27 年尼崎市告示第 142 号）） 

(ｳ) 水質汚濁防止法 

「水質汚濁防止法」（昭和 45 年法律第 138 号（最終改正：令和４年法律第 68 号））、兵庫県の

「水質汚濁防止法第３条第３項の排水基準に関する条例」（昭和 49 年条例第 18 号（最終改正：令

和４年条例第 41 号））、兵庫県の「環境の保全と創造に関する条例」（平成７年条例第 28 号（最

終改正：令和元年条例第 13 号））による公共用水域に排出水を排出する特定事業場（汚水又は廃液

を排出する一定の施設（特定施設）を設置する工場又は事業場）に係る排水基準は、表 3.1.52～

3.1.53 に示すとおりである。 

排水基準は、国が定める全国一律基準、水質汚濁防止法第３条第３項の規定に基づき兵庫県が定

める上乗せ基準及び水質汚濁防止法の対象となっていない工場等に適用される横出し基準がある。 

一律基準は、「排水基準を定める省令」（昭和 46 年総理府令第 35 号（最終改正：令和５年環境

省令第 14 号））により定められ、原則として有害物質は全ての特定事業場に、生活環境項目は日平

均排水量が 50 ㎥以上の特定事業場に適用される。 

兵庫県における上乗せ基準は、「水質汚濁防止法第３条第３項の排水基準に関する条例」により、

有害物質に係る基準を設けるとともに、生活環境項目について、日平均排出量 30 ㎥以上の特定事業

場を対象とする裾下げを行い、水質汚濁防止法の規制対象より小規模な事業場も規制対象としてい

る。 

兵庫県における横出し基準は、環境の保全と創造に関する条例により、水質汚濁防止法及び瀬戸

内海環境保全特別措置法で定められた特定事業場以外の工場等も規制対象としている。 

また、水質汚濁防止法に基づく、有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設から地下への

浸透を防止するための特定地下浸透水の要件は、表 3.1.54 に示すとおりである。 

事業計画地は指定地域に指定されているが、排出水は 30 ㎥/日未満の計画のため、有害物質に係

る排水基準のみ対象となっている。 
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表 3.1.52 水質汚濁防止法等に基づく排水基準（有害物質に係る排水基準） 

項  目 

許容限度（mg/L） 
水質汚濁防止法 

 
排水基準を定める 
省令 

水質汚濁防止法第３条 
第３項の排水基準に 
関する条例 

環境の保全と創造に 
関する条例 
環境の保全と創造に
関する条例の規定に
基づく工場等におけ
る規制基準 

カドミウム及びその化合物 カドミウム 0.03 ― カドミウム 0.05 
シアン化合物 シアン    1 シアン   0.3 シアン   1 

有機燐化合物（パラチオン、メチ
ルパラチオン、メチルジメトン及
びEPNに限る） 

      1 0.3       1 

鉛及びその化合物 鉛      0.1 ― 鉛     0.1 
六価クロム化合物 六価クロム  0.5 六価クロム 0.1 六価クロム 0.5 
砒素及びその化合物 砒素    0.1 砒素    0.05 砒素    0.1 
水銀及びアルキル水銀その他の
水銀化合物 

水銀    0.005 ― 水銀    0.005 

アルキル水銀化合物 検出されないこと ― 検出されないこと 
ポリ塩化ビフェニル 0.003 ― 0.003 
トリクロロエチレン 0.1 ― 0.3 
テトラクロロエチレン 0.1 ― 0.1 
ジクロロメタン 0.2 ― 0.2 
四塩化炭素 0.02 ― 0.02 
1,2-ジクロロエタン 0.04 ― 0.04 
1,1-ジクロロエチレン       1 ― 0.2 
シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4 ― 0.4 
1,1,1-トリクロロエタン       3 ― 3.0 
l,l,2-トリクロロエタン 0.06 ― 0.06 
1,3-ジクロロプロペン 0.02 ― 0.02 
チウラム 0.06 ― 0.06 
シマジン 0.03 ― 0.03 
チオベンカルブ 0.2 ― 0.2 
ベンゼン 0.1 ― 0.1 
セレン及びその化合物 セレン   0.1 ― セレン   0.1 

ほう素及びその化合物 

海域以外の公共用水域
に排出されるもの: 
ほう素   10 ― ― 
海域に排出されるもの: 
ほう素    230 

ふっ素及びその化合物 

海域以外の公共用水域
に排出されるもの: 
ふっ素      8 ― 15 
海域に排出されるもの: 
ふっ素     15 

アンモニア、アンモニウム化合
物、亜硝酸化合物及び硝酸化合物 

アンモニア性窒素に
0.4を乗じたもの、亜硝
酸性窒素及び硝酸性窒
素の合計量 

   100 

― ― 

1,4-ジオキサン 0.5 ― ― 

（注）１．「―」は、許容限度が設定されていないことを示す。 
   ２．「環境の保全と創造に関する条例の規定に基づく工場等における規制基準」（平成８年兵庫県告示第 542

号）は、水質汚濁防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法の対象以外の工場等（畜産業に係るものを除く。）
に適用される。 

出典：「排水基準を定める省令」（昭和 46 年総理府令第 35 号（最終改正：令和 4 年環境省令第 17 号）） 
兵庫県の「水質汚濁防止法第３条第３項の排水基準に関する条例」（昭和 49 年条例第 18 号（最終改正：令
和４年条例第 41 号）） 
兵庫県の「環境の保全と創造に関する条例」（平成７年条例第 28 号（最終改正：令和元年条例第 13 号））
「環境の保全と創造に関する条例の規定に基づく工場等における規制基準」（平成８年兵庫県告示第 542 号） 
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表 3.1.53 水質汚濁防止法等に基づく排水基準（生活環境項目に係る排水基準） 

項  目 

許容限度 
水質汚濁 
防止法 

 
排水基準
を定める
省令 

水質汚濁防止法第３条第３項の 
排水基準に関する条例 

環境の保全と 
創造に関する 
条例 

環境の保全と創
造に関する条例
の規定に基づく
工場等における
規制基準 

 
排水量 

100㎥未満 

 
排水量 

100㎥以上 
400㎥未満 

 
排水量 

400㎥以上 

水素イオン濃度（水素指数） （pH) 

海域以外の
公共用水域
に排出され
るもの5.8～
8.6 
海域に排出
されるもの
5.0～9.0 

― 

海域以外の公共
用水域に排出さ
れるもの5.8～
8.6 
海域に排出され
るもの5.0～9.0 

生物化学的酸素要求量(BOD) (mg/L) 
160 
(120) 

40 
(30) 

30 
(20) 

20 
(10) 

100 
(80) 

化学的酸素要求量(COD) (mg/L) 
160 
(120) 

40 
(30) 

30 
(20) 

20 
(10) 

100 
(80) 

浮遊物質量(SS) (mg/L) 
200 
(150) 

50 
(40) 

40 
(30) 

30 
(20) 

90 
(70) 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量 
（鉱油類含有量） （mg/L) 

5 1 5 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量 
（動植物油類含有量） （mg/L) 

30 5 20 

フェノール類含有量 (mg/L) 5 0.1 5 

銅含有量  (mg/L) 3 0.5 3 

亜鉛含有量  (mg/L) 2 1.5 5 

溶解性鉄含有量  (mg/L) 10 2 10 

溶解性マンガン含有量  (mg/L) 10 2 10 

クロム含有量  (mg/L) 2 0.6 2 

大腸菌群数  （個／㎤） (3,000) (800) (3,000) 

窒素含有量  (mg/L) 
120 
(60) 

― ― 

燐含有量  (mg/L) 
16 
(8) 

― ― 

備考：１．表中の( )内の数値は、日間平均値を示す。 
日間平均による許容限度は、１日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである。 

２．水質汚濁防止法に基づく排水基準は、１日当たりの平均的な排出水の量が50㎥以上である工
場又は事業場に係る排出水について適用する。 

３．水質汚濁防止法第３条第３項の排水基準に関する条例における適用すべき区域は、漁業法（昭
和24年法律第267号）第109条第２項に規定する瀬戸内海の海域及びこれに流入する公共用水域
で、兵庫県の区域に属する区域とする。また、日平均排水量30㎥以上の特定事業場が対象とな
る。 

４．生物化学的酸素要求量についての排水基準は、下水道終末処理施設及びし尿処理施設を除き、
海域及び湖沼に排出される排出水には適用しない。 

（注）１．「―」は、許容限度が設定されていないことを示す。 
   ２．「環境の保全と創造に関する条例の規定に基づく工場等における規制基準」（平成８年兵庫県告示第 542

号）は、水質汚濁防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法の対象以外の工場等（畜産業に係るものを除く。）
に適用される。 

出典：「排水基準を定める省令」（昭和 46 年総理府令第 35 号（最終改正：令和 4 年環境省令第 17 号）） 
兵庫県の「水質汚濁防止法第３条第３項の排水基準に関する条例」（昭和 49 年条例第 18 号（最終改正：令
和４年条例第 41 号）） 
兵庫県の「環境の保全と創造に関する条例」（平成７年条例第 28 号（最終改正：令和元年条例第 13 号）） 
「水質関係規制法令の手引き」（令和４年３月、尼崎市経済環境局環境部環境保全課） 
「環境の保全と創造に関する条例の規定に基づく工場等における規制基準」（平成８年兵庫県告示第 542 号） 
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表 3.1.54 水質汚濁防止法に基づく特定地下浸透水の要件 

項  目 要件（mg/L） 

カドミウム及びその化合物 0.001 

シアン化合物 0.1 

有機燐化合物（パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びEPNに限る） 0.1 

鉛及びその化合物 0.005 

六価クロム化合物 0.04 

砒素及びその化合物 0.005 

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 0.0005 

アルキル水銀化合物 0.0005 

ポリ塩化ビフェニル 0.0005 

トリクロロエチレン 0.002 

テトラクロロエチレン 0.0005 

ジクロロメタン 0.002 

四塩化炭素 0.0002 

1,2-ジクロロエタン 0.0004 

1,1-ジクロロエチレン 0.002 

1,2-ジクロロエチレン 0.004 

1,1,1-トリクロロエタン 0.0005 

l,l,2-トリクロロエタン 0.0006 

1,3-ジクロロプロペン 0.0002 

チウラム 0.0006 

シマジン 0.0003 

チオベンカルブ 0.002 

ベンゼン 0.001 

セレン及びその化合物 0.002 

ほう素及びその化合物 0.2 

ふっ素及びその化合物 0.2 

アンモニア、アンモニウム化合物、

亜硝酸化合物及び硝酸化合物 

アンモニア又はアンモニウム化合物 

亜硝酸化合物 

硝酸化合物 

0.7 

0.2 

0.2 

塩化ビニルモノマー 0.0002 

1.4-ジオキサン 0.005 

出典：「水質汚濁防止法施行規則第六条の二の規定に基づく環境大臣が定める検定方法」（平成元年環境庁告示第

39 号（最終改正：平成 24 年環境省告示第 87 号）） 
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(ｴ) 瀬戸内海環境保全特別措置法 

「瀬戸内海環境保全特別措置法」（昭和 48年法律第 110号（最終改正：令和４年法律第 68号））

第５条第１項では、工場又は事業場から公共用水域に日最大 50㎥以上の水を排出する者が特定施設

を設置しようとするときは、周辺公共用水域へ及ぼす影響を事前に評価した事前評価書を添付した

許可申請書を知事（尼崎市の場合は市長）に提出し、許可を得なければならないとされている。 

兵庫県では、「水質汚濁防止法」（昭和 45年法律第 138号（最終改正：令和４年法律第 68号））

第４条の３及び「瀬戸内海環境保全特別措置法」第 12条の３第２項の規定により「第９次水質総量

削減計画」（令和４年、兵庫県）を策定し、水質汚濁負荷削減のための対策を推進している。 

事業計画地は、瀬戸内海環境保全特別措置法の対象区域に指定されているが、排出水は 50㎥/日

未満の計画のため、同法は適用されない。 

(ｵ) 下水道法 

「下水道法」（昭和 33 年法律第 79号（最終改正：令和４年法律第 44号））及び「尼崎市下水道

条例」（昭和 35年条例第 21号（最終改正：平成 31年条例第 26号））による、特定事業場に係る

下水排除基準は、表 3.1.55に示すとおりである。 

事業計画地は、下水道が未整備であり、公共下水道により下水を排除することができる地域（排

除地域）になっていない。 

表 3.1.55(1) 特定事業場に係る下水排除基準 

項  目 
下水道法に基づく 

排除基準 

尼崎市下水道条例に基づく

排除基準 

カドミウム及びその化合物 0.03  mg/L 以下 ― 

シアン化合物 1 mg/L 以下 ― 

有機燐化合物 1 mg/L 以下 ― 

鉛及びその化合物 0.1 mg/L 以下 ― 

六価クロム化合物 0.5 mg/L 以下 ― 

砒素及びその化合物 0.1 mg/L 以下 ― 

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 0.005 mg/L 以下 ― 

アルキル水銀化合物 検出されないこと  

ポリ塩化ビフェニル(PCB) 0.003 mg/L 以下 ― 

トリクロロエチレン 0.1 mg/L 以下 ― 

テトラクロロエチレン 0.1 mg/L 以下 ― 

ジクロロメタン 0.2 mg/L 以下 ― 

四塩化炭素 0.02 mg/L 以下 ― 

1,2-ジクロロエタン 0.04 mg/L 以下 ― 

1,1-ジクロロエチレン 1 mg/L 以下 ― 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4 mg/L 以下 ― 

1,l,1-トリクロロエタン 3 mg/L 以下 ― 

1,1,2-トリクロロエタン 0.06 mg/L 以下 ― 

1,3-ジクロロプロベン 0.02 mg/L 以下 ― 

（注）１．表中の「―」は、当該項目に排除基準が設定されていないことを示す。 
   ２．ほう素及びその化合物、ふっ素及びその化合物の( )は、「下水道法施行令（下水道法の規定に基づく

下水排除基準）」における河川その他の公共の水域（海域以外）を放流先とする公共下水道若しくは流域
下水道又は当該流域下水道に接続する公共下水道に下水を排除する場合の基準である。 

出典：「下水道法施行令」（昭和 34 年政令第 147 号（最終改正：令和４年政令第 248 号）） 

「尼崎市下水道条例」（昭和 35 年条例第 21 号（最終改正：平成 31 年条例第 26 号）） 
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表 3.1.55(2) 特定事業場に係る下水排除基準 

項  目 
下水道法に基づく 

排除基準 

尼崎市下水道条例に基づく 

排除基準 

チウラム 0.06 mg/L 以下 ― 

シマジン 0.03 mg/L 以下 ― 

チオベンカルブ 0.2 mg/L 以下 ― 

ベンゼン 0.1 mg/L 以下 ― 

セレン及びその化合物 0.1 mg/L 以下 ― 

ほう素及びその化合物 
230 

(10 

mg/L 以下 

mg/L 以下） 
― 

ふっ素及びその化合物 
15 

(8 

mg/L 以下 

mg/L 以下） 
― 

l,4-ジオキサン 0.5 mg/L 以下 ― 

フェノール類 5 mg/L 以下 ― 

銅及びその化合物 3 mg/L 以下 ― 

亜鉛及びその化合物 2 mg/L 以下 ― 

鉄及びその化合物（溶解性） 10 mg/L 以下 ― 

マンガン及びその化合物（溶解性） 10 mg/L 以下 ― 

クロム及びその化合物 2 mg/L 以下 ― 

ダイオキシン類 10 pg-TEQ/L 以下 ― 

温度 45 ℃未満 ― 

アンモニア性窒素、亜硝酸性窒素及び硝酸

性窒素含有量 
380 mg/L 未満 ― 

水素イオン濃度（pH） ５を超え９未満 ５を超え９以下 

生物化学的酸素要求量（BOD） ５日間に 600 mg/L 未満 ５日間に 600 mg/L 以下 

浮遊物質量（SS） 600 mg/L 未満 600 mg/L 以下 

ノルマルヘキサン抽出物質

含有量 

鉱油類含有量 5 mg/L 以下 5 mg/L 以下 

動植物油脂類

含有量 
30 mg/L 以下 30 mg/L 以下 

窒素含有量 240 mg/L 未満 ― 

燐含有量 32 mg/L 未満 ― 

（注）１．表中の「―」は、当該項目に排除基準が設定されていないことを示す。 
   ２．ほう素及びその化合物、ふっ素及びその化合物の( )は、「下水道法施行令（下水道法の規定に基づく

下水排除基準）」における河川その他の公共の水域（海域以外）を放流先とする公共下水道若しくは流域
下水道又は当該流域下水道に接続する公共下水道に下水を排除する場合の基準である。 

出典：「下水道法施行令」（昭和 34 年政令第 147 号（最終改正：令和４年政令第 248 号）） 

「尼崎市下水道条例」（昭和 35 年条例第 21 号（最終改正：平成 31 年条例第 26 号）） 

 

(ｶ) 浄化槽法 

「浄化槽法」（昭和 58 年法律第 43号（最終改正：令和４年法律第 68号））に基づき、浄化槽か

らの放流水の生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）が 20mg/L以下であることとなっている。また、「兵

庫県浄化槽指導要綱」（昭和 60年 10月 1日施工（最終改正：令和２年 11月 10日））では、浄化

槽からの放流水について、水素イオン濃度、透視度、塩化物イオン濃度、残留塩素濃度及び生物化

学的酸素要求量が検査項目となっている。 

施設の供用中に設置するトイレ等から発生する汚水の処理のため、浄化槽を設置する場合、浄化

槽からの放流水が「浄化槽法」の対象となる。 
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(f) 土壌汚染 

(ｱ) 環境基本法 

「環境基本法」（平成５年法律第 91号（最終改正：令和３年法律第 36号））に基づく環境基準

及び「尼崎市の環境をまもる条例」（平成 12年条例第 51号（最終改正：令和２年条例第 40号））

第 20条第１項の規定に基づく環境上の基準は、表 3.1.56に示すとおりである。 

土壌の汚染に係る環境基準は、環境としての土壌が果たしている機能（土壌環境機能）が多様で

あることを踏まえ、水質汚濁に係る環境基準のうち人の健康の保護に関する環境基準項目について、

地下水等への溶出量の基準として定められたものと、農用地においては、「農用地の土壌の汚染防

止等に関する法律」（昭和 45年法律第 139号（最終改正：平成 23年法律第 105号））上の特定有

害物質（カドミウム、砒素、銅）について米又は土壌含有量の基準として定められたものがある。 

事業計画地は廃棄物の埋立地であり、土壌の汚染に係る環境基準の項目の欄に掲げる項目に係る

物質の利用又は処分を目的とした施設であるため、環境基準は適用されない。 

(ｲ) ダイオキシン類対策特別措置法 

「ダイオキシン類対策特別措置法」（平成 11年法律第 105号（最終改正：令和４年法律第 68号））

に基づく環境基準及び「尼崎市の環境をまもる条例」（平成 12年条例第 51号（最終改正：令和２

年条例第 40号））第 20条第１項の規定に基づく環境上の基準は、表 3.1.57に示すとおりである。 

事業計画地は廃棄物の埋立地であり、外部から適切に区別されている施設であるため、環境基準

は適用されない。 

表 3.1.57 ダイオキシン類による土壌の汚染に係る環境基準 

項  目 
ダイオキシン類対策特別措置法に基づく

環境基準の基準値 

尼崎市の環境をまもる条例に基づく 

環境上の基準の基準値 

ダイオキシン類 1,000 pg-TEQ/g以下 1,000 pg-TEQ/g以下 

（注）１．基準値は、2,3,7,8-四塩化シベンゾ-パラ-ジオキシンの毒性に換算した値とする。 
   ２．環境基準は、廃棄物の埋立地その他の場所であって、外部から適切に区別されている施設に係る土壌に

ついては適用しない。 
   ３．土壌中に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽出又は高圧流体抽出し、高分解能ガスクロマトグラ

フ質量分析計、ガスクロマトグラフ四重極形質量分析計又はガスクロマトグラフタンデム執拗分析計によ
り測定する方法（環境省の環境基準（別表）に掲げる測定方法を除く。以下、「簡易測定方法」という。）
により測定した値（以下、「簡易測定値」という。）に２を乗じた値を上限、簡易測定値に 0.5 を乗じた
値を下限とし、その範囲内の値を環境省（別表）に掲げる測定方法により測定した値とみなす。 

   ４．環境基準が達成されている場合であって、土壌中のダイオキシン類の量が 250pg-TEQ/g 以上の場合（簡
易測定方法により測定した場合にあっては、簡易測定値に２を乗じた値が 250pg-TEQ/g 以上の場合）には、
必要な調査を実施することとする。 

   ５．尼崎市の環境をまもる条例に基づく環境上の基準において、測定及び評価の方法、基準値等の解釈は、
ダイオキシン類対策特別措置法第７条の規定による基準に準ずるものとする。 

出典：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び士壌の汚染に係る環境

基準」（平成 11 年環境庁告示第 68 号（最終改正：平成 21年環境省告示第 11 号）） 

「大気の汚染、水質の汚濁、騒音等に係る環境上の基準について」（平成 13 年尼崎市告示第 26 号（最終改正：

平成 27 年尼崎市告示第 142 号）） 
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表 3.1.56 土壌の汚染に係る環境基準及び環境上の基準 

項  目 
環境基本法に基づく 
環境基準の基準値 

尼崎市の環境をまもる条例に基づく 
環境上の基準の基準値 

カドミウム 
検液１Lにつき 0.003 mg以下であり、か
つ、農用地においては、米１kgにつき 0.4 
mg以下であること 

検液１Lにつき0.01 mg以下であり、かつ、
農用地においては、米１kgにつき 0.4 mg
以下であること 

全シアン 検液中に検出されないこと 検液中に検出されないこと 

有機燐（りん） 検液中に検出されないこと 検液中に検出されないこと 

鉛 検液１Lにつき 0.01 mg以下であること 検液１Lにつき 0.01 mg以下であること 

六価クロム 検液１Lにつき 0.05 mg以下であること 検液１Lにつき 0.05 mg以下であること 

砒素 
検液１Lにつき0.01 mg以下であり、かつ、
農用地（田に限る）においては、土壌１
kgにつき 15 mg未満であること 

検液１Lにつき0.01 mg以下であり、かつ、
農用地（田に限る）においては、土壌１
kgにつき 15 mg未満であること 

総水銀 検液１Lにつき0.0005 mg以下であること 検液１Lにつき0.0005 mg以下であること 

アルキル水銀 検液中に検出されないこと 検液中に検出されないこと 

PCB 検液中に検出されないこと 検液中に検出されないこと 

銅 
農用地（田に限る）において、土壌１kg
につき 125 mg未満であること 

農用地（田に限る）において、土壌１kg
につき 125 mg未満であること 

ジクロロメタン 検液１Lにつき 0.02 mg以下であること 検液１Lにつき 0.02 mg以下であること 

四塩化炭素 検液１Lにつき 0.002 mg以下であること 検液１Lにつき 0.002 mg以下であること 

クロロエチレン 検液１Lにつき 0.002 mg以下であること ― 

l,2-ジクロロエタン 検液１Lにつき 0.004 mg以下であること 検液１Lにつき 0.004 mg以下であること 

l,1-ジクロロエチレン 検液１Lにつき 0.1 mg以下であること 検液１Lにつき 0.1 mg以下であること 

シス-l,2-ジクロロエチ
レン 

検液１Lにつき 0.04 mg以下であること 検液１Lにつき 0.04 mg以下であること 

1,1,1-トリクロロエタン 検液１Lにつき１mg以下であること 検液１Lにつき１mg以下であること 

l,1,2-トリクロロエタン 検液１Lにつき 0.006 mg以下であること 検液１Lにつき 0.006 mg以下であること 

トリクロロエチレン 検液１Lにつき 0.01 mg以下であること 検液１Lにつき 0.03 mg以下であること 

テトラクロロエチレン 検液１Lにつき 0.01 mg以下であること 検液１Lにつき 0.01 mg以下であること 

l,3-ジクロロプロペン 検液１Lにつき 0.002 mg以下であること 検液１Lにつき 0.002 mg以下であること 

チウラム 検液１Lにつき 0.006 mg以下であること 検液１Lにつき 0.006 mg以下であること 

シマジン 検液１Lにつき 0.003 mg以下であること 検液１Lにつき 0.003 mg以下であること 

チオベンカルブ 検液１Lにつき 0.02 mg以下であること 検液１Lにつき 0.02 mg以下であること 

ベンゼン 検液１Lにつき 0.01 mg以下であること 検液１Lにつき 0.01 mg以下であること 

セレン 検液１Lにつき 0.01 mg以下であること 検液１Lにつき 0.01 mg以下であること 

ふっ素 検液１Lにつき 0.8 mg以下であること 検液１Lにつき 0.8 mg以下であること 

ほう素 検液１Lにつき１mg以下であること 検液１Lにつき１mg以下であること 

1,4-ジオキサン 検液１Lにつき 0.05 mg以下であること ― 

（注）１．クロロエチレンは、別名塩化ビニル又は塩化ビニルモノマー。 
   ２．「―」は、基準値がないことを示す。 
   ３．環境上の条件のうち検液中濃度に係るものにあっては、環境省の環境基準（付表）に定める方法により検

液を作成し、これを用いて測定を行うものとする。 
   ４．カドミウム、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、セレン、ふっ素及びほう素に係る環境上の条件のうち検液

中濃度に係る値にあっては、汚染土壌が地下水面から離れており、かつ、原状において当該地下水中のこれ
らの物質の濃度がそれぞれ地下水１L につき 0.003mg、0.01mg、0.05mg、0.01mg、0.0005mg、0.01mg、0.8mg
及び１mg を超えていない場合には、それぞれ検液１L につき 0.009mg、0.03mg、0.15mg、0.03mg、0.0015mg、
0.03mg、2.4mg 及び３mg とする。 

   ５．「検液中に検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その結果
が当該方法の定量限界を下回ることをいう。 

   ６．有機燐（りん）とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥＰＮをいう。 
   ７．1,2-ジクロロエチレンの濃度は、日本産業規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2より測定されたシス体の濃度

と日本産業規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 により測定されたトランス体の濃度の和とする。 
   ８．尼崎市の環境をまもる条例に基づく環境上の基準において、測定及び評価の方法並びに基準値等の解釈は、

環境基本法第 16 条第１項の規定による基準に準ずるものとする。 

出典：「土壌汚染環境基準」（平成３年環境庁告示第 46 号（最終改正：令和２年環境省告示第 44 号）） 

「大気の汚染、水質の汚濁、騒音等に係る環境上の基準について」（平成 13 年尼崎市告示第 26 号（最終改

正：平成 27 年尼崎市告示第 142 号）） 
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(4) 環境保全に関する計画等 

(a) 第５次兵庫県環境基本計画（平成 31年２月） 

兵庫県は、「環境の保全と創造に関する条例」（平成７年条例第 28号（最終改正：令和元年条例

第 13号））第６条に基づき、環境の保全と創造に関する施策を総合的・計画的に推進する環境基本

計画を策定している。 

兵庫県では、平成８年６月に「兵庫県環境基本計画」が策定された。その後、環境を巡る近年の

動向を踏まえて全面的に見直しが進められ、平成 14 年５月に「新兵庫県環境基本計画」、平成 20

年２月に「第３次兵庫県環境基本計画」を経て、平成 26年３月におおむね 10年間を計画期間とし

て「第４次兵庫県環境基本計画」が策定された。しかし、計画の策定からおおむね５年が経過し、

兵庫県の環境を取り巻く状況が大きく変化していることから、社会情勢や環境課題の変化に適切に

対応し、目指すべき持続可能な社会の将来像及び重点的に取り組むべき施策を明らかにするため、

平成 31年２月に「第５次兵庫県環境基本計画」が策定された。 

本計画では、目指すべき将来像に向けて「第４次兵庫県環境基本計画」の施策体系を継承した３

つの施策体系を推進し、基本理念を踏まえた今後の環境施策の展開の基本的な考え方や重要となる

視点を整理し、兵庫県が日指すべき持続可能な社会の将来像及び重点的に取り組むべき施策を明ら

かにしている。第５次兵庫県環境基本計画の概要は、表 3.1.58に示すとおりである。 

表 3.1.58 第５次兵庫県環境基本計画の概要 

項 目 概    要 

計画期間 
平成30年度から令和12年度 
（おおむね10年間）原則として５年ごとに見直しを実施 

基本理念 

環境を優先する社会へ地域が先導し、”恵み豊かなふるさとひょうご”を次代につなぐ 
• 地域資源の循環とネットワーク化 
• 環境・経済・社会の統合的向上 
• 地域力の発揮 
• 恵み豊かなふるさとひょうごの実現 

目  的 

(1) 健全で恵み豊かな環境の保全と、ゆとりと潤いのある美しい環境の創造に関する
県の各種施策を、より一層有機的な連携のもとに総合的かつ計画的に推進する。 

(2) 県民、事業者、行政（国、県及び各市町（以下同様））、地域団体、NPOなどの各
主体が、目標を共有し、それぞれの役割分担のもとに「参画と協働」を推進し、自
発的かつ積極的に環境の保全と創造に取り組むよう方向づける。 

施策体系 

(1) 県民の活動の「場」として「くらし」「しごと」「まち」「さと」の４つの柱で施策
を整理し、県民の積極的な取組を促進 

(2) 「低炭素」「自然共生」「資源循環」「安全・快適」という環境分野を県民の活動の
「場」ごとに整理し、複合的に施策を推進 

(3) 環境課題への全県的な対策と併せ、各主体が協働し地域の特性を生かして取り組
む「地域力」を環境づくりの基盤として位置付け、環境保全・創造の取組を総合的
に推進 

今後の施策
展開におい
て重要とな
る視点 

視点１ 分野横断的な取組の推進(６つの方針） 
方針① 環境・経済・社会の統合的向上 
方針② 環境の視点からの地域創生の実現 
方針③ 対話と連携・ネットワークの重視 
方針④ 持続可能な社会づくりを先導する人材育成の強化 
方針⑤ 技術革新（イノベーション）の普及・活用 
方針⑥ 強靱性（レジリエンス）の向上 

視点２ SDGsの考え方の活用 
視点３ 重み付けした指標による適切な進捗管理 
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(b) 尼崎市環境基本計画（平成 26年３月策定（平成 31年３月加筆修正、令和３年３月加筆修正）） 

尼崎市は、「尼崎市の環境をまもる条例」（平成 12年条例第 51号（最終改正：令和２年条例第

40号））第６条に基づく良好な環境の確保に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基

本的な計画として「尼崎市環境基本計画」を策定している。 

尼崎市は、平成 15年に「尼崎市環境基本計画」（前計画）を策定し、環境問題への関心の高まり

を背景に、公害対策に加え、地球温暖化や廃棄物の増大などへの対応を明確にして、計画を推進し

てきた。その後、前計画の策定から 10年が経過し、国においても環境基本計画の改定が行われるな

ど、環境を取り巻く状況が大きく変化したことから、平成 26年３月に「尼崎市環境基本計画」が策

定された。 

本計画は、「ECO未来都市 あまがさき」を目指す環境像とし、市民・事業者·市の環境への想い

を実現するために３つの視点から６つの目標を定めるとともに、市民一人一人のライフスタイルの

変革や、環境関連産業の活性化などを進め、市内のあらゆる場面で環境が活きづく持続可能なまち

を目指している。尼崎市環境基本計画の概要は、表 3.1.59に示すとおりである。 

表 3.1.59 尼崎市環境基本計画の概要 

項 目 概    要 

計画期間 
平成26年度から令和５年度(10年間） 

必要に応じて見直しを実施 

目指す環境像 ECO未来都市 あまがさき 

視点と目標 

視点(1) 生活・生存の基盤を確保します 

目標１：低炭素社会の形成 

目標２：循環型社会の形成 

目標３：安全で快適な生活環境の保全 

目標４：多様な生き物の生息環境の保全 

視点(2) 尼崎らしさを活かしながら取り組みます 

目標５：環境と経済の共生 

視点(3) 市民・事業者・市がそれぞれの役割を果たします 

目標６：環境意識の向上・行動の輪の拡大 
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(c) 兵庫地域公害防止計画（平成 24年３月） 

兵庫県は、「環境基本法」（平成５年法律第 91 号（最終改正：令和３年法律第 36 号））第 17

条により、現に公害が著しい、又は著しくなるおそれがあり、かつ、公害の防止に関する施策を総

合的に講じなければ公害の防止を図ることが著しく困難になると認められる地域について、公害の

防止を日的として定められる「兵庫地域公害防止計画」を策定している。 

兵庫県は、昭和 47年度からは兵庫県東部地域において、昭和 48年度からは播磨南部地域におい

て、また、昭和 49年度からは神戸地域において、それぞれ４度にわたり、公害防止計画を策定し、

実施してきた。さらに、平成４年度からは、これら３地域を一本化し、兵庫地域公害防止計画とし

て４度にわたり計画が策定され、公害の防止に関する諸施策を推進してきた。 

本計画では、当地域の実情を鑑み、特に重点的に解決を図るべき公害防止計画の主要課題を交通

公害及び海域の水質汚濁とし、それに対し達成目標を掲げて、公害防止に関する施策を講ずること

により、環境基準の達成していない地点について環境基準の達成を図るとともに、環境基準を達成

した項目については環境基準の達成を継続していることとしている。兵庫地域公害防止計画の概要

は、表 3.1.60に示すとおりである。 

表 3.1.60 兵庫地域公害防止計画の概要 

項 目 概    要 

策定地域 
神戸市、尼崎市、西宮市、伊丹市、加古川市、宝塚市及び川西市の区域（平成23年４
月１日現在の区域） 

計画の期間 平成23年度から令和２年度(10年間） 

計画の主要課題 

(1) 交通公害 
国道43号をはじめとする大気汚染及び騒音の著しい道路沿道や山陽新幹線鉄道沿

線における交通公害の防止を図る。 
(2) 海域の水質汚濁 

大阪湾等のＣＯＤに係る水質汚濁の防止を図る。 

主要課題 達成目標 今後講ずる施策 

交通公害 

① 自動車交通公害対策 
阪神地域の主要３幹線道路沿道における自

動車排出ガスに係る大気汚染及び騒音につい
ては、右記の施策を講ずることにより、環境
基準を達成していない地点について、環境基
準の達成を図る。 

• 自動車単体対策の推進 
• 車両規制の推淮 
• ディーゼル自動車等運行規制の実施 
• 低公害車等の普及促進 
• 交通需要の調整・低減 
• 交通流対策の推進 
• 道路構造等対策 
• 調査・測定 
• 普及啓発活動の推進 

② 山陽新幹線鉄道沿線における騒音対策 
新幹線沿線における騒音については、右記

の施策を講ずることにより、環境基準の早期
達成をめざす。 

• 発生源対策 
• 沿線土地利用対策 
•  新幹線公害対策連絡会等の開催 
• 調査研究・普及啓発 

海域の水質汚濁 

海域のＣＯＤについて、環境基準の達成を図
る。また、大阪湾の全窒素及び全燐については、
全水域において平成22年度は環境基準を達成
しているものの、大阪湾(ハ)(Ⅱ類型）の全燐
の水質は環境基準(0.03mg/L)前後で経年推移
しており、安定的な環境基準達成の状況となっ
ていないことから、海域の状況に応じ、全窒素
及び全燐の環境基準の達成を維持していく。 
このため、排水基準及び総量規制基準の遵守

徹底等の対策を総合的に推進する。 
広域的な環境問題に対しては、瀬戸内海環境

保全知事・市長会議等と協力し、関係機関との
連携を図りながら対策の推進に努める。 

• 水質汚濁防止法に基づく排水基準の
遵守徹底 
• 水質総量削減計画の推進 
• 流出油等対策 
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(d) 兵庫県自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質総量削減計画（改訂版） 

（平成25年３月） 

兵庫県は、「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削滅等

に関する特別措置法」（平成４年法律第 70号（最終改正：令和元年法律第 14 号））第６条及び第

８条により、11市２町の区域が自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の排出総量を削減

するための窒素酸化物対策地域及び粒子状物質対策地域に指定されている。また、本法第７条及び

第９条に基づき、対策地域に関わる対策を、県民、事業者、行政等の参画と協働のもとに推進する

ため、「兵庫県自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質総量削減計画」を策定している。 

兵庫県は、平成 15年８月に「兵庫県自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質総量削減計

画（前計画）」を策定している。中央環境審議会大気環境部会自動車排出ガス総合対策小委員会で、

本法の基本方針の見直しについて検討が行われ、以降も対策の継続が必要であること等が指摘され

たため、平成 23年３月に基本方針が変更された。これを受け、現行計画の改定が必要となり、兵庫

県は、平成 25年３月に「兵庫県自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質総量削減計画」を

策定している。 

本計画では、自動車排出窒素酸化物、自動車排出粒子状物質の総量を令和２年度までに大気環境

基準を確保することを目標に削減量を設定し、地球温暖化防止対策関係機関とも連携、推進を図っ

ている。兵庫県自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質総量削減計画の概要は、表 3.1.61

に示すとおりである。 

表 3.1.61 兵庫県自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質総量削減計画の概要 

項 目 概    要 

計画の対象地域 
神戸市、姫路市（平成 18 年３月の市町合併前の家島町、夢前町、香寺町、
安富町を除く）、尼崎市、明石市、西宮市、芦屋市、伊丹市、加古川市、
宝塚市、高砂市、川西市、加古郡播磨町、揖保郡太子町の区域 

期 間 平成 25 年度から令和２年度 

計画の目標 

対策地域において、二酸化窒素については平成 32 年度（令和２年度）ま
でに二酸化窒素に係る大気環境基準を確保すること、浮遊粒子状物質につ
いては平成 32 年度（令和２年度）までに自動車排出粒子状物質の総量が相
当程度削減されることにより、浮遊粒子状物質に係る大気環境基準を確保
することを計画の目標とする。 
ただし、平成 27 年度までに、すべての監視測定局における二酸化窒素及

び浮遊粒子状物質に係る大気環境基準を達成するよう最善を尽くす。 

目標達成に必要な
削減量 

自動車排出窒素酸化物の総量 
平成27年度注） 9,390 t/年 

令和２年度 6,556 t/年 

自動車排出粒子状物質の総量 
平成27年度注）   526 t/年 

令和２年度   401 t/年 

計画達成の方途 

１．自動車単体対策の推進 
２．車種規制の実施 
３．運行規制の実施 
４．低公害車の普及促進 
５．交通需要の調整・低減 
６．交通流対策の推進 
７．局地汚染対策の推進 
８．普及啓発活動の推進 

（注） 平成 27 年度までに、すべての監視測定局における二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に係る大気環境
基準を達成するための目標。 
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(e) 兵庫県地球温暖化対策推進計画（令和４年３月） 

兵庫県は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10年法律第 117号（最終改正：令和４

年法律第 68号））第 21条に基づく「地方公共団体実行計画（区域施策編）」及び「気候変動適応

法」（平成 30年法律第 50 号）第 12条に基づく「地域気候変動適応計画」として「兵庫県地球温暖

化対策推進計画」を策定している。 

兵庫県は、「気候変動に関する国際連合枠組条約」（平成６年条約第６号）の発効を踏まえ、平

成８年（1996年）３月に「兵庫県地球温暖化防止地域推進計画」を策定（第１次計画）し、地球温

暖化対策に取り組んできた。また、「地球温暖化対策の推進に関する法律」の制定を受け、「新兵

庫県地球温暖化防止推進計画」(平成 12年（2000年）７月）を策定（第２次計画）し、取組を進め

てきた。その後、継続して地球温暖化対策に取り組むために、平成 26 年（2014 年）３月に「第３

次兵庫県地球温暖化防止推進計画」を策定し、さらに、COP21 で採択された「パリ協定」や国が決

定した「地球温暖化対策計画」などの動きを受け、2030年度を見据えた新たな計画として、平成 29

年（2017年）３月に「兵庫県地球温暖化対策推進計画」（第４次計画）を策定した。 

その後、令和２年（2020 年）10 月に国は「2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロ

にする。」と宣言し、国内における脱炭素化への動きを一気に加速させた。令和３年（2021年）10

月に国は「地球温暖化対策推進計画」を改訂し、2030年度において温室効果ガスを 2013年度比 46％

削減することを目指し、さらに 50％の高みに向けて挑戦を続けていく削減目標を定めるとともに、

「第６次エネルギー基本計画」が策定され、2030年度の電源構成に占める再生可能エネルギーの割

合が大きく引き上げられた。 

兵庫県では、令和３年（2021年）３月に「兵庫県地球温暖化対策推進計画」を改訂（第５次計画）

し、2050年カーボンニュートラルに向けた 2030年度目標を強化したが、このような状況を踏まえ、

2030年度目標の再検討を行い、令和４年（2022年）３月に「兵庫県地球温暖化対策推進計画～脱炭

素社会に向けて～」を策定し、計画の目標を「2050年二酸化炭素排出量実質ゼロをゴールとし、再

生可能エネルギーの導入など県民・事業者・団体・行政等が一体となり、2030 年度 48％削減（2013

年度比）の達成に向け取り組むとともに、さらなる高みを目指す。」とした。 

本計画は、国が決定した「地球温暖化対策計画」に基づく対策に加えて県独自の取組を積極的に

盛り込み、中長期的に国目標を上回る県内の温室効果ガスの大幅な削減を目指すものとしている。 

また、「第５次兵庫県環境基本計画（2019年２月策定）」で目指すこととしている“恵み豊かな

ふるさとひょうご”の実現に向け、同計画で定める施策分野の一つである「低炭素」を「脱炭素」

へと積極的に進めていくための分野計画としても位置付け、環境関連の個別計画や他の分野別関連

計画との整合を図ることとなっている。 

兵庫県地球温暖化対策推進計画の概要は、表 3.1.62に示すとおりである。 
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表 3.1.62 兵庫県地球温暖化対策推進計画の概要 

項 目 概    要 

計画の対象期間 2030 年度（令和 12 年度）まで 

目指す 2050 年
の将来像 

気候変動による影響は、自然災害の頻発化・激甚化や農林水産物、自然生態系への
影響など確実に現れつつあり、こうした状況は、我々人類や全ての生き物にとっての
生存基盤を揺るがす「気候危機」というべきである。二酸化炭素の排出を抑制するこ
とが世界共通の喫緊の課題となっており、安心して暮らせる持続可能な社会を次世代
に引き継ぐため、長期的な将来像として「2050 年二酸化炭素排出量実績ゼロ」の社会
を目指す。 

温室効果ガス削
減目標 

最終目標：2030 年度温室効果ガス削減目標 
2013 年度比で 35～38％削減（第５次計画の目標値） 
       ↓ 
2013 年度比で 48％削減（新目標値） 

2050 年に二酸化炭素排出量実質ゼロ。 

再生可能エネル
ギー導入目標 

2020 年度再エネ導入実績：再エネによる発電量 47 億 kWh 
（再エネ比率 1）約 13％） 

2030 年度再エネ導入目標：再エネによる発電量 80 億 kWh（第５次計画の目標値） 
（再エネ比率 1）約 22％2）） 

     ↓ 
再エネによる発電量 100 億 kWh（新目標値） 
（再エネ比率 1）約 30％3）） 

2030年度温室効
果ガス削減目標
達成に向けた 
方針 

方針１ 2050 年カーボンニュートラル 4)に向けた温室効果ガス排出削減 
方針２ 再生可能エネルギーの導入拡大 
方針３ 地域循環共生圏の創出 
方針４ 暮らしの中での省エネや資源循環 
方針５ 豊かな森づくりなど森林等の保全と創造 
方針６ 人材育成とグリーンイノベーションへの支援 

（注）１．2030 年度の県内年間消費電力量に対する再生可能エネルギーによる発電量が占める割合を示す。 

   ２．2030 年度の県内年間消費電力量を 2019 年度実績並と想定している。 

   ３．2030 年度の県内年間消費電力量は、2019 年度実績に、国の第６次エネルギー基本計画における総発電電

力量の削減率（2019～2030 年度）を考慮している。なお、国の目標（2030 年度の電源構成比：再エネ 36

～38％)は、既存の大規模水力発電を 10％程度含む。 

   ４．カーボンニュートラル：バイオマスは、生物が光合成によって生成した有機物であり、バイオマスの燃

焼等により排出される CO2は、生物の成長過程で光合成により大気中から吸収し

た CO2であることから、ライフサイクルの中では大気中の CO2を増加させないと

いう考え方。 
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(f) 尼崎市地球温暖化対策推進計画（平成 31年３月（令和４年３月一部改訂）） 

尼崎市は、「地球環境を守るわたしたちの行動計画（ローカルアジェンダ 21 あまがさき）」(平

成８年（1996年））や「尼崎市環境基本計画（前計画）」（第１次：平成 15 年（2003年）、第２

次：平成 25年（2013年））を策定し、地球温暖化など地球規模の課題に対する取組を進めてきた。

「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年法律第 117 号（最終改正：令和４年法律第 68

号））の制定以降は、法令に基づき、「尼崎市地球温暖化対策地域推進計画（前計画）」（第１次：

平成 19年（2007年）、第２次：平成 23年（2011年））を策定し、取組を進めてきた。また、平成

25年（2013年）には、国から「環境モデル都市」の選定を受け、「尼崎市環境モデル都市アクショ

ンプラン」(平成 26年（2014年））に具体的な取組の道筋が示された。 

尼崎市は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 21条に基づく「地方公共団体実行計画（区

域施策編）」として、また、国から選定を受けている環境モデル都市の具体的な取組の道筋である

「環境モデル都市アクションプラン」、「気候変動適応法」（平成 30年法律第 50号）第 12条に基

づく「地域気候変動適応計画」を兼ねるものとして、「尼崎市地球温暖化対策推進計画」（平成 31

年（2019年）３月（令和４年３月一部改訂））を策定している。 

本計画では、基本理念「私たちのエネルギーを賢く活かせるまち あまがさき」を実現するため

削減目標を設定し、二酸化炭素排出量を削減していくため「エネルギー」の量や質に着目した取組

を行うとともに、排出された温室効果ガスによって引き起こされる地球温暖化（気候変動）の影響・

被害に備えていくために５つの取組の視点と４つの取組方針を設けている。 

さらに、尼崎市は、2050年までに脱炭素社会の実現を目指すため、二酸化炭素排出量の削減可能

量を積み上げて削減目標を設定する考え方（フォアキャスト）から、2050年度までに二酸化炭素排

出量を実質ゼロにするために必要となる削減量を設定する考え方（バックキャスト）に転換し、令

和３年（2021年）６月に「尼崎市気候非常事態行動宣言」を表明し、新たな削減目標を設定してい

る。 

尼崎市地球温暖化対策推進計画の概要は、表 3.1.63に示すとおりである。 
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表 3.1.63 尼崎市地球温暖化対策推進計画の概要 

項 目 概    要 

計画期間 
2019 年度（令和元年度）から 2030 年（令和 12 年度）（12 年間） 

必要に応じて見直しを実施 

基本理念 私たちのエネルギーを賢く活かせるまち あまがさき 

削減目標 

2030 年度の二酸化炭素排出量を 2013 年度比で 50％以上削減 

（部門別削減目標） 

 産業部門 ：49.4％ 

 業務その他部門 ：49.9％ 

 家庭部門 ：61.4％ 

 運輸部門 ：38.8％ 

 その他（廃棄物など） ：53.9％ 

エネルギーに

関する指標 

2030 年度のエネルギー使用量 ：26,752 TJ 

2030 年度の電力排出係数 ：0.25 kg-CO2/kWh 

（部門別の指標） 

 産業部門 ：  702 kg-CO2/百万円 

 業務その他部門 ：   94 kg-CO2/㎡ 

 家庭部門 ：1,108 kg-CO2/世帯 

取組の視点 

視点１：エネルギーをなるべく使わない 

視点２：エネルギーを無駄なく・効率よく活かす 

視点３：エネルギー源を選ぶ 

視点４：エネルギーを管理・調整する 

視点５：地球温暖化の影響を知り、備える 

施  策 
（緩和策） 

取組方針１：環境に配慮した生活・事業の促進 

取組方針２：省エネ型建築物・設備の普及 

取組方針３：効率的なエネルギー利用のできる都市への転換 

（適応策） 取組方針４：気候変動の影響・被害に関する情報収集・備えの推進 
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(g) 兵庫県廃棄物処理計画（平成 30年８月改定） 

兵庫県は、「持続可能な循環型社会」の実現に向けた取組を県民、事業者、行政の参画と協働の

もと、具体的に進めていくため、「兵庫県廃棄物処理計画」(平成 14年（2002 年）３月）を策定し

ている。その後、５年ごと(平成 19年（2007年）４月、平成 25年（2013年）３月）に計画を策定

し、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進及び適正処理に取り組んできた。これまでの廃棄物の発

生抑制・リサイクル推進の取組等を評価し、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和 45年法

律第 137号（最終改正：令和４年法律第 68号））や各種リサイクル法の改正、廃棄物処理の基本的

方針の変更などの動向を踏まえ、循環型社会の実現に向け更なる取組を進めるため、平成 30年（2018

年）８月に「兵庫県廃棄物処理計画」を改定している。また、災害廃棄物対策の手順を整理し、準

備するため、本計画とは別冊で「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第５条の５の規定に基づき、

「兵庫県災害廃棄物処理計画」を策定している。 

兵庫県廃棄物処理計画の概要は、表 3.1.64に示すとおりである。 

表 3.1.64 兵庫県廃棄物処理計画の概要 

項 目 概    要 

計画の目標年次 
令和７年度（2025 年度） 
（中間目標年次を令和２年度（2020 年度）とし、必要に応じて見直しを実施） 

計画の目標 

 一般廃棄物 

設定項目 
平成 24 年度 
基準年度 

令和２年度 
（中間目標） 

令和７年度 
（最終目標） 

重点 

目標 

１人１日当たりの
家庭系ごみ排出量 

525 g/人日 483 g/人日 463 g/人日 

最終処分量 273 千トン 
198 千トン 
（-28％） 

185 千トン 
（-32％） 

目標 

排出量 2,034 千トン 
1,789 千トン 
（-12％） 

1,706 千トン 
（-16％） 

１人１日当たりの
事業系ごみ排出量 

305 g/人日 
266 g/人日 
（-13％） 

241 g/人日 
（-21％） 

再生利用率 16.7 ％ 20 ％ 22 ％ 

ごみ発電能力 102,445 kW 
103,074 kW 
（+10％） 

118,124 kW 
（+15％） 

 

 産業廃棄物 

設定項目 
平成 24 年度 
基準年度 

令和２年度 
（中間目標） 

令和７年度 
（最終目標） 

重点 

目標 
最終処分量 781 千トン 

571 千トン 
（-27％） 

560 千トン 
（-28％） 

目標 
排出量 23,462 千トン 

24,562 千トン 
（+4％） 

24,618 千トン 
（+4％） 

再生利用率 
（汚泥除く） 

― 86 ％ 86 ％ 
 

目標達成に向け
た施策の推進 

Ⅰ 発生抑制・再使用・再生利用（3R）の推進 
１．リデュース[発生抑制]、リユース[再使用]の推進 
２．質の高いリサイクル[再生利用]の推進 
３．普及啓発、意識醸成 

Ⅱ 廃棄物の適正処理の推進 
１．適正処理対策の推進 
２．適正処理体制の整備 
３．不法投棄対策の推進 

Ⅲ 循環型社会と低炭素社会の統合的な取組の推進 
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(h) 尼崎市一般廃棄物処理基本計画（令和３年３月） 

尼崎市は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和 45年法律第 137号（最終改正：令和４

年法律第 68号））第６条第１項に基づき、「尼崎市一般廃棄物処理基本計画」を策定している。 

尼崎市は、平成 22年３月に、循環型社会と低炭素社会の両立を目指し、令和２年度までの 10年

間を計画期間とする「尼崎市一般廃棄物処理基本計画」を策定し、ごみ減量啓発、事業系ごみ適正

処理指導等の様々な施策を実施し、ごみの減量・リサイクルを進めてきた。その後、廃棄物行政を

取り巻く状況の変化や社会環境の変化、さらには尼崎市のごみ処理施設の整備計画を踏まえ、市民・

事業者・行政の協働のもと、さらなるごみの減量・リサイクルを進め持続可能な循環型社会の形成

を目指すための計画として、令和３年度を初年度とする「尼崎市一般廃棄物処理基本計画」（令和

３年３月）を策定している。 

本計画は、「みんなで広げる『もったいない！あまがさき』」を基本理念として掲げ、「もった

いない」を合言葉にした４つの視点からの取組を、市民・事業者·行政全ての主体がそれぞれの役割

分担のもとで進めていき、さらには各主体が協力しながら市全体に広げていくことで、持続可能な

循環型社会の形成を目指すための長期的指標となっている。また、基本理念を実現するために、目

標達成に向けた８つの取組と計画の目標を定めている。 

尼崎市一般廃棄物処理基本計画の概要は、表 3.1.65に示すとおりである。 
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表 3.1.65 尼崎市一般廃棄物処理基本計画の概要 

項 目 概    要 

計画期間 令和３年度（2021 年度）から令和 12 年度（2030 年度） 

基本理念 

「みんなで広げる『もったいない！あまがさき』」 

「もったいない」を合言葉にした４つの視点 

 視点１ ごみになるのにもったいない！ 

リデュースを最優先とする３Ｒ(ﾘﾃﾞｭｰｽ･ﾘﾕｰｽ･ﾘｻｲｸﾙ)取組によって環境

負荷を低減します 

 視点２ コストをかけるのもったいない！ 

コスト意識を持って経済性や効率性に配慮して取り組みます 

 視点３ 環境のためだけではもったいない！ 

ごみを通じて環境・経済・社会を統合的に向上します 

 視点４ みんなでやらなきゃもったいない！ 

市民・事業者・行政が協力して、協働で取組を進めます 

目標達成に

向けた取組 

施策の柱１ リデュース・リユースの推進 

施策の柱２ 分別・リサイクルの推進 

施策の柱３ 意識啓発の推進 

施策の柱４ 地域の環境美化の推進 

施策の柱５ 経済的かつ効率的なごみ処理体制の構築 

施策の柱６ 環境負荷の低減 

施策の柱７ 安心かつ安定的なごみ処理体制の構築 

施策の柱８ 経済的手法の活用 

目標指標 

区分 指  標 

実 績 

令和３年度 

（2021 年度） 

目 標 

令和 12 年度 

（2030 年度） 

主要目標 焼却対象ごみ量 134,041ｔ 
119,501ｔ 

（-11％） 

個人目標 

１人１日当たりの燃やすごみ量 457 g/人･日 
410 g/人･日 

（-10％） 

事業系ごみ量 51,133ｔ 
46,020ｔ 

（-10％） 
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(i) 瀬戸内海の環境の保全に関する兵庫県計画（平成 28年 10月） 

兵庫県は、「瀬戸内海環境保全特別措置法」（昭和 48年法律第 110号（最終改正：令和４年法律

第 68号））第４条の規定に基づき、兵庫県の区域において、瀬戸内海の環境保全に関し、瀬戸内海

を豊かで美しい「里海※」として再生するため実施すべき施策について定めている。 

兵庫県は、平成 20年に「瀬戸内海の環境の保全に関する兵庫県計画」を策定し、計画を推進して

きた。その後、平成 27年に本法が大幅に改正され、基本理念として、「瀬戸内海を、人の活動が自

然に対し適切に作用することを通じて、美しい景観が形成されていること等その有する多面的価

値・機能が最大限に発揮された豊かな海（里海）とする」が新設された。これに基づき兵庫県では、

平成 28年 10月に、瀬戸内海を豊かで美しい「里海」として再生するため実施すべき施策について

定めた「瀬戸内海の環境の保全に関する兵庫県計画」が新たに策定された。 

本計画では、「瀬戸内海環境保全特別措置法」の基本理念に従い、５つの計画の目標を定め、目

標達成のための基本的な施策を推進している。瀬戸内海の環境の保全に関する兵庫県計画の概要は、

表 3.1.66に示すとおりである。 

※里海：本計画においては、「人の活動が自然に対し適切に作用することを通じて、美しい景観が形成されている

こと、生物の多様性及び生産性が確保されていること等その有する多面的価値及び機能が最大限に発揮さ

れた豊かな海」（「瀬戸内法」第２条の２第１項）とする。 
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表 3.1.66 瀬戸内海の環境の保全に関する兵庫県計画の概要 

項 目 概    要 

計画期間 
平成 28 年度からおおむね 10 年 

（策定の５年後に施策の進捗状況の点検を行い、計画を見直す。） 

施 策 

１．沿岸域の環境の保全・再生及び創出 

(1) 藻場・干潟・砂浜・塩性湿地 1)等の保全・再生・創出 

(2) 自然海浜の保全等 

(3) 底質改善対策・窪地 2)対策の推進 

(4) 海砂利の採取の禁止 

(5) 埋立に関する環境保全に対する配慮 

(6) 環境配慮型構造物 3)の採用 

２．水質の保全及び管理の推進 

(1) 水質の保全及び管理の推進 

(2) 生活排水対策の推進 

(3) 底質環境の改善 

(4) 有害化学物質等の低減のための対策 

(5) 油や有害化学物質等による汚染の防止 

(6) 健全な水循環・物質循環機能の維持・回復 

(7) 海水浴場等の水質の保全 

３．自然景観及び文化的景観の保全 

(1) 自然公園等の保全 

(2) 緑地等の保全 

(3) 史跡、名勝、天然記念物等の保全 

(4) 漂流・漂着・海底ごみ対策等の推進 

(5) ツーリズムの推進 

(6) その他の施策（開発に当たっての景観の保全への配慮等） 

４．水産資源の持続的な利用の確保 

(1) 適正な栄養塩 4)管理等による生物の多様性及び生産性の確保 

(2) 資源管理の取組による水産資源の維持・増大 

(3) 有害動植物の駆除等 

５．基盤的な施策 

(1) 環境保全に関するモニタリング、調査・研究及び技術の開発等 

(2) 廃棄物の処理施設の整備等 

(3) 広域的な連携の強化等 

(4) 情報提供、広報の充実 

(5) 環境保全思想の普及及び住民参加の推進 

(6) 環境学習・環境教育の推進 

（注）１．塩性湿地：海水の影響を受ける湿地。 
   ２．窪  地：過去の土砂採取などにより、周りよりも水深が深くなっている箇所。酸素が少なくなること

により、魚などの生き物が棲みにくい場所となる。 
   ３．環境配慮型構造物：緩傾斜護岸（護岸・堤防の裾幅を拡げ、勾配を緩やかにすることにより、身近な水

辺空間を実現して親水性を向上させるとともに、海中部で海藻を生育させやすく、
多様な生態系を創出できるようにした護岸）、生物共生型護岸（魚礁ブロック型護
岸等）、海水交換型の防波堤、周辺の景観に配慮した施設構造のデザインの構造物
等。 

   ４．栄 養 塩：植物プランクトンや藻類の栄養になる物質。硝酸塩、亜硝酸塩、アンモニウム塩、りん酸塩
などがある。 
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(j) ひょうご花緑創造プラン（平成 28年６月改定） 

兵庫県は、緑豊かな県士づくりを総合的に推進するために、平成 13年に「さわやかみどり創造プ

ラン」を策定し、計画を推進してきた。経済重視の成長社会から、ゆとりや潤いが重視される成熟

社会へと社会が大きく変化してきたため、前計画を改定することとし、平成 19年には「ひょうご花

緑創造プラン」を策定し、「参画と協働でつくる花と緑あふれる多様な県土」を基本理念に取組み

を進めてきた。近年、今後の少子化・高齢化や人口減少の進展に伴う各地域の衰退が深刻なものと

して懸念されるようになり、地域の活性化・まちの活性化などの地域創生の取組が求められるよう

になった。これらの観点から、これまでの参画と協働の基本理念を継承するとともに、さらに緑の

量と質を高める花と緑のまちづくりを進め、ゆたかな暮らしを創造していくため、平成 28年６月に

「ひょうご花緑創造プラン」が策定された。また、今回の改定に併せて、「兵庫県広域緑地計画」

（平成８年３月）の要素が統合された。 

本計画では、花緑の「育み」、「恵み」による「ゆたかな暮らし」の実現を新たな理念として、

基本目標と地域目標を設定し、５つの基本方針のもと目標達成の実現に向けて推進している。ひょ

うご花緑創造プランの概要は、表 3.1.67に示すとおりである。 

表 3.1.67 ひょうご花緑創造プランの概要 

項 目 概    要 

計画年度 
2016 年度（平成 28 年度）から 2025 年度（令和７年度）（10 年間） 

中間年となる 2020 年度（令和２年度）に、必要に応じて見直しを実施 

理  念 花緑の「育み」、「恵み」による「ゆたかな暮らし」の実現 

目  的 
県民のゆたかな暮らしの実現に寄与するため、県民・団体・事業者・行政との参画と協働

による花と緑の取組の方向性を示す 

基本目標 

 身近な花と緑に満足する人の割合を増やす 

 住まいや職場、学校など身近な緑(樹木や草花)の満足度 

中間目標：67.5％ 

（2020 年度） 

目  標：70.0％ 

（2025 年度） 

 市街化区域の緑地割合３割の維持 
現  状：30.6％ 

（2013 年度） 

 人口集中地区の緑地割合 

中間目標：24.2％ 

（2020 年度） 

25％の確保（2025 年度） 

地域目標 

都 市 地 域 ：ゆとりと潤いある都市空間の維持・創造 

農山村地域等 ：田園・里山空間等多自然環境の保全・活用 

森 林 地 域 ：豊かな多自然環境にある森林の保全・活用 

基本方針 

１．花と緑を活かして、人と人・地域とのつながりやコミュニティをつくります 

２．花と緑を活かして、人にやさしい環境をつくります 

３．花と緑を活かして、自然と共生した環境をつくります 

４．花と緑を活かして、すべての世代の健康や生きがい、地域間の交流や地域への愛着、

にぎわいをつくります 

５．花と緑を活かして、安全・安心に暮らせる地域をつくります 
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(k) 尼崎市緑の基本計画（平成 26年７月改定） 

尼崎市は、「都市緑地法」（昭和 48年法律第 72号（最終改正：令和４年法律第 68号））第４条

によって定められた都市における緑のまちづくりに関する計画として「尼崎市緑の基本計画」を策

定している。 

尼崎市は、平成 11年に「尼崎市緑の基本計画」を策定し、緑の整備や緑化活動などの取組を進め

てきた。その後、上位計画である「尼崎市総合計画」やその他関連計画の改定、また、人口滅少社

会の到来や生物多様性の保全の必要性の高まりなどの社会情勢の変化を踏まえ、今後の緑の将来像

を改めて見つめなおし、その実現に向けて市民・事業者とともに緑のまちづくりの取組をさらに進

めるため、平成 26年７月に前計画を改訂し、新たな緑の基本計画を策定している。 

本計画では、これまでの緑を「つくる」ことを中心とした考え方から、市民・事業者と協働で「関

わる」、「活かす」、「守り育てる」、「工夫してつくる」ことにより、「緑の質を高める」計画

へと転換している。また、地域らしい緑のまちづくりを推進するため、緑の特徴により、市域を３

つの地域に区分し、地域ごとに協働による緑のまちづくりに取り組んでいる。調査対象区域は、  

ＪＲ・阪神沿線地域及び臨海地域に区分される。 

尼崎市緑の基本計画の概要は、表 3.1.68に示すとおりである。 

表 3.1.68 尼崎市緑の基本計画の概要 

項 目 概    要 

計画期間 平成 26 年度から令和５年度（10 年間） 

緑の将来像 

１．「人が育ち、互いに支えあうまち」の緑 

２．「健康、安心・安全を実感できるまち」の緑 

３．「地域の資源を活かし、活力が生まれるまち」の緑 

４．「次の世代に、よりよい明日をつないでいくまち」の緑 

計画の成果目標 
緑を通じてまちの満足度を高める 1) 

現状（平成 24 年度調査時）より 40 ポイント上昇 2) 目標年次（令和５年度） 

基本方針 

１．（関わる）多様な主体が関わり、みんなで緑のまちづくりを進めましょう 

２．（活かす）暮らしや様々な活動、まちづくりに緑を活かしましょう 

３．（守り育てる）まちの緑を守り育て、次世代へ引き継ぎましょう 

４．（工夫してつくる）工夫して新たな緑づくりを進めましょう 

地域らしい緑の

まちづくり 

阪急沿線地域 豊かな自然環境を育み、暮らしにうるおいを与える緑 

ＪＲ・阪神沿線地域 歴史とにぎわいと下町の風情を感じる緑 

臨海地域 人の交流を生み、産業と共生する環境創造の緑 

（注）１．目標を測る指標は、「緑に対する満足度」とし、市民アンケートにより把握する。 
   ２．40 ポイント：有効回答者（711 人）のうち、満足（19 人）を 100 ポイント、やや満足（66 人）を 75 ポ

イント、普通（316 人）を 50ポイント、やや不満（234 人）を 25 ポイント、不満（76人）
を０ポイントとして、加重平均した値。 
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(l) 地域景観形成等基本計画（地域景観マスタープラン）（平成 20年７月） 

兵庫県は、「景観の形成等に関する条例」（昭和 60年条例第 17号（都市景観の形成等に関する

条例を改称（平成５年条例第 16号））（最終改正：令和４年条例第 21号））を制定し、恵まれた

自然や歴史・文化と調和した美しく魅力ある景観を守り、育み、創り、そして将来に伝えるため、

さまざまな取組を進めてきた。また、平成 19年３月（平成 19年条例第 21号）に同条例を改正し、

広域の見地に配慮した景観の形成等を図る必要があると認める地域について、景観の形成等に関す

る施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な計画として、「地域景観形成等基本計画（地

域景観マスタープラン）」を定めることができるとしている。 

兵庫県は、平成 20年７月に西播磨地域及び丹波地域で地域景観マスタープランを策定し、地域景

観づくりを進めている。なお、調査対象区域は本計画の対象外である。 

本計画は、地域景観づくりに係る全ての主体が、景観の重要性について「気づき」、景観形成に

ついて「考え」、連携して継続的に地域景観づくりに向けて「行動する」ための計画である。 

地域景観形成等基本計画の概要は、表 3.1.69に示すとおりである。 

表 3.1.69 地域景観形成等基本計画の概要 

項 目 概    要 

策定地域 

 西播磨地域 地域景観マスタープラン 

（相生市、赤穂市、宍粟市、たつの市、太子町、上郡町、佐用町の全域） 

 丹波地域 地域景観マスタープラン（篠山市、丹波市の全域） 

目  的 

１．地域景観形成の方向性を共有する 

２．広域的な視点からの計画的な施策展開を図る 

３．参画と協働による継続的な地域景観づくりを図る 

構  成 

１．地域景観の目標 

地域景観の特徴を踏まえた景観形成の基本的な考え方を示します。 

２．『地域景観の約束』 

地域景観づくりに係る各主体が共有すべき景観形成のための配慮事項を設定します。 

３．拠点からの地域景観づくり 

地域景観づくりに係る各主体が重点的に施策を検討し、景観形成に取り組むべき区域

を「地域景観づくりの拠点」（重点地区、重点軸）として選定し、景観形成のイメー

ジと具体的な施策展開の方向性を提示します。 

４．地域景観づくりの進め方 

① 地域景観づくりに係る各主体の役割の明確化と連携強化を図ります。 

  ② 地域景観づくりの取組の現状に応じた多様な主体の協議のための場の設定と景観

コーディネーターの育成のあり方を提示します。 
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(m) 尼崎市都市美形成計画（平成 23年 11月） 

尼崎市は、「尼崎市都市美形成条例」（昭和 59 年条例第 41 号（最終改正：令和２年条例第 50

号））、昭和 60年に「尼崎市都市美形成基本計画」を策定し、積極的に都市美行政に取り組んでき

た。その後「景観法」（平成 16年法律第 110号（最終改正：令和４年法律第 68号））が制定され

たことにより、自主条例に基づく都市美行政を見直し、景観法第８条第１項に基づく景観計画とし

て、平成 23年 11月に「尼崎市都市美形成計画」を策定している。 

本計画では、尼崎市の成り立ちと景観特性を踏まえ、「誇りと愛着と活力のある美しいまち」を

基本理念とし、その実現に向けて基本目標と基本方針を設定している。尼崎市都市美形成計画の概

要は、表 3.1.70に示すとおりである。 

表 3.1.70 尼崎市都市美形成計画の概要 

項 目 概    要 

基本理念 誇りと愛着と活力のある美しいまち 

計画の区域 尼崎市全域 

基本目標 

１．顔のあるまち 

２．表情ゆたかなまち 

３．賑わいのあるまち 

基
本
方
針 

都市美形成の 

基本姿勢 

１．つくる 

まちづくりや建物・工作物の整備、修繕において、将来に亘って引き継が

れるような高質な都市景観を創造し、新しい魅力を作り出します。 

２．まもる 

これまで蓄積されてきた、歴史的景観や文化的景観など良好な景観の価値

を認識し、それを構成する都市美形成上重要な資源を、保存・継承します。 

３．そだてる 

今まで育まれてきた地域の特性や個性を尊重し、地域らしさを活かした都

市美形成を図り、魅力あるまちを育てます。 

都市美誘導の 

基本的考え方 

「まちなみ景観」（まとまりのある景観の広がり） 

 用途地域による景観類型 

 地区計画（形態意匠制限を定めている地区） 

 歴史的景観を備えた地域 

「まちどおり景観」（つながりのある景観が連続的に展開するもの） 

 幹線道路等沿道 

 鉄道沿線 

 市街地内河川・運河・海岸沿い 

「まちかど景観」 

（周囲から際立った景観を呈する拠点であり、都市や地域のシンボル） 

 主要駅周辺地域 

 都市美形成建築物等 

 公共建築 

 



3.2-1 

3.2 自然の概況 

3.2.1 地 象 

(1) 地形及び地質の概況 

調査対象区域の地形分類は図 3.2.1に、表層地質は図 3.2.2に示すとおりである。 

調査対象区域の地形は、沿岸低地と埋立地が大半を占めており、事業計画地及びその周辺が埋立

地となっている。 

調査対象区域の表層地質は、礫・砂・粘土（沖積層）が大半を占めており、事業計画地及びその

周辺が埋立地となっている。 

なお、「活断層データベース」（国立研究開発法人産業技術総合研究所 Webサイト）によると、

調査対象区域に活断層は分布していない。 
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図 3.2.1 調査対象区域の地形分類  
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図 3.2.2 調査対象区域の表層地質 
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(2) 地盤の概況 

調査対象区域の地盤沈下の概況は表 3.2.1、調査対象区域の地盤沈下測定地点は図 3.2.3 に示す

とおりである。 

「全国地盤環境情報ディレクトリ」（環境省 webサイト）によると、兵庫県南東部の尼崎市は、

戦前から大阪市と一体となって著しい地盤沈下を経験してきた地域である。昭和 10 年頃から昭和

16年頃までは、年間数 cm以上の沈下が見られた。その後、終戦後の昭和 25年頃までは他の地域と

同様な戦災に伴う地盤沈下の停滞期であるが、復興とともに再び生じ始めた地盤沈下は昭和 30 年

頃から一層激しくなり、年間沈下量も 20cm程度に達した。しかし、昭和 32年に尼崎市の一部が「工

業用水法」（昭和 31 年法律第 46 号（最終改正：令和４年法律第 68 号））の指定地域となって以

来、工業用地下水の採取規制が進められ昭和 40年頃から急激に沈下量が減少し、最近では海岸近く

に年間 1cm程度の沈下を示す地域が局部的に残る程度になっている。 

調査対象区域の累積沈下量は、南部地区がもっとも大きく、約 220cmに達している。また近年、

臨海部では３年間で１cm程度の沈下が見られる地点がある。 

地盤沈下対策としては、尼崎市全域が「工業用水法」（昭和 31年法律第 46号（最終改正：令和

４年法律第 68号））の指定地域とされているほか、「尼崎市の環境をまもる条例」（平成 12年条

例第 51号（最終改正：令和２年条例第 40号））において、建築物用地下水を採取しようとする者

に対する届出の義務、採取制限の勧告について定められている。 

表 3.2.1 調査対象区域の地盤沈下の概況 

地 区 № 測定地点 
測定開始 
年度 

累計 
沈下量
(cm) 

標 高(ｍ) 
平成 19 
年度 

平成 21 
年度 

平成 24 
年度 

平成 27 
年度 

平成 30 
年度 

南 部 1 大物町２丁目 昭和７年度 219.97 1.8161 1.8164 1.8182 1.8149 1.8256 

臨海部 
(埋立地) 

2 末広町１丁目 昭和26年度 142.22 6.2037 6.1908 6.1758 6.1565 6.1559 

3 平左衛門町 昭和41年度 83.46 5.5866 5.5750 5.3798 5.3613 5.3571 

4 
東海岸町28番
地先 

昭和49年度 56.42 4.2524 4.2411 4.2308 4.2156 4.2144 

5 
東海岸町18番
地先 

昭和49年度 126.36 3.5127 3.4901 3.4637 3.4387 3.4253 

6 
平左衛門町 
(武庫川浄化センター内) 

昭和53年度 57.80 5.0542 5.0391 5.0195 4.9995 4.9963 

（注）１．表中の№は、図 3.2.3 に対応している。 

   ２．累計沈下量は、測定開始年度から直近測定年度までの累計量である。 

 

出典：「環境基本計画年次報告書 －令和３年度版－[令和２年度現況報告]」（令和４年３月、尼崎市） 

「水準点の記について」（尼崎市 Web サイト） 

（水準点の記とは、地盤変動調査及び各種測量の基準とする目的で行われた１級水準測量の成果報告で、水

準点の位置及び標高を収録したものである。） 
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図 3.2.3 調査対象区域の地盤沈下測定地点 

出典：「環境基本計画年次報告書 －令和３年度版－[令和２
年度現況報告]」（令和４年３月、尼崎市） 
「水準点の記について」（尼崎市 Web サイト） 
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3.2.2 水 象 

(1) 河川に係る流況 

調査対象区域の主要な河川は表 3.2.2に、主要な河川等の位置は図 3.2.4に示すとおりである。 

調査対象区域には、淀川水系神崎川圏域の河川（左門殿川、中島川、庄下川、旧左門殿川）、蓬

川水系の河川（蓬川）、武庫川水域の河川（武庫川）が流れている。 

表 3.2.2 調査対象区域の主要な河川 

区分 水系名 河川名 
市域内延長 

(ｍ) 

河川延長 

(km) 

１級河川 淀 川 

左門殿川 2,250  2.3 

中島川 2,980  3.0 

庄下川 7,792  7.8 

旧左門殿川 2,280  2.3 

２級河川 
蓬 川 蓬 川 2,416  2.8 

武庫川 武庫川 9,884 65.7 

（注）市域内延長は、令和３年３月 31 日現在。 

出典：「尼崎市統計書 令和３年版」（令和４年３月、尼崎市） 

   「淀川水系神崎川圏域河川整備計画」（平成 27 年３月、兵庫県） 

   「蓬川水系河川整備基本方針」（平成 26年 10 月、兵庫県） 

   「武庫川水系河川整備基本方針」（平成 21 年３月、兵庫県） 
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図 3.2.4 調査対象区域の主要な河川等の位置 
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(2) 沿岸の状況 

(a) 潮 流 

調査対象区域が面する大阪湾における潮流の概況（平成 17 年）は、図 3.2.5 に示すとおりであ

る。 

大阪湾では、上げ潮時には紀淡海峡から紀伊水道の海水が流入し、湾内に流入した海水は主とし

て湾西部の水深 30ｍ以深の海域を北上し、明石海峡を通過して播磨灘に流出する。一方、下げ潮時

には上げ潮時とほぼ逆の向きの流れとなって、大阪湾の海水は紀伊水道に流出している。流速は、

明石海峡で最も速く、上げ潮·下げ潮とも最大で４ノット（毎秒約２ｍ)以上となる。 

 

 
（注）0.1 ノット未満の潮流は、Slight と表示した。S から t の向きへの流れを示している。 

出典：「大阪湾環境データベース 大阪湾の潮流」（国土交通省近畿地方整備局 Web サイト） 

図 3.2.5 大阪湾における潮流の概況 
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(b) 恒 流 

調査対象区域が面する大阪湾における恒流の概況は、図 3.2.6に示すとおりである。 

調査対象区域が面する大阪湾内には恒流が存在しており、湾西部には沖ノ瀬（淡路島の北東沖の

砂の丘）を中心とする強い時計回りの循環流（沖ノ瀬環流）が、湾奥部には時計回りの環流（西宮

沖環流）があるといわれている。沖ノ瀬環流は潮汐残差流注)であり、上層～下層までほぼ一様に回

転しており、一方、西宮沖環流は上層に限ってみられ、その形成には海水の密度分布が関係してい

ると考えられている。 

 

 

 

 

出典：「大阪湾環境データベース 大阪湾の恒流」（国土交通省近畿地方整備局 Web サイト） 

図 3.2.6 大阪湾における恒流の概況 

  

 
（注）潮汐残差流：海水流動はいろいろな成分流に分けて考えることができるが、周期性のある成分（潮流）を取

り除いた流れのこと。恒流、平均流と呼ばれるものと同義語である。 
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(c) 潮 位 

調査対象区域が面する尼崎西宮芦屋港の潮位の概況（平成 30年）は、図 3.2.7に示すとおりであ

る。 

尼崎西宮芦屋港（西宮）の平均水面は、東京湾平均海面を基準(0.000ｍ)とした場合 0.990ｍであ

り、朔望平均満潮面と朔望平均干潮面の差は 1.576ｍとなっている。 

 

 
（注）１．東京湾平均海面上の値（ｍ）を示す。 
   ２．既往最高・最低潮位とは、観測史上最高・最低の潮位をいう。 
   ３．朔望平均満潮面、朔望平均千潮面とは、朔（新月）及び望（満月）の日から５日以内に観

測された、各月の最高満潮面、最低干潮面を１年以上にわたって平均した高さの海面をい
う。 

   ４．上記の数値は変動するため、使用に当たっては気象庁又は港湾管理者に最新情報の確認が
必要となる。 

出典：「大阪湾環境データベース 潮位関係図」（国土交通省近畿地方整備局 Web サイト) 

図 3.2.7 尼崎西宮芦屋港の潮位の概況 
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3.2.3 気 象 

調査対象区域に最も近い気象観測所は、事業計画地の東約 12kmに位置する大阪管区気象台（大阪

市中央区）である。大阪管区気象台における気象概況は表 3.2.3に、風配図は図 3.2.8に、位置は

図 3.2.9にそれぞれ示すとおりである。 

尼崎市は、湿暖少雨を特徴とする瀬戸内海式気候区に属し、都市気候の特徴を併せ持っている。

大阪管区気象台の平年値は、降水量が 1,338.3mm、気温が 17.1℃、平均風速が 2.4m/s、最多風向が

北北東となっている。令和３年の年平均気温は 17.5℃、平均風速は 2.4ｍ/ｓ、最多風向は北であ

り、年間降水量は 2,014.5mmと平年値より多く、２月、６月、10月以外は平年値を上回る降水量が

観測されている。 

表 3.2.3 大阪管区気象台における気象概況 

月 

令和３年 平年値 1) 

降水量(mm) 気温（℃） 風速(ｍ/ｓ) 
降水量 

合計 

(mm) 

気温 

（℃） 

平均 

風速 

(m/s) 

最多 

風向 
降水量

合計 

日 

降水量 

の最大 

１時間 

降水量 

の最大 

平均 

気温 

最高 

気温 

最低 

気温 

平均 

風速 

最大 

風速 

最多 

風向 

1 64.5  26.5  6.0  6.2 19.0 -1.5 2.5  7.8 西南西 47.0  6.2 2.4 西 

2 45.0  24.0  8.5  8.7 20.5 -0.4 2.5  8.2 北 60.5  6.6 2.4 北北東 

3 145.5  48.0 14.0 12.2 22.3  3.9 2.5  8.4 北 103.1  9.9 2.5 北北東 

4 224.0 105.0 13.0 15.5 26.7  5.5 2.6  8.0 北 101.9 15.2 2.6 北北東 

5 340.0 101.0 40.0 20.0 28.7 10.5 2.4 10.8 南西 136.5 20.1 2.3 北北東 

6 172.0  46.0 34.0 23.9 32.2 17.0 2.0  6.9 北北東 185.1 23.6 2.5 北北東 

7 268.5  64.0 49.5 27.9 35.7 20.9 2.2  8.3 南西 174.4 27.7 2.4 西南西 

8 314.5  65.0 27.5 28.1 38.9 21.5 2.4 10.5 南西 113.0 29.0 2.7 西南西 

9 192.0  49.5 29.0 24.8 32.3 19.4 2.3  6.2 北北東 152.8 25.2 2.6 北北東 

10 68.5  35.5 17.0 20.3 31.4  9.7 2.2  7.5  北) 136.0 19.5 2.5 北北東 

11 98.5  33.5 16.5 14.1 24.0  4.6 2.2  7.1 北 72.5 13.8 2.0 北北東 

12 81.5  32.0 16.0  8.8 17.3  0.7 2.4  8.2 西 55.5  8.7 2.0 西 

年間 2,014.5 105.0 49.5 17.5 38.9 -1.5 2.4 10.8  北) 1,338.3 17.1 2.4 北北東 

（注）１．降水量、気温、平均風速、最多風向の平年値は、平成３年～令和２年の 30 年間の観測値をもとに算出して

いる。 

   ２．）は、準正常値であることを示す。（統計を行う対象資料が許容範囲（全観測回数の 20％以下）で欠けて

いることを示す。） 

出典：「過去の気象データ検索」（気象庁 Web サイト） 

「気象観測統計の解説」（平成 17 年１月１日制定（令和３年４月１日改正）、気象庁） 
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（注）風配図の円内の数字は「静穏(Calm)」を表し、風速 0.2m/s 以下の割合を示す。 

出典：「過去の気象データ検索」（気象庁）より作成 

図 3.2.8 大阪管区気象台における風配図（令和３年） 
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図 3.2.9 大阪管区気象台の位置 
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3.3 環境の概況 

3.3.1 大気質 

調査対象区域では、一般環境大気測定局（以下「一般局」という。）２地点、自動車排出ガス測

定局（以下「自排局」という。）９地点において大気質の測定が行われている。自排局には、地方

公共団体設置局２地点、環境省設置測定所１地点、国土交通省設置測定所４地点、阪神高速道路株

式会社設置測定所２地点が含まれる。それぞれの測定概要は表 3.3.1 に、測定局の位置は図 3.3.1

にそれぞれ示すとおりである。 

なお、測定項目のうち、炭化水素は環境基準がないため、ここでは整理していない。 

表 3.3.1 調査対象区域の大気質の測定概要 

区分 № 測定地点 所在地 

測定項目 
二
酸
化
硫
黄 

窒素 
酸化物 

一
酸
化
炭
素 

光
化
学
オ
キ
シ
ダ
ン
ト 

浮
遊
粒
子
状
物
質 

炭化水素 
微
小
粒
子
状
物
質 

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類 

有
害
大
気
汚
染
物
質 

二
酸
化
窒
素 

一
酸
化
窒
素 

非
メ
タ
ン 

メ
タ
ン 

SO2 NO2 NO CO Ox SPM NMHC CH4 PM2.5 

一般局 
1 国設尼崎 

尼崎市東難波町４丁目９-12 
(中部測定所) 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○2) ○2) ○   

2 
琴ノ浦 
高校 

尼崎市北城内47-1 
(南部測定所) 

○ ○ ○  ○ ○    ○ ○ 

自
排
局 

 3 浜 田 
尼崎市大庄北５丁目２-１ 
地先(国道２号) 

 ○ ○         

 4 武庫川 
尼崎市武庫川町１丁目25 
(国道43号) 

 ○ ○ ○  ○ ○2) ○2) ○  ○4) 

 5 
国設 

尼崎自排 
尼崎市東本町４-47地先 
(国道43号) 

   ○   ○2) ○2) ○   

国
交
省 

6 
十間 

交差点局 
尼崎市東難波町５丁目 
(国道２号) 

 ○ ○   ○      

7 
東本町 
交差点局 

尼崎市東本町４丁目 
(国道43号) 

 ○ ○   ○      

8 五合橋局 
尼崎市西本町３丁目 
(国道43号) 

 ○ ○   ○      

9 西本町局 
尼崎市西本町５丁目 
(国道43号) 

 ○ ○   ○      

阪
神
高
速 

10 西本町 
尼崎市西本町３丁目46 
(阪神高速道路神戸線) 

 ○ ○   ○5)     ○4) 

11 元浜公園 
尼崎市元浜町１-１ 
(阪神高速道路神戸線) 

 ○ ○         

（注）１．表中の№は、図 3.3.1 に対応している。 
   ２．網掛けの項目（非メタン及びメタン）は測定が実施されているが、炭化水素は環境基準がないため、整理して

いないことを示す。 
   ３．区分の略称は以下に示すとおりである。 
      一般局：一般環境大気測定局 
      自排局：自動車排出ガス測定局 
      国交省：国土交通省が設置し管理している測定所 
      阪神高速：阪神高速道路株式会社が設置し尼崎市が管理している測定所 
   ４．平成 28、29 年度の有害大気汚染物質モニタリング調査は、自排局の武庫川測定局に隣接した西小学校建替え

工事のため、測定地点を自排局（阪神高速）の西本町測定局に変更して実施している。 
   ５．阪神高速道路株式会社が設置している自排局の西本町測定局においては浮遊粒子状物質の測定が実施されて

いるが、出典に測定結果が記載されていないため、整理していない。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（平成 28～令和２年度）」 

（平成 29年 12 月・平成 31 年２月・令和２年１月・令和３年３月、令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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図 3.3.1 調査対象区域の大気質測定局の位置 
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(1) 二酸化硫黄 

調査対象区域の二酸化硫黄測定結果は、表 3.3.2に示すとおりであり、全ての地点において環境

基準を達成している。また、年平均値は全ての地点においておおむね横ばい傾向で推移している。 

表 3.3.2 調査対象区域の二酸化硫黄測定結果 

№ 

測
定
地
点 

年 度 

有
効
測
定
日
数 

測
定
時
間 

年
平
均
値 

１時間値が 

0.1ppm を 

超えた 

時間数と 

その割合 

日平均値が 

0.04ppm を 

超えた日数 

とその割合 

１時間値 

の最高値 

日平均値

の２％ 

除外値 

日平均値が 

0.04ppm を 

超えた日が 

２日以上 

連続した 

ことの有無 

環境基準の 

長期的評価 

による 

日平均値が 

0.04ppm を 

超えた日数 

(日) (時間) (ppm) (時間) (％) （日） （％） (ppm) (ppm) 有×,無○ (日) 

1 

国
設
尼
崎 

平成28年度 361 8,585 0.001 0 0.0 0 0.0 0.015 0.004 ○ 0 

平成29年度 209 4,996 0.002 0 0.0 0 0.0 0.020 0.005 ○ 0 

平成30年度 361 8,606 0.001 0 0.0 0 0.0 0.014 0.004 ○ 0 

令和元年度 364 8,667 0.001 0 0.0 0 0.0 0.016 0.004 ○ 0 

令和２年度 363 8,640 0.001 0 0.0 0 0.0 0.009 0.002 ○ 0 

2 

琴
ノ
浦
高
校 

平成28年度 363 8,646 0.001 0 0.0 0 0.0 0.020 0.004 ○ 0 

平成29年度 363 8,633 0.002 0 0.0 0 0.0 0.017 0.005 ○ 0 

平成30年度 356 8,495 0.002 0 0.0 0 0.0 0.014 0.004 ○ 0 

令和元年度 364 8,661 0.001 0 0.0 0 0.0 0.014 0.004 ○ 0 

令和２年度 363 8,643 0.001 0 0.0 0 0.0 0.010 0.003 ○ 0 

（注）１．表中の№は、図 3.3.1 に対応している。 

   ２．短期的評価における環境基準の達成：１時間値の１日平均値が 0.04ppm 以下であり、かつ、１時間値が

0.1ppm 以下であること。 

   ３．長期的評価における環境基準の達成：年間を通して測定した全ての日平均値の高いほうから、２％の範

囲にあるものを除外した値（２％除外値）が 0.04ppm 以下であり、

かつ、日平均値が 0.04ppm を超える日が２日以上連続しないこと。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（平成 28～令和２年度）」 

（平成 29年 12 月・平成 31 年２月・令和２年１月・令和３年３月・令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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(2) 窒素酸化物 

調査対象区域の二酸化窒素測定結果は表 3.3.3に示すとおりであり、全ての地点において環境基

準を達成している。また、年平均値は全ての地点においておおむね横ばい傾向で推移している。 

窒素酸化物測定結果は、表 3.3.4に示すとおりである。 

表 3.3.3(1) 調査対象区域の二酸化窒素測定結果 

No. 
測定
地点 

年 度 

有
効
測
定
日

数 

測
定
時
間 

年
平
均
値 

１時間
値の 
最高値 

１時間値が
0.2ppm を超
えた時間数と
その割合 

１時間値が 
0.1ppm 以上 
0.2ppm 以下 
の時間数と 
その割合 

日平均値が
0.06ppm を
超えた日数
とその割合 

日平均値が 
0.04ppm 以上 
0.06ppm 以下 
の日数と 
その割合 

日平均
値の 
年間
98％値 

98％値評
価による
日平均値
が 0.06ppm
を超えた
日数 

(日) (時間) (ppm) (ppm) (時間) (%) (時間) (%) (日) (%) (日) (%) (ppm) (日) 

1 

国
設
尼
崎 

平成28年度 361 8,624 0.015 0.091 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 0.6 0.033 0 

平成29年度 360 8,598 0.017 0.080 0 0.0 0 0.0 0 0.0 3 0.8 0.039 0 

平成30年度 359 8,564 0.014 0.066 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 0.3 0.034 0 

令和元年度 361 8,623 0.014 0.074 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 0.6 0.032 0 

令和２年度 363 8,640 0.014 0.081 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 0.6 0.032 0 

2 

琴
ノ
浦
高
校 

平成28年度 348 8,301 0.017 0.097 0 0.0 0 0.0 0 0.0 4 1.1 0.033 0 

平成29年度 361 8,597 0.018 0.086 0 0.0 0 0.0 0 0.0 5 1.4 0.039 

0 
0 

平成30年度 332 7,919 0.016 0.068 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 0.3 0.035 0 

令和元年度 347 8,263 0.015 0.068 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 0.3 0.032 0 

令和２年度 363 8,618 0.015 0.086 0 0.0 0 0.0 0 0.0 6 1.7 0.038 0 

3 
浜 

田 

平成28年度 361 8,566 0.015 0.092 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.031 0 

平成29年度 361 8,550 0.017 0.079 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 0.3 0.035 0 

平成30年度 325 7,772 0.016 0.074 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 0.3 

 
0.034 0 

令和元年度 301 7,165 0.014 0.070 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 0.3 0.033 0 

令和２年度 268 6,392 0.015 0.073 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 0.4 0.035 0 

4 
武
庫
川 

平成28年度 337 8,029 0.026 0.105 0 0.0 3 0.0 0 0.0 39 11.6 0.050 0 

平成29年度 363 8,586 0.030 0.129 0 0.0 13 0.2 3 0.8 92 25.3 0.058 0 

平成30年度 362 8,562 0.026 0.107 0 0.0 5 0.1 0 0.0 61 16.9 0.051 0 

令和元年度 361 8,582 0.025 0.115 0 0.0 7 0.1 2 0.6 46 12.7 0.052 0 

令和２年度 363 8,579 0.025 0.105 0 0.0 4 0.0 1 0.3 46 12.7 0.051 0 

6 

十
間
交
差
点
局 

平成28年度 360 8,512 0.024 0.082 0 0.0 0 0.0 0 0.0 9 2.5 0.040 

040 

0 

 平成29年度 362 8,546 0.024 0.079 0 0.0 0 0.0 0 0.0 19 5.2 0.043 0 

平成30年度 360 8,529 0.022 0.067 0 0.0 0 0.0 0 0.0 5 1.4 0.039 0 

令和元年度 356 8,456 0.021 0.070 0 0.0 0 0.0 0 0.0 5 1.4 0.039 0 

令和２年度 362 8,565 0.020 0.073 0 0.0 0 0.0 0 0.0 7 1.9 0.039 0 

7 

東
本
町
交
差
点
局 

平成28年度 362 8,562 0.032 0.105 0 0.0 1 0.0 0 0.0 93 25.7 0.051 0 

平成29年度 362 8,556 0.031 0.092 0 0.0 0 0.0 0 0.0 84 23.2 0.051 0 

平成30年度 360 8,544 0.030 0.102 0 0.0 1 0.0 0 0.0 73 20.3 0.052 0 

令和元年度 363 8,579 0.028 0.082 0 0.0 0 0.0 0 0.0 50 13.8 0.049 0 

令和２年度 362 8,564 0.025 0.081 0 0.0 0 0.0 0 0.0 28 7.7 0.048 0 

（注）１．表中の№は、図 3.3.1 に対応している。 
   ２．「―」は出典に記載がないことを示す。 
   ３．環境基準の達成：年間を通して測定した全ての日平均を低い方から数えて 98％目に該当する値(98％値）

が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内又はそれ以下であること。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（平成 28～令和２年度）」 
（平成 29年 12 月・平成 31 年２月・令和２年１月・令和３年３月・令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.3(2) 調査対象区域の二酸化窒素測定結果 

№ 

測
定
地
点 

年 度 

有
効
測
定
日
数 

測
定
時
間 

年
平
均
値 

1 時間

値の 

最高値 

1 時間値が

0.2ppm を 

超えた時間数

とその割合 

1 時間値が

0.1ppm 以上 

0.2ppm 以下 

の時間数と 

その割合 

日平均値が 

0.06ppm を 

超えた日数 

とその割合 

日平均値が

0.04ppm 以上 

0.06ppm 以下 

の日数と 

その割合 

日平均

値の 

年間

98％値 

98％値評

価による

日平均値

が 0.06ppm

を超えた

日数 

(日) (時間) (ppm) (ppm) (時間) (%) (時間) (%) (日) (%) (日) (%) (ppm) (日) 

8 

五
合
橋
局 

平成 28 年度 362 8,567 0.028 0.082 0 0.0 0 0.0 0 0.0 38 10.5 0.045 0 

平成 29 年度 362 8,560 0.027 0.079 0 0.0 0 0.0 0 0.0 45 12.4 0.047 0 

平成 30 年度 360 8,544 0.026 0.069 0 0.0 0 0.0 0 0.0 27 7.5 0.047 0 

令和元年度 363 8,587 0.025 0.073 0 0.0 0 0.0 0 0.0 23 6.3 0.044 0 

令和２年度 362 8,564 0.023 0.078 0 0.0 0 0.0 0 0.0 11 3.0 0.042 0 

9 

西
本
町
局 

平成 28 年度 362 8,560 0.021 0.089 0 0.0 0 0.0 0 0.0 8 2.2 0.040 0 

平成 29 年度 362 8,551 0.023 0.092 0 0.0 0 0.0 0 0.0 23 6.4 0.045 0 

平成 30 年度 359 8,532 0.019 0.069 0 0.0 0 0.0 0 0.0 4 1.1 0.038 0 

令和元年度 363 8,586 0.019 0.084 0 0.0 0 0.0 0 0.0 8 2.2 0.040 0 

令和２年度 360 8,531 0.019 0.079 0 0.0 0 0.0 0 0.0 6 1.7 0.038 0 

10 
西
本
町 

平成 28 年度 363 8,618 0.025 0.097 0 0.0 0 0.0 0 0.0 25 6.9 0.045 0 

平成 29 年度 363 8,612 0.025 0.100 0 0.0 1 0.0 0 0.0 39 10.7 0.047 0 

平成 30 年度 362 8,602 0.022 0.079 0 0.0 0 0.0 0 0.0 16 4.4 0.044 0 

令和元年度 364 8,637 0.020 0.081 0 0.0 0 0.0 0 0.0 13 3.6 0.045 0 

令和２年度 350 8,326 0.020 0.085 0 0.0 0 0.0 0 0.0 11 3.1 0.041 0 

11 

元
浜
公
園 

平成 28 年度 363 8,621 0.028 0.124 0 0.0 1 0.0 0 0.0 20 5.5 0.043 0 

平成 29 年度 363 8,609 0.027 0.083 0 0.0 0 0.0 0 0.0 25 6.9 0.045 0 

平成 30 年度 359 8,576 0.025 0.084 0 0.0 0 0.0 0 0.0 5 1.4 0.038 0 

令和元年度 340 8,145 0.022 0.066 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 0.3 0.035 0 

令和２年度 363 8,623 0.023 0.078 0 0.0 0 0.0 0 0.0 11 3.0 0.042 0 

（注）１．表中の№は、図 3.3.1 に対応している。 

   ２．「―」は出典に記載がないことを示す。 

   ３．環境基準の達成：年間を通して測定した全ての日平均を低い方から数えて 98％目に該当する値(98％値）

が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内又はそれ以下であること。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（平成 28～令和２年度）」 

（平成 29年 12 月・平成 31 年２月・令和２年１月・令和３年３月・令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.4(1) 調査対象区域の窒素酸化物測定結果 

№ 

測
定
地
点 

年 度 

有効 

測定 

日数 

測定 

時間 

一酸化窒素 窒素酸化物(NO+N02) 

年平均値 
１時間値

の最高値 

日平均値

の年間 

98％値 

年平均値 
１時間値

の最高値 

日平均値

の年間 

98％値 

年平均値 

(NO2/NO+NO2) 

（日） （時間） (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (%) 

1 

国
設
尼
崎 

平成28年度 361 8,624 0.004 0.134 0.020 0.019 0.199 0.058 79.9 

平成29年度 360 8,598 0.004 0.110 0.023 0.021 0.180 0.057 80.1 

平成30年度 359 8,564 0.004 0.086 0.016 0.018 0.130 0.048 80.3 

令和元年度 361 8,623 0.004 0.098 0.017 0.018 0.171 0.047 79.6 

令和２年度 363 8,640 0.003 0.101 0.016 0.017 0.151 0.049 80.8 

2 

琴
ノ
浦
高
校 

平成28年度 348 8,301 0.005 0.127 0.021 0.021 0.182 0.058 78.0 

平成29年度 361 8,597 0.005 0.128 0.023 0.023 0.190 0.059 79.3 

平成30年度 332 7,919 0.004 0.091 0.019 0.020 0.150 0.051 79.3 

令和元年度 347 8,263 0.004 0.114 0.015 0.019 0.178 0.047 78.7 

令和２年度 363 8,618 0.004 0.127 0.019 0.019 0.205 0.054 81.1 

3 
浜 

田 

平成28年度 361 8,566 0.007 0.195 0.027 0.022 0.236 0.055 67.1 

平成29年度 361 8,550 0.008 0.264 0.026 0.025 0.333 0.058 68.1 

平成30年度 325 7,772 0.007 0.152 0.020 0.022 0.219 0.051 69.9 

令和元年度 301 7,165 0.006 0.139 0.023 0.021 0.187 0.051 70.0 

令和２年度 268 6,392 0.006 0.123 0.022 0.021 0.173 0.055 72.1 

4 
武
庫
川 

平成28年度 337 8,029 0.017 0.191 0.052 0.043 0.290 0.098 60.0 

平成29年度 363 8,586 0.021 0.255 0.055 0.051 0.336 0.104 59.0 

平成30年度 362 8,562 0.016 0.198 0.046 0.041 0.283 0.097 62.3 

令和元年度 361 8,582 0.015 0.232 0.049 0.040 0.317 0.090 62.4 

令和２年度 363 8,579 0.015 0.191 0.044 0.039 0.279 0.088 62.9 

6 

十
間
交
差
点
局 

平成28年度 360 8,512 0.020 0.220 0.056 0.043 0.271 0.092 54.6 

平成29年度 362 8,546 0.017 0.218 0.059 0.041 0.267 0.096 58.5 

平成30年度 360 8,529 0.016 0.215 0.047 0.038 0.264 0.084 57.9 

令和元年度 356 8,456 0.014 0.172 0.050 0.035 0.232 0.088 58.9 

令和２年度 362 8,565 0.012 0.194 0.044 0.032 0.237 0.078 61.6 

7 

東
本
町
交
差
点
局 

平成28年度 362 8,562 0.061 0.475 0.133 0.094 0.529 0.180 34.6 

平成29年度 362 8,556 0.052 0.390 0.137 0.083 0.473 0.184 37.5 

平成30年度 360 8,544 0.052 0.475 0.121 0.082 0.531 0.168 37.0 

令和元年度 363 8,579 0.046 0.358 0.116 0.074 0.428 0.164 38.2 

令和２年度 362 8,564 0.036 0.297 0.094 0.062 0.369 0.140 41.1 

8 

五
合
橋
局 

平成28年度 362 8,567 0.025 0.302 0.072 0.054 0.377 0.114 52.6 

平成29年度 362 8,560 0.023 0.246 0.070 0.050 0.311 0.114 54.5 

平成30年度 360 8,544 0.021 0.218 0.060 0.047 0.279 0.105 55.2 

令和元年度 363 8,587 0.019 0.206 0.073 0.044 0.271 0.114 55.8 

令和２年度 362 8,564 0.016 0.208 0.053 0.038 0.268 0.093 59.3 

9 

西
本
町
局 

平成28年度 362 8,560 0.012 0.165 0.042 0.032 0.225 0.078 64.1 

平成29年度 362 8,551 0.013 0.174 0.045 0.036 0.245 0.086 62.9 

平成30年度 359 8,532 0.010 0.152 0.034 0.030 0.221 0.069 64.6 

令和元年度 363 8,586 0.012 0.162 0.039 0.031 0.237 0.070 61.8 

令和２年度 360 8,531 0.011 0.192 0.036 0.030 0.265 0.070 62.0 

（注）表中の№は、図 3.3.1に対応している。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（平成 28～令和２年度）」 

（平成 29年 12 月・平成 31 年２月・令和２年１月・令和３年３月・令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.4(2) 調査対象区域の窒素酸化物測定結果 

№ 

測
定
地
点 

年 度 

有効 

測定 

日数 

測定 

時間 

一酸化窒素 窒素酸化物(NO+N02) 

年平均値 
１時間値

の最高値 

日平均値

の年間 

98％値 

年平均値 
１時間値

の最高値 

日平均値

の年間 

98％値 

年平均値 

(NO2/NO+NO2) 

（日） （時間） (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (%) 

10 
西
本
町 

平成28年度 363 8,618 0.016 0.293 0.051 0.041 0.390 0.094 60.7 

平成29年度 363 8,612 0.015 0.226 0.053 0.040 0.291 0.096 62.7 

平成30年度 362 8,602 0.013 0.182 0.042 0.035 0.252 0.087 62.4 

令和元年度 364 8,637 0.012 0.176 0.047 0.033 0.248 0.086 62.0 

令和２年度 350 8,326 0.010 0.195 0.034 0.030 0.264 0.077 66.3 

11 

元
浜
公
園 

平成28年度 363 8,621 0.021 0.243 0.055 0.049 0.312 0.094 56.8 

平成29年度 363 8,609 0.022 0.184 0.074 0.049 0.240 0.114 55.0 

平成30年度 359 8,576 0.020 0.153 0.060 0.045 0.186 0.090 54.8 

令和元年度 340 8,145 0.020 0.177 0.064 0.041 0.207 0.091 52.4 

令和２年度 363 8,623 0.011 0.135 0.038 0.034 0.199 0.075 67.3 

（注）表中の№は、図 3.3.1に対応している。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（平成 28～令和２年度）」 

（平成 29年 12 月・平成 31 年２月・令和２年１月・令和３年３月・令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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(3) 一酸化炭素 

調査対象区域の一酸化炭素測定結果は、表 3.3.5に示すとおりであり、全ての地点において環境

基準を達成している。また、年平均値は全ての地点においておおむね横ばい傾向で推移している。 

表 3.3.5 調査対象区域の一酸化炭素測定結果 

№ 

測

定

地

点 

年 度 

有
効
測
定
日
数 

測
定
時
間 

年
平
均
値 

８時間値が 

20ppm を超えた 

回数とその割合 

日平均値が 

1Oppm を超えた 

日数とその割合 

１時間

値の 

最高値 

日平均

値の

２％ 

除外値 

日平均値

が 1Oppm

を超えた

日数が２

日以上連

続したこ

との有無 

環境基準

の長期評

価による

日平均値

が 1Oppm

を超えた

日数 

(日) (時問) (ppm) (回) (%) (日) (%) (ppm) (ppm) 有×,無○ （日） 

1 

国
設
尼
崎 

平成28年度 362 8,650 0.3 0 0.0 0 0.0 2.2 0.5 ○ 0 

平成29年度 363 8,649 0.3 0 0.0 0 0.0 1.6 0.5 ○ 0 

平成30年度 361 8,614 0.3 0 0.0 0 0.0 1.5 0.5 ○ 0 

令和元年度 364 8,668 0.3 0 0.0 0 0.0 1.7 0.5 ○ 0 

令和２年度 363 8,650 0.3 0 0.0 0 0.0 2.1 0.5 ○ 0 

4 
武
庫
川 

平成28年度 363 8,654 0.3 0 0.0 0 0.0 1.8 0.6 ○ 0 

平成29年度 363 8,643 0.3 0 0.0 0 0.0 1.5 0.6 ○ 0 

平成30年度 275 6,657 0.3 0 0.0 0 0.0 1.9 0.6 ○ 0 

令和元年度 332 7,960 0.3 0 0.0 0 0.0 3.4 0.5 ○ 0 

令和２年度 363 8,638 0.3 0 0.0 0 0.0 1.6 0.5 ○ 0 

5 

国
設
尼
崎
自
排 

平成28年度 363 8,652 0.6 0 0.0 0 0.0 2.6 0.9 ○ 0 

平成29年度 363 8,635 0.6 0 0.0 0 0.0 2.2 0.9 ○ 0 

平成30年度 294 7,021 0.4 0 0.0 0 0.0 1.8 0.8 ○ 0 

令和元年度 268 6,394 0.4 0 0.0 0 0.0 2.3 0.8 ○ 0 

令和２年度 363 8,647 0.4 0 0.0 0 0.0 2.4 0.7 ○ 0 

（注）１．表中の№は、図 3.3.1 に対応している。 

   ２．短期的評価における環境基準の達成：１時間値の１日平均値が 10ppm 以下であり、かつ、１時間値の８

時間平均値が 20ppm 以下であること。 

   ３．長期的評価における環境基準の達成：１日平均値の２％除外値が 10ppm 以下であること。ただし、１日

平均値が 10ppm を超えた日が２日以上連続しないこと。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（平成 28～令和２年度）」 

（平成 29年 12 月・平成 31 年２月・令和２年１月・令和３年３月・令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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(4) 光化学オキシダント 

調査対象区域の光化学オキシダント測定結果は、表 3.3.6に示すとおりであり、全ての地点にお

いて環境基準を達成していない。また、昼間の１時間値の年平均値は全ての地点においておおむね

横ばい傾向で推移している。 

表 3.3.6 調査対象区域の光化学オキシダント測定結果 

№ 測定地点 年 度 

昼
間
測
定
日
数 

昼
間
測
定
時
間 

昼間の

１時間

値の年

平均値 

昼間の１時間値が 

0.06ppm を超えた 

日数と時間数 

昼間の１時間値が 

0.12ppm 以上の 

日数と時間数 
昼間の

１時間

値の 

最高値 

昼間の

日最高

１時間

値の年

平均値 (日) 

時間数と 

その割合 

日数と 

その割合 (時間) 

(日) (時間) (ppm) (時間) (%) (日) (%) (ppm) (ppm) 

1 国設尼崎 

平成28年度 365 5,408 0.033 75 363  6.7 0 0.0 0 0.106 0.048 

平成29年度 365 5,419 0.034 87 398  7.3 0 0.0 0 0.111 0.049 

平成30年度 364 5,392 0.031 53 252  4.7 0 0.0 0 0.111 0.045 

令和元年度 366 5,437 0.032 77 325  6.0 1 0.3 2 0.125 0.048 

令和２年度 365 5,424 0.031 54 208  3.8 0 0.0 0 0.106 0.044 

2 琴ノ浦高校 

平成28年度 214 3,189 0.038 83 400 12.5 0 0.0 0 0.114 0.057 

平成29年度 203 3,025 0.038 71 316 10.4 0 0.0 0 0.104 0.054 

平成30年度 194 2,859 0.034 53 277  9.7 0 0.0 0 0.107 0.050 

令和元年度 214 3,188 0.036 69 300  9.4 1 0.5 1 0.123 0.054 

令和２年度 214 3,189 0.035 55 215  6.7 0 0.0 0 0.115 0.050 

（注）１．表中の№は、図 3.3.1 に対応している。 

   ２．光化学オキシダントの監視機関は毎年４月 20 日（土曜日の場合は翌々日、日曜日の場合は翌日）から 10

月 19 日（七曜日の場合は前日、日曜日の場合は前々日）まで、昼間は５時から 20 時までの時間帯をいう。 

   ３．「―」は出典に記載がないことを示す。 

   ４．環境基準の達成：昼間(５～20 時）の時間帯において、１時間値が全て 0.06ppm 以下であること。 

   ５．網掛けは、環境基準の基準値を超過していることを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（平成 28～令和２年度）」 

（平成 29年 12 月・平成 31 年２月・令和２年１月・令和３年３月・令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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(5) 浮遊粒子状物質 

調査対象区域の浮遊粒子状物質測定結果は、表 3.3.7に示すとおりであり、五合橋局において環

境基準値を超過している。また、年平均値は全ての地点においておおむね横ばい傾向で推移してい

る。 

表 3.3.7 調査対象区域の浮遊粒子状物質測定結果 

№ 

測
定
地
点 

年 度 

有効
測定
日数 

測定 
時間 

年平 
均値 

１時間値が
0.2mg/m3を超
えた時間数と
その割合 

日平均値が
0.10mg/m3を
超えた日数
とその割合 

１時間値 
の最高値 

日平均値の
２％除外値 

日平均値が
0.10mg/m3

を超えた日
が２日以上
連続したこ
との有無 

環境基準の
長期的評価
による日平
均値が

0.10mg/m3を
超えた日数 

(日) (時間) (mg/m3) (時間) (%) (日) (%) (mg/m3) (mg/m3) 有×,無○ (日) 

1 

国
設
尼
崎 

平成28年度 361 8,691 0.015 0 0.0 0 0.0 0.061 0.033 ○ 0 

平成29年度 363 8,690 0.017 0 0.0 0 0.0 0.085 0.038 ○ 0 
平成30年度 351 8,413 0.017 0 0.0 0 0.0 0.106 0.034 ○ 0 
令和元年度 364 8,714 0.016 0 0.0 0 0.0 0.097 0.037 ○ 0 
令和２年度 309 7,439 0.014 0 0.0 0 0.0 0.081 0.031 ○ 0 

2 

琴
ノ
浦
高
校 

平成28年度 358 8,622 0.021 0 0.0 0 0.0 0.109 0.040 ○ 0 
平成29年度 363 8,703 0.020 0 0.0 0 0.0 0.090 0.046 ○ 0 
平成30年度 334 8,042 0.018 0 0.0 0 0.0 0.075 0.040 ○ 0 
令和元年度 364 8,728 0.017 0 0.0 0 0.0 0.094 0.040 ○ 0 
令和２年度 363 8,705 0.016 0 0.0 0 0.0 0.100 0.040 ○ 0 

4 
武
庫
川 

平成28年度 363 8,699 0.018 0 0.0 0 0.0 0.081 0.037 ○ 0 
平成29年度 358 8,640 0.017 0 0.0 0 0.0 0.094 0.040 ○ 0 
平成30年度 317 7,651 0.017 0 0.0 0 0.0 0.109 0.039 ○ 0 
令和元年度 364 8,722 0.016 0 0.0 0 0.0 0.073 0.039 ○ 0 
令和２年度 363 8,705 0.016 0 0.0 0 0.0 0.106 0.039 ○ 0 

6 

十
間
交
差
点
局 

平成28年度 354 8,549 0.020 0 0.0 0 0.0 0.091 0.038 ○ 0 
平成29年度 358 8,632 0.021 0 0.0 0 0.0 0.154 0.044 ○ 0 
平成30年度 354 8,576 0.018 0 0.0 0 0.0 0.180 0.042 ○ 0 
令和元年度 358 8,635 0.016 0 0.0 0 0.0 0.079 0.036 ○ 0 
令和２年度 357 8,604 0.016 0 0.0 0 0.0 0.115 0.039 ○ 0 

7 

東
本
町
交
差
点
局 

平成28年度 359 8,651 0.018 0 0.0 0 0.0 0.072 0.037 ○ 0 
平成29年度 359 8,651 0.018 0 0.0 0 0.0 0.093 0.042 ○ 0 
平成30年度 357 8,617 0.016 0 0.0 0 0.0 0.095 0.038 ○ 0 
令和元年度 360 8,657 0.015 0 0.0 0 0.0 0.102 0.037 ○ 0 
令和２年度 359 8,628 0.016 0 0.0 0 0.0 0.086 0.037 ○ 0 

8 

五
合
橋
局 

平成28年度 359 8,653 0.018 0 0.0 0 0.0 0.091 0.038 ○ 0 
平成29年度 359 8,645 0.018 1 0.0 0 0.0 0.253 0.043 ○ 0 
平成30年度 357 8,620 0.015 0 0.0 0 0.0 0.109 0.039 ○ 0 
令和元年度 360 8,656 0.014 0 0.0 0 0.0 0.078 0.034 ○ 0 
令和２年度 359 8,631 0.014 0 0.0 0 0.0 0.089 0.037 ○ 0 

9 

西
本
町
局 

平成28年度 359 8,646 0.019 0 0.0 0 0.0 0.080 0.038 ○ 0 
平成29年度 359 8,643 0.019 0 0.0 0 0.0 0.140 0.043 ○ 0 
平成30年度 357 8,617 0.018 0 0.0 0 0.0 0.097 0.040 ○ 0 
令和元年度 360 8,662 0.017 0 0.0 0 0.0 0.088 0.036 ○ 0 
令和２年度 356 8,590 0.018 0 0.0 0 0.0 0.116 0.041 ○ 0 

（注）１．表中の No.は、図 3.3.1 に対応している。 
   ２．阪神高速道路株式会社が設置している自排局の西本町測定局においては浮遊粒子状物質の測定が実施さ

れているが、出典に測定結果が記載されていないため、整理していない。 
   ３．長期的評価における環境基準の達成：日平均値の２％除外値が 0.10mg/m3以下であり、かつ、日平均値が

0.10mg/m3を超えた日が２日以上連続しないこと。 
   ４．短期的評価における環境基準の達成：１時間値の１日平均値が 0.10mg/m3以下であり、かつ、１時間値が

0.20mg/m3以下であること。 
   ５．網掛けは、環境基準の基準値を超過していることを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（平成 28～令和２年度）」 

（平成 29年 12 月・平成 31 年２月・令和２年１月・令和３年３月・令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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(6) 微小粒子状物質 

調査対象区域の微小粒子状物質測定結果は、表 3.3.8に示すとおりであり、全ての地点において

環境基準を達成している。また、年平均値は全ての地点においておおむね減少傾向で推移している。 

表 3.3.8 調査対象区域の微小粒子状物質測定結果 

№ 
測定 
地点 

年 度 
有効測定日数 年平均値 

日平均値が 35μg/m3を超
えた日数とその割合 

日平均値の
最高値 

日平均値の
年間 98％値 

（日） (μg/m3) （日） (%) (μg/m3) (μg/m3) 

1 

国
設
尼
崎 

平成28年度 361 13.4 2 0.6 40.2 29.0 

平成29年度 361 13.8 3 0.8 45.8 32.4 

平成30年度 359 13.3 0 0.0 33.5 29.8 

令和元年度 359 11.6 2 0.6 36.5 26.2 

令和２年度 361 11.1 2 0.6 49.3 28.7 

4 
武
庫
川 

平成28年度 347 11.2 0 0.0 29.0 23.0 

平成29年度 270 12.7 2 0.7 37.1 29.4 

平成30年度 349 10.9 1 0.3 36.6 28.4 

令和元年度 364 10.7 1 0.3 39.3 24.4 

令和２年度 363 10.3 1 0.3 45.2 26.2 

5 

国
設
尼
崎
自
排 

平成28年度 362 14.5 0 0.0 33.3 29.8 

平成29年度 363 14.4 3 0.8 40.0 30.8 

平成30年度 358 14.0 0 0.0 35.0 30.1 

令和元年度 363 12.9 2 0.6 38.5 29.0 

令和２年度 362 12.5 3 0.8 48.9 28.8 

（注）１．表中の No.は、図 3.3.1 に対応している。 

   ２．環境基準の達成：年平均値が 15μg/m3以下であり、かつ、日平均値の 98％値が 35μg/m3以下であること。 

   ３．№３武庫川局については測定機が標準測定法と等価性を有しない機種である。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（平成 28～令和２年度）」 

（平成 29年 12 月・平成 31 年２月・令和２年１月・令和３年３月・令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

 

(7) ダイオキシン類 

調査対象区域の大気環境中のダイオキシン類測定結果は、表 3.3.9に示すとおりであり、環境基

準を達成している。また、年平均値は 0.013～0.019pg-TEQ/m3の間で推移している。 

表 3.3.9 調査対象区域の大気環境中のダイオキシン類測定結果 

（単位：pg-TEQ/m3） 

№ 測定地点 所在地 測定期間 測定結果（年平均値） 

1 琴ノ浦高校 尼崎市北城内 47-1 

平成 28年度 0.018 

平成 29年度 0.017 

平成 30年度 0.013 

令和元年度 0.019 

令和２年度 0.015 
（注）１．表中の№は、図 3.3.1 に対応している。 

   ２．環境基準：0.6pg-TEQ／m3以下であること。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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(8) 有害大気汚染物質 

調査対象区域の有害大気汚染物質測定結果は、表 3.3.10に示すとおりである。環境基準が設定さ

れている項目については、全ての地点において環境基準を達成している。 

表 3.3.10(1) 調査対象区域の有害大気汚染物質測定結果 

区分 項目 単位 

№１ 琴ノ浦高校 
環境基準 

(指針値) 
平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

揮発性 

有機化

合物 

アクリロニトリル 

μg/m3 

0.042 0.048 0.030 0.028 0.025 (2) 

塩化ビニルモノマー 0.019 0.024 0.017 0.017 0.018 (10) 

クロロホルム 0.32 0.42 0.37 0.39 0.49 (18) 

1,2-ジクロロエタン 0.14 0.26 0.19 0.16 0.14 (1.6) 

ジクロロメタン 1.3 2.1 1.5 1.7 2.2 150 

テトラクロロエチレン 0.16 0.25 0.22 0.23 0.20 200 

トリクロロエチレン 1.0 0.81 0.75 0.96 1.5 130 

1,3-ブタジエン 0.075 0.079 0.061 0.051 0.069 (2.5) 

ベンゼン 0.9 1.1 1.0 0.69 0.96 3 

塩化メチル 1.6 1.7 1.8 1.5 1.4 (94) 

トルエン 7.5 9.1 8.5 8.6 9.8 － 

アルデ

ヒド類 

アセトアルデヒド 
μg/m3 

2.0 1.7 2.2 2.3 2.6 (120) 

ホルムアルデヒド 2.4 2.0 2.4 3.1 2.9 － 

金属類 

ニッケル化合物 

ng/m3 

9.1 7.5 9.5 11 7.5 (25) 

ベリリウム及びその化合物 0.015 0.0085 0.012 0.030 0.028 － 

マンガン及びその化合物 48 39 42 68 52 (140) 

クロム及びその化合物 11 9.0 12 11 12 － 

ヒ素及びその化合物 1.3 0.79 1.0 1.1 1.5 (6) 

水銀及びその化合物 2.8 2.3 2.2 1.9 1.7 (40) 

多環芳

香族炭

化水素 

ベンゾ［a]ピレン ng/m3 0.11 0.096 0.12 0.064 0.14 － 

その他 酸化エチレン μg/m3 0.062 0.074 0.072 0.045 0.13 － 
（注）１．表中の№は、図 3.3.1 に対応している。 

   ２．表中の数字は、年平均値（算術平均値）を示す。 

   ３．測定データのうち、定量下限値未満で検出下限値以上のデータはその値を、検出下限値未満のデータは

検出下限値に 1/2 を乗じて得られた値を用いて年平均値を算出した。 

   ４．環境基準（指針値）欄の( )内は指針値を示す。また、環境基準又は指針値が定められていない項目につ

いては「－」で示す。 

   ５．「クロム及び三価クロム化合物」及び「六価クロム化合物」については分析方法が確立していないため

「クロム及びその化合物」として掲載している。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.10(2) 調査対象区域の有害大気汚染物質測定結果 

区分 項  目 単位 

№９ 西本町 №４ 武庫川 
環境基準 

(指針値) 
平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

揮発性 

有機化

合物 

アクリロニトリル 

μg/m3 

－ － － － － (2) 

塩化ビニルモノマー － － － － － (10) 

クロロホルム － － － － － (18) 

l,2-ジクロロエタン － － － － － (1.6) 

ジクロロメタン 1.5 2.1 1.0 1.0 2.0 150 

テトラクロロエチレン 0.17 0.24 0.22 0.12 0.25 200 

トリクロロエチレン 0.58 0.73 0.32 0.23 0.58 130 

1,3-ブタジエン 0.15 0.15 0.095 0.075 0.11 (2.5) 

ベンゼン 1.4 1.6 1.2 0.72 1.1 3 

塩化メチル － － － － － (94) 

トルエン 8.7 11 6.9 5.0 12 － 

アルデ

ヒド類 

アセトアルデヒド 
μg/m3 

2.4 2.2 2.0 2.1 2.5 (120) 

ホルムアルデヒド 2.7 2.4 2.2 2.7 3.0 － 

金属類 

ニッケル化合物 

ng/m3 

－ － － － － (25) 

ベリリウム及びその化合物 － － － － － － 

マンガン及びその化合物 － － － － － (140) 

クロム及びその化合物 － － － － － － 

ヒ素及びその化合物 － － － － － (6) 

水銀及びその化合物 － － － － － (40) 

多環芳

香族炭

化水素 

ベンゾ［a]ピレン ng/m3 0.12 0.13 0.11 0.062 0.17 － 

その他 酸化エチレン μg/m3 － － － － － － 
（注）１．表中の№は、図 3.3.1 に対応している。 

   ２．表中の数字は、年平均値（算術平均値）を示す。 

   ３．測定データのうち、定量下限値未満で検出下限値以上のデータはその値を、検出下限値未満のデータは

検出下限値に 1/2 を乗じて得られた値を用いて年平均値を算出した。 

   ４．環境基準（指針値）欄の( )内は指針値を示す。また、環境基準又は指針値が定められていない項目につ

いては「－」で示す。 

   ５．「クロム及び三価クロム化合物」及び「六価クロム化合物」については分析方法が確立していないため

「クロム及びその化合物」として掲載している。 

   ６．平成 28、29 年度の有害大気汚染物質モニタリング調査は、自排局の武庫川測定局に隣接した西小学校建

替え工事のため、測定地点を自排局（阪神高速）の西本町に変更して実施している。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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3.3.2 騒音・振動 

(1) 騒 音 

調査対象区域では、沿道の自動車騒音を監視するため、騒音測定（自動車騒音の常時監視）が実

施されている。また、自動車騒音の常時監視が実施されていない地点において、自動車騒音の定点

調査が実施され、定点調査の結果をもとに 16路線に面する地域における面的評価（ばく露騒音の予

測）が実施されている。 

なお、調査対象区域では、一般環境騒音に係る調査は実施されていない。 

(a) 自動車騒音の常時監視 

調査対象区域における自動車騒音測定結果（常時監視）は表 3.3.11に示すとおりであり、環境基

準の基準値（以下「環境基準値」という。）以下となっている。また、自動車騒音測定結果は、「騒

音規制法」（昭和 43年法律第 98号（最終改正：令和４年法律第 68号））に基づく自動車騒音に係

る要請限度（以下「要請限度」という。）を下回っている。自動車騒音測定地点（常時監視）は、

図 3.3.2に示すとおりである。 

表 3.3.11 調査対象区域の自動車騒音測定結果（常時監視）（LAeq) 

（単位：デシベル） 

№ 
測定地点 
（道路名） 

所在地 
地域の

類型 

年度 

 

時間の 

区分 

平
成
28
年 

平
成
29
年 

平
成
30
年 

令
和
元
年 

令
和
２
年 

環
境
基
準
値 

要
請
限
度 

1 
浜田測定所 
（国道２号） 

尼崎市 
大庄北 
５-２-１ 

Ｃ 
昼間 67 67 68 67 68 70 75 

夜間 64 64 64 65 65 65 70 

2 
武庫川測定所 
（国道 43号） 

尼崎市 
武庫川町 
１-25 

Ｂ 
昼間 67 67 67 67 67 70 75 

夜間 63 63 63 63 63 65 70 

（注）１．表中の№は、図 3.3.2 に対応している。 

   ２．時間の区分は、以下に示すとおりである。 

      昼間 6:00～22:00   夜間 22:00～翌日の 6:00 

３．測定地点は、いずれも「幹線交通を担う道路に近接する空間」の基準値の適用を受ける地点となっている。 

出典：「尼崎の環境－平成 29～令和２年度版－」 

（平成 30 年２月、平成 31 年３月、令和２年３月、令和３年３月、尼崎市経済環境局） 

   「環境基本計画年次報告書－令和３年度版－」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

 

(b) 自動車騒音の定点調査 

調査対象区域における自動車騒音測定結果（定点調査）は表 3.3.12に示すとおりであり、県道 13

号玉江橋線の夜間、県道 339号大物線の昼間において環境基準値を超過している。また、自動車騒

音測定結果は、表 3.3.12の「(注)４」に記述しているとおり２日間にまたがる測定であり、「騒音

規制法第 17 条第１項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音の限度を定める省令」の自動

車騒音の測定方法等により、「連続する７日間のうち当該自動車騒音の状況を代表すると認められ

る３日間について行うものとする」と定められた測定方法とは異なるため、参考として測定結果と

要請限度を比較すると、測定結果は全て要請限度を下回る結果となっている。自動車騒音測定地点

（定点調査）は、図 3.3.2に示すとおりである。 
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表 3.3.12 調査対象区域の自動車騒音測定結果（定点調査）（LAeq)（令和２年度） 

（単位：デシベル） 

№ 路線名 測定地点 
地域の

類型 

騒音測定結果 環境基準値 要請限度 

昼間 夜間 平均 昼間 夜間 昼間 夜間 

1 国道２号 尼崎市大庄北５-２ C 66 63 65 70 65 75 70 

2 
国道 43号 

尼崎市武庫川町１-25 B 67 63 66 70 65 75 70 

3 尼崎市南城内２-35 C 66 62 65 70 65 75 70 

4 
県道 142号 

五合橋線 
尼崎市東難波町３-20 B 68 65 67 70 65 75 70 

5 
県道 192号 

尼宝線 
尼崎市大庄西町２-４ B 67 63 66 70 65 75 70 

6 県道 13･57号 

玉江橋線 

尼崎市開明町１-80 B 68 66 68 70 65 75 70 

7 尼崎市東難波町５-29-55 C 67 64 66 70 65 75 70 

8 
県道 341号 

臨港線 
尼崎市元浜町５-71-１ B 70 64 69 70 65 75 70 

9 
県道 339号 

大物線 
尼崎市大物町１-８-18 C 71 64 69 70 65 75 70 

（注）１．表中の№は、図 3.3.2 に対応している。 
   ２．時間の区分は、以下に示すとおりである。 
      昼間 6:00～22:00   夜間 22:00～翌日の 6:00 

３．測定地点は、いずれも「幹線交通を担う道路に近接する空間」の基準値の適用を受ける地点となってい
る。 

   ４．測定年月日は、以下に示すとおりである。 
     №１   ：令和２年６月16日～令和２年６月17日（24時間連続） 
     №２、№３：令和３年１月19日～令和３年１月20日（24時間連続） 
     №４～№６：令和２年12月１日～令和２年12月２日（24時間連続） 
     №７   ：令和２年６月23日～令和２年６月24日（24時間連続） 
     №８   ：令和２年10月27日～令和２年10月28日（24時間連続） 
     №９   ：平成30年６月13日～平成30年６月14日（24時間連続） 
   ５．網掛けは、環境基準の基準値を超過していることを示す。 

出典：「環境基本計画年次報告書－令和３年度版－」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

   「令和３年度版交通公害調査結果報告書（自動車・鉄軌道・航空機）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

 

(c) 自動車騒音の面的評価 

尼崎市における自動車騒音の面的評価結果は、表 3.3.13に示すとおりであり、昼間・夜間ともに

環境基準達成が 45,211戸(98.2％）、昼間のみ環境基準達成が 524戸(1.1％）、夜間のみ環境基準

達成が 0戸(0％）となっている。 

調査対象区域において、昼間・夜間とも環境基準を 100％達成しているのは、臨港線（県道 341号

甲子園尼崎線）となっている。 

表 3.3.13 尼崎市の自動車騒音の面的評価結果（平成元年度） 

達成状況 対象戸数 達成戸数 達成率（％） 

昼間のみ達成 

46,019 

   524 1.1 

夜間のみ達成      0 0 

昼間・夜間とも非達成    284 0.6 

昼間・夜間とも達成 45,211 98.2 

出典：「環境基本計画年次報告書－令和３年度版－」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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図 3.3.2 調査対象区域の自動車騒音測定地点 
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(2) 振 動 

調査対象区域では、沿道の振動を把握するため、道路交通振動の測定が実施されている。道路交

通振動測定結果は表 3.3.14に示すとおりであり、「振動規制法」（昭和 51年法律第 64号（最終改

正：令和４年法律第 68号））に基づく道路交通振動の限度（以下「要請限度」という。）以下とな

っている。道路交通振動測定地点は、図 3.3.3に示すとおりである。 

なお、調査対象区域では、一般環境振動に係る調査は実施されていない。 

表 3.3.14 調査対象区域の道路交通振動測定結果（L10)（令和２年度） 

（単位：デシベル） 

№ 路線名 測定地点 区域の区分 
振動測定結果 要請限度 

昼間 夜間 平均 昼間 夜間 

1 国道 43号 尼崎市武庫川町１-25 第１種区域 44 42 43 65 60 

2 
県道 142号 

五合橋線 
尼崎市東難波町３-20 第１種区域 42 36 39 65 60 

3 
県道 192号 

尼宝線 
尼崎市大庄西町２-４ 第１種区域 40 33 36 65 60 

4 県道 13･57号 

玉江橋線 

尼崎市開明町１-80 第１種区域 46 43 44 65 60 

5 尼崎市東難波町５-29-55 第２種区域 47 41 44 70 65 

6 
県道 341号 

臨港線 
尼崎市元浜町５-71-１ 第１種区域 41 42 41 65 60 

（注）１．表中の№は、図 3.3.3 に対応している。 

   ２．単位デシベルとは、「計量法」（平成４年法律第 51 号（最終改正：令和４年法律第 68 号））に定める振

動加速度レベルの計量単位をいう。 

   ３．時間の区分は、以下に示すとおりである。 

      昼間 8:00～19:00   夜間 19:00～翌日の 8:00 

   ４．測定年月日は、以下に示すとおりである。 

     №１   ：令和３年１月19日～令和３年１月20日（24時間連続） 

     №２～№４：令和２年12月１日～令和２年12月２日（24時間連続） 

     №５   ：令和２年６月23日～令和２年６月24日（24時間連続） 

     №６   ：令和２年10月27日～令和２年10月28日（24時間連続） 

出典：「環境基本計画年次報告書－令和３年度版－」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

   「令和３年度版交通公害調査結果報告書（自動車・鉄軌道・航空機）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

   「振動規制法の規定に基づく規制地域の指定及び区域の区分について」（平成 13年尼崎市告示第 99 号） 

 

3.3.3 悪 臭 

調査対象区域では、悪臭に係る調査は実施されていない。 
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図 3.3.3 調査対象区域の道路交通振動測定地点 
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3.3.4 水 質 

(1) 河川及び海域 

調査対象区域における水質調査は、河川では庄下川の波洲橋及び庄下川橋、蓬川の南豊池橋及び

琴浦橋、武庫川の武庫大橋及び南武橋の６地点、海域では大阪湾の閘門、尼崎港中央、尼崎港沖の

３地点で実施されている。なお、庄下川橋（庄下川）及び南豊池橋（蓬川）においては、平成 27～

令和２年度にかけて各年１回のダイオキシン類調査が実施されている。調査対象区域の水質測定概

要は表 3.3.15に、各測定地点の水質測定結果（令和２年度）は表 3.3.16～3.3.18に、水質測定地

点は図 3.3.4に示すとおりである。 

なお、いずれの地点も環境基準点として設定されていないが、「尼崎市の環境をまもる条例」（平

成 12年条例第 51号（最終改正：令和２年条例第 40号））第 20条第１項の規定に基づく水質の汚

濁に係る環境上の基準において、測定基準点（基準の適合状況を判断する地点）として定められて

いる。 

生活環境項目については、河川の庄下川橋（庄下川）では水素イオン濃度の１項目で、海域の閘

門（大阪湾）では水素イオン濃度、化学的酸素要求量（COD）、全窒素、全燐の４項目で、尼崎港中

央では水素イオン濃度、溶存酸素量（DO）、全窒素、全燐の４項目で、尼崎港沖では水素イオン濃

度、全窒素、全燐の３項目で環境基準及び環境上の基準値を超過している。 

健康項目については、河川の南豊池橋（蓬川）ではふっ素の１項目で環境基準及び環境上の基準

値を超過している。また、ダイオキシン類については、全ての地点において環境基準を達成してい

る。 

表 3.3.15 調査対象区域の水質測定概要（令和２年度） 

№ 河川等 測定地点 

水域類型・区分 生
活
環
境
項
目 

健
康
項
目 

要
監
視
項
目 

特
殊
項
目 

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類 

利用目的の適応性 
水生生物の

生息状況の

適応性 

pH 等 全窒素及び全燐 全亜鉛等 

法 条例 法 条例 法 

１ 
庄下川 

波 洲 橋 Ｃ ２級水域   なし ○ ○ ○ ○ ― 

２ 庄 下 川 橋 Ｃ ２級水域   なし ○ ○ ○ ○ ○ 

３ 
蓬 川 

南 豊 池 橋 なし ２級水域   なし ○ ○ ○ ○ ○ 

４ 琴 浦 橋 なし ２級水域   なし ○ ○ ○ ○ ― 

５ 
武庫川 

武 庫 大 橋 Ｃ １級水域   なし ○ ○ ○ ○ ― 

６ 南 武 橋 Ｃ １級水域   なし ○ ○ ○ ○ ― 

７ 

大阪湾 

閘  門 Ｃ 運 河 Ⅳ ― 生物Ａ ○ ○ ○ ○ ― 

８ 尼崎港中央 Ｃ 海 域 Ⅳ 海 域 生物Ａ ○ ○ ○ ○ ― 

９ 尼 崎 港 沖 Ｃ 海 域 Ⅳ 海 域 生物Ａ ○ ○ ○ ○ ― 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 
   ２．「／」は、環境基準等が設定されていないことを示す。 
   ３．「なし」は、水域類型・区分が定められていないことを示す。 
   ４．水域類型・区分において、法は環境基本法に基づく環境基準、条例は尼崎市の環境をまもる条例に基づく

環境上の基準を示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

「大気の汚染、水質の汚濁、騒音等に係る環境上の基準について」（平成 13 年尼崎市告示第 26 号） 
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図 3.3.4 水質測定地点 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」
（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.16(1) 水質測定結果（生活環境項目・健康項目／令和２年度） 

№１、波洲橋（庄下川） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（２級水域）、【全窒素及び全燐】基準なし、【全亜鉛等】類型なし 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 m/n 

生
活
環
境
項
目 

水素イオン濃度(pH) ― 7.9 8.4 8.1 0/6 

溶存酸素量(DO) mg/L 7.0 13 9.7 0/6 

生物化学的酸素要求量(BOD) mg/L 0.7 1.9 1.2 (1.5) 0/6 

化学的酸素要求量(COD) mg/L ― ― ― ― 

浮遊物質量(SS) mg/L 2 6 4 0/6 

大腸菌群数 MPN/lOOmL 2.3×l03 7.9×l04 3.6×l04 -/6 

全窒素(T-N) mg/L 0.77 1.0 0.88 -/3 

全燐(T-P) mg/L 0.035 0.084 0.058 -/3 

全亜鉛 mg/L 0.005 0.013 O.O09 -/4 

ノニルフェノール mg/L ― ― ― ― 

LAS mg/L ― ― ― ― 

測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

人
の
健
康
の
保
護
に
関
係
す
る
項
目
（
健
康
項
目
） 

カドミウム mg/L <0.0003 <0.0003 0/4 

全シアン mg/L ND ― 0/2 

鉛 mg/L <0.001 <0.001 0/4 

六価クロム mg/L <0.01 <0.01 0/4 

砒素 mg/L 0.001 0.001 0/2 

総水銀 mg/L <0.0005 ― 0/4 

アルキル水銀 mg/L ND ― 0/2 

PCB mg/L ND ― 0/1 

ジクロロメタン mg/L <0.002 <0.002 0/2 

四塩化炭素 mg/L <0.0002 <0.0002 0/2 

1,2-ジクロロエタン mg/L <0.0004 <0.0004 0/2 

l,1-ジクロロエチレン mg/L <0.01 <0.01 0/2 

シス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 <0.004 0/2 

1,1,1-トリクロロエタン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

1,1,2-トリクロロエタン mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

トリクロロエチレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

テトラクロロエチレン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

l,3-ジクロロプロペン mg/L <0.0002 <0.0002 0/2 

チウラム mg/L ― ― ― 

シマジン mg/L ― ― ― 

チオベンカルブ mg/L ― ― ― 

ベンゼン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

セレン mg/L ― ― ― 

硝酸性窒素及亜硝酸性窒素 mg/L 0.83 0.62 0/3 

ふっ素 mg/L 0.35 0.33 0/2 

ほう素 mg/L 0.21 0.15 0/2 

l,4-ジオキサン mg/L ― ― ― 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基準で

定められた水域区分、「基準なし」は環境基準等が設定されていないこと、「類型」は水域類型・水域区分

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定項目

対象外又は出典に記載がないことを示す。 

５．生物化学的酸素要求量(BOD)の( )内は、日間平均値の 75％値を示す。 

６．網掛けは、環境基準の基準値を超過していることを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

「環境基本計画年次報告書 －令和３年度版－」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.16(2) 水質測定結果（生活環境項目・健康項目／令和２年度） 

№２、庄下川橋（庄下川） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（２級水域）、【全窒素及び全燐】基準なし、【全亜鉛等】類型なし 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 m/n 

生
活
環
境
項
目 

水素イオン濃度(pH) ― 7.8 8.8 8.0 1/12 

溶存酸素量(DO) mg/L 6.2 13 9.5 0/12 

生物化学的酸素要求量(BOD) mg/L 0.9 2.6 1.4 (1.8) 0/12 

化学的酸素要求量(COD) mg/L ― ― ― ― 

浮遊物質量(SS) mg/L 1 11 6 0/12 

大腸菌群数 MPN/lOOmL 1.7×l03 2.8×l05 6.7×l04 -/6 

全窒素(T-N) mg/L 0.55 1.0 0.82 -/4 

全燐(T-P) mg/L 0.037 0.1 0.075 -/4 

全亜鉛 mg/L 0.010 0.018 O.Ol4 -/6 

ノニルフェノール mg/L 0.00009 0.00015 0.00012 -/2 

LAS mg/L 0.0023 0.0041 0.0032 -/2 

測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

人
の
健
康
の
保
護
に
関
係
す
る
項
目
（
健
康
項
目
） 

カドミウム mg/L <0.0003 <0.0003 0/6 

全シアン mg/L ND ― 0/2 

鉛 mg/L 0.002 0.001 0/6 

六価クロム mg/L <0.01 <0.01 0/6 

砒素 mg/L 0.001 0.001 0/2 

総水銀 mg/L <0.0005 ― 0/6 

アルキル水銀 mg/L ND ― 0/2 

PCB mg/L ND ― 0/2 

ジクロロメタン mg/L <0.002 <0.002 0/2 

四塩化炭素 mg/L <0.0002 <0.0002 0/2 

1,2-ジクロロエタン mg/L <0.0004 <O.0004 0/2 

l,1-ジクロロエチレン mg/L <0.01 <0.01 0/2 

シス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 <0.004 0/2 

1,1,1-トリクロロエタン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

1,1,2-トリクロロエタン mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

トリクロロエチレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

テトラクロロエチレン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

l,3-ジクロロプロペン mg/L <0.0002 <0.0002 0/2 

チウラム mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

シマジン mg/L <0.0003 <0.0003 0/2 

チオベンカルブ mg/L <0.002 <0.002 0/2 

ベンゼン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

セレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

硝酸性窒素及亜硝酸性窒素 mg/L 0.82 0.49 0/4 

ふっ素 mg/L 0.26 0.24 0/2 

ほう素 mg/L 0.22 0.16 0/2 

l,4-ジオキサン mg/L <0.005 <0.005 0/2 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基準で

定められた水域区分、「基準なし」は環境基準等が設定されていないこと、「類型」は水域類型・水域区分

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定項目

対象外又は出典に記載がないことを示す。 

５．生物化学的酸素要求量(BOD)の( )内は、日間平均値の 75％値を示す。 

６．網掛けは、環境基準の基準値を超過していることを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

「環境基本計画年次報告書 －令和３年度版－」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.16(3) 水質測定結果（生活環境項目・健康項目／令和２年度） 

№３、南豊池橋（蓬川） 

水域類型（区分）：【pH 等】なし(２級水域)、【全窒素及び全燐】基準なし、【全亜鉛等】類型なし 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 m/n 

生
活
環
境
項
目 

水素イオン濃度(pH) ― 7.7 8.3 7.9 -/12 

溶存酸素量(DO) mg/L 4.9 10 8.6 -/12 

生物化学的酸素要求量(BOD) mg/L <0.5 1.6 0.8 (0.9) -/12 

化学的酸素要求量(COD) mg/L ― ― ― ― 

浮遊物質量(SS) mg/L 1 8 4 -/12 

大腸菌群数 MPN/lOOmL 2.2×103 4.9×104 1.2×l04 -/6 

全窒素(T-N) mg/L 0.28 0.7 0.58 -/4 

全燐(T-P) mg/L 0.035 0.073 0.06 -/4 

全亜鉛 mg/L 0.002 0.012 0.006 -/6 

ノニルフェノール mg/L 0.00006 0.00007 0.00007 -/2 

LAS mg/L 0.0011 0.0012 0.0012 -/2 

測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

人
の
健
康
の
保
護
に
関
係
す
る
項
目
（
健
康
項
目
） 

カドミウム mg/L <0.0003 <0.0003 0/6 

全シアン mg/L ND ― 0/2 

鉛 mg/L 0.002 0.001 0/6 

六価クロム mg/L <0.01 <0.01 0/6 

砒素 mg/L 0.001 0.001 0/2 

総水銀 mg/L <0.0005 ― 0/6 

アルキル水銀 mg/L ND ― 0/2 

PCB mg/L ND ― 0/2 

ジクロロメタン mg/L <0.002 <0.002 0/2 

四塩化炭素 mg/L <0.0002 <0.0002 0/2 

1,2-ジクロロエタン mg/L <0.0004 <0.0004 0/2 

l,1-ジクロロエチレン mg/L <0.01 <0.01 0/2 

シス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 <0.004 0/2 

1,1,1-トリクロロエタン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

1,1,2-トリクロロエタン mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

トリクロロエチレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

テトラクロロエチレン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

l,3-ジクロロプロペン mg/L <0.0002 <0.0002 0/2 

チウラム mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

シマジン mg/L <0.0003 <0.0003 0/2 

チオベンカルブ mg/L <0.002 <0.002 0/2 

ベンゼン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

セレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

硝酸性窒素及亜硝酸性窒素 mg/L 0.53 0.37 0/4 

ふっ素 mg/L 0.86 0.66 1/2 

ほう素 mg/L 0.25 0.18 0/2 

l,4-ジオキサン mg/L <0.005 <0.005 0/2 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基準で

定められた水域区分、「基準なし」は環境基準等が設定されていないこと、「類型」は水域類型・水域区分

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定項目

対象外又は出典に記載がないことを示す。 

５．生物化学的酸素要求量(BOD)の( )内は、日間平均値の 75％値を示す。 

６．網掛けは、環境基準の基準値を超過していることを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

「環境基本計画年次報告書 －令和３年度版－」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.16(4) 水質測定結果（生活環境項目・健康項目／令和２年度） 

№４、琴浦橋（蓬川） 

水域類型（区分）：【pH 等】なし(２級水域)、【全窒素及び全燐】基準なし、【全亜鉛等】類型なし 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 m/n 

生
活
環
境
項
目 

水素イオン濃度(pH) ― 7.8 8.8 8.0 -/6 

溶存酸素量(DO) mg/L 6.0 12 8.8 -/6 

生物化学的酸素要求量(BOD) mg/L 0.6 4.5 2.1 (3.2) -/6 

化学的酸素要求量(COD) mg/L ― ― ― ― 

浮遊物質量(SS) mg/L 2 9 6 -/6 

大腸菌群数 MPN/lOOmL 7.9×102 1.3×104 4.3×l03 -/6 

全窒素(T-N) mg/L 0.7 0.92 0.82 -/3 

全燐(T-P) mg/L 0.044 0.082 0.067 -/3 

全亜鉛 mg/L 0.003 0.008 0.006 -/4 

ノニルフェノール mg/L ― ― ― ― 

LAS mg/L ― ― ― ― 

測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

人
の
健
康
の
保
護
に
関
係
す
る
項
目
（
健
康
項
目
） 

カドミウム mg/L <0.0003 <0.0003 0/4 

全シアン mg/L ND ― 0/2 

鉛 mg/L <0.001 <0.001 0/4 

六価クロム mg/L <0.01 <0.01 0/4 

砒素 mg/L 0.001 0.001 0/2 

総水銀 mg/L <0.0005 ― 0/4 

アルキル水銀 mg/L ND ― 0/2 

PCB mg/L ND ― 0/1 

ジクロロメタン mg/L <0.002 <0.002 0/2 

四塩化炭素 mg/L <0.0002 <0.0002 0/2 

1,2-ジクロロエタン mg/L <0.0004 <0.0004 0/2 

l,1-ジクロロエチレン mg/L <0.01 <0.01 0/2 

シス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 <0.004 0/2 

1,1,1-トリクロロエタン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

1,1,2-トリクロロエタン mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

トリクロロエチレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

テトラクロロエチレン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

l,3-ジクロロプロペン mg/L <0.0002 <0.0002 0/2 

チウラム mg/L ― ― ― 

シマジン mg/L ― ― ― 

チオベンカルブ mg/L ― ― ― 

ベンゼン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

セレン mg/L ― ― ― 

硝酸性窒素及亜硝酸性窒素 mg/L 0.6 0.44 0/3 

ふっ素 mg/L ― ― ― 

ほう素 mg/L ― ― ― 

l,4-ジオキサン mg/L ― ― ― 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基準で

定められた水域区分、「基準なし」は環境基準等が設定されていないこと、「類型」は水域類型・水域区分

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定項目

対象外又は出典に記載がないことを示す。 

５．生物化学的酸素要求量(BOD)の( )内は、日間平均値の 75％値を示す。 

６．網掛けは、環境基準の基準値を超過していることを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

「環境基本計画年次報告書 －令和３年度版－」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.16(5) 水質測定結果（生活環境項目・健康項目／令和２年度） 

№５、武庫大橋（武庫川） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（１級水域）、【全窒素及び全燐】基準なし、【全亜鉛等】類型なし 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 m/n 

生
活
環
境
項
目 

水素イオン濃度(pH) ― 7.6 8.4 8.0 0/12 

溶存酸素量(DO) mg/L 7.4 13 9.6 0/12 

生物化学的酸素要求量(BOD) mg/L <0.5 1.6 1.0 (1.2) 0/12 

化学的酸素要求量(COD) mg/L ― ― ― ― 

浮遊物質量(SS) mg/L 1 15 3 0/12 

大腸菌群数 MPN/lOOmL 1.1×103 2.2×104 1.0×l04 -/6 

全窒素(T-N) mg/L 0.3 0.94 0.6 -/4 

全燐(T-P) mg/L 0.023 0.069 0.036 -/4 

全亜鉛 mg/L <0.001 0.017 0.005 -/6 

ノニルフェノール mg/L 0.00006 0.00008 0.00007 -/2 

LAS mg/L 0.0006 0.0006 0.0006 -/2 

測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

人
の
健
康
の
保
護
に
関
係
す
る
項
目
（
健
康
項
目
） 

カドミウム mg/L <0.0003 <0.0003 0/6 

全シアン mg/L ND ― 0/2 

鉛 mg/L 0.001 0.001 0/6 

六価クロム mg/L <0.01 <0.01 0/6 

砒素 mg/L 0.001 0.001 0/2 

総水銀 mg/L <0.0005 ― 0/6 

アルキル水銀 mg/L ND ― 0/2 

PCB mg/L ND ― 0/2 

ジクロロメタン mg/L <0.002 <0.002 0/2 

四塩化炭素 mg/L <0.0002 <0.0002 0/2 

1,2-ジクロロエタン mg/L <0.0004 <0.0004 0/2 

l,1-ジクロロエチレン mg/L <0.01 <0.01 0/2 

シス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 <0.004 0/2 

1,1,1-トリクロロエタン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

1,1,2-トリクロロエタン mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

トリクロロエチレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

テトラクロロエチレン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

l,3-ジクロロプロペン mg/L <0.0002 <0.0002 0/2 

チウラム mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

シマジン mg/L <0.0003 <0.0003 0/2 

チオベンカルブ mg/L <0.002 <0.002 0/2 

ベンゼン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

セレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

硝酸性窒素及亜硝酸性窒素 mg/L 0.73 0.35 0/4 

ふっ素 mg/L 0.29 0.26 0/2 

ほう素 mg/L 0.23 0.17 0/2 

l,4-ジオキサン mg/L <0.005 <0.005 0/2 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基準で

定められた水域区分、「基準なし」は環境基準等が設定されていないこと、「類型」は水域類型・水域区分

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定項目

対象外又は出典に記載がないことを示す。 

５．生物化学的酸素要求量(BOD)の( )内は、日間平均値の 75％値を示す。 

６．網掛けは、環境基準の基準値を超過していることを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

「環境基本計画年次報告書 －令和３年度版－」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.16(6) 水質測定結果（生活環境項目・健康項目／令和２年度） 

№６、南武橋（武庫川） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（１級水域）、【全窒素及び全燐】基準なし、【全亜鉛等】類型なし 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 m/n 

生
活
環
境
項
目 

水素イオン濃度(pH) ― 7.7 8.3 7.9 0/6 

溶存酸素量(DO) mg/L 5.7 10 8.2 0/6 

生物化学的酸素要求量(BOD) mg/L 0.5 4.9 1.7 (1.6) 0/6 

化学的酸素要求量(COD) mg/L ― ― ― ― 

浮遊物質量(SS) mg/L 5 13 7 0/6 

大腸菌群数 MPN/lOOmL 7.9×101 3.3×104 9.9×l03 -/6 

全窒素(T-N) mg/L 0.65 1.8 1.1 -/3 

全燐(T-P) mg/L 0.054 0.078 0.069 -/3 

全亜鉛 mg/L 0.004 0.010 0.006 -/4 

ノニルフェノール mg/L ― ― ― ― 

LAS mg/L ― ― ― ― 

測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

人
の
健
康
の
保
護
に
関
係
す
る
項
目
（
健
康
項
目
） 

カドミウム mg/L <0.0003 <0.0003 0/4 

全シアン mg/L ND ― 0/2 

鉛 mg/L <0.001 <0.001 0/4 

六価クロム mg/L <0.01 <0.01 0/4 

砒素 mg/L 0.001 0.001 0/2 

総水銀 mg/L <0.0005 ― 0/4 

アルキル水銀 mg/L ND ― 0/2 

PCB mg/L ND ― 0/1 

ジクロロメタン mg/L <0.002 <0.002 0/2 

四塩化炭素 mg/L <0.0002 <0.0002 0/2 

1,2-ジクロロエタン mg/L <0.0004 <0.0004 0/2 

l,1-ジクロロエチレン mg/L <0.01 <0.01 0/2 

シス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 <0.004 0/2 

1,1,1-トリクロロエタン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

1,1,2-トリクロロエタン mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

トリクロロエチレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

テトラクロロエチレン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

l,3-ジクロロプロペン mg/L <0.0002 <0.0002 0/2 

チウラム mg/L ― ― ― 

シマジン mg/L ― ― ― 

チオベンカルブ mg/L ― ― ― 

ベンゼン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

セレン mg/L ― ― ― 

硝酸性窒素及亜硝酸性窒素 mg/L 1 0.5 0/3 

ふっ素 mg/L ― ― ― 

ほう素 mg/L ― ― ― 

l,4-ジオキサン mg/L ― ― ― 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基準で

定められた水域区分、「基準なし」は環境基準等が設定されていないこと、「類型」は水域類型・水域区分

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定項目

対象外又は出典に記載がないことを示す。 

５．生物化学的酸素要求量(BOD)の( )内は、日間平均値の 75％値を示す。 

６．網掛けは、環境基準の基準値を超過していることを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

「環境基本計画年次報告書 －令和３年度版－」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.16(7) 水質測定結果（生活環境項目・健康項目／令和２年度） 

№７、閘門（大阪湾） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（運河）、【全窒素及び全燐】Ⅳ（なし）、【全亜鉛等】生物Ａ 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 m/n 

生
活
環
境
項
目 

水素イオン濃度(pH) ― 7.8 9.1 8.4 10/12 

溶存酸素量(DO) mg/L 8.4 15 12 0/12 

生物化学的酸素要求量(BOD) mg/L ― ― ― ― 

化学的酸素要求量(COD) mg/L 4.7 20 7.5 (7.7) 2/12 

浮遊物質量(SS) mg/L <0.5 <0.5 ― -/2 

大腸菌群数 MPN/lOOmL 3.1×101 1.1×103 3.0×l02 -/6 

全窒素(T-N) mg/L 1.1 3.2 1.7 6/6 

全燐(T-P) mg/L 0.053 0.25 0.11 2/6 

全亜鉛 mg/L 0.009 0.018 0.0012 0/4 

ノニルフェノール mg/L 0.00008 0.00011 0.0001 0/2 

LAS mg/L <0.0006 0.0006 0.0006 0/2 

測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

人
の
健
康
の
保
護
に
関
係
す
る
項
目
（
健
康
項
目
） 

カドミウム mg/L <0.0003 <0.0003 0/4 

全シアン mg/L ND ― 0/4 

鉛 mg/L <0.001 <0.001 0/4 

六価クロム mg/L <0.01 <0.01 0/4 

砒素 mg/L 0.002 0.001 0/4 

総水銀 mg/L <0.0005 ― 0/4 

アルキル水銀 mg/L ND ― 0/4 

PCB mg/L ND ― 0/1 

ジクロロメタン mg/L <0.002 <0.002 0/2 

四塩化炭素 mg/L 0.0002 0.0002 0/2 

1,2-ジクロロエタン mg/L <0.0004 <0.0004 0/2 

l,1-ジクロロエチレン mg/L <0.01 <0.01 0/2 

シス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 <0.004 0/2 

1,1,1-トリクロロエタン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

1,1,2-トリクロロエタン mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

トリクロロエチレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

テトラクロロエチレン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

l,3-ジクロロプロペン mg/L <0.0002 <0.0002 0/2 

チウラム mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

シマジン mg/L <0.0003 <0.0003 0/2 

チオベンカルブ mg/L <0.002 <0.002 0/2 

ベンゼン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

セレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

硝酸性窒素及亜硝酸性窒素 mg/L 1.3 0.8 0/6 

ふっ素 mg/L ― ― ― 

ほう素 mg/L ― ― ― 

l,4-ジオキサン mg/L <0.005 <0.005 0/2 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基準で

定められた水域区分、「基準なし」は環境基準等が設定されていないこと、「類型」は水域類型・水域区分

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定項目

対象外又は出典に記載がないことを示す。 

５．化学的酸素要求量(COD)の( )内は、日間平均値の 75％値を示す。 

６．網掛けは、環境基準の基準値を超過していることを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

「環境基本計画年次報告書 －令和３年度版－」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.16(8) 水質測定結果（生活環境項目・健康項目／令和２年度） 

№８、尼崎港中央[表層]（大阪湾） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（海域）、【全窒素及び全燐】Ⅳ（海域）、【全亜鉛等】生物Ａ 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 m/n 

生
活
環
境
項
目 

水素イオン濃度(pH) ― 7.9 8.9 8.1 3/12 

溶存酸素量(DO) mg/L 4.4 14 9.2 0/12 

生物化学的酸素要求量(BOD) mg/L ― ― ― ― 

化学的酸素要求量(COD) mg/L 2.8 6.5 4.3 (4.9) 0/12 

浮遊物質量(SS) mg/L <0.5 <0.5 ― -/2 

大腸菌群数 MPN/lOOmL 5.0×100 1.8×102 5.5×l01 -/6 

全窒素(T-N) mg/L 0.32 1.1 0.76 1/6 

全燐(T-P) mg/L 0.059 0.11 0.086 3/6 

全亜鉛 mg/L 0.001 0.005 0.003 0/4 

ノニルフェノール mg/L 0.00008 0.00011 0.0001 0/2 

LAS mg/L <0.0006 0.0011 0.0009 0/2 

測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

人
の
健
康
の
保
護
に
関
係
す
る
項
目
（
健
康
項
目
） 

カドミウム mg/L <0.0003 <0.0003 0/4 

全シアン mg/L ND ― 0/4 

鉛 mg/L <0.001 <0.001 0/4 

六価クロム mg/L <0.01 <0.01 0/4 

砒素 mg/L 0.001 0.001 0/4 

総水銀 mg/L <0.0005 ― 0/4 

アルキル水銀 mg/L ND ― 0/4 

PCB mg/L ND ― 0/1 

ジクロロメタン mg/L <0.002 <0.002 0/2 

四塩化炭素 mg/L 0.0002 0.0002 0/2 

1,2-ジクロロエタン mg/L <0.0004 <0.0004 0/2 

l,1-ジクロロエチレン mg/L <0.01 <0.01 0/2 

シス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 <0.004 0/2 

1,1,1-トリクロロエタン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

1,1,2-トリクロロエタン mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

トリクロロエチレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

テトラクロロエチレン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

l,3-ジクロロプロペン mg/L <0.0002 <0.0002 0/2 

チウラム mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

シマジン mg/L <0.0003 <0.0003 0/2 

チオベンカルブ mg/L <0.002 <0.002 0/2 

ベンゼン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

セレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

硝酸性窒素及亜硝酸性窒素 mg/L 0.51 0.16 0/12 

ふっ素 mg/L ― ― ― 

ほう素 mg/L ― ― ― 

l,4-ジオキサン mg/L <0.005 <0.005 0/2 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基準で

定められた水域区分、「基準なし」は環境基準等が設定されていないこと、「類型」は水域類型・水域区分

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定項目

対象外又は出典に記載がないことを示す。 

５．化学的酸素要求量(COD)の( )内は、日間平均値の 75％値を示す。 

６．網掛けは、環境基準の基準値を超過していることを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

「環境基本計画年次報告書 －令和３年度版－」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.16(9) 水質測定結果（生活環境項目・健康項目／令和２年度） 

№８、尼崎港中央[中層：２ｍ]（大阪湾） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（海域）、【全窒素及び全燐】Ⅳ（海域）、【全亜鉛等】生物Ａ 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 m/n 

生
活
環
境
項
目 

水素イオン濃度(pH) ― 7.8 8.6 8.1 2/12 

溶存酸素量(DO) mg/L 1.0 12 7.2 1/12 

生物化学的酸素要求量(BOD) mg/L ― ― ― ― 

化学的酸素要求量(COD) mg/L 2.0 6.7 3.6 (3.8) 0/12 

浮遊物質量(SS) mg/L ― ― ― ― 

大腸菌群数 MPN/lOOmL ― ― ― ― 

全窒素(T-N) mg/L 0.38 1.2 0.7 1/6 

全燐(T-P) mg/L 0.055 0.18 0.094 2/6 

全亜鉛 mg/L ― ― ― ― 

ノニルフェノール mg/L ― ― ― ― 

LAS mg/L ― ― ― ― 

測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

人
の
健
康
の
保
護
に
関
係
す
る
項
目
（
健
康
項
目
） 

カドミウム mg/L <0.0003 <0.0003 0/4 

全シアン mg/L ND ― 0/4 

鉛 mg/L <0.001 <0.001 0/4 

六価クロム mg/L <0.01 <0.01 0/4 

砒素 mg/L 0.001 0.001 0/4 

総水銀 mg/L <0.0005 ― 0/4 

アルキル水銀 mg/L ND ― 0/4 

PCB mg/L ND ― 0/1 

ジクロロメタン mg/L <0.002 <0.002 0/2 

四塩化炭素 mg/L 0.0002 0.0002 0/2 

1,2-ジクロロエタン mg/L <0.0004 <0.0004 0/2 

l,1-ジクロロエチレン mg/L <0.01 <0.01 0/2 

シス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 <0.004 0/2 

1,1,1-トリクロロエタン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

1,1,2-トリクロロエタン mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

トリクロロエチレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

テトラクロロエチレン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

l,3-ジクロロプロペン mg/L <0.0002 <0.0002 0/2 

チウラム mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

シマジン mg/L <0.0003 <0.0003 0/2 

チオベンカルブ mg/L <0.002 <0.002 0/2 

ベンゼン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

セレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

硝酸性窒素及亜硝酸性窒素 mg/L 0.51 0.16 0/12 

ふっ素 mg/L ― ― ― 

ほう素 mg/L ― ― ― 

l,4-ジオキサン mg/L <0.005 <0.005 0/2 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基準で

定められた水域区分、「基準なし」は環境基準等が設定されていないこと、「類型」は水域類型・水域区分

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定項目

対象外又は出典に記載がないことを示す。 

５．化学的酸素要求量(COD)の( )内は、日間平均値の 75％値を示す。 

６．網掛けは、環境基準の基準値を超過していることを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

「環境基本計画年次報告書 －令和３年度版－」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.16(10) 水質測定結果（生活環境項目・健康項目／令和２年度） 

№９、尼崎港沖[表層]（大阪湾） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（海域）、【全窒素及び全燐】Ⅳ（海域）、【全亜鉛等】生物Ａ 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 m/n 

生
活
環
境
項
目 

水素イオン濃度(pH) ― 7.5 8.7 8.0 3/12 

溶存酸素量(DO) mg/L 5.3 11 8.5 0/12 

生物化学的酸素要求量(BOD) mg/L ― ― ― ― 

化学的酸素要求量(COD) mg/L 2.2 6.7 3.8 (4.0) 0/12 

浮遊物質量(SS) mg/L <0.5 <0.5 ― -/2 

大腸菌群数 MPN/lOOmL 2.3×101 1.1×103 3.9×l02 -/6 

全窒素(T-N) mg/L 0.47 1.2 0.74 1/6 

全燐(T-P) mg/L 0.039 0.14 0.095 3/6 

全亜鉛 mg/L 0.005 0.011 0.008 0/4 

ノニルフェノール mg/L 0.00009 0.00013 0.00011 0/2 

LAS mg/L <0.0006 0.0016 0.0011 0/2 

測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

人
の
健
康
の
保
護
に
関
係
す
る
項
目
（
健
康
項
目
） 

カドミウム mg/L <0.0003 <0.0003 0/4 

全シアン mg/L ND ― 0/4 

鉛 mg/L <0.001 <0.001 0/4 

六価クロム mg/L <0.01 <0.01 0/4 

砒素 mg/L 0.001 0.001 0/4 

総水銀 mg/L <0.0005 ― 0/4 

アルキル水銀 mg/L ND ― 0/4 

PCB mg/L ND ― 0/1 

ジクロロメタン mg/L <0.002 <0.002 0/2 

四塩化炭素 mg/L 0.0002 0.0002 0/2 

1,2-ジクロロエタン mg/L <0.0004 <0.0004 0/2 

l,1-ジクロロエチレン mg/L <0.01 <0.01 0/2 

シス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 <0.004 0/2 

1,1,1-トリクロロエタン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

1,1,2-トリクロロエタン mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

トリクロロエチレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

テトラクロロエチレン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

l,3-ジクロロプロペン mg/L <0.0002 <0.0002 0/2 

チウラム mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

シマジン mg/L <0.0003 <0.0003 0/2 

チオベンカルブ mg/L <0.002 <0.002 0/2 

ベンゼン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

セレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

硝酸性窒素及亜硝酸性窒素 mg/L 0.45 0.23 0/12 

ふっ素 mg/L ― ― ― 

ほう素 mg/L ― ― ― 

l,4-ジオキサン mg/L <0.005 <0.005 0/2 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基準で

定められた水域区分、「基準なし」は環境基準等が設定されていないこと、「類型」は水域類型・水域区分

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定項目

対象外又は出典に記載がないことを示す。 

５．化学的酸素要求量(COD)の( )内は、日間平均値の 75％値を示す。 

６．網掛けは、環境基準の基準値を超過していることを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

「環境基本計画年次報告書 －令和３年度版－」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.16(11) 水質測定結果（生活環境項目・健康項目／令和２年度） 

№９、尼崎港沖[中層：２ｍ]（大阪湾） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（海域）、【全窒素及び全燐】Ⅳ（海域）、【全亜鉛等】生物Ａ 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 m/n 

生
活
環
境
項
目 

水素イオン濃度(pH) ― 7.9 8.6 8.0 3/12 

溶存酸素量(DO) mg/L 2.3 11 7.1 0/11 

生物化学的酸素要求量(BOD) mg/L ― ― ― ― 

化学的酸素要求量(COD) mg/L 1.7 6.8 3.6 (4.3) 0/12 

浮遊物質量(SS) mg/L ― ― ― ― 

大腸菌群数 MPN/lOOmL ― ― ― ― 

全窒素(T-N) mg/L 0.24 1 0.64 0/6 

全燐(T-P) mg/L 0.035 0.13 0.077 2/6 

全亜鉛 mg/L ― ― ― ― 

ノニルフェノール mg/L ― ― ― ― 

LAS mg/L ― ― ― ― 

測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

人
の
健
康
の
保
護
に
関
係
す
る
項
目
（
健
康
項
目
） 

カドミウム mg/L <0.0003 <0.0003 0/4 

全シアン mg/L ND ― 0/4 

鉛 mg/L <0.001 <0.001 0/4 

六価クロム mg/L <0.01 <0.01 0/4 

砒素 mg/L 0.001 0.001 0/4 

総水銀 mg/L <0.0005 ― 0/4 

アルキル水銀 mg/L ND ― 0/4 

PCB mg/L ND ― 0/1 

ジクロロメタン mg/L <0.002 <0.002 0/2 

四塩化炭素 mg/L 0.0002 0.0002 0/2 

1,2-ジクロロエタン mg/L <0.0004 <0.0004 0/2 

l,1-ジクロロエチレン mg/L <0.01 <0.01 0/2 

シス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 <0.004 0/2 

1,1,1-トリクロロエタン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

1,1,2-トリクロロエタン mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

トリクロロエチレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

テトラクロロエチレン mg/L <0.0005 <0.0005 0/2 

l,3-ジクロロプロペン mg/L <0.0002 <0.0002 0/2 

チウラム mg/L <0.0006 <0.0006 0/2 

シマジン mg/L <0.0003 <0.0003 0/2 

チオベンカルブ mg/L <0.002 <0.002 0/2 

ベンゼン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

セレン mg/L <0.001 <0.001 0/2 

硝酸性窒素及亜硝酸性窒素 mg/L 0.45 0.23 0/12 

ふっ素 mg/L ― ― ― 

ほう素 mg/L ― ― ― 

l,4-ジオキサン mg/L <0.005 <0.005 0/2 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基準で

定められた水域区分、「基準なし」は環境基準等が設定されていないこと、「類型」は水域類型・水域区分

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定項目

対象外又は出典に記載がないことを示す。 

５．化学的酸素要求量(COD)の( )内は、日間平均値の 75％値を示す。 

６．網掛けは、環境基準の基準値を超過していることを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

「環境基本計画年次報告書 －令和３年度版－」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.17(1) 水質測定結果（要監視項目・特殊項目／令和２年度） 

№１、波洲橋（庄下川） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（２級水域）、【全窒素及び全燐】基準なし、【全亜鉛等】類型なし 
測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

要
監
視
項
目 

クロロホルム mg/L <0.006 ― 0/2 

トランス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 ― 0/2 

1,2-ジクロロプロパン mg/L <0.006 ― 0/2 

p-ジクロロベンゼン mg/L <0.02 ― 0/2 

イソキサチオン mg/L ― ― ― 

ダイアジノン mg/L ― ― ― 

フェニトロチオン mg/L ― ― ― 

イソプロチオラン mg/L ― ― ― 

オキシン銅 mg/L ― ― ― 

クロロタロニル mg/L ― ― ― 

プロピザミド mg/L ― ― ― 

EPN mg/L ― ― ― 

ジクロルボス mg/L ― ― ― 

フェノブカルブ mg/L ― ― ― 

イプロベンホス mg/L ― ― ― 

クロルニトロフェン mg/L ― ― ― 

トルエン mg/L <0.06 ― 0/2 

キシレン mg/L <0.04 ― 0/2 

フタル酸ジエチルヘキシル mg/L ― ― ― 

ニッケル mg/L ― ― ― 

モリブデン mg/L ― ― ― 

アンチモン mg/L ― ― ― 

塩化ビニルモノマー mg/L 0.0003 ― 0/2 

エピクロロヒドリン mg/L ― ― ― 

全マンガン mg/L ― ― ― 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 k/n 

特
殊
項
目 

フェノール類 mg/L <0.01 <0.01 ― 0/1 

銅 mg/L ― ― ― ― 

鉄（溶解性） mg/L ― ― ― ― 

マンガン（溶解性） mg/L ― ― ― ― 

クロム mg/L ― ― ― ― 

そ
の
他
項
目 

塩化物イオン mg/L 8 63 35 6/6 

塩素量 ％ ― ― ― ― 

アンモニア性窒素 mg/L <0.01 0.1 0.06 2/3 

亜硝酸性窒素 mg/L 0.005 0.009 0.007 3/3 

硝酸性窒素 mg/L 0.41 0.83 0.62 3/3 

燐酸性燐 mg/L 0.01 0.05 0.03 3/3 

陰イオン界面活性剤 mg/L ― ― ― ― 

一般細菌 個/mL 2.6×l03 1.1×l05 3.5×104 6/6 

COD mg/L 3.6 4.5 4 (4.1) ― 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基

準で定められた水域区分、「／」は環境基準等が設定されていないこと、「なし」は水域類型（区分）

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

k：報告下限値及び定量下限値以上の検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定

項目対象外又は出典に記載がないことを示す。 

５．COD の( )内は、日間平均値の 75％値を示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.17(2) 水質測定結果（要監視項目・特殊項目／令和２年度） 

№２、庄下川橋（庄下川） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（２級水域）、【全窒素及び全燐】基準なし、【全亜鉛等】類型なし 
測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

要
監
視
項
目 

クロロホルム mg/L <0.006 ― 0/2 

トランス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 ― 0/2 

1,2-ジクロロプロパン mg/L <0.006 ― 0/2 

p-ジクロロベンゼン mg/L <0.02 ― 0/2 

イソキサチオン mg/L <0.0008 ― 0/2 

ダイアジノン mg/L <0.0005 ― 0/2 

フェニトロチオン mg/L <0.0003 ― 0/2 

イソプロチオラン mg/L <0.004 ― 0/2 

オキシン銅 mg/L <0.004 ― 0/2 

クロロタロニル mg/L <0.004 ― 0/2 

プロピザミド mg/L <0.0008 ― 0/2 

EPN mg/L <0.0006 ― 0/2 

ジクロルボス mg/L <0.0008 ― 0/2 

フェノブカルブ mg/L <0.002 ― 0/2 

イプロベンホス mg/L <0.0008 ― 0/2 

クロルニトロフェン mg/L <0.0001 ― -/2 

トルエン mg/L <0.06 ― 0/2 

キシレン mg/L <0.04 ― 0/2 

フタル酸ジエチルヘキシル mg/L <0.003 ― 0/1 

ニッケル mg/L <0.001 ― -/1 

モリブデン mg/L <0.007 ― 0/1 

アンチモン mg/L <0.002 ― 0/1 

塩化ビニルモノマー mg/L 0.0002 ― 0/2 

エピクロロヒドリン mg/L <0.0001 ― 0/1 

全マンガン mg/L 0.04 ― 0/1 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 k/n 

特
殊
項
目 

フェノール類 mg/L <0.01 <0.01 ― 0/1 

銅 mg/L 0.002 0.004 0.003 3/3 

鉄（溶解性） mg/L 0.05 0.19 0.11 3/3 

マンガン（溶解性） mg/L 0.01 0.04 0.02 3/3 

クロム mg/L <0.01 <0.01 ― 0/3 

そ
の
他
項
目 

塩化物イオン mg/L 5 68 39 12/12 

塩素量 ％ ― ― ― ― 

アンモニア性窒素 mg/L 0.01 0.1 0.04 4/4 

亜硝酸性窒素 mg/L <0.005 0.013 0.008 2/4 

硝酸性窒素 mg/L <0.05 0.82 0.48 3/4 

燐酸性燐 mg/L 0.01 0.07 0.04 4/4 

陰イオン界面活性剤 mg/L <0.01 0.01 0.01 1/2 

一般細菌 個/mL 9.1×l02 1.7×l05 3.8×104 6/6 

COD mg/L 2.7 4.8 3.9 (4.2) ― 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基

準で定められた水域区分、「／」は環境基準等が設定されていないこと、「なし」は水域類型（区分）

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

k：報告下限値及び定量下限値以上の検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定

項目対象外又は出典に記載がないことを示す。 

５．COD の( )内は、日間平均値の 75％値を示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.17(3) 水質測定結果（要監視項目・特殊項目／令和２年度） 

№３、南豊池橋（蓬川） 

水域類型（区分）：【pH 等】なし(２級水域)、【全窒素及び全燐】基準なし、【全亜鉛等】類型なし 
測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

要
監
視
項
目 

クロロホルム mg/L <0.006 ― 0/2 

トランス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 ― 0/2 

1,2-ジクロロプロパン mg/L <0.006 ― 0/2 

p-ジクロロベンゼン mg/L <0.02 ― 0/2 

イソキサチオン mg/L <0.0008 ― 0/2 

ダイアジノン mg/L <0.0005 ― 0/2 

フェニトロチオン mg/L <0.0003 ― 0/2 

イソプロチオラン mg/L <0.004 ― 0/2 

オキシン銅 mg/L <0.004 ― 0/2 

クロロタロニル mg/L <0.004 ― 0/2 

プロピザミド mg/L <0.0008 ― 0/2 

ＥＰＮ mg/L <0.0006 ― 0/2 

ジクロルボス mg/L <0.0008 ― 0/2 

フェノブカルブ mg/L <0.002 ― 0/2 

イプロベンホス mg/L <0.0008 ― 0/2 

クロルニトロフェン mg/L <0.0001 ― -/2 

トルエン mg/L <0.06 ― 0/2 

キシレン mg/L <0.04 ― 0/2 

フタル酸ジエチルヘキシル mg/L <0.003 ― 0/1 

ニッケル mg/L <0.001 ― -/1 

モリブデン mg/L <0.007 ― 0/1 

アンチモン mg/L <0.002 ― 0/1 

塩化ビニルモノマ- mg/L 0.0003 ― 0/2 

エピクロロヒドリン mg/L <0.0001 ― 0/1 

全マンガン mg/L 0.03 ― 0/1 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 k/n 

特
殊
項
目 

フェノール類 mg/L <0.01 <0.01 ― 0/1 

銅 mg/L 0.002 0.002 0.002 3/3 

鉄（溶解性） mg/L 0.01 0.17 0.07 3/3 

マンガン（溶解性） mg/L 0.02 0.03 0.02 3/3 

クロム mg/L <0.01 <0.01 ― 0/3 

そ
の
他
項
目 

塩化物イオン mg/L 19 760 140 12/12 

塩素量 ％ ― ― ― ― 

アンモニア性窒素 mg/L <0.01 0.02 0.01 3/4 

亜硝酸性窒素 mg/L <0.005 0.008 0.006 1/4 

硝酸性窒素 mg/L <0.05 0.53 0.37 3/4 

燐酸性燐 mg/L 0.02 0.04 0.03 4/4 

陰イオン界面活性剤 mg/L 0.01 0.01 0.01 2/2 

一般細菌 個/mL 7.7×102 1.5×104 4.3×103 6/6 

COD mg/L 1.1 4 2.8 (3.2) ― 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基

準で定められた水域区分、「／」は環境基準等が設定されていないこと、「なし」は水域類型（区分）

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

k：報告下限値及び定量下限値以上の検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定

項目対象外又は出典に記載がないことを示す。 

５．COD の( )内は、日間平均値の 75％値を示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.17(4) 水質測定結果（要監視項目・特殊項目／令和２年度） 

№４、琴浦橋（蓬川） 

水域類型（区分）：【pH 等】なし(２級水域)、【全窒素及び全燐】基準なし、【全亜鉛等】類型なし 
測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

要
監
視
項
目 

クロロホルム mg/L <0.006 ― 0/2 

トランス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 ― 0/2 

1,2-ジクロロプロパン mg/L <0.006 ― 0/2 

p-ジクロロベンゼン mg/L <0.02 ― 0/2 

イソキサチオン mg/L ― ― ― 

ダイアジノン mg/L ― ― ― 

フェニトロチオン mg/L ― ― ― 

イソプロチオラン mg/L ― ― ― 

オキシン銅 mg/L ― ― ― 

クロロタロニル mg/L ― ― ― 

プロピザミド mg/L ― ― ― 

ＥＰＮ mg/L ― ― ― 

ジクロルボス mg/L ― ― ― 

フェノブカルブ mg/L ― ― ― 

イプロベンホス mg/L ― ― ― 

クロルニトロフェン mg/L ― ― ― 

トルエン mg/L <0.06 ― 0/2 

キシレン mg/L <0.04 ― 0/2 

フタル酸ジエチルヘキシル mg/L ― ― ― 

ニッケル mg/L ― ― ― 

モリブデン mg/L ― ― ― 

アンチモン mg/L ― ― ― 

塩化ビニルモノマ- mg/L 0.0003 ― 0/2 

エピクロロヒドリン mg/L ― ― ― 

全マンガン mg/L ― ― ― 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 k/n 

特
殊
項
目 

フェノール類 mg/L <0.01 <0.01 ― 0/1 

銅 mg/L ― ― ― ― 

鉄（溶解性） mg/L ― ― ― ― 

マンガン（溶解性） mg/L ― ― ― ― 

クロム mg/L ― ― ― ― 

そ
の
他
項
目 

塩化物イオン mg/L 210 7,600 3,400 6/6 

塩素量 ％ ― ― ― ― 

アンモニア性窒素 mg/L <0.01 0.15 0.1 2/3 

亜硝酸性窒素 mg/L 0.016 0.017 0.017 3/3 

硝酸性窒素 mg/L 0.24 0.59 0.43 3/3 

燐酸性燐 mg/L 0.01 0.05 0.02 3/3 

陰イオン界面活性剤 mg/L ― ― ― ― 

一般細菌 個/mL 1.8×102 3.2×104 7.3×103 6/6 

COD mg/L 3.2 5.9 4.5 (5.5) ― 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基

準で定められた水域区分、「／」は環境基準等が設定されていないこと、「なし」は水域類型（区分）

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

k：報告下限値及び定量下限値以上の検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定

項目対象外又は出典に記載がないことを示す。 

５．COD の( )内は、日間平均値の 75％値を示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.17(5) 水質測定結果（要監視項目・特殊項目／令和２年度） 

№５、武庫大橋（武庫川） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（１級水域）、【全窒素及び全燐】基準なし、【全亜鉛等】類型なし 
測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

要
監
視
項
目 

クロロホルム mg/L <0.006 ― 0/2 

トランス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 ― 0/2 

1,2-ジクロロプロパン mg/L <0.006 ― 0/2 

p-ジクロロベンゼン mg/L <0.02 ― 0/2 

イソキサチオン mg/L <0.0008 ― 0/2 

ダイアジノン mg/L <0.0005 ― 0/2 

フェニトロチオン mg/L <0.0003 ― 0/2 

イソプロチオラン mg/L <0.004 ― 0/2 

オキシン銅 mg/L <0.004 ― 0/2 

クロロタロニル mg/L <0.004 ― 0/2 

プロピザミド mg/L <0.0008 ― 0/2 

ＥＰＮ mg/L <0.0006 ― 0/2 

ジクロルボス mg/L <0.0008 ― 0/2 

フェノブカルブ mg/L <0.002 ― 0/2 

イプロベンホス mg/L <0.0008 ― 0/2 

クロルニトロフェン mg/L <0.0001 ― -/2 

トルエン mg/L <0.06 ― 0/2 

キシレン mg/L <0.04 ― 0/2 

フタル酸ジエチルヘキシル mg/L <0.003 ― 0/1 

ニッケル mg/L <0.001 ― -/1 

モリブデン mg/L <0.007 ― 0/1 

アンチモン mg/L <0.002 ― 0/1 

塩化ビニルモノマ- mg/L <0.0002 ― 0/2 

エピクロロヒドリン mg/L <0.0001 ― 0/1 

全マンガン mg/L <0.02 ― 0/1 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 k/n 

特
殊
項
目 

フェノール類 mg/L <0.01 <0.01 ― 0/1 

銅 mg/L 0.001 0.002 0.001 3/3 

鉄（溶解性） mg/L 0.01 0.09 0.04 3/3 

マンガン（溶解性） mg/L <0.01 0.01 0.01 1/3 

クロム mg/L <0.01 <0.01 ― 0/3 

そ
の
他
項
目 

塩化物イオン mg/L 6 65 37 12/12 

塩素量 ％ ― ― ― ― 

アンモニア性窒素 mg/L <0.01 <0.01 ― 0/4 

亜硝酸性窒素 mg/L <0.005 0.008 0.006 2/4 

硝酸性窒素 mg/L <0.05 0.73 0.35 3/4 

燐酸性燐 mg/L <0.01 0.04 0.04 1/4 

陰イオン界面活性剤 mg/L <0.01 0.01 0.01 1/2 

一般細菌 個/mL 6.9×102 1.1×104 5.0×103 6/6 

COD mg/L 2.3 4.6 3.4 (3.4) ― 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基

準で定められた水域区分、「／」は環境基準等が設定されていないこと、「なし」は水域類型（区分）

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

k：報告下限値及び定量下限値以上の検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定

項目対象外又は出典に記載がないことを示す。 

５．COD の( )内は、日間平均値の 75％値を示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.17(6) 水質測定結果（要監視項目・特殊項目／令和２年度） 

№６、南武橋（武庫川） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（１級水域）、【全窒素及び全燐】基準なし、【全亜鉛等】類型なし 
測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

要
監
視
項
目 

クロロホルム mg/L <0.006 ― 0/2 

トランス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 ― 0/2 

1,2-ジクロロプロパン mg/L <0.006 ― 0/2 

p-ジクロロベンゼン mg/L <0.02 ― 0/2 

イソキサチオン mg/L ― ― ― 

ダイアジノン mg/L ― ― ― 

フェニトロチオン mg/L ― ― ― 

イソプロチオラン mg/L ― ― ― 

オキシン銅 mg/L ― ― ― 

クロロタロニル mg/L ― ― ― 

プロピザミド mg/L ― ― ― 

ＥＰＮ mg/L ― ― ― 

ジクロルボス mg/L ― ― ― 

フェノブカルブ mg/L ― ― ― 

イプロベンホス mg/L ― ― ― 

クロルニトロフェン mg/L ― ― ― 

トルエン mg/L <0.06 ― 0/2 

キシレン mg/L <0.04 ― 0/2 

フタル酸ジエチルヘキシル mg/L ― ― ― 

ニッケル mg/L ― ― ― 

モリブデン mg/L ― ― ― 

アンチモン mg/L ― ― ― 

塩化ビニルモノマ- mg/L <0.0002 ― 0/2 

エピクロロヒドリン mg/L ― ― ― 

全マンガン mg/L ― ― ― 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 k/n 

特
殊
項
目 

フェノール類 mg/L <0.01 <0.01 ― 0/1 

銅 mg/L ― ― ― ― 

鉄（溶解性） mg/L ― ― ― ― 

マンガン（溶解性） mg/L ― ― ― ― 

クロム mg/L ― ― ― ― 

そ
の
他
項
目 

塩化物イオン mg/L 7 7,200 3,600 6/6 

塩素量 ％ ― ― ― ― 

アンモニア性窒素 mg/L 0.01 0.17 0.1 3/3 

亜硝酸性窒素 mg/L 0.006 0.038 0.023 3/3 

硝酸性窒素 mg/L 0.11 0.98 0.49 3/3 

燐酸性燐 mg/L 0.03 0.04 0.03 3/3 

陰イオン界面活性剤 mg/L ― ― ― ― 

一般細菌 個/mL 2.6×102 1.5×104 4.6×103 6/6 

COD mg/L 3.2 5.9 4.2 (5.1) ― 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基

準で定められた水域区分、「／」は環境基準等が設定されていないこと、「なし」は水域類型（区分）

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

k：報告下限値及び定量下限値以上の検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定

項目対象外又は出典に記載がないことを示す。 

５．COD の( )内は、日間平均値の 75％値を示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.17(7) 水質測定結果（要監視項目・特殊項目／令和２年度） 

№７、閘門（大阪湾） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（運河）、【全窒素及び全燐】Ⅳ（なし）、【全亜鉛等】生物Ａ 
測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

要
監
視
項
目 

クロロホルム mg/L 0.01 ― 0/2 

トランス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 ― 0/2 

1,2-ジクロロプロパン mg/L <0.006 ― 0/2 

p-ジクロロベンゼン mg/L <0.02 ― 0/2 

イソキサチオン mg/L <0.0008 ― 0/2 

ダイアジノン mg/L <0.0005 ― 0/2 

フェニトロチオン mg/L <0.0003 ― 0/2 

イソプロチオラン mg/L <0.004 ― 0/2 

オキシン銅 mg/L <0.004 ― 0/2 

クロロタロニル mg/L <0.004 ― 0/2 

プロピザミド mg/L <0.0008 ― 0/2 

EPN mg/L <0.0006 ― 0/2 

ジクロルボス mg/L <0.0008 ― 0/2 

フェノブカルブ mg/L <0.002 ― 0/2 

イプロベンホス mg/L <0.0008 ― 0/2 

クロルニトロフェン mg/L <0.0001 ― -/2 

トルエン mg/L <0.06 ― 0/2 

キシレン mg/L <0.04 ― 0/2 

フタル酸ジエチルヘキシル mg/L <0.003 ― 0/1 

ニッケル mg/L 0.011 ― -/1 

モリブデン mg/L 0.022 ― 0/1 

アンチモン mg/L <0.002 ― 0/1 

塩化ビニルモノマー mg/L <0.0002 ― 0/2 

エピクロロヒドリン mg/L <0.0001 ― 0/1 

全マンガン mg/L <0.02 ― 0/1 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 k/n 

特
殊
項
目 

フェノール類 mg/L ― ― ― ― 

銅 mg/L ― ― ― ― 

鉄（溶解性） mg/L ― ― ― ― 

マンガン（溶解性） mg/L ― ― ― ― 

クロム mg/L ― ― ― ― 

そ
の
他
項
目 

塩化物イオン mg/L ― ― ― ― 

塩素量 ％ 6.3 9.8 7.9 12/12 

アンモニア性窒素 mg/L <0.01 0.22 0.09 3/6 

亜硝酸性窒素 mg/L 0.035 0.093 0.056 6/6 

硝酸性窒素 mg/L 0.52 1.3 0.77 6/6 

燐酸性燐 mg/L <0.01 0.04 0.03 2/6 

陰イオン界面活性剤 mg/L ― ― ― ― 

一般細菌 個/mL 1.6×l02 2.0×l03 6.0×102 6/6 

溶解性 COD mg/L 2.3 4.6 3.9 12/12 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基

準で定められた水域区分、「／」は環境基準等が設定されていないこと、「なし」は水域類型（区分）

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

k：報告下限値及び定量下限値以上の検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定

項目対象外又は出典に記載がないことを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.17(8) 水質測定結果（要監視項目・特殊項目／令和２年度） 

№８、尼崎港中央[表層]（大阪湾） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（海域）、【全窒素及び全燐】Ⅳ（海域）、【全亜鉛等】生物Ａ 
測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

要
監
視
項
目 

クロロホルム mg/L <0.006 ― 0/2 

トランス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 ― 0/2 

1,2-ジクロロプロパン mg/L <0.006 ― 0/2 

p-ジクロロベンゼン mg/L <0.02 ― 0/2 

イソキサチオン mg/L <0.0008 ― 0/2 

ダイアジノン mg/L <0.0005 ― 0/2 

フェニトロチオン mg/L <0.0003 ― 0/2 

イソプロチオラン mg/L <0.004 ― 0/2 

オキシン銅 mg/L <0.004 ― 0/2 

クロロタロニル mg/L <0.004 ― 0/2 

プロピザミド mg/L <0.0008 ― 0/2 

EPN mg/L <0.0006 ― 0/2 

ジクロルボス mg/L <0.0008 ― 0/2 

フェノブカルブ mg/L <0.002 ― 0/2 

イプロベンホス mg/L <0.0008 ― 0/2 

クロルニトロフェン mg/L <0.0001 ― -/2 

トルエン mg/L <0.06 ― 0/2 

キシレン mg/L <0.04 ― 0/2 

フタル酸ジエチルヘキシル mg/L <0.003 ― 0/1 

ニッケル mg/L <0.001 ― -/1 

モリブデン mg/L <0.007 ― 0/1 

アンチモン mg/L <0.002 ― 0/1 

塩化ビニルモノマー mg/L <0.0002 ― 0/2 

エピクロロヒドリン mg/L <0.0001 ― 0/1 

全マンガン mg/L <0.02 ― 0/1 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 k/n 

特
殊
項
目 

フェノール類 mg/L ― ― ― ― 

銅 mg/L ― ― ― ― 

鉄（溶解性） mg/L ― ― ― ― 

マンガン（溶解性） mg/L ― ― ― ― 

クロム mg/L ― ― ― ― 

そ
の
他
項
目 

塩化物イオン mg/L ― ― ― ― 

塩素量 ％ 5 17 13.5 12/12 

アンモニア性窒素 mg/L <0.01 0.06 0.03 4/6 

亜硝酸性窒素 mg/L <0.005 0.051 0.028 5/6 

硝酸性窒素 mg/L <0.05 0.46 0.2 5/6 

燐酸性燐 mg/L <0.01 0.06 0.05 2/6 

陰イオン界面活性剤 mg/L ― ― ― ― 

一般細菌 個/mL 2.2×l01 4.3×l02 2.2×102 6/6 

溶解性 COD mg/L 1.9 3.8 2.7 12/12 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基

準で定められた水域区分、「／」は環境基準等が設定されていないこと、「なし」は水域類型（区分）

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

k：報告下限値及び定量下限値以上の検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定

項目対象外又は出典に記載がないことを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.17(9) 水質測定結果（要監視項目・特殊項目／令和２年度） 

№８、尼崎港中央[中層：２ｍ]（大阪湾） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（海域）、【全窒素及び全燐】Ⅳ（海域）、【全亜鉛等】生物Ａ 
測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

要
監
視
項
目 

クロロホルム mg/L <0.006 ― 0/2 

トランス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 ― 0/2 

1,2-ジクロロプロパン mg/L <0.006 ― 0/2 

p-ジクロロベンゼン mg/L <0.02 ― 0/2 

イソキサチオン mg/L <0.0008 ― 0/2 

ダイアジノン mg/L <0.0005 ― 0/2 

フェニトロチオン mg/L <0.0003 ― 0/2 

イソプロチオラン mg/L <0.004 ― 0/2 

オキシン銅 mg/L <0.004 ― 0/2 

クロロタロニル mg/L <0.004 ― 0/2 

プロピザミド mg/L <0.0008 ― 0/2 

EPN mg/L <0.0006 ― 0/2 

ジクロルボス mg/L <0.0008 ― 0/2 

フェノブカルブ mg/L <0.002 ― 0/2 

イプロベンホス mg/L <0.0008 ― 0/2 

クロルニトロフェン mg/L <0.0001 ― -/2 

トルエン mg/L <0.06 ― 0/2 

キシレン mg/L <0.04 ― 0/2 

フタル酸ジエチルヘキシル mg/L <0.003 ― 0/1 

ニッケル mg/L <0.001 ― -/1 

モリブデン mg/L <0.007 ― 0/1 

アンチモン mg/L <0.002 ― 0/1 

塩化ビニルモノマー mg/L <0.0002 ― 0/2 

エピクロロヒドリン mg/L <0.0001 ― 0/1 

全マンガン mg/L <0.02 ― 0/1 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 k/n 

特
殊
項
目 

フェノール類 mg/L ― ― ― ― 

銅 mg/L ― ― ― ― 

鉄（溶解性） mg/L ― ― ― ― 

マンガン（溶解性） mg/L ― ― ― ― 

クロム mg/L ― ― ― ― 

そ
の
他
項
目 

塩化物イオン mg/L ― ― ― ― 

塩素量 ％ 9.6 18 15.8 12/12 

アンモニア性窒素 mg/L <0.01 0.05 0.03 3/6 

亜硝酸性窒素 mg/L 0.006 0.046 0.024 6/6 

硝酸性窒素 mg/L <0.05 0.23 0.14 4/6 

燐酸性燐 mg/L <0.01 0.06 0.03 3/6 

陰イオン界面活性剤 mg/L ― ― ― ― 

一般細菌 個/mL ― ― ― ― 

溶解性 COD mg/L 1.3 4 2.3 12/12 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基

準で定められた水域区分、「／」は環境基準等が設定されていないこと、「なし」は水域類型（区分）

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

k：報告下限値及び定量下限値以上の検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定

項目対象外又は出典に記載がないことを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.17(10) 水質測定結果（要監視項目・特殊項目／令和２年度） 

№９、尼崎港沖[表層]（大阪湾） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（海域）、【全窒素及び全燐】Ⅳ（海域）、【全亜鉛等】生物Ａ 
測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

要
監
視
項
目 

クロロホルム mg/L <0.006 ― 0/2 

トランス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 ― 0/2 

1,2-ジクロロプロパン mg/L <0.006 ― 0/2 

p-ジクロロベンゼン mg/L <0.02 ― 0/2 

イソキサチオン mg/L <0.0008 ― 0/2 

ダイアジノン mg/L <0.0005 ― 0/2 

フェニトロチオン mg/L <0.0003 ― 0/2 

イソプロチオラン mg/L <0.004 ― 0/2 

オキシン銅 mg/L <0.004 ― 0/2 

クロロタロニル mg/L <0.004 ― 0/2 

プロピザミド mg/L <0.0008 ― 0/2 

EPN mg/L <0.0006 ― 0/2 

ジクロルボス mg/L <0.0008 ― 0/2 

フェノブカルブ mg/L <0.002 ― 0/2 

イプロベンホス mg/L <0.0008 ― 0/2 

クロルニトロフェン mg/L <0.0001 ― -/2 

トルエン mg/L <0.06 ― 0/2 

キシレン mg/L <0.04 ― 0/2 

フタル酸ジエチルヘキシル mg/L <0.003 ― 0/1 

ニッケル mg/L <0.001 ― -/1 

モリブデン mg/L <0.007 ― 0/1 

アンチモン mg/L <0.002 ― 0/1 

塩化ビニルモノマー mg/L <0.0002 ― 0/2 

エピクロロヒドリン mg/L <0.0001 ― 0/1 

全マンガン mg/L 0.02 ― 0/1 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 k/n 

特
殊
項
目 

フェノール類 mg/L ― ― ― ― 

銅 mg/L ― ― ― ― 

鉄（溶解性） mg/L ― ― ― ― 

マンガン（溶解性） mg/L ― ― ― ― 

クロム mg/L ― ― ― ― 

そ
の
他
項
目 

塩化物イオン mg/L ― ― ― ― 

塩素量 ％ 3.6 16 12.2 12/12 

アンモニア性窒素 mg/L <0.01 0.18 0.07 3/6 

亜硝酸性窒素 mg/L 0.01 0.046 0.028 6/6 

硝酸性窒素 mg/L 0.11 0.42 0.28 6/6 

燐酸性燐 mg/L <0.01 0.1 0.05 4/6 

陰イオン界面活性剤 mg/L ― ― ― ― 

一般細菌 個/mL 9.3×l01 2.9×l03 9.1×102 6/6 

溶解性 COD mg/L 1.9 3.6 2.7 12/12 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基

準で定められた水域区分、「／」は環境基準等が設定されていないこと、「なし」は水域類型（区分）

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

k：報告下限値及び定量下限値以上の検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定

項目対象外又は出典に記載がないことを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.17(11) 水質測定結果（要監視項目・特殊項目／令和２年度） 

№９、尼崎港沖[中層：２ｍ]（大阪湾） 

水域類型（区分）：【pH 等】Ｃ（海域）、【全窒素及び全燐】Ⅳ（海域）、【全亜鉛等】生物Ａ 
測定項目 単位 最大値 平均値 m/n 

要
監
視
項
目 

クロロホルム mg/L <0.006 ― 0/2 

トランス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.004 ― 0/2 

1,2-ジクロロプロパン mg/L <0.006 ― 0/2 

p-ジクロロベンゼン mg/L <0.02 ― 0/2 

イソキサチオン mg/L <0.0008 ― 0/2 

ダイアジノン mg/L <0.0005 ― 0/2 

フェニトロチオン mg/L <0.0003 ― 0/2 

イソプロチオラン mg/L <0.004 ― 0/2 

オキシン銅 mg/L <0.004 ― 0/2 

クロロタロニル mg/L <0.004 ― 0/2 

プロピザミド mg/L <0.0008 ― 0/2 

EPN mg/L <0.0006 ― 0/2 

ジクロルボス mg/L <0.0008 ― 0/2 

フェノブカルブ mg/L <0.002 ― 0/2 

イプロベンホス mg/L <0.0008 ― 0/2 

クロルニトロフェン mg/L <0.0001 ― -/2 

トルエン mg/L <0.06 ― 0/2 

キシレン mg/L <0.04 ― 0/2 

フタル酸ジエチルヘキシル mg/L <0.003 ― 0/1 

ニッケル mg/L <0.001 ― -/1 

モリブデン mg/L <0.007 ― 0/1 

アンチモン mg/L <0.002 ― 0/1 

塩化ビニルモノマー mg/L <0.0002 ― 0/2 

エピクロロヒドリン mg/L <0.0001 ― 0/1 

全マンガン mg/L 0.02 ― 0/1 

測定項目 単位 最小値 最大値 平均値 k/n 

特
殊
項
目 

フェノール類 mg/L ― ― ― ― 

銅 mg/L ― ― ― ― 

鉄（溶解性） mg/L ― ― ― ― 

マンガン（溶解性） mg/L ― ― ― ― 

クロム mg/L ― ― ― ― 

そ
の
他
項
目 

塩化物イオン mg/L ― ― ― ― 

塩素量 ％ 9.6 18 15.8 12/12 

アンモニア性窒素 mg/L <0.01 0.03 0.03 4/6 

亜硝酸性窒素 mg/L <0.005 0.045 0.026 5/6 

硝酸性窒素 mg/L <0.05 0.32 0.21 3/6 

燐酸性燐 mg/L <0.01 0.04 0.03 3/6 

陰イオン界面活性剤 mg/L ― ― ― ― 

一般細菌 個/mL ― ― ― ― 

溶解性 COD mg/L 1.2 3.7 2.3 12/12 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．水域類型（区分）について、( )内は尼崎市の環境をまもる条例に基づく水質汚濁に係る環境上の基

準で定められた水域区分、「／」は環境基準等が設定されていないこと、「なし」は水域類型（区分）

が設定されていないことをそれぞれ示す。 

３．m：環境基準の基準値を超える検体数（環境基準が設定されていない項目においては「―」で示す） 

n：総検体数 

k：報告下限値及び定量下限値以上の検体数 

４．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値及び定量下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定

項目対象外又は出典に記載がないことを示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.18 水質測定結果（ダイオキシン類） 

（単位：pg-TEQ/L） 

№ 測定地点 測定年度 測定結果 

２ 庄下川橋（庄下川） 

平成27年度 0.10 

平成28年度 0.11 

平成29年度 0.10 

平成30年度 0.26 

令和元年度 0.17 

令和２年度 0.26 

３ 南豊池橋（蓬川） 

平成27年度 0.076 

平成28年度 0.027 

平成29年度 0.022 

平成30年度 0.11 

令和元年度 0.10 

令和２年度 0.17 

（注）１．表中の№は、図 3.3.4 に対応している。 

２．環境基準の基準値は、１pg-TEQ/L 以下であること。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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(2) 地下水 

調査対象区域における地下水質調査は、地下水の全体的な水質の状況を把握するために行う概況

調査で１地域が実施されている。調査対象区域の地下水質測定結果（地下水概況調査／令和２年度）

は表 3.3.19に、地下水質測定地域は図 3.3.5に示すとおりである。 

なお、測定地点の詳細な位置は公表されていないため、測定地域名の町丁界を示した。 

地下水概況調査の結果は、全ての項目において環境基準の基準値又は指針値を満足している。 

表 3.3.19(1) 地下水質測定結果（地下水概況調査／令和２年度） 

測定項目 単位 
№１ 

環境基準の基準値 
北城内 

健
康
項
目 

カドミウム mg/L <0.0003 0.003 以下 

全シアン mg/L ND 検出されないこと。 

鉛 mg/L 0.004 0.01 以下 

六価クロム mg/L <0.01 0.05 以下 

砒素 mg/L <0.001 0.01 以下 

総水銀 mg/L <0.0005 0.0005 以下 

アルキル水銀 mg/L ND 検出されないこと。 

PCB mg/L ND 検出されないこと。 

ジクロロメタン mg/L <0.002 0.02 以下 

四塩化炭素 mg/L <0.0002 0.002 以下 

クロロエチレン 5) mg/L <0.0002 0.002 以下 

1,2-ジクロロエタン mg/L <0.0004 0.004 以下 

l,1-ジクロロエチレン mg/L <0.01 0.1 以下 

1,2-ジクロロエチレン 6) mg/L <0.004 0.04 以下 

1,1,1-トリクロロエタン mg/L <0.0005 1 以下 

l,1,2-トリクロロエタン mg/L <0.0006 0.006 以下 

トリクロロエチレン mg/L <0.001 0.01 以下 

テトラクロロエチレン mg/L <0.0005 0.01 以下 

1,3-ジクロロプロペン mg/L <0.0002 0.002 以下 

チウラム mg/L <0.0006 0.006 以下 

シマジン mg/L <0.0003 0.003 以下 

チオベンカルブ mg/L <0.002 0.02 以下 

ベンゼン mg/L <0.001 0.01 以下 

セレン mg/L <0.001 0.01 以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 mg/L 0.93 10 以下 

ほう素 mg/L 0.1 0.8 以下 

ふっ素 mg/L 0.19 1 以下 

1,4-ジオキサン mg/L <0.005 0.05 以下 
（注）１．表中の№は、図 3.3.5 に対応している。 

２．試料採水日は、令和２年７月８日である。 

３．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定項目対象外を示す。 

４．環境基準の基準値又は指針値が設定されていない項目については「―」で示す。 

５．別名「塩化ビニル」又は「塩化ビニルモノマー」とも言われている。 

６．「地下水の水質汚濁に係る環境基準について」（平成９年環境庁告示第 10 号）の改正（平成 21 年 11 月

30 日)により、シス-l,2-ジクロロエチレンはトランス-1,2-ジクロロエチレンとともに 1,2-ジクロロエチ

レンとして扱われることとなった。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.19(2) 地下水質測定結果（地下水概況調査／令和２年度） 

測定項目 単位 
№１ 

指針値 
北城内 

要
監
視
項
目 

クロロホルム mg/L <0.006 0.06 以下 

l,2-ジクロロプロパン mg/L <0.006 0.06 以下 

p-ジクロロベンゼン mg/L <0.02 0.2 以下 

イソキサチオン mg/L <0.0008 0.008 以下 

ダイアジノン mg/L <0.0005 0.005 以下 

フェニトロチオン mg/L <0.0003 0.003 以下 

イソプロチオラン mg/L <0.004 0.04 以下 

オキシン銅 mg/L <0.004 0.04 以下 

クロロタロニル mg/L <0.004 0.05 以下 

プロピザミド mg/L <0.0008 0.008 以下 

EPN mg/L <0.0006 0.006 以下 

ジクロルボス mg/L <0.0008 0.008 以下 

フェノブカルブ mg/L <0.002 0.03 以下 

イプロベンホス mg/L <0.0008 0.008 以下 

クロルニトロフェン mg/L <0.0001 ― 

トルエン mg/L <0.06 0.6 以下 

キシレン mg/L <0.04 0.4 以下 

フタル酸ジエチルヘキシル mg/L <0.003 0.06 以下 

ニッケル mg/L 0.001 ― 

モリブデン mg/L <0.007 0.07 以下 

アンチモン mg/L 0.006 0.02 以下 

エピクロロヒドリン mg/L <0.0001 0.0004 以下 

全マンガン mg/L 0.02 0.2 以下 

ウラン mg/L ― 0.002 以下 

そ
の
他
項
目 

pH ― 7.1 ― 

導電率電気伝導度 µs/cm ― ― 

塩化物イオン mg/L 12 ― 

大腸菌群数 個 4,900 ― 

一般細菌 個/mL 1,200 ― 

硝酸性窒素 mg/L 0.93 ― 

亜硝酸性窒素 mg/L <0.005 ― 

シス-l,2-ジクロロエチレン mg/L <0.002 ― 

トランス-1,2-ジクロロエチレン mg/L <0.002 ― 
（注）１．表中の№は、図 3.3.5 に対応している。 

２．試料採水日は、令和２年７月８日である。 

３．各項目測定結果欄の「<」は報告下限値未満、「ND」は検出限界以下、「―」は測定項目対象外を示す。 

４．環境基準の基準値又は指針値が設定されていない項目については「―」で示す。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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図 3.3.5 地下水質測定地域 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」
（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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3.3.5 底 質 

調査対象区域における底質調査は、河川では庄下川橋（庄下川）及び琴浦橋（蓬川）の２地点、

海域では閘門、尼崎港中央、尼崎港沖（大阪湾）の３地点で実施されている。また、ダイオキシン

類調査は、庄下川橋（庄下川）及び南豊池橋（蓬川）の２地点で実施されている。 

調査対象区域の底質測定結果は表 3.3.20～3.3.21 に、底質測定地点は図 3.3.6 に示すとおりで

ある。 

ダイオキシン類については、全ての地点において環境基準を達成している。なお、平成 30年度に

庄下川橋（庄下川）で 17pg-TEQ/gが検出されたが、令和元年度以降は滅少している。 

表 3.3.20 底質測定結果 

測定項目 単位 

№１ №２ №３ №４ №５ 

庄下川橋 

（庄下川） 

琴浦橋 

（蓬川) 

閘門 

（大阪湾） 

尼崎港中央 

（大阪湾） 

尼崎港沖 

（大阪湾） 

色相 

― 

黒緑色 黒色 黒色 黒色 黒色 

堆積物の組成 シルト シルト シルト シルト シルト 

臭気 
下水臭

（中） 

硫化水素臭

（中） 

油(精油廃液)臭 

（中） 

海藻臭 

（中） 

海藻臭 

（強） 

pH 8.1 8.3 8.1 8.0 7.9 

水分 
％ 

47.85 64.38 27.85 56.82 48.12 

強熱減量 11.3 24.5 4.6 11.2 10.6 

PCB 

mg/kg・dry 

0.12 0.04 0.16 0.04 0.07 

総水銀 0.21 0.99 4.2 0.39 0.38 

カドミウム 1.7 1.2 2.7 0.41 0.53 

鉛 91 130 150 25 28 

総クロム 38 100 170 21 24 

砒素 12 29 13 13 20 

トリブチルスズ化合物 0.032 0.074 0.44 0.0094 0.012 

トリフェニルスズ化合物 <0.0004 0.064 0.24 0.0024 0.0007 

（注）１．表中の№は、図 3.3.6 に対応している。 

   ２．試料採取日は、令和２年５月 25 日である。 

   ３．トリブチルスズ化合物はトリブチルスズイオン換算値、トリフェニルスズ化合物はトリフェニルスズイオン

換算値を記載した。 

   ４．水底の底質の汚染に係る環境基準は、ダイオキシン類を除いて設定されていない。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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表 3.3.21 底質測定結果（ダイオキシン類） 

（単位：pg-TEQ/g） 

№ 測定地点 測定期間 測定結果 

１ 庄下川橋（庄下川） 

平成27年度 3.6 

平成28年度 3.6 

平成29年度 5.4 

平成30年度 17 

令和元年度 9.4 

令和２年度 6.1 

６ 南豊池橋（蓬川） 

平成27年度 0.65 

平成28年度 0.74 

平成29年度 0.68 

平成30年度 0.87 

令和元年度 0.72 

令和２年度 1.1 

（注）１．表中の№は、図 3.3.6 に対応している。 

２．環境基準の基準値は、150pg-TEQ/g 以下であること。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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図 3.3.6 底質測定地点 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」
（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 



3.3-50 

3.3.6 土壌汚染 

調査対象区域における土壌調査は、ダイオキシン類調査について琴ノ浦高校（グラウンド）の１

地点で実施されている。土壌中のダイオキシン類測定結果は表 3.3.22に、土壌中のダイオキシン類

測定地点は図 3.3.7に示すとおりであり、環境基準を達成している。 

事業計画地の土地利用等履歴は、表 3.3.23に示すとおりである。 

事業計画地は、尼崎沖埋立処分場の一部であり、大阪湾圏域の広域処理対象区域から発生する廃

棄物を適正に埋立処分し、大阪湾圏域の生活環境の保全を図ること、埋立によってできた土地を活

用して港湾の秩序ある整備を行い、地域の均衡ある発展に寄与することを目的として、昭和 57年に

広域処理場整備対象港湾に指定され、平成２年から廃棄物受入が行われている。なお、尼崎沖埋立

処分場の進捗率は、令和３年３月末時点で 98.8％となっている。 

表 3.3.22 土壌中のダイオキシン類測定結果 

（単位：pg-TEQ/g） 

№ 測定地点 年度 測定結果 

１ 琴ノ浦高校 

平成27年度 1.5 

平成28年度 2.0 

平成29年度 2.7 

平成30年度 1.9 

令和元年度 1.3 

令和２年度 0.93 

（注）１．表中の№は、図 3.3.7 に対応している。 

２．環境基準の基準値は、l,OOOpg-TEQ/g 以下であること。 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

表 3.3.23 事業計画地の土地利用等履歴 

日 付 概    要 

昭和56年６月 広域臨海環境整備センター法が公布 

昭和57年１月 

センター法に基づき、厚生大臣より「広域処理対象区域」（近畿２府４県 159

市町村）、運輸大臣より「広域処理場整備対象港湾」（大阪港、堺泉北港、神

戸港、尼崎西宮芦屋港）が指定 

昭和57年３月 「大阪湾広域臨海環境整備センター」設立 

昭和60年12月 基本計画の厚生・運輸両大臣認可（尼崎沖・泉大津沖埋立処分場） 

平成２年１月 尼崎沖処分場廃棄物受入開始、尼崎基地廃棄物受入開始 

出典：「計画の背景と経緯」（大阪湾広域臨海環境整備センター Web サイト）より作成 
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図 3.3.7 土壌中ダイオキシン類測定地点 

出典：「尼崎市環境監視センター報（令和２年度）」
（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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3.3.7 廃棄物及び資源循環 

(1) 一般廃棄物 

尼崎市における一般廃棄物排出量は、表 3.3.24に示すとおりである。令和２年度のごみ総排出量

は約 149 千ｔ、資源化量は約 14 千ｔ、リサイクル率は 12.3％となっている。ごみ総排出量は、お

おむね横ばいで推移していたが、令和元年度以降前年度比約３％減で推移している。 

表 3.3.24 尼崎市の一般廃棄物排出量の推移 

区   分 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

ごみ総排出量(t) 156,577 155,603 157,734 153,347 148,880 

 生活系ごみ搬入量(t) 95,396 95,689 97,337 96,439 97,413 

事業系ごみ搬入量(t) 53,265 52,829 53,743 51,425 46,621 

集団回収量(t) 7,916 7,085 6,654 5,483 4,846 

資源化量(t) 13,227 14,030 14,286 13,638 13,689 

リサイクル率（％） 13.65 14.12 13.50 12.59 12.34 

直接焼却量(t) 127,490 123,164 128,087 126,740 125,003 

出典：「一般廃棄物処理実態調査結果」（平成 28～令和２年、環境省） 

 

(2) 産業廃棄物 

尼崎市における産業廃棄物排出量及び処理・再生利用量は、表 3.3.25に示すとおりである。令和

元年度の産業廃棄物総排出量は 2,764 千 t であり、このうち 2,484 千 t（89.9％）が中間処理によ

って減量され、220 千 t（7.9％）が再生利用、残りの 60 千 t（2.2％）が最終処分されている。産

業廃棄物総排出量は、おおむね横ばいで推移している。 

表 3.3.25 尼崎市の産業廃棄物排出量及び処理・再生利用量の経年変化（尼崎市） 

年度 

区分 

計（総排出量） 

（千 t) 

減量化量 再生利用量 最終処分量 

(千 t) (％) (千 t) (％) (千 t) (％) 

平成 27年度 2,705 2,425 89.7 193 7.1 87 3.2 

平成 28年度 2,880 2,512 87.2 308 10.7 60 2.1 

平成 29年度 2,722 2,471 90.8 196 7.2 55 2.0 

平成 30年度 2,734 2,468 90.3 213 7.8 53 1.9 

令和元年度 2,764 2,484 89.9 220 7.9 60 2.2 

（注）各年度の値は推計値。 

出典：「尼崎の環境－平成 29～令和２年度版－」 

（平成 30 年２月、平成 31 年３月、令和２年３月、令和３年３月、尼崎市経済環境局） 

   「環境基本計画年次報告書－令和３年度版－」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 
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3.3.8 動植物 

(1) 動植物 

「第４回自然環境保全基礎調査 兵庫県自然環境情報図」（平成７年、環境庁）は図 3.3.8に示す

とおりであり、調査対象区域を含む区画においてニホンザルの分布が確認されている。また、鳥類

の集団繁殖地・ねぐら等は確認されておらず、原生自然環境保全地域・自然環境保全地域等は指定

されていない。武庫川においては、調査対象区域内外の計６地点において魚類調査が実施されてお

り、表 3.3.26に示すとおり 38種が確認されている。 

また、「環境影響評価書（阪神間都市計画ごみ焼却場尼崎市立クリーンセンター第２工場）」（平

成 12年８月、尼崎市）における、調査対象区域の近傍海域における水生生物の調査の結果、表 3.3.27

に示す種類数が確認されたが、自然環境の保全上貴重な種は確認されておらず、確認されたほとん

どの種は、大阪湾を含む瀬戸内海域においても広く分布しているものであった。 

表 3.3.27 調査対象区域の近傍海域における水生生物の確認種類数 

（単位：種類数） 

 秋季 冬季 春季 夏季 

植物プランクトン 23 21 27 33 

動物プランクトン 21 24 20 23 

魚卵 1 0 1 0 

稚仔 3 1 0 3 

底生動物 10 20 32 1 

潮間帯生物（動物） 27 22 21 20 

潮間帯生物（植物） 4 7 2 1 

 

 

(2) 植生分布 

調査対象区域の植生分布の概況は、図 3.3.9に示すとおりである。調査対象区域は大部分が工場

地帯及び市街地であり、事業計画地及びその周辺は造成地及び路傍・空地雑草群落となっている。 
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図 3.3.8(1) 第４回自然環境保全基礎調査 兵庫県自然環境情報図 

出典：「第４回自然環境保全基礎調査 兵庫県自然環境情報図」 
（平成７年、環境庁） 
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図 3.3.8(2) 第４回自然環境保全基礎調査 兵庫県自然環境情報図（動物分布図） 

※１区画の範囲は、約 11km×９km である。 

出典：「第４回自然環境保全基礎調査 兵庫県自然環境情報図」（平成７年、環境庁） 
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表 3.3.26 武庫川魚類調査結果 

 
出典：「第４回自然環境保全基礎調査 兵庫県自然環境情報図」（平成７年、環境庁） 
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図 3.3.9 調査対象区域における植生分布の概況 

出典：「第６回自然環境保全基礎調査（現存植生図）」
（平成 11～16 年度実施、環境省） 
「第７回自然環境保全基礎調査（現存植生図）」
（平成 17 年度～令和２年度実施、環境省） 
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3.3.9 地球温暖化 

(1) 尼崎市における温室効果ガスの排出状況 

尼崎市における温室効果ガスの排出量（二酸化炭素）は、表 3.3.28に示すとおりである。尼崎市

から排出される温室効果ガスの約 99％を占める二酸化炭素について、令和２年度（速報値）の排出

量は 2,494kt-C02であり、基準年度（平成 25年度）の 3,502kt-C02から 28.8％減少している。二酸

化炭素の部門別に見ると、産業部門、業務その他部門、家庭部門、運輸部門では基準年と比較して

排出量が減少しているが、その他（廃棄物分野等）では排出量が増加している。 

表 3.3.28 尼崎市における温室効果ガス排出量（二酸化炭素） 

区  分 

基準年度（平成 25年度） 令和２年度（速報値） 平成 25年度比 

 

(％) 
排出量 

(kt-C02) 

割 合 

(％) 

排出量 

(kt-C02) 

割 合 

(％) 

産業部門 1,825 52.1 1,154 46.3 -36.8 

業務その他部門 607 17.3 377 15.1 -37.8 

家庭部門 605 17.3 522 20.9 -13.8 

運輸部門 408 11.7 380 15.2 -6.9 

その他(廃棄物分野等) 57 1.6 61 2.5 7.6 

合 計 3,502 100.0 2,494 100.0 -28.8 

（注）１．各値は四捨五入をして記載しているため、合計値が一致しない場合がある。 

   ２．各年の各項目の割合（％）は、二酸化炭素合計排出量に対する各部門の排出量の比率である。 

   ３．区分の定義は以下に示すとおりである。 

     産 業 部 門：製造業、建設業・鉱業、農林水産業における工場・事業場のエネルギー消費に伴

う排出 

発電所や熱供給事業所、石油製品製造業等における自家消費分及び送配電ロス等

に伴う排出 

     業務その他部門：事務所・ビル、商業・サービス業施設のほか、他のいずれの部門にも帰属しない

エネルギー消費に伴う排出 

     家 庭 部 門：家庭におけるエネルギー消費に伴う排出 

     運 輸 部 門：自動車・鉄道におけるエネルギー消費に伴う排出 

     その他(廃棄物分野等)：一般廃棄物の焼却処分に伴う排出等 

   ４．「市内温室効果ガス排出量推計結果 報告書」では二酸化炭素のみを対象に推計を行うこととされて

いる。 

出典：「市内温室効果ガス排出量推計結果 報告書」（令和４年３月、尼崎市） 
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(2) 尼崎市における二酸化炭素排出星の削減目標 

尼崎市における二酸化炭素排出量の削減目標は、表 3.3.29に示すとおりである。平成 31年３月

に策定された「尼崎市地球温暖化対策推進計画」（平成 31年３月（令和４年３月一部改訂）、尼崎

市）によると、「令和 12 年度（2030 年度）の二酸化炭素排出量を平成 25 年度（2013 年度）比で

50％以上削減」の目標を掲げている。 

表 3.3.29 尼崎市における二酸化炭素排出量の削減目標 

区  分 

基準年度 

（平成 25年度（2013年度）） 

目標年度 削減目標 

（令和 12年度（2030年度）） 

排出量 

(kt-CO2) 

排出量 

(kt-CO2) 

削減率 

（％） 

産業部門 1,825 923 49.4 

業務その他部門 607 304 49.9 

家庭部門 605 234 61.4 

運輸部門 408 250 38.8 

その他（廃棄物分野等） 57 26 53.9 

合  計 3,502 1,737 50.4 

（注）１．四捨五入を行っているため、各値と合計値が一致しない場合がある。 

   ２．区分の定義は以下に示すとおりである。 

      産 業 部 門：製造業、建設業・鉱業、農林水産業に関する工場・事業場のエネルギー消費

に伴う排出 

発電所や熱供給事業所における自家消費分及び送配電ロスなどに伴う排出 

      業務その他部門：事務所・ビル、商業・サービス業施設のほか、他のいずれの部門にも帰属し

ないエネルギー消費に伴う排出 

      家 庭 部 門：家庭におけるエネルギー消費に伴う排出 

      運 輸 部 門：自動車・鉄道におけるエネルギー消費に伴う排出 

      その他(廃棄物分野等)：一般廃棄物の焼却処分に伴う排出など 

出典：「尼崎市地球温暖化対策推進計画」（平成 31 年３月（令和４年３月一部改訂）、尼崎市） 
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3.3.10 人と自然との触れ合い活動の場 

調査対象区域における人と自然との触れ合い活動の場の状況は表 3.3.30 に、人と自然との触れ

合い活動の場の位置は図 3.3.10に示すとおりである。調査対象区域には、桜並木を散策できる「武

庫川河川緑地、大物川緑地・北浜公園、蓬川緑地・蓬川公園、祗園橋緑地・北堀運河緑地」、元民

家の庭を日本庭園風にした公園「宮内公園」がある。また、元浜緑地、祇園橋緑地等を通過し、港

湾部へ至るウォーキングコース「人工の光で野菜作り、尼崎の水郷めぐり」、阪神尼崎駅から寺町、

蓬川緑地、であい橋、尼ロック（尼崎閘門）、尼崎スポーツの森、尼崎市立魚つり公園など、尼崎

の名所をめぐるサイクリングロードとして整備されている全長約 11 ㎞のサイクリングコース「尼

っ子リンリンロード」等が整備されている。 

表 3.3.30 調査対象区域における人と自然との触れ合い活動の場の状況 

№ 名   称 状  況 出 典 

1 武庫川河川敷緑地 緑地・桜並木（約 2,000本） ②③ 

2 大物川緑地・北浜公園 緑地・桜並木（約 300本） ②③ 

3 蓬川緑地・蓬川公園 
緑地・桜並木（約 1,000本） 

バラ園（約 30種約 640本） 
②③ 

4 宮内公園（日本庭園） しだれ梅（約 15本） ②③ 

5 元浜緑地 アジサイ（約 17種 1,000株） ①②③ 

6 祗園橋緑地・北堀運河緑地 緑地・桜並木（約 150本） ②③ 

7 水明公園 バラ園（約 60種 2,900本） ②③ 

8 中央公園 立体遊歩道、四季折々の花 ③ 

9 梅ノ木公園 梅林（白梅・紅梅約 40本） ②③ 

10 魚つり公園 多目的広場（海釣り） ①③ 

11 人工の光で野菜作り、尼崎の水郷めぐり ウォーキングコース ④ 

12 尼っこリンリンロード サイクリングロード ④ 

13 兵庫県立尼崎の森中央緑地 多目的広場（大芝生広場） ⑤ 

14 尼崎のびのび公園 
六甲の山並みを背景に臨海部を

眺望できる公園 
⑥ 

（注）表中の№は、図 3.3.9に対応している。 

出典：①「学び・文化・スポーツ／公園・自然林・レクリエーション施設」（尼崎市 Web サイト） 

   ②「学び・文化・スポーツ／花と緑に親しむ」（尼崎市 Web サイト） 

   ③「施設／まなぶ・レジャー／公園」（尼崎市 Webサイト） 

   ④「学び・文化・スポーツ／尼崎で観光／歩いてめぐる・自転車でめぐる」（尼崎市 Web サイト） 

   ⑤「兵庫県立尼崎の森中央公園」 

（兵庫県立尼崎の森中央公園 HP：https://www.hyogo-park.or.jp/amagasaki/） 

   ⑥「尼崎のびのび公園」 

（大阪湾環境保全協議会 HP：https://www.osaka-wan.jp/202/photospot/hyogo/amagasaki3） 
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図 3.3.10 人と自然との触れ合い活動の場の位置 

出典：「学び・文化・スポーツ／公園・自然林・レクリエーション施設」（尼崎市 Webサイト） 
   「学び・文化・スポーツ／花と緑に親しむ」（尼崎市 Web サイト） 
   「施設／まなぶ・レジャー／公園」（尼崎市 Web サイト） 
   「学び・文化・スポーツ／尼崎で観光／歩いてめぐる・自転車でめぐる」（尼崎市 Web サイト） 
   「兵庫県立尼崎の森中央公園」 

（兵庫県立尼崎の森中央公園 HP：https://www.hyogo-park.or.jp/amagasaki/） 
   「尼崎のびのび公園」 

（大阪湾環境保全協議会 HP：https://www.osaka-wan.jp/202/photospot/hyogo/amagasaki3） 
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3.3.11 景 観 

尼崎市域は、「尼崎市都市美形成計画」（2011 年、尼崎市）において、図 3.3.11 に示すとおり

都市美形成計画が定められている。事業計画地は、工業専用地域に指定されており、「尼崎市都市

美形成条例」（昭和 59 年条例第 41 号（最終改正：令和２年条例第 50 号））別表第５項に該当す

る。また、用途地域による景観類型は臨海部工業景観であり、都市美誘導基準が建築物については

建築物の配置形態、建築物の意匠、外構、工作物については意匠、色彩について定められているが、

本事業は臨海部工業景観で届出の対象となる建築物・工作物を設置するものではないことから、該

当しない 1)。 

 

3.3.12 その他 

令和２年度の尼崎市における公害苦情件数は、表 3.3.31に示すとおりである。典型７公害に係る

苦情のうち、騒音に係る苦情件数が最も多く 119件、次いで大気汚染に係る苦情件数が 57件、悪臭

に係る苦情件数が 29件となっている。 

表 3.3.31 公害苦情件数（令和２年度） 

（単位：件） 

市 
典型７公害 典型７ 

公害以外 

の苦情 

合計 
大気汚染 水質汚濁 土壌汚染 騒音 振動 地盤沈下 悪臭 小計 

尼崎市 57 23 0 119 13 0 29 241 0 241 

（注）典型７公害以外の苦情は、不法投棄、害虫等の発生、動物死骸の放置等である。 

出典：「環境白書 －令和３年度版－ 資料編」（兵庫県 Web サイト） 

 

 

 
（注）１．「尼崎市都市美形成計画」（2011 年、尼崎市）において、臨海部工業景観で届出の対象となる建築物・

工作物の規模は、建築物が高さ 18ｍ以上・建築面積 2,000ｍ2以上・敷地が幹線道路等に接する長さ 50ｍ以

上、工作物が高さ６ｍを超え、かつ、地上からの高さ 30ｍ以上と定められている。 
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出典：「尼崎市都市美形成計画 ～誇りと愛着と活力のある美しいまちのために～」（2011 年、尼崎市） 

図 3.3.11 都市美形成計画 
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第４章 事前環境配慮の内容 

事前環境配慮指針（平成 17年尼崎市公告第 71号）に基づき、事業計画の特性及び事業計画地周

辺の地域特性を考慮し、環境配慮を検討すべき項目（以下「環境配慮検討項目」という。）につい

て抽出した。 

抽出した環境配慮検討項目についての事前環境配慮の内容は、表 4.1.1に示すとおりである。 

表 4.1.1(1) 事前環境配慮の内容 

 事前環境配慮事項 区分 環境配慮の内容及び検討の経緯 

基
本
的
配
慮 

(1) 事業計画地の選定 

①事業計画地の選定及び事業規模等の計画決
定に当たっては、尼崎市環境基本計画及びま
ちづくりに関する各種方針等との整合性を
確保すること。 

ｂ 対象事業は、大阪・関西万博開催期間中の
平面駐車場を整備するものである。事業計画
地は安定型廃棄物埋立跡地であり、施設規模
等の計画決定においては、尼崎市環境基本計
画及びまちづくりに関する各種方針等との整
合性を確保する。 

②公共機関等が実施する広域的な事業に係る
事業計画地の選定及び事業規模等の計画決
定に当たっては、その事業と地域社会等との
関係を考慮し、全体として環境影響が少なく
かつ効率的なものになるよう配慮すること。 

ｂ 対象事業は、平面駐車場を整備するもので
あり、大阪・関西万博の万博Ｐ＆Ｒ駐車場の
一つとして位置付けている。万博Ｐ＆Ｒ駐車
場は複数箇所計画しており、全体として環境
影響が少なく、かつ、効率的なものになるよ
う配慮する。 

(2) 周辺地域との調和 

①土地利用及び施設配置等の計画策定に当 
たっては、事業計画区域及びその周辺地域の
環境特性を十分に把握したうえ、周辺地域の
生活環境及び自然環境にできる限り配慮す
るとともに、町並み、史跡等の文化的な環境
とも調和した計画とすること。 

ｃ 事業計画地は、安定型廃棄物埋立跡地であ
り、周辺地域は都市計画法に基づき工業専用
地域に指定されており、半年の供用期間終了
後は原状復旧することから、周辺地域との調
和については、検討対象外とする。 

②自動車による人又は物の流出入を伴う事業
の計画策定に当たっては、低公害車の導入、
公共交通機関の利用の促進、配送の効率化等
により、自動車公害の防止に努め、周辺地域
及び市域の環境に配慮した計画とすること。 

ｂ 事業計画地と万博会場を往復するＰ＆Ｒシ
ャトルバスは、可能な限り低公害型の車種の
採用を検討する他、効率的な運行により排出
ガス抑制に努める。また、公共交通利用の呼
びかけや事前予約制として予約枠をコントロ
ールすること等により、交通量の発生抑制に
努める。施設利用車両に対して、車マスの一
部に自家用車向け充電器の設置を予定してい
る。また、アイドリングストップ、空ぶかし
防止、制限速度の遵守等を呼びかける。工事
関連車両は、可能な限り阪神高速５号湾岸線
を利用して尼崎東海岸出入口又は中島出入口
からアクセスするルートを優先し、一般道路
を経由する県道57号の利用を最小限に抑え
る。工事の効率化・平準化を図り、走行台数
を可能な限り削減することにより、自動車公
害の防止に努め、周辺地域及び市域の環境に
配慮した計画とする。 

(3) 事業計画区域に係る配慮 

①事業計画区域の面整備に当たっては、事業計
画区域の土地利用及び施設配置等を検討し、
土地の改変及び樹木の伐採等が可能な限り
少なくなるよう配慮すること。 

ｃ 対象事業は、安定型廃棄物埋立跡地に平面
駐車場を整備するものであり、整備に当たり
大規模な掘削工事や盛土工事はなく、樹木の
生育はほとんどみられないことから、検討対
象外とする。 
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表 4.1.1(2) 事前環境配慮の内容 

 事前環境配慮事項 区分 環境配慮の内容及び検討の経緯 

基
本
的
配
慮 

(4) 建設・解体工事に係る配慮 

①建設・解体工事においては、粉じんの飛散、
汚濁水の流出及び騒音・振動の発生防止に努
めるとともに、建設系廃棄物・残土の発生抑
制、再利用及び適正処理に努めること。 

ｂ 適宜散水を行う等、粉じんの発生抑制に努
める。工事において大規模な掘削は行わない
ことから工事排水の発生はほとんどない見
込みである。工事用地内に降った雨水等の濁
水は、排水経路に泥溜め部を設けることで海
域へのSSの負荷を低減させてから公共用水
域に放流する。建設系廃棄物・残土は、本環
境影響評価の予測・評価結果を踏まえ、発生
抑制、再利用及び適正処理に努める。 

生
活
環
境
の
保
全 

(1) 大気質 

①大気汚染物質の発生施設の設置に当たって
は、良質燃料の使用、最新の処理技術の導入
等技術の進展に応じた適切な措置を講じる
ことにより、汚染物質の排出抑制に努めるこ
と。 

ｂ 施設利用車両に対して、車マスの一部に自
家用車向け充電器の設置を予定している。ま
た、アイドリングストップ、空ぶかし防止、
制限速度の遵守等を呼びかける。事業計画地
と万博会場を往復するＰ＆Ｒシャトルバス
は、可能な限り低公害型の車種の採用を検討
する他、効率的な運行、適切な点検・整備を
実施することにより、排出ガス抑制に努め
る。工事関連車両は、可能な限り阪神高速５
号湾岸線を利用して尼崎東海岸出入口又は
中島出入口からアクセスするルートを優先
し、一般道路を経由する県道57号の利用を最
小限に抑える。工事の効率化・平準化を図り、
工事関連車両台数を可能な限り削減する。ま
た、適宜散水を行う等、粉じんの発生抑制に
努める。工事関連車両は、過積載の防止、積
み荷の安定化、空ぶかしの禁止、アイドリン
グストップの遵守等、適切な運行を行う。ま
た、兵庫県の「環境の保全と創造に関する条
例」に基づく流入車両規制を遵守する。使用
する建設機械は、可能な限り最新の排ガス対
策型の車種を採用し、適切に点検・整備を実
施する。船舶の運航による夢洲へのアクセス
が可能となる場合は、船舶は適切に整備・点
検を行い、整備不良による排出ガス中の大気
汚染物質の増加を抑制するよう、また、船舶
の運航に当たっては航行速度の最適化に努
め、高負荷運転を行わないよう関係者への周
知徹底を図る。 

②大気汚染物質の発生施設の設置に当たって
は、事業計画区域周辺の生活環境を考慮し、
適切な施設配置等により、環境の保全に配慮
すること。また、近隣に高層住宅等が存在す
る場合には、上層部等での影響についても十
分に配慮すること。 

ｂ 公共交通利用の呼びかけや事前予約制と
して予約枠をコントロールすること等によ
り、交通量の発生抑制に努める。施設利用車
両に対して、車マスの一部に自家用車向け充
電器の設置を予定している。また、アイドリ
ングストップ、空ぶかし防止、制限速度の遵
守等を呼びかける。事業計画地へ誘導する案
内看板の適切な設置を検討する。工事関連車
両の走行ルートや時間帯は、道路規格、周辺
道路の状況、住居の立地状況などに配慮し、
効率的で環境負荷が小さくなるよう、計画的
な運行管理を行うことにより、環境の保全に
配慮する。 
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表 4.1.1(3) 事前環境配慮の内容 

 事前環境配慮事項 区分 環境配慮の内容及び検討の経緯 

生
活
環
境
の
保
全 

(2) 騒音、振動及び低周波音 

①騒音・振動等の発生施設の設置にあたって

は、事業計画区域周辺の生活環境を考慮し、

適切な施設配置及び低公害型機器の導入、防

音防振対策等、技術の進展に応じた適切な措

置を講じることにより、環境の保全に配慮す

ること。また、近隣に高層住宅等が存在する

場合には、上層部等での影響についても十分

に配慮すること。 

ｂ 公共交通利用の呼びかけや事前予約制とし

て予約枠をコントロールすること等により、

交通量の発生抑制に努める。施設利用車両に

対して、車マスの一部に自家用車向け充電器

の設置を予定している。また、アイドリングス

トップ、空ぶかし防止、制限速度の遵守等を呼

びかける。看板の設置等により事業計画地内

での低速走行を呼びかける。事業計画地へ誘

導する案内看板の適切な設置を検討する。事

業計画地と万博会場を往復するＰ＆Ｒシャト

ルバスは、可能な限り低公害型の車種の採用

を検討する他、効率的な運行、適切な点検・整

備を実施する。また、工事関連車両は、可能な

限り阪神高速５号湾岸線を利用して尼崎東海

岸出入口又は中島出入口からアクセスするル

ートを優先し、一般道路を経由する県道57号

の利用を最小限に抑える。工事の効率化・平準

化を図り、工事関連車両台数を可能な限り削

減する。工事関連車両は、過積載の防止、積み

荷の安定化、制限速度の遵守、空ぶかしの禁

止、アイドリングストップの遵守等、適切な運

行を行うことにより、環境の保全に配慮する。 

(3) 水質及び底質 

①水質汚濁物質の発生施設の設置に当たって

は、発生する汚濁負荷量を可能な限り低減さ

せること。また、公共用水域に排水する場合

にあっては、高度処理技術の導入等技術の進

展に応じた適切な措置を講じることにより、

環境への負荷の低減に努めること。 

ｂ 施設の供用中に設置するトイレ等について

は、可能な限りバイオトイレ(汚水を浄化しリ

サイクルすることで汲み取りや排水のないト

イレ)を導入することにより、排水量を低減す

る。また、浄化槽を設置して処理する場合に

は、一般排水基準を十分下回るよう、高度処理

型浄化槽を設置する。 

工事において大規模な掘削は行わないこと

から工事排水の発生はほとんどない見込みで

ある。工事用地内に降った雨水等の濁水は、排

水経路に泥溜め部を設けることで海域へのSS

の負荷を低減させてから公共用水域に放流す

る。 

船舶の運航による夢洲へのアクセスのため

に船着場を整備する場合は、直杭式横桟橋（海

底に支柱を打設しその上に床板を乗せた構

造）、陸岸に設置して設けられる接岸施設であ

る岸壁等ではなく、浮桟橋（海上に浮体（ポン

ツーン）を浮かべ海底に沈めた錨と係留チェ

ーンで接続する構造等）とすることで、海底へ

の支柱打設を行わないよう整備主体に求め

る。 

(4) 地形・地質及び地盤変状 

①道路等の建設に当たっては、雨水地下浸透に

配慮した構造の採用等技術の進展に応じた

適切な措置を講じることにより、水循環及び

地盤環境の保全に配慮すること。 

ｂ 舗装は、再生資源を用いる計画であるため、

雨水地下浸透に配慮した構造の採用はしない

が、事業計画地内に降った雨水は、雨水排水経

路を通じて公共用水域へ放流することによ

り、水循環及び地盤環境の保全に配慮する。 
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表 4.1.1(4) 事前環境配慮の内容 

 事前環境配慮事項 区分 環境配慮の内容及び検討の経緯 

生
活
環
境
の
保
全 

(5) 廃棄物 

①発生する廃棄物の処理に当たっては、事業計

画区域周辺の生活環境を考慮し、適切な分別

保管場所を確保するとともに、環境に影響の

ないよう適正な処理計画に基づき処理する

こと。 

ｂ 撤去工事においては、「建設工事に係る資材

の再資源化等に関する法律」等の関係法令に

基づき、発生抑制・減量化・リサイクルについ

て適切な措置を講じる。掘削土は、可能な限り

盛土として使用する。建設資材（仮設含む）に

ついては、指定材料を除き、リユース・リサイ

クル材や撤去後にリユース・リサイクルを行

いやすい材料の活用を検討する。工事期間中

に発生する紙ごみ・プラスチックなどの再資

源化可能物については、分別収集・リサイクル

を実施し、発生量の抑制に努める。駐車場管理

運営施設において発生する廃棄物について

は、「尼崎市廃棄物の減量及び適正処理に関す

る条例」に基づき、分別収集・紙資源のリサイ

クル等により発生量の抑制に努める。来場者

に対してごみの持ち帰りを呼びかける等、発

生量の抑制に努める。 

施設の供用中に設置するトイレ等について

は、可能な限りバイオトイレ(汚水を浄化しリ

サイクルすることで汲み取りや排水のないト

イレ)を導入することにより、排水量を低減す

る。また、浄化槽を設置して処理する場合に

は、一般排水基準を十分下回るよう、高度処理

型浄化槽を設置する。 

自
然
環
境
の
保
全
と
創
造 

(1) 植物、動物及び生態系 

①事業計画区域での土地の改変に当たっては、

事業計画区域及びその周辺における動植物

の生息地の保全並びに必要な代償措置の実

施に可能な限り配慮すること。さらに、利用

可能なスペースについては、可能な限り緑化

に努めるとともに、ビオトープづくり等身近

な自然環境の創造にも配慮すること。 

ｂ 事業計画地内のほぼ全てを平面駐車場用地

として活用する計画であるが、現況はほぼ平

地であり、整備に当たり大規模な掘削工事や

盛土工事は行わないこと、半年の供用期間終

了後は原状復旧すること、事業計画地及びそ

の周辺地域は、安定型廃棄物埋立跡地であり、

主に裸地で樹木や動植物はほとんどみられな

いこと、工業専用地域に指定されており周辺

も同様の地形が広がっていること、事業期間

が短期間であることから、配慮の対象としな

いが、利用可能なスペースについては、緑化を

検討する。 

②整備面積の大きな事業に係る事業計画区域

での緑地等の配置については、周辺樹木等と

の連続性及び地域由来の植生に配慮すると

ともに、動植物の生息地の積極的な創造にも

配慮し、まとまりのある緑地及び水辺の整備

に努めること。 

c 事業計画地内のほぼ全てを平面駐車場用地

として活用する計画であるが、現況はほぼ平

地であり、整備に当たり大規模な掘削工事や

盛土工事は行わないこと、半年の供用期間終

了後は原状復旧すること、事業計画地及びそ

の周辺地域は、安定型廃棄物埋立跡地であり、

主に裸地で樹木や動植物はほとんどみられな

いこと、工業専用地域に指定されており周辺

も同様の地形が広がっていること、事業期間

が短期間であることから、配慮の対象としな

い。 
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表 4.1.1(5) 事前環境配慮の内容 

 事前環境配慮事項 区分 環境配慮の内容及び検討の経緯 

地
球
環
境
の
保
全 

(1) 資源循環及び地球温暖化 

①原材料及び建築資材の選定に当たっては、再

生品の利用等により、資源の循環利用及び熱

帯木材の使用削減に努めること。 

ｂ 舗装工の表層及び路盤は、可能な限り再生

資源を活用する。掘削土は、可能な限り盛土と

して使用する。 

②エネルギー使用機器類の選定に当たっては、

コージェネレーション、廃熱の利用等による

熱効率を高めた機器の導入、自然エネルギー

の活用等技術の進展に応じた適切な措置を

講じることにより、温室効果ガスの排出抑制

及び省資源・省エネルギーに努めること。 

ｂ 事業計画地と万博会場を往復するＰ＆Ｒシ

ャトルバスは、可能な限り低公害型の車種の

採用を検討する。また、高効率照明や高効率空

調等の採用により、温室効果ガスの発生抑制

及び省資源・省エネルギーに努める。 

③発生する廃棄物の処理に当たっては、その発

生抑制に努めるとともに、再利用及び再資源

化を技術の進展に応じ積極的に推進するこ

と。 

ｂ 撤去工事においては、「建設工事に係る資材

の再資源化等に関する法律」等の関係法令に

基づき、発生抑制・減量化・リサイクルについ

て適切な措置を講じる。掘削土は、可能な限り

盛土として使用する。建設資材（仮設含む）に

ついては、指定材料を除き、リユース・リサイ

クル材や撤去後にリユース・リサイクルを行

いやすい材料の活用を検討する。工事期間中

に発生する紙ごみ・プラスチックなどの再資

源化可能物については、分別収集・リサイクル

を実施し、発生量の抑制に努める。駐車場管理

運営施設において発生する廃棄物について

は、「尼崎市廃棄物の減量及び適正処理に関す

る条例」に基づき、分別収集・紙資源のリサイ

クル等により発生量の抑制に努める。来場者

に対してごみの持ち帰りを呼びかける等、発

生量の抑制に努める。 

施設の供用中に設置するトイレ等について

は、可能な限りバイオトイレ(汚水を浄化しリ

サイクルすることで汲み取りや排水のないト

イレ)を導入することにより、排水量を低減す

る。また、浄化槽を設置して処理する場合に

は、一般排水基準を十分下回るよう、高度処理

型浄化槽を設置する。 

都
市
環
境
等
の
保
全
と
創
造 

(1) 人と自然とのふれあい活動の場 

①公園・広場・ビオトープその他の整備に当た

っては、自然素材及び既存植生を利用すると

ともに、新たな自然環境を創造するなど、身

近な自然環境の保全と創造に配慮すること。 

ｃ 対象事業は、公園・広場・ビオトープその他

の人と自然とのふれあい活動の場を整備する

のではなく、半年の供用期間終了後は原状復

旧することから、検討対象外とする。 

(2) 電波障害、日照及び風害 

①建築物・工作物の建設に当たっては、事業計

画区域周辺の生活環境及び気象状況を考慮

し、電波障害、日照及び風害について、周辺

環境への影響の低減に努めること。また、近

隣に建築物又は工作物が存在する場合には、

それらとの複合的な影響についても配慮す

ること。 

ｃ 対象事業は、大阪・関西万博開催期間中の平

面駐車場を整備するものであり、半年の供用

期間終了後は原状復旧すること、また、事業計

画地近傍には住居が存在しないことから、検

討対象外とする。 
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表 4.1.1(6) 事前環境配慮の内容 

 事前環境配慮事項 区分 環境配慮の内容及び検討の経緯 

都
市
環
境
等
の
保
全
と
創
造 

(3) ヒートアイランド現象 

①建築物・工作物の建設に当たっては、屋上・
外壁の緑化、断熱構造、太陽光発電の採用等
技術の進展に応じた適切な措置を講じると
ともに、利用可能なスペースについては、可
能な限り緑化するなど、ヒートアイランド現
象への影響の低減に努めること。 

ｂ 利用可能なスペースについては、緑化を検
討する。 

②エネルギー使用機器類の選定及び熱発生施
設の設置に当たっては、コージェネレーショ
ンの導入、廃熱の利用等技術の進展に応じた
適切な措置を講じることにより、環境への熱
放散の低減に努めること。 

ｂ 高効率の照明・空調設備の採用等、環境への
熱放散の低減を検討する。 

③道路等の建設に当たっては、保水性に配慮し
た構造の採用等技術の進展に応じた適切な
措置を講じることにより、ヒートアイランド
現象への影響の低減に努めること。 

b 平面駐車場の整備に当たっては暑熱対策
等、適切な措置について検討する。 

(4) 景観及び文化財 

①建築物・工作物の構造・配置の決定及びデザ
イン・色彩等の選定に当たっては、周辺景観
との調和に配慮するとともに、緑化等によ
り、良好な都市景観の確保に努めること。 

b 対象事業は、大阪・関西万博開催期間中の平
面駐車場を整備するものであり、事業計画地
及びその周辺地域は工業専用地域であるこ
と、半年の供用期間終了後は原状復旧するこ
とから、周辺景観との調和、良好な都市景観の
確保については、検討対象外とするが、利用可
能なスペースについては、緑化を検討する。 

②事業計画区域及びその周辺における文化的・
歴史的資源並びに視覚的・聴覚的景観の適切
な保全に配慮するとともに、それらの創造的
視点をもった計画づくりに努めること。 

ｃ 事業計画地及びその周辺地域に視認できる
文化的・歴史的資源は存在せず、半年の供用期
間終了後は原状復旧することから、検討対象
外とする。 

都
市
環
境
等
の
保
全
と
創
造 

(5) 都市施設及び安全性その他 

①集客施設の設置にあたっては、周辺の道路状
況及び生活環境を考慮し、施設へのアクセス
手段の確保等により、混雑及び渋滞の緩和、
安全の確保に努めること。 

ｂ 公共交通利用の呼びかけや事前予約制とし
て予約枠をコントロールすること等により、
交通量の発生抑制に努める。施設利用車両に
対して、車マスの一部に自家用車向け充電器
の設置を予定している。また、アイドリングス
トップ、空ぶかし防止、制限速度の遵守等を呼
びかける。事業計画地へ誘導する案内看板の
適切な設置を検討する。また、事業計画地の出
入口付近には誘導員を適宜配置することや、
看板の設置等により低速走行を呼びかける
等、交通事故の防止に努める。 
工事関連車両の出入口付近には、誘導員を

適宜配置し、事故の防止に努める。夜間や休日
には工事関係者以外の者が工事現場に立ち入
らないように出入口に施錠する等の対策を講
じる。工事関連車両は、可能な限り阪神高速５
号湾岸線を利用して尼崎東海岸出入口又は中
島出入口からアクセスするルートを優先し、
一般道路を経由する県道57号の利用を最小限
に抑える。工事の効率化・平準化を図り、工事
関連車両台数を可能な限り削減する。工事関
連車両は、走行ルートや制限速度の遵守等、適
切な運行を行う。 

備考）環境配慮の区分とは、それぞれ次に示すとおりである。 
ａ：早い段階において事業計画に反映するもの 
ｂ：事業計画の進捗に応じて検討していくもの 
ｃ：事業の特性等から配慮できないもの 
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第５章 対象事業に係る環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法 

5.1 環境影響要因の抽出 

対象事業の内容から環境に影響を及ぼす行為等を抽出した結果、表 5.1.1に示す環境影響要因が

想定される。 

環境影響要因は、環境負荷影響を及ぼす要因となるものを「環境負荷要因」、良好な環境を創造

する要因となるものを「環境創造要因」として区分している。 

表 5.1.1(1) 環境影響要因（環境負荷要因） 

区 分 環境影響要因の内容 

工 事 中 

• 工事関連車両の走行 

• 建設機械の稼働 

• 施設の整備・撤去 

施設の存在 • 施設の存在 

施設の供用 
• 施設の稼働 

• 施設関連車両の走行 

表 5.1.1(2) 環境影響要因（環境創造要因） 

区 分 環境影響要因の内容 

－ － 
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5.2 環境影響評価項目 

本事業に係る環境影響要因と環境要素の関連は、表 5.2.1に示すとおりである。 

表 5.2.1(1) 環境影響要因と環境要素 

環境影響要因 
 
 
 
 
 
 

環境要素 

工事中 
存
在 

供用 

選定する理由及び選定しない理由 

① 

工
事
関
連
車
両
の
走
行 

② 

建
設
機
械
の
稼
働 

③ 

施
設
の
整
備
・
撤
去 

④ 

施
設
の
存
在 

⑤ 

施
設
の
稼
働 

⑥ 

施
設
関
連
車
両
の
走
行 

(1) 
大 
気 
質 

二酸化窒素 ○     ※ ①工事関連車両の走行により沿道環境に影響を及ぼ
す可能性があることから選定する。 
②③④⑤建設機械が稼働する事業計画地近傍に住居
は存在しないことから選定しない。 
⑥施設関連車両の走行ルート近傍に住居は存在しな
いことから選定しない。 
※船舶の運航によるアクセスが検討されていること
から参考として予測を実施 

二酸化硫黄      ※ 

浮遊粒子状物質 ○     ※ 

粉じん等       

有害物質       

(2)騒 音 ○      
①工事関連車両の走行により沿道環境に影響を及ぼ
す可能性があることから選定する。 
②③④⑤事業計画地近傍に住居は存在しないことか
ら選定しない。 
⑥施設関連車両の走行ルート近傍に住居は存在しな
いことから選定しない。 

(3)振 動 ○      

(4)低周波音       低周波音を発生させる施設が存在しないことから選
定しない。 

(5)悪 臭       施設の供用及び工事中において、悪臭を発生させる
要因はないことから選定しない。 

(6) 
水 
 
質 

水の汚れ(BOD・COD)     △  ③工事において大規模な掘削は行わないことから工
事排水の発生はほとんどない見込みであるが、工事
用地内に降った雨水等の濁水は敷地内の雨水排水経
路を通じて公共用水域に放流することから保全措置
項目として選定する（③船舶の運航によるアクセス
の検討により、浮桟橋等の船着場の整備をする場合
は、水質への影響が軽微なアンカー式工法＊で施工す
ることを想定し参考に保全措置項目として選定）。 
＊海底に沈めた錨で浮桟橋を固定する工法 
⑤施設の供用中に設置するトイレ等から発生する汚
水については、浄化槽の設置等により一般排水基準
を十分下回った排水を公共用水域に放流することか
ら保全措置項目として選定する（工事中に設置する
トイレは汲み取り式トイレを想定しており、汚水は
公共用水域へ放流しないことから選定しない）。 

水の濁り(SS)   △  △  

富栄養化(T-P、T-N)     △  

溶存酸素(DO)       

有害物質       

水 温       

水素イオン濃度       

(7)底 質   △    

施設の供用及び工事中にトイレ等を設置し、汚水に
ついては適正に処理することから選定しない（③船
舶の運航によるアクセスの検討により、浮桟橋等の
船着場の整備をする場合は、底質への影響が軽微な
アンカー式工法で施工することを想定し参考に保全
措置項目として選定）。 

(8)地下水質       事業計画地は埋立跡地であり、地下水の利用はないこ
とから選定しない。 

（注）環境影響要因の記号は、以下のとおりである。 
○：標準評価項目 一般的に環境影響評価を行う項目 
△：保全措置項目 環境負荷影響が軽微である又は類似の事例により影響の程度が明らかである等の理由

から調査、予測を行わずに環境保全措置によって対応する項目 
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表 5.2.1(2) 環境影響評価要因と環境要素 

環境影響要因 
 
 
 
 
 
 

環境要素 

工事中 
存
在 

供用 

選定する理由及び選定しない理由 

① 

工
事
関
連
車
両
の
走
行 

② 

建
設
機
械
の
稼
働 

③ 

施
設
の
整
備
・
撤
去 

④ 

施
設
の
存
在 

⑤ 

施
設
の
稼
働 

⑥ 

施
設
関
連
車
両
の
走
行 

(9)地形・地質       工事中において土壌汚染の原因となる有害物質
の使用がないこと、土地の改変については、敷均
しや盛土による駐車場整備であり、地下施設は建
設しないことから選定しない。なお、工事着手に
先立ち、土壌汚染対策法等に基づく諸手続きを実
施する。 

(10)地盤変状       

(11)土壌汚染       

(12)廃棄物   ○    

③工事の実施に伴い、廃棄物が発生することから選
定する。 
⑤施設の供用に伴い、し尿やごみが発生するが、
バイオトイレ又は高度処理型浄化槽や清掃管理
により適正に処理するため選定しない。 

(13)植 物       当該地域は安定型廃棄物埋立跡地であり、主に裸地で
樹木や動植物はほとんどみられないこと、工業専用地
域に指定されており周辺も同様の地形が広がってい
ること、事業期間が短期であることから、影響は少な
いと考えられるため選定しない。 

(14)動 物       

(15)生態系       

(16)資源循環   ○    
③工事の実施に伴い発生する残土の有効利用や
再生資源の利用が想定されることから選定する。 

(17)地球温暖化      ※ 

※万博を開催するに当たっては、複数の場外駐車
場を設置し、駐車場から会場へはパークアンド
ライドバスを運用する予定としている。そのた
め、来場者アクセス交通については、広域的な
観点から環境影響評価を行うため、大阪・関西
万博全体を対象とした大阪市における環境影
響評価手続きの中で対応する。 

(18)人と自然とのふれ
あい活動の場 

      人と自然とのふれあい活動の場に影響を及ぼす
行為はないことから選定しない。 

(19)電波障害       

事業計画地近傍に住居は存在しないことから選定
しない。 

(20)日 照       

(21)風 害       

(22)ヒートアイランド 
現象 

      

(23)景 観       平面駐車場の利用であり、眺望の変化は生じない
ことから選定しない。 

(24)文化財       事業計画地及び近傍に文化財及び埋蔵文化財包
蔵地は存在しないことから選定しない。 

(25)都市施設       事業計画地近傍に都市施設、住居等は存在しない
ことから選定しない。 

(26)安全性 ○      ①工事関連車両の走行により、周辺交通量の増加
が見込まれることから選定する。 

（注）環境影響要因の記号は、以下のとおりである。 

○：標準評価項目 一般的に環境影響評価を行う項目  
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5.3 調査、予測及び評価の手法 

5.3.1 現況調査 

現況調査は、「環境影響評価技術指針」（尼崎市）（以下「技術指針」という。）に掲げられた

調査項目について、前節で抽出した環境影響評価項目（環境要素）を対象として、既存資料による

情報の収集・整理及び解析（既存資料調査）並びに現地調査により実施した。 

現況調査の内容は表 5.3.1に、現地調査地点は図 5.3.1に示すとおりである。 

表 5.3.1(1) 現況調査の内容 

  

環境要素・調査項目 調査範囲・地点 調査時期・頻度 調査方法（資料名） 

大 
 

気 
 

質 

既
存
資
料
調
査 

• 大気質の現況 
• 気 象 
• 発生源の状況 

中央地区 過去５年程度 

• 尼崎市環境監視センター報 
（尼崎市） 

• 過去の気象データ（気象庁） 
• 土地利用現況図（国土地理院） 

現
地
調
査 

• 一般環境大気質 
窒素酸化物 
二酸化硫黄 
浮遊粒子状物質 

２地点 
工事関連車両の
走行ルートであ
る県道 57 号沿道
に住居が存在す
る地点 

（図 5.3.1 参照） 

１週間×４季 

• 尼崎市新ごみ施設整備事業に
係る環境影響評価に係る現地
調査結果データを活用 

• 道路沿道大気質 
窒素酸化物 
浮遊粒子状物質 

１地点 
工事関連車両の
走行ルートであ
る県道 57 号沿道 

（図 5.3.1 参照） 

１週間×４季 

• 地上気象 
風向・風速 
気温・湿度 
日射量 
放射収支量 

１年間 

騒 
 

 

音 

既
存
資
料
調
査 

• 騒音の現況 
• 発生源の状況 

中央地区 過去５年程度 

• 尼崎の環境（尼崎市） 
• 環境基本計画年次報告書 
－令和３年度版－（尼崎市） 

• 土地利用現況図（国土地理院） 

現
地
調
査 

• 道路交通騒音 １地点 
工事関連車両の
走行ルートであ
る県道 57 号沿道 

（図 5.3.1 参照） 

平日・休日各１回 
24 時間 

• 尼崎市新ごみ施設整備事業に
係る環境影響評価に係る現地
調査結果データを活用 • 交通量 

振 
 

 

動 

既
存
資
料
調
査 

• 振動の現況 

• 発生源の状況 
中央地区 過去５年程度 

• 尼崎の環境（尼崎市） 

• 環境基本計画年次報告書 

－令和３年度版－（尼崎市） 

• 土地利用現況図（国土地理院） 

現
地
調
査 

• 道路交通振動 １地点 
工事関連車両の
走行ルートであ
る県道 57 号沿道 

（図 5.3.1 参照） 

平日・休日各１回 

24 時間 • 尼崎市新ごみ施設整備事業に

係る環境影響評価に係る現地

調査結果データを活用 

• 交通量 

• 地盤卓越振動数 １回 
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表 5.3.1(2) 現況調査の内容 

環境要素・調査項目 調査範囲・地点 調査時期・頻度 調査方法（資料名） 

廃
棄
物 

既
存
資
料
調
査 

• 廃棄物の種類、発生

量 
尼崎市内 過去５年程度 

• 一般廃棄物処理実態調査結

果（環境省） 

• 尼崎の環境（尼崎市） 

• 環境基本計画年次報告書 

－令和３年度版－（尼崎市） 

資
源
循
環 

既
存
資
料
調
査 

• リサイクル量 尼崎市内 過去５年程度 

• 一般廃棄物処理実態調査結

果（環境省） 

• 尼崎の環境（尼崎市） 

• 環境基本計画年次報告書 

－令和３年度版－（尼崎市） 

安
全
性 

既
存
資
料
調
査 

• 通学路 

• 事故発生状況 

工事関連車両の走

行ルートである県

道 57 号沿道 

国道 43 号以南の
範囲 

（図 5.3.1 参照） 

最新の状況 
• 尼崎市教育員会資料 

• 兵庫県警資料 

現
地
調
査 

• 交通安全の現況 

工事関連車両の走

行ルートである県

道 57 号沿道 

国道 43 号以南の
範囲 

（図 5.3.1 参照） 

１回 
• 現地踏査による把握（目視、

写真撮影） 
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図 5.3.1 調査地点 
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5.3.2 予 測 

環境影響の予測の内容は、技術指針に掲げられた手法を踏まえ表 5.3.2に示すとおりとした。ま

た、予測地点は、図 5.3.2に示すとおりである。 

表 5.3.2 予測の内容 

環境要素・予測項目 予測事項 予測範囲・地点 予測時期 予測内容・方法 

大 

気 

質 

工
事
中 

• 大気質 

二酸化窒素、 

浮遊粒子状物質 

工事関連車両の走

行に伴う排ガス濃

度の寄与濃度及び

環境濃度 

１地点 

工事関連車両の

走行ルートであ

る県道 57号沿道 

(図 5.3.2参照) 

工事関連車両

台数が最大と

なる時期 

大気拡散式（プルーム・パフ

モデルによる数値計算）を用

いて予測する。 
供 

用 

• 大気質 

二酸化窒素、二

酸化硫黄、浮遊

粒子状物質 

船舶の運航に伴う

排ガス濃度の寄与

濃度及び環境濃度 

事業計画地を含

む東西６km、南

北６kmの範囲を

50ｍメッシュ状

に区切った格子

点 

(図 5.3.2 参照) 

船舶の運航台

数が最大とな

る時期 

騒 

音 

工
事
中 

• 騒音レベル 

道路交通騒音 

工事関連車両の走

行に伴う道路交通

騒音の等価騒音レ

ベル 

１地点 

工事関連車両の

走行ルートであ

る県道 57号沿道 

(図 5.3.2参照) 

工事関連車両

台数が最大と

なる時期 

(一社)日本音響学会の「道路

交通騒音の予測モデル（ASJ 

RTN-Model 2018）」を用いて

等価騒音レベル（LAeq）を予

測する。 

振 

動 

工
事
中 

• 振動レベル 

道路交通振動 

工事関連車両の走

行に伴う道路交通

振動の振動レベル

の 80％レンジ上端

値 

１地点 

工事関連車両の

走行ルートであ

る県道 57号沿道 

(図 5.3.2参照) 

工事関連車両

台数が最大と

なる時期 

旧建設省土木研究所の提案

式を用いて振動レベルの

80％レンジ上端値（L10）を予

測する。 

廃 

棄 

物 

工
事
中 

• 産業廃棄物 

• 残土 

施設の整備・撤去に

伴い発生する廃棄

物等の種類及び性

状別発生量 

事業計画地内 工事中 

事業計画地内において工事

の実施に伴い発生する建設

副産物等の発生量等を工事

計画に基づき把握する。 

資
源
循
環 

工
事
中 

• 廃棄物の再資源

化 

• 残土の再利用 

• 再生資源 

施設の整備・撤去に

伴い発生する残土

の発生量及び利用

方法等並びに再生

資源の利用量 

事業計画地内 工事中 

事業計画地内において工事

の実施に伴い発生する残土

の有効利用量や再生資源の

使用量を工事計画に基づき

把握する。 

安 

全 

性 

工
事
中 

• 交通安全 
工事関連車両と人

の動線、危険性 

工事関連車両の

走行ルートであ

る県道 57号沿道 

国道 43 号以
南の範囲 

（図 5.3.2参照） 

工事関連車両

台数が最大と

なる時期 

事業計画地及びその周辺の

県道 57 号の沿道における交

通安全の現況を把握し、工事

関連車両台数が最大となる

時期において交通安全への

影響の程度を定性的に予測

する。 
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図 5.3.2 予測地点 
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5.3.3 評 価 

評価の考え方は、技術指針に掲げられた内容をもとに、以下に示すとおりとする。また、各環境

要素の個別評価の内容については、表 5.3.3に示すとおりである。 

 

① 個別評価 

項  目 評価の考え方 

環境負荷影響の回避・低減に

係る評価 

実行可能なよりよい技術が取り入れられているか

否かについて検討するなどの方法により、環境影響評

価項目に係る環境に負荷を及ぼすおそれのある影響

が回避され、又は低減されているものであるか否かに

ついて評価する。 

良好な環境の創造に係る評価 新たな環境の創造及び地域社会等の良好な環境づ

くりについて検討し、良好な環境の創造に向けて努め

ているかについて評価する。 

評価を行うに当たって、環境基準その他の国、県及び尼崎市による環境の保全に関

する施策によって、環境影響評価項目に係る環境要素に関する基準又は目標が示され

ている場合は、当該評価において当該基準又は目標に照らすこととする考え方を明ら

かにできるように整理し、当該基準等の達成状況、その施策の内容等と調査及び予測

の結果との整合性が図られているか否かについて検討する。 

なお、工事の実施に当たって長期間にわたり影響を受けるおそれのある環境要素で

あって、当該環境要素に係る基準が定められているものについても、当該基準との整

合性が図られているか否かについて検討する。 

 

② 総合評価 

評価の考え方 

個別評価の概要を一覧できるように整理し、対象事業等の実施による事業全体とし

ての環境に及ぼす影響を把握することにより総合的に評価を行う。 
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表 5.3.3(1) 評価の内容 

環境要素・予測項目 予測事項 予測範囲･地点 評価の内容 

大 
 

気 
 

質 

工
事
中 

• 大気質 
二酸化窒素、 
浮遊粒子状物質 

工事関連車両
の走行に伴う
排ガス濃度の
寄与濃度及び
環境濃度 

１地点 

工事関連車両

の走行ルート

である県道 57

号沿道 

(図5.3.2参照) 

【環境負荷影響の回避・低減に係る評価】 
実行可能なよりよい技術が取り入れられてい

るか否かについて検討するなどの方法により、
環境に負荷を及ぼすおそれのある影響が回避さ
れ、又は低減されているものであるか否かにつ
いて評価する。 

【基準等の達成状況、その施策の内容等と調査
及び予測の結果との整合性】 
調査及び予測の結果に基づき、以下に示す基

準等との整合性が図られているか否かについて
勘案し、評価する。 
• 「二酸化窒素に係る環境基準について」に定
める基準 

• 「大気の汚染に係る環境基準について」に定
める基準 

• 「尼崎市の環境をまもる条例」に基づく大気
の汚染に係る環境上の基準 

供 

用 

• 大気質 
二酸化窒素、二
酸化硫黄、浮遊
粒子状物質 

船舶の運航に
伴う排ガス濃
度の寄与濃度
及び環境濃度 

事業計画地を

含む東西６km、

南北６kmの範

囲を50ｍメッ

シュ状に区切

った格子点 

騒 
 
 

音 

工
事
中 

• 騒音レベル 
道路交通騒音 

工事関連車両
の走行に伴う
道路交通騒音
の等価騒音レ
ベル 

１地点 

工事関連車両

の走行ルート

である県道 57

号沿道 

(図5.3.2参照) 

【環境負荷影響の回避・低減に係る評価】 
実行可能なよりよい技術が取り入れられてい

るか否かについて検討するなどの方法により、
環境に負荷を及ぼすおそれのある影響が回避さ
れ、又は低減されているものであるか否かにつ
いて評価する。 

【基準等の達成状況、その施策の内容等と調査
及び予測の結果との整合性】 
調査及び予測の結果に基づき、以下に示す基

準等との整合性が図られているか否かについて
勘案し、評価する。 
• 「騒音に係る環境基準について」に定める基
準 

• 「尼崎市の環境をまもる条例」に基づく騒音
に係る環境上の基準 

振 
 

 

動 

工
事
中 

• 振動レベル 
道路交通振動 

工事関連車両
の走行に伴う
道路交通振動
の振動レベル
の80％レンジ
上端値 

１地点 

工事関連車両

の走行ルート

である県道 57

号沿道 

(図5.3.2参照) 

【環境負荷影響の回避・低減に係る評価】 
実行可能なよりよい技術が取り入れられてい

るか否かについて検討するなどの方法により、
環境に負荷を及ぼすおそれのある影響が回避さ
れ、又は低減されているものであるか否かにつ
いて評価する。 

【基準等の達成状況、その施策の内容等と調査
及び予測の結果との整合性】 
調査及び予測の結果に基づき、以下に示す基

準等との整合性が図られているか否かについて
勘案し、評価する。 
• 「振動規制法」に基づく道路交通振動の限度 
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表 5.3.3(2) 評価の内容 

環境要素・予測項目 予測事項 予測範囲･地点 評価の内容 

水 

質 

工
事
中 

― ― ― 

【環境負荷影響の回避・低減に係る評価】 
実行可能なよりよい技術が取り入れられてい

るか否かについて検討するなどの方法により、環
境に負荷を及ぼすおそれのある影響が回避され、
又は低減されているものであるか否かについて
評価する。 

供
用
中 

― ― ― 

【環境負荷影響の回避・低減に係る評価】 
実行可能なよりよい技術が取り入れられてい

るか否かについて検討するなどの方法により、環
境に負荷を及ぼすおそれのある影響が回避され、
又は低減されているものであるか否かについて
評価する。 

底 

質 

工
事
中 

― ― ― 

【環境負荷影響の回避・低減に係る評価】 
実行可能なよりよい技術が取り入れられている
か否かについて検討するなどの方法により、環境
に負荷を及ぼすおそれのある影響が回避され、又
は低減されているものであるか否かについて評
価する。 

廃
棄
物 

工
事
中 

• 産業廃棄物 
• 残土 

施設の整備・撤
去に伴い発生
する廃棄物等
の種類及び性
状別発生量 

事業計画地内 

【環境負荷影響の回避・低減に係る評価】 
実行可能なよりよい技術が取り入れられている
か否かについて検討するなどの方法により、環境
に負荷を及ぼすおそれのある影響が回避され、又
は低減されているものであるか否かについて評
価する。 

資
源
循
環 

工
事
中 

• 廃棄物の再資源
化 

• 残土の再利用 
• 再生資源 

施設の整備・撤
去に伴い発生
する残土の発
生量及び利用
方法等並びに
再生資源の利
用量 

事業計画地内 

【環境負荷影響の回避・低減に係る評価】 
実行可能なよりよい技術が取り入れられてい

るか否かについて検討するなどの方法により、環
境に負荷を及ぼすおそれのある影響が回避され、
又は低減されているものであるか否かについて
評価する。 

安
全
性 

工
事
中 

• 交通安全 

工事関連車両

と人の動線、危

険性 

工事関連車両

の走行ルート

である県道 57

号沿道 

国道 43 号以
南の範囲 

(図5.3.2参照) 

【環境負荷影響の回避・低減に係る評価】 
事業計画地及びその周辺の県道 57号の沿道に

おける交通安全が確保されていること。 
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第６章 環境影響評価の結果 

6.1 大気質 

本事業では、工事関連車両の走行に伴い窒素酸化物及び浮遊粒子状物質が排出されること、船舶

の運航によるアクセスが可能となる場合は窒素酸化物、浮遊粒子状物質及び二酸化硫黄が排出され

ることから、大気質に係る調査、予測及び評価を実施した。 

 

6.1.1 調査結果 

(1) 既存資料調査 

調査対象の中央地区では、一般局２地点、自排局６地点において大気質の測定が行われている。

その調査結果は、「第３章 3.3節 3.3.1 大気質」に示すとおりであり、二酸化硫黄、二酸化窒

素、一酸化炭素、浮遊粒子状物質、微小粒子状物質、ダイオキシンについては、全ての地点におい

て環境基準を達成している。有害大気汚染物質については、環境基準が設定されている項目（ジク

ロロメタン、テトラクロロエチレン、トリクロロエチレン、ベンゼン）は、全ての地点において環

境基準を達成している。光化学オキシダントについては、全ての地点において環境基準を達成して

いない。 

事業計画地に最も近い気象観測所は、事業計画地の東約 12kmに位置する大阪管区気象台（大阪市

中央区）である。その調査結果は、「第３章 3.2節 3.2.3 気象」に示すとおりである。 

 

(2) 現地調査 

事業計画地及びその周辺、工事関連車両が走行する県道 57号周辺の大気質濃度・気象の状況を把

握するため、「尼崎市新ごみ処理施設整備事業に係る環境影響評価準備書」（令和４年７月、尼崎

市）に係る現地調査データについて、尼崎市から提供を受け、調査結果を整理した。 

(a) 現地調査の概要 

現地調査の概要は表 6.1.1に、大気質の現地調査地点は図 6.1.1に示すとおりである。 

大気質濃度の調査地点は、一般環境２地点、沿道環境１地点であり、いずれも四季調査が実施さ

れている。気象の調査地点は１地点であり、通年調査が実施されている。 

表 6.1.1 現地調査の概要 

調査項目 調査地点 調査期間 

大気質濃度 • 窒素酸化物 
（NO2、NO、NOx） 
• 浮遊粒子状物質 
（SPM） 
• 二酸化硫黄（SO2） 

＜一般環境＞ 
• 初島子ども広場 
• 築地公園 

冬 季 
令和３年２月２日 ０時～２月８日 24時 

春 季 
令和３年５月21日 ０時～５月27日 24時 

夏 季 
令和３年８月24日 ０時～８月30日 24時 

秋 季 
令和３年10月20日 ０時～10月26日 24時 

• 窒素酸化物 
（NO2、NO、NOx） 
• 浮遊粒子状物質 
（SPM） 

＜沿道環境＞ 
• 県道 57 号 尼崎港線 
（中在家緑地入口） 

気 象 風向、風速 尼崎市新ごみ処理施設
建設予定地 

令和３年１月１日 ０時～12月31日 24時 
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図 6.1.1 大気質の現地調査地点 

出典：「尼崎市新ごみ処理施設整備事業に係る環境影響
評価準備書」（令和４年７月、尼崎市）より作成 
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(b) 現地調査の結果 

(ｱ) 大気質濃度の現況 

(ⅰ) 窒素酸化物濃度（NOx） 

窒素酸化物濃度の現地調査結果は、表 6.1.2に示すとおりである。 

一般環境の二酸化窒素濃度の四季平均値は 0.015～0.016ppm、一酸化窒素濃度の四季平均値は

0.003～0.004ppm、窒素酸化物濃度の四季平均値は 0.019ppmとなっている。 

沿道環境の二酸化窒素濃度の四季平均値は 0.019ppm、一酸化窒素濃度の四季平均値は 0.011ppm、

窒素酸化物濃度の四季平均値は 0.030ppm であり、いずれの物質濃度も一般環境より高くなってい

る。 

表 6.1.2(1) 窒素酸化物濃度の現地調査結果（二酸化窒素） 

（単位：ppm） 

調査地点 調査時期 期間平均値 
日平均値の 
最高値 

１時間値の 
最高値 

一般環境 

初島子ども広場 

冬 季 0.020 0.032 0.048 

春 季 0.014 0.020 0.041 

夏 季 0.013 0.018 0.033 

秋 季 0.012 0.019 0.031 

四季平均 0.015 0.032 0.048 

築地公園 

冬 季 0.021 0.035 0.050 

春 季 0.016 0.019 0.037 

夏 季 0.015 0.021 0.037 

秋 季 0.011 0.016 0.034 

四季平均 0.016 0.035 0.050 

沿道環境 県道 57号 尼崎港線 

冬 季 0.022 0.034 0.045 

春 季 0.020 0.024 0.043 

夏 季 0.016 0.026 0.044 

秋 季 0.017 0.024 0.038 

四季平均 0.019 0.034 0.045 

（注）１．調査期間については、以下のとおりである。 
      冬季：令和３年２月２日～２月８日、春季：令和３年５月21日～５月27日、 
      夏季：令和３年８月24日～８月30日、秋季：令和３年10月20日～10月26日 
   ２．四季平均において、日平均値の最高値及び１時間値の最高値は、四季最高値を示す。 

出典：「尼崎市新ごみ処理施設整備事業に係る環境影響評価準備書」（令和４年７月、尼崎市）より作成 
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表 6.1.2(2) 窒素酸化物濃度の現地調査結果（一酸化窒素） 

（単位：ppm） 

調査地点 調査時期 期間平均値 
日平均値の 
最高値 

１時間値の 
最高値 

一般環境 

初島子ども広場 

冬 季 0.005 0.013 0.046 

春 季 0.003 0.005 0.016 

夏 季 0.005 0.011 0.031 

秋 季 0.002 0.003 0.014 

四季平均 0.004 0.013 0.046 

築地公園 

冬 季 0.005 0.011 0.034 

春 季 0.002 0.004 0.012 

夏 季 0.004 0.011 0.028 

秋 季 0.002 0.003 0.013 

四季平均 0.003 0.011 0.034 

沿道環境 県道 57号 尼崎港線 

冬 季 0.015 0.025 0.063 

春 季 0.008 0.011 0.033 

夏 季 0.011 0.020 0.046 

秋 季 0.009 0.014 0.038 

四季平均 0.011 0.025 0.063 

（注）１．調査期間については、以下のとおりである。 
      冬季：令和３年２月２日～２月８日、春季：令和３年５月21日～５月27日、 
      夏季：令和３年８月24日～８月30日、秋季：令和３年10月20日～10月26日 
   ２．四季平均において、日平均値の最高値及び１時間値の最高値は、四季最高値を示す。 

出典：「尼崎市新ごみ処理施設整備事業に係る環境影響評価準備書」（令和４年７月、尼崎市）より作成 

表 6.1.2(3) 窒素酸化物濃度の現地調査結果（窒素酸化物） 

（単位：ppm） 

調査地点 調査時期 期間平均値 
日平均値の 
最高値 

１時間値の 
最高値 

一般環境 

初島子ども広場 

冬 季 0.025 0.045 0.083 

春 季 0.017 0.025 0.057 

夏 季 0.018 0.022 0.044 

秋 季 0.014 0.022 0.042 

四季平均 0.019 0.045 0.083 

築地公園 

冬 季 0.026 0.046 0.077 

春 季 0.018 0.021 0.047 

夏 季 0.020 0.024 0.041 

秋 季 0.013 0.019 0.047 

四季平均 0.019 0.046 0.077 

沿道環境 県道 57号 尼崎港線 

冬 季 0.038 0.058 0.100 

春 季 0.028 0.033 0.069 

夏 季 0.027 0.036 0.060 

秋 季 0.027 0.038 0.074 

四季平均 0.030 0.058 0.100 

（注）１．調査期間については、以下のとおりである。 
      冬季：令和３年２月２日～２月８日、春季：令和３年５月21日～５月27日、 
      夏季：令和３年８月24日～８月30日、秋季：令和３年10月20日～10月26日 
   ２．四季平均において、日平均値の最高値及び１時間値の最高値は、四季最高値を示す。 

出典：「尼崎市新ごみ処理施設整備事業に係る環境影響評価準備書」（令和４年７月、尼崎市）より作成 
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(ⅱ) 浮遊粒子状物質濃度（SPM） 

浮遊粒子状物質濃度の現地調査結果は、表 6.1.3に示すとおりである。 

一般環境の浮遊粒子状物質濃度の四季平均値は 0.017mg/㎥、沿道環境の四季平均値は 0.018  

mg/㎥であり、一般環境と沿道環境の濃度は同程度となっている。 

表 6.1.3 浮遊粒子状物質濃度の現地調査結果 

（単位：mg/㎥） 

調査地点 調査時期 期間平均値 
日平均値の 
最高値 

１時間値の 
最高値 

一般環境 

初島子ども広場 

冬 季 0.018 0.031 0.077 

春 季 0.019 0.024 0.043 

夏 季 0.023 0.026 0.050 

秋 季 0.006 0.009 0.025 

四季平均 0.017 0.031 0.077 

築地公園 

冬 季 0.018 0.030 0.068 

春 季 0.019 0.024 0.044 

夏 季 0.023 0.031 0.048 

秋 季 0.006 0.008 0.026 

四季平均 0.017 0.031 0.068 

沿道環境 県道 57号 尼崎港線 

冬 季 0.019 0.031 0.061 

春 季 0.021 0.027 0.043 

夏 季 0.027 0.033 0.054 

秋 季 0.006 0.009 0.029 

四季平均 0.018 0.033 0.061 

（注）１．調査期間については、以下のとおりである。 
      冬季：令和３年２月２日～２月８日、春季：令和３年５月21日～５月27日、 
      夏季：令和３年８月24日～８月30日、秋季：令和３年10月20日～10月26日 
   ２．四季平均において、日平均値の最高値及び１時間値の最高値は、四季最高値を示す。 

出典：「尼崎市新ごみ処理施設整備事業に係る環境影響評価準備書」（令和４年７月、尼崎市）より作成 
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(ⅲ) 二酸化硫黄濃度（SO2） 

二酸化硫黄濃度の現地調査結果は、表 6.1.4に示すとおりである。 

一般環境の二酸化硫黄濃度の四季平均値は 0.001ppmとなっている。 

表 6.1.4 二酸化硫黄濃度の現地調査結果 

（単位：ppm） 

調査地点 調査時期 期間平均値 
日平均値の 
最高値 

１時間値の 
最高値 

一般環境 

初島子ども広場 

冬 季 0.001 0.002 0.005 

春 季 0.001 0.001 0.003 

夏 季 0.002 0.002 0.005 

秋 季 0.001 0.001 0.002 

四季平均 0.001 0.002 0.005 

築地公園 

冬 季 0.001 0.002 0.004 

春 季 0.001 0.001 0.004 

夏 季 0.002 0.003 0.005 

秋 季 0.000 0.001 0.002 

四季平均 0.001 0.003 0.005 

（注）１．調査期間については、以下のとおりである。 
      冬季：令和３年２月２日～２月８日、春季：令和３年５月21日～５月27日、 
      夏季：令和３年８月24日～８月30日、秋季：令和３年10月20日～10月26日 
   ２．四季平均において、日平均値の最高値及び１時間値の最高値は、四季最高値を示す。 

出典：「尼崎市新ごみ処理施設整備事業に係る環境影響評価準備書」（令和４年７月、尼崎市）より作成 

(ｲ) 気 象 

風向・風速の現地調査結果は表 6.1.5に、風配図は図 6.1.2に示すとおりである。 

風向は、１年を通して、北北東（NNE）、西南西（WSW）、西（W）及び北東（NE）の風が多い。年

平均風速は 2.7m/s、四季別の風速は 2.5～2.9m/sであり、冬季がやや大きくなっている。 

表 6.1.5 風向・風速の現地調査結果 

項   目 
冬 季 

（12～２月） 

春 季 

（３～５月） 

夏 季 

（６～８月） 

秋 季 

（９～11月） 
年平均 

風 

向 

最多風向（16 方位） W NNE WSW NNE NNE 

出現頻度（％） 25.3 20.0 26.1 25.3 18.1 

静穏率（％）  0.7  0.7  0.8  0.3  0.6 

風 

速 

期間平均（ｍ/ｓ）  2.9  2.8  2.7  2.5  2.7 

最高値 
日平均（ｍ/ｓ）  6.8  4.3  6.4  4.7  6.8 

１時間値（ｍ/ｓ） 10.3  9.0 14.4  7.2 14.4 
（注）１．静穏率は、風速 0.2m/ｓ以下の比率を示す。 
   ２．調査期間は、令和３年１月１日～12 月 31 日である。 

出典：「尼崎市新ごみ処理施設整備事業に係る環境影響評価準備書」（令和４年７月、尼崎市）より作成 
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【冬季（12～２月）】 

 

【春季（３～５月）】 

 

【夏季（６～８月）】 

 

【秋季（９～11月）】 

 

【年間】 

 

凡 例 

    出現頻度 

 
（注）１．静穏率は、0.2m/s以下の比率を示す。 

   ２．調査期間は、令和３年１月１日～12月31日

である。 

 
出典：「尼崎市新ごみ処理施設整備事業に係る環境影響

評価準備書」（令和４年７月、尼崎市）より作成 
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6.1.2 予測及び評価の結果 

(1) 工事関連車両の走行に伴う大気質の影響（工事中） 

(a) 予測の概要 

工事関連車両の走行に伴う大気質の予測の概要は、表 6.1.6に示すとおりである。 

予測項目は二酸化窒素及び浮遊粒子状物質とし、予測事項は工事関連車両の走行による排出ガス

の寄与濃度の年平均値、環境濃度の年平均値及び日平均値の年間 98％値又は日平均値の２％除外値

とした。 

予測地点は、図 6.1.3 に示すとおり工事関連車両の走行ルート沿道の１地点とした。 

予測時期は工事関連車両の走行台数が最大となる時期とし、予測方法は「道路環境影響評価の技

術手法（平成 24年度版）」（国土交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人土木研究所）に示

されている大気拡散式による数値計算とした。 

表 6.1.6 工事関連車両の走行に伴う大気質の予測の概要 

予測項目 予測事項 予測地点 予測時期 予測方法 

• 二酸化窒素 

• 浮遊粒子状物質 

• 寄与濃度の年平均値 

• 環境濃度の年平均値 

• 日平均値の年間98％

値又は日平均値の

２％除外値 

工事関連車両の走行ルー

ト沿道の１地点（道路敷

地境界） 

№１地点：県道 57 号 

 

工事関連車

両の走行台

数が最大と

なる時期 

大気拡散式（プ

ルーム・パフモ

デル）による数

値計算 
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図 6.1.3 工事関連車両の走行に伴う大気質の予測地点 
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(b) 予測方法 

(ｱ) 予測手順 

工事関連車両の走行に伴う大気質の予測手順は、図 6.1.4に示すとおりである。 

予測に用いる工事関連車両の交通量については、工事計画から設定した。 

予測地点は、事業計画と沿道の状況を考慮して設定した工事関連車両の主要走行ルートの沿道１

地点の道路敷地境界とした。 

気象モデルは、事業計画地の近傍（尼崎市新ごみ処理施設建設予定地）で実施された現地調査  

データを用いて設定した。 

排出係数は、「自動車交通環境影響総合調査 報告書」（令和２年３月、環境省）に示されてい

る８車種別走行速度別排出係数から設定した。 

環境濃度（年平均値）は、「道路環境影響評価の技術手法（平成 24年度版）」（国土交通省国土

技術政策総合研究所・独立行政法人土木研究所）に示されている大気拡散式を用いて計算した工事

関連車両による排出ガスの寄与濃度（年平均値）に、沿道における現況の大気質濃度を加えること

により算出した。 

窒素酸化物（NOx）から二酸化窒素（NO2）への変換、環境濃度（年平均値）から日平均値の年間 98％

値又は日平均値の２％除外値への換算は、「道路環境影響評価の技術手法（平成 24年度版）」（国

土交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人土木研究所）に示されている変換式を用いた。 

  



6.1-11 

 

図 6.1.4 工事関連車両の走行に伴う大気質の予測手順 

(ｲ) 予測モデル 

(ⅰ) 大気拡散式 

大気拡散式は、「道路環境影響評価の技術手法（平成 24年度版）」（平成 25年３月、国土交通

省 国土技術政策総合研究所・独立行政法人 土木研究所）に基づき、有風時（風速１m/s を超え

る場合）については式(6.1.1)（プルーム式）、弱風時（風速１m/s以下の場合）については式(6.1.2)

（パフ式）を用いた。 

点煙源の窒素酸化物の時間別排出量又は浮遊粒子状物質の時間別排出量については、式(6.1.3)

を用いて算出した。 

  

予測地点の設定
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数の設定　　　

既存資料

予測モデル

工事関連車両による
寄与濃度の年平均値

（NOx・SPM）

環境濃度の年平均値
(NO2・SPM)

気象モデルの
設定　　　　  

地域の状況

年平均値と日平均値の年
間98％値等との関係　　

NOxからNO2への変換式

日平均値の年間98％値
(NO2)

日平均値の２％除外値
(SPM)

現地調査結果

発生源モデルの
設定　　　　　

工事関連車両の
走行ルート･台数

工事計画

交通条件の設定

沿道における現
況の大気質濃度
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＜有風時（風速１m/sを超える場合）＞ 

𝐶(𝑥, 𝑦, 𝑧)＝
𝑄

2𝜋・𝑢・𝜎𝑦・𝜎𝑧
𝑒𝑥𝑝 (

𝑦2

2𝜎𝑦
2) [𝑒𝑥𝑝 {−

(𝑧+𝐻)2

2𝜎𝑧
2 } + 𝑒𝑥𝑝 {−

(𝑧−𝐻)2

2𝜎𝑧
2 }] ··············· (6.1.1) 

ここで、𝐶(𝑥, 𝑦, 𝑧) ：（x,y,z）地点における窒素酸化物濃度（ppm） 

  （又は浮遊粒子状物質濃度（mg/㎥）） 

Q ：点煙源の窒素酸化物の排出量（m l /s） 

  （又は浮遊粒子状物質の排出量（mg/s）） 

U ：平均風速（m/s） 

H ：排出源の高さ（ｍ） 

y ：水平方向の拡散幅（ｍ） 

z ：鉛直方向の拡散幅（ｍ） 

x ：風向に沿った風下距離（ｍ） 

y ：x軸に垂直な水平距離（ｍ） 

z ：x軸に直角な鉛直距離（ｍ） 

ただし、鉛直方向の拡散幅zと水平方向の拡散幅y は、次式より求める。 

𝜎𝑧 = 𝜎𝑧0 + 0.31𝐿0.83

𝜎𝑦 =
𝑊

2
+ 0.46𝐿0.81  

 

ここで、σ𝑧0 ：鉛直方向の初期拡散幅（ｍ） 

遮音壁がない場合：σ𝑧0＝1.5 

遮音壁（高さ３ｍ以上）がある場合：σ𝑧0＝4.0 

𝐿 ：道路端からの距離（𝐿＝𝑥 −
𝑊

2
）（ｍ） 

𝑥 ：風向に沿った風下距離（ｍ） 

𝑊 ：車道部幅員（ｍ） 

なお、𝑥＜
𝑊

2
の場合は、以下のとおりとする。 

𝜎𝑧 = 𝜎𝑧0

𝜎𝑦 =
𝑊

2
     

＜弱風時（風速１m/s以下の場合）＞ 

𝐶(𝑥, 𝑦, 𝑧) =
𝑄

(2𝜋)3/2・𝛼2・𝛾
{

1−𝑒𝑥𝑝(−
ℓ

𝑡0
2)

2ℓ
+

1−𝑒𝑥𝑝(−
𝑚

𝑡0
2)

2𝑚
} ············································· (6.1.2) 

ここで、ℓ＝
1

2
・ {

𝑥2+𝑦2

𝛼2 +
(𝑧−𝐻)2

𝛾2 } 

𝑚 =
1

2
・ {

𝑥2+𝑦2

𝛼2 +
(𝑧+𝐻)2

𝛾2 }  

𝑡0 ：初期拡散幅に相当する時間（s） 

𝑡0＝
𝑊

2𝛼
  

𝑊 ：車道部幅員（ｍ） 

α、γ ：拡散幅に関する係数 

α＝0.3（m/s） 

γ＝ {
0.18
0.09

  （昼間：７時～19時） 
（夜間：19時～翌日７時） 
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＜時間別平均排出量＞ 

𝑄𝑡 = 𝑉𝑊 ×
1

3600
×

1

1000
× ∑ (𝑁𝑖𝑡 × 𝐸𝑖)2

𝑖=1  ······································· (6.1.3) 

ここで、𝑄𝑡 ：窒素酸化物の時間別平均排出量（m l /m･s） 

（又は浮遊粒子状物質の時間別平均排出量（mg/m･s）） 

    𝑉𝑊 ：窒素酸化物の換算係数（m l /g） 

（又は浮遊粒子状物質の換算係数（mg/g）） 

窒素酸化物の場合  ：20℃、１気圧で 523 m l /g 

浮遊粒子状物質の場合：1,000 mg/g 

𝑁𝑖𝑡 ：車種別時間別交通量（台/h） 

𝐸𝑖 ：車種別排出係数（g/㎞･台） 

(ｳ) 発生源モデル 

(ⅰ) 交通条件 

予測に用いる工事関連車両の交通量は、表 6.1.7に示すとおりである。 

予測に用いる工事関連車両の交通量は、表 6.1.8に示す工事関連車両の月当たりの運行台数から、

連続する 12ヵ月の工事関連車両の合計が最大となる時期の台数を求め、年間の日数（365日）で除

した台数（日平均台数）とした。時間交通量については、「資料編２」に示すとおりである。 

表 6.1.7 予測に用いる工事関連車両の交通量 

（単位：台／日（往復）） 

予測

地点 
対象道路 

ダンプ 

トラック 
トラック トレーラー 

コンクリー

トミキサ車 

コンクリート

ポンプ車 
通勤車両 

10ｔ ４ｔ 30ｔ 10ｔ 4.4㎥ 110㎥/h － 

№１ 県道 57 号 22 2 2 2 2 2 12 

表 6.1.8 工事関連車両の月当たりの運行台数 

（単位：台／月（往復）） 

着工後月数  

 

工事関連車両 

整備工事 供用 撤去工事 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 

ダンプトラック 

（10ｔ） 
0 0 2 8 6 0 0 3,396 2,788 1,310 0 0 0 0 

供用 

10 2,016 3,810 1,932 26 0 

トラック 

（４ｔ） 
0 0 0 0 30 90 86 232 160 8 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

トレーラー 

（30t） 
0 4 2 18 22 8 4 88 18 12 12 0 0 0 4 16 6 8 4 2 

トレーラー 

（10t） 
0 0 0 0 2 2 2 2 2 2 2 0 0 0 8 6 0 0 0 0 

コンクリートミキサ車 

（4.4 ㎥） 
0 0 0 0 18 2 0 22 36 2 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

コンクリートポンプ車 

（110 ㎥/h） 
0 0 0 0 2 2 0 2 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

通勤車両 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 360 120 0 0 180 360 360 360 360 360 

合計 360 364 364 386 440 464 452 4,102 3,366 1,694 390 120 0 0 202 2,398 4,176 2,300 390 362 

（注）工事期間中において、連続する 12 ヵ月の工事関連車両の合計が最大となる時期は、着工後１～12 月目の期間。 
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(ⅱ) 排出係数の設定 

予測に用いる工事関連車両の排出係数は、「自動車交通環境影響総合調査 報告書」（令和２年

３月、環境省）から、車両重量補整を行い算出したものである。 

工事関連車両の排出係数は、表 6.1.9に示すとおりである。 

走行速度は、工事関連車両のうち通勤車両以外は 30km/hとし、通勤車両は交通量調査の実測値を

考慮し 40km/hとした。 

表 6.1.9(1) 工事関連車両の排出係数（通勤車両以外） 

車   種 
窒素酸化物 浮遊粒子状物質 

備 考 
速度 30km/h 速度 30km/h 

ダンプトラック 10ｔ  4.717 0.073 
大阪府域の車種別総重量別

保有台数を集計し、求めた

平均重量 7.8ｔをもとに重

量補整を行った 

トラック 4ｔ  1.887 0.029 

トレーラー 
30ｔ  7.862 0.122 

10ｔ  4.717 0.073 

コンクリート 

ミキサ車 
4.4 ㎥  4.433 0.070 

大阪府域の車種別総重量別

保有台数を集計し、求めた

平均重量 5.6ｔをもとに重

量補整を行った 

コンクリート 

ポンプ車 
110 ㎥/h  4.729 0.074 

出典：「自動車交通環境影響総合調査 報告書」（令和２年３月、環境省）より作成 

表 6.1.9(2) 工事関連車両の排出係数（通勤車両） 

車   種 
窒素酸化物 浮遊粒子状物質 

備 考 
速度 40km/h 速度 40km/h 

通勤車両 0.092 0.005 貨客車の排出係数 

出典：「自動車交通環境影響総合調査 報告書」（令和２年３月、環境省）より作成 

 

(ⅲ) 発生源の位置等 

予測地点の道路横断構成は、図 6.1.5に示すとおりである。 

発生源（線源）は、道路の中央の路面から高さ１ｍに配置した。 

大気質については、気象条件によって道路の両側で濃度が異なる場合もあるので、予測地点は道

路両側の道路敷地境界とし、その高さは地上 1.5ｍとした。 
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【№１地点 県道 57号】 

 

図 6.1.5 道路横断構成及び予測地点 

(ｴ) 気象モデル 

予測に用いる風向・風速は、令和３年１月１日～12 月 31 日の１年間に事業計画地の近傍（尼崎

市新ごみ処理施設建設予定地）で実施された現地調査データを用いた。予測に用いる時刻別風向別

の風向出現頻度等は、表 6.1.10に示すとおりである。なお、予測に用いる風速は、式(6.1.4)を用

いて排出源高さ補正を行った。 

𝑈 = 𝑈0(𝐻 𝐻0⁄ )𝑝 ·························································· (6.1.4) 

ここで、𝑈 ：高さ𝐻（ｍ）の推定風速（m/s） 

    𝑈0 ：基準高さ𝐻0（ｍ）の風速（m/s） 

    𝐻 ：排出源の高さ（ｍ） 𝐻＝1.0ｍ 

    𝐻0 ：基準とする高さ（ｍ） 𝐻0＝19.1ｍ 

    𝑃 ：べき指数（市街地 1/3を使用） 

  

18.5

5.0 4.7 1.2 4.4 3.2

 1-2
（西側）

 1-1
（東側）

1.5 1.51.0

歩道 北行き
１車線

南行き
１車線

歩道中央帯

発生源（線源）

予測地点

（単位：ｍ、S=1/200）
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表 6.1.10 時刻別風向別の風向出現頻度等 

 

出典：「尼崎市新ごみ処理施設整備事業に係る環境影響評価書」（令和５年２月、尼崎市）より作成 

  

N NNE NE ENE E ESE SE SSE S SSW SW WSW W WNW NW NNW

出現頻度(%) 1.6 8.2 5.8 0.5 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 2.2 4.7 9.6 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.3 1.2 1.2 1.6 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 1.6 1.4 1.6 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 0.8 8.5 3.8 1.1 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.3 1.1 5.2 7.7 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.2 1.3 1.2 1.7 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 1.7 1.4 1.4 1.7 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 1.9 8.5 5.2 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.8 1.6 2.2 7.9 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.1 1.2 1.2 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 1.9 1.4 1.3 1.6 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 1.6 8.2 4.4 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1 1.1 2.5 8.2 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.2 1.2 1.2 1.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.5 1.4 1.4 1.7 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 1.4 7.4 6.0 1.1 0.3 0.3 0.0 0.0 0.0 0.5 0.5 2.7 7.4 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.2 1.2 1.2 1.7 1.0 1.0 0.0 0.0 0.0 2.0 1.3 1.5 1.7 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 2.2 8.5 6.0 2.7 0.3 0.0 0.0 0.0 0.3 0.5 0.8 2.5 7.9 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.2 1.2 1.3 1.4 1.2 0.0 0.0 0.0 1.3 1.3 1.7 1.5 1.6 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 2.5 8.5 7.9 1.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.8 4.1 6.8 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.2 1.2 1.3 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1 1.5 1.4 1.7 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 2.2 7.1 9.0 5.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 1.1 1.1 3.6 7.7 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.2 1.3 1.3 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 1.2 1.7 1.5 1.8 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 2.7 5.8 8.8 6.3 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 2.7 1.6 5.5 7.1 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.3 1.3 1.2 1.5 0.0 0.0 0.0 1.3 0.0 1.3 1.7 1.5 1.9 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 3.8 4.7 5.2 9.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.3 3.0 9.1 8.2 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.4 1.3 1.3 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.4 1.6 1.5 1.9 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 3.8 4.4 4.9 3.6 0.5 0.0 0.0 0.0 0.3 6.6 5.2 16.5 6.6 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.3 1.4 1.4 1.4 1.3 0.0 0.0 0.0 1.0 1.4 1.6 1.6 2.0 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 4.1 4.1 4.4 3.8 0.8 0.0 0.0 0.0 0.3 7.7 8.5 24.2 6.3 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.4 1.4 1.4 1.5 1.4 0.0 0.0 0.0 1.0 1.6 1.5 1.5 2.1 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 5.5 4.1 3.8 2.2 1.1 0.0 0.0 0.3 0.5 7.7 8.8 29.1 6.0 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.4 1.3 1.3 1.6 1.4 0.0 0.0 1.1 1.2 1.5 1.8 1.6 2.1 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 6.3 3.9 2.8 3.9 0.0 0.6 0.0 0.6 0.6 6.3 8.3 33.1 7.4 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.4 1.4 1.4 1.5 0.0 1.3 0.0 1.3 1.1 1.6 1.6 1.6 1.9 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 8.8 2.5 3.0 3.0 0.0 0.3 0.3 0.0 0.3 5.8 8.2 31.6 8.8 0.0 0.0 0.3

平均風速(m/s) 1.4 1.3 1.4 1.8 0.0 1.1 1.5 0.0 1.2 1.6 1.6 1.5 1.9 0.0 0.0 1.1

出現頻度(%) 8.2 5.2 1.9 3.6 0.0 0.0 0.3 0.3 0.0 5.2 11.0 28.3 9.9 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.4 1.4 1.3 1.7 0.0 0.0 1.4 1.3 0.0 1.5 1.5 1.4 1.8 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 9.1 5.8 3.6 2.7 0.3 0.3 0.5 0.0 0.0 2.2 8.2 19.2 11.8 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.4 1.4 1.4 1.6 1.1 1.0 1.3 0.0 0.0 1.2 1.5 1.5 1.8 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 11.2 4.4 3.6 2.5 0.5 0.3 0.3 0.0 0.3 1.1 6.6 16.4 11.5 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.4 1.3 1.4 1.4 1.4 1.2 1.2 0.0 1.2 1.2 1.5 1.4 1.8 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 10.4 7.1 4.4 1.4 0.3 0.8 0.0 0.0 0.0 0.5 3.6 13.7 12.3 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.3 1.3 1.3 1.7 1.4 1.3 0.0 0.0 0.0 1.3 1.5 1.3 1.7 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 8.2 9.9 5.2 1.6 0.3 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 2.7 9.0 12.6 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.4 1.3 1.3 1.5 1.0 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 1.5 1.4 1.6 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 5.5 9.6 4.4 2.2 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 1.4 6.6 14.0 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.3 1.3 1.3 1.5 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 1.3 1.3 1.3 1.6 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 3.3 11.0 5.8 1.6 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 1.6 4.7 12.3 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.4 1.2 1.3 1.6 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1 1.5 1.4 1.6 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 3.3 9.3 4.7 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.3 2.2 4.4 11.5 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.3 1.3 1.3 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1 1.9 1.5 1.5 1.5 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 2.5 7.9 5.5 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.9 5.2 9.9 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.3 1.2 1.3 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 1.5 1.5 0.0 0.0 0.0

出現頻度(%) 4.6 6.9 5.0 2.7 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 2.4 3.8 11.8 9.2 0.0 0.0 0.0

平均風速(m/s) 1.4 1.3 1.3 1.5 1.3 1.2 1.3 1.3 1.1 1.5 1.6 1.5 1.7 0.0 0.0 1.1

23 61.9

24 65.8

通年 52.9

20 50.1

21 55.9

22 59.2

17 36.3

18 41.4

19 45.5

14 26.4

15 27.2

16 26.1

11 47.5

12 35.7

13 30.8

8 62.7

9 59.1

10 50.5

5 72.3

6 68.2

7 67.1

2 71.2

3 70.4

4 71.8

時刻  項 目 
有 風 時 の 出 現 状 況

弱風時
出現頻度

(%)

1 66.8
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(ｵ) 沿道における現況の大気質濃度 

予測に用いる沿道における現況の大気質濃度は、表 6.1.2 及び表 6.1.3 に示した県道 57 号（尼

崎港線）の現地調査結果（四季平均値）から設定することを基本とし、以下のとおり年平均値とし

ての代表性を確認して、過小な予測にならないよう設定した。 

県道 57 号における大気質濃度（四季平均値）は、二酸化窒素で 0.019ppm、浮遊粒子状物質で

0.018mg/㎥である。一方、県道 57号に最も近い一般局（琴ノ浦高校）における大気質濃度は、四季

調査と同期間の平均値では、二酸化窒素で 0.016ppm、浮遊粒子状物質で 0.016mg/㎥、四季調査の期

間を含む１年間（令和２年 12月～令和３年 11月）の平均値では、二酸化窒素で 0.016ppm、浮遊粒

子状物質で 0.015mg/㎥となっている。四季調査と同期間の平均値を四季調査の時期を含む１年間と

比較すると、二酸化窒素は同値であり、浮遊粒子状物質は四季調査と同期間の平均値の方が年平均

値よりも 0.001mg/㎥大きくなっていることから、四季調査の結果を用いることは過小な予測になら

ないことを確認した。 

以上のことから、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質については、県道 57号における四季平均値を

沿道における現況の大気質濃度（年平均値）とした。 

表 6.1.11 予測に用いる沿道における現況の大気質濃度 

予測

地点 
対象道路 二酸化窒素（NO2） 浮遊粒子状物質(SPM) 

№１ 県道 57 号 0.019ppm 0.018mg/㎥ 

 

(ｶ) 窒素酸化物濃度から二酸化窒素濃度への変換 

窒素酸化物（NOx）から二酸化窒素（NO2）への変換は、「道路環境影響評価の技術手法（平成 24

年度版）」（国土交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人土木研究所）に示されている式(6.1.5)

の変換式を用いた。なお、式中の窒素酸化物のバックグラウンド濃度は、初島子ども広場と築地公

園での四季平均値を用いた。 

 

[𝑁𝑂2]＝0.0714[𝑁𝑂𝑥]0.438 (1 −
[𝑁𝑂𝑥]𝐵𝐺

[𝑁𝑂𝑥]𝑇
)

0.801

 ··································· (6.1.5) 

ここで、[𝑁𝑂2] ：二酸化窒素の対象道路の寄与濃度（ppm） 

    [𝑁𝑂𝑥] ：窒素酸化物の対象道路の寄与濃度（ppm） 

    [𝑁𝑂𝑥]𝐵𝐺 ：窒素酸化物のバックグラウンド濃度（0.019ppm） 

    [𝑁𝑂𝑥]𝑇 ：窒素酸化物のバックグラウンド濃度と対象道路の寄与濃度の合計値 

（[𝑁𝑂𝑥]𝑇＝[𝑁𝑂𝑥]𝐵𝐺 + [𝑁𝑂𝑥]）（ppm） 
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(ｷ) 年平均値から日平均値の年間 98％値等への換算 

環境濃度（年平均値）から日平均値の年間 98％値又は日平均値の２％除外値への換算は、表 6.1.12

に示すとおりであり、「道路環境影響評価の技術手法（平成 24年度版）」（国土交通省国土技術政

策総合研究所・独立行政法人土木研究所）に示されている換算式を用いた。なお、式中のバックグ

ラウンド濃度の年平均値は、初島子ども広場と築地公園での測定値から設定した。 

表 6.1.12 年平均値から日平均値の年間 98％値等への換算 

項 目 換  算  式 

二酸化窒素 

[年間 98％値]＝𝑎([𝑁𝑂2]𝐵𝐺 + [𝑁𝑂2]𝑅) + 𝑏 

  a = 1.34 + 0.11・exp (−
[𝑁𝑂2]𝑅

[𝑁𝑂2]𝐵𝐺
) 

  b = 0.0070 + 0.0012・exp (−
[𝑁𝑂2]𝑅

[𝑁𝑂2]𝐵𝐺
) 

浮遊粒子状物質 

[年間２％除外値]＝𝑎([𝑆𝑃𝑀]𝐵𝐺 + [𝑆𝑃𝑀]𝑅) + 𝑏 

  a = 1.71 + 0.37・exp (−
[𝑆𝑃𝑀]𝑅

[𝑆𝑃𝑀]𝐵𝐺
) 

  b = 0.0063 + 0.0014・exp (−
[𝑆𝑃𝑀]𝑅

[𝑆𝑃𝑀]𝐵𝐺
) 

（注）１．[𝑁𝑂2]𝐵𝐺 ：バックグラウンド濃度の年平均値（=0.016ppm） 

２．[𝑆𝑃𝑀]𝐵𝐺 ：バックグラウンド濃度の年平均値（=0.017 ㎎/㎥） 

   ３．[𝑁𝑂2]𝑅、[𝑆𝑃𝑀]𝑅：寄与濃度（工事関連車両＋一般車両）の年平均値   

（㎎/㎥）。寄与濃度の年平均値は、沿道における現

況濃度とバックグラウンド濃度の差に工事関連車両

の寄与濃度を加えた値とした。 

出典：「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」（平成 25 年３月、国土

交通省国土技術政策総合研究所 
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(c) 予測結果 

工事関連車両の走行による二酸化窒素濃度及び浮遊粒子状物質濃度の予測結果は、表 6.1.13 に

示すとおりである。 

工事関連車両の走行による二酸化窒素濃度の寄与濃度は 0.0001ppm未満、環境濃度は 0.0190ppm、

日平均値の年間 98％値は 0.035ppmである。 

工事関連車両の走行による浮遊粒子状物質濃度の寄与濃度は 0.0001 ㎎/㎥未満、環境濃度は

0.0180㎎/㎥、日平均値の２％除外値は 0.045㎎/㎥である。 

表 6.1.13(1) 工事関連車両の走行に伴う大気質の予測結果（二酸化窒素濃度） 

（単位：ppm） 

予測 

地点 
対象道路 予測方向 

① 

工事関連車両に

よる寄与濃度の

年平均値 

② 

現況の大気質

濃度の年平均

値 

①＋② 

環境濃度の 

年平均値 

 

日平均値の 

年間 98％値 

№１ 県道 57 号 

№1-1 

（東側） 
0.00004 

0.019 

0.0190 0.035 

№1-2 

（西側） 
0.00003 0.0190 0.035 

表 6.1.13(2) 工事関連車両の走行に伴う大気質の予測結果（浮遊粒子状物質濃度） 

（単位：mg/㎥） 

予測 

地点 
対象道路 予測方向 

① 

工事関連車両に

よる寄与濃度の

年平均値 

② 

現況の大気質

濃度の年平均

値 

①＋② 

環境濃度の 

年平均値 

 

日平均値の 

２％除外値 

№１ 県道 57 号 

№1-1 

（東側） 
0.000005 

0.018 

0.0180 0.045 

№1-2 

（西側） 
0.000004 0.0180 0.045 
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(d) 評 価 

(ｱ) 環境保全目標 

工事関連車両の走行に伴う大気質の評価は、表 5.3.3(1)に示した「評価の内容」に従って、   

表 6.1.14 に示す環境保全目標を設定し、本事業の実施が工事関連車両の走行ルート沿道に及ぼす

影響について、予測結果及び環境保全措置を環境保全目標と照らし合わせて評価した。基準等との

整合性については、「環境基本法」に定められた環境基準及び「尼崎市の環境をまもる条例」に基

づく大気の汚染に係る環境上の基準に基づき評価することとした。 

表 6.1.14 工事関連車両の走行に伴う大気質の環境保全目標 

環境影響要因 環境保全目標 

工事関連車両の走行 • 実行可能なよりよい技術が取り入れられているか否かについて検討するなど

の方法により、環境に負荷を及ぼすおそれのある影響が回避され、又は低減さ

れていること。 

• 以下に示す基準等との整合性が図られていること。 

・「大気の汚染に係る環境基準について」に定める基準 

・「二酸化窒素に係る環境基準について」に定める基準 

・「尼崎市の環境をまもる条例」に基づく大気の汚染に係る環境上の基準 

 

(ｲ) 評価結果 

工事関連車両の走行に伴う大気質の評価結果は、表 6.1.15に示すとおりである。 

工事関連車両の走行ルート沿道における二酸化窒素濃度の日平均値の年間 98％値は 0.035ppm で

あり、環境保全の目標値（環境基準の基準値：0.04～0.06ppmのゾーン内又はそれ以下、「尼崎市の

環境をまもる条例」に基づく環境上の基準の基準値：0.04ppm以下）を下回っており、また、環境濃

度に対する工事関連車両の寄与濃度の比率（寄与率）は、0.21％以下と小さい。 

工事関連車両の走行ルート沿道における浮遊粒子状物質濃度の日平均値の２％除外値は 0.045 

㎎/㎥であり、環境保全の目標値（環境基準及び「尼崎市の環境をまもる条例」に基づく環境上の基

準の基準値：0.10 ㎎/㎥以下）を下回っており、また、環境濃度に対する工事関連車両の寄与濃度

の比率（寄与率）は 0.03％以下と小さい。 

表 6.1.15(1) 工事関連車両の走行に伴う大気質の評価結果（二酸化窒素濃度） 

予測 

地点 
対象道路 

①  

工事関連車両

による寄与濃

度の年平均値 

(ppm) 

② 

環境濃度の

年平均値 

 

(ppm) 

①/② 

寄与率 

 

 

(％) 

 

日平均値の 

年間 98％値 

 

(ppm) 

環境保全の目標値 

№１ 県道 57 号 0.00004 0.0190 0.21 0.035 

・環境基準の基準値 

0.04ppm から 0.06ppm

までのゾーン内又はそ

れ以下 

・尼崎市の環境をまもる

条例に基づく環境上の

基準の基準値 

0.04ppm 以下 
（注）表中の寄与濃度は、表 6.1.12 に示した方向別寄与濃度のうち、大きい方の値を示す。 
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表 6.1.15(2) 工事関連車両の走行に伴う大気質の評価結果（浮遊粒子状物質濃度） 

予測 

地点 
対象道路 

①  

工事関連車両

による寄与濃

度の年平均値 

(mg/㎥) 

② 

環境濃度の 

年平均値 

 

(mg/㎥) 

①/② 

寄与率 

 

 

(％) 

 

日平均値の

２％除外値 

 

(mg/㎥) 

環境保全の目標値 

№１ 県道 57 号 0.000005 0.0180 0.03 0.045 

・環境基準の基準値 

0.10 ㎎/㎥以下 

・尼崎市の環境をまもる

条例に基づく環境上の

基準の基準値 

0.10 ㎎/㎥以下 

（注）表中の寄与濃度は、表 6.1.12 に示した方向別寄与濃度のうち、大きい方の値を示す。 

 

さらに、事業の実施に当たっては、表 6.1.16に示す環境保全措置を実施することにより、工事関

連車両の走行に伴う大気質の影響を最小限にとどめるようにする計画である。 

表 6.1.16 環境保全措置の内容 

種類 区分 実施主体 
実施
期間 

内容及び効果 

環境保全措置の
実施に伴い生じ
るおそれのある
環境影響 

工事関連車
両台数の削
減 

低減 公益社団法人
２０２５日本
国際博覧会協
会 

工事中 工事関連車両は、可能な限り阪神高速５
号湾岸線を利用して尼崎東海岸出入口又
は中島出入口からアクセスするルートを
優先し、一般道路を経由する県道 57 号の
利用を最小限に抑えることにより、工事
関連車両の走行による排出ガス量を低減
する。 

なし 

    工事の効率化・平準化を図り、工事関連車
両台数を可能な限り削減することによ
り、工事関連車両の走行による排出ガス
量を低減する。 

なし 

工事関連車
両の適切な
運行の指導 

低減 公益社団法人
２０２５日本
国際博覧会協
会 

工事中 工事関連車両は、過積載の防止、積み荷の
安定化、空ぶかしの禁止、アイドリングス
トップの遵守等、適切な運行を行うこと
により、工事関連車両の走行による排出
ガス量を低減する。 

なし 

条例に基づ
く流入車両
規制の遵守 

低減 公益社団法人
２０２５日本
国際博覧会協
会 

工事中 工事関連車両は、兵庫県の「環境の保全と
創造に関する条例」に基づく流入車両規
制を遵守することにより、工事関連車両
の走行による排出ガス量を低減する。 

なし 

工事関連車
両の計画的
な運行管理 

低減 公益社団法人
２０２５日本
国際博覧会協
会 

工事中 工事関連車両の走行ルートや時間帯は、
道路規格、周辺道路の状況、住居の立地状
況などに配慮し、効率的で環境負荷が小
さくなるよう、計画的な運行管理を行う
ことにより、工事関連車両の走行による
排出ガス量を低減する。 

なし 

以上のことから、工事関連車両の走行に伴う大気質の影響については、工事関連車両の走行ルー

ト沿道の環境に負荷を及ぼすおそれのある影響が低減されていること、「大気の汚染に係る環境基

準について」及び「二酸化窒素に係る環境基準について」に定める環境基準並びに「尼崎市の環境

をまもる条例」の大気の汚染に係る環境上の基準との整合性が図られていることから、環境保全目

標を満足するものと評価する。 
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(2) 船舶の運航に伴う大気質の影響（供用） 

(a) 予測の概要 

大阪・関西万博の開催期間中、船舶による夢洲へのアクセスの導入が検討されている。船舶は、

公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会が主体として運航するものではないが、参考として予

測を行った。 

船舶の運航に伴う大気質の予測の概要は、表 6.1.17 に示すとおりである 

予測項目は二酸化硫黄、二酸化窒素（寄与濃度は窒素酸化物）及び浮遊粒子状物質とし、予測事

項は船舶の運航による排出ガスの寄与濃度の年平均値、環境濃度の年平均値及び日平均値の年間

98％値又は日平均値の２％除外値とした。 

予測範囲は、船舶の運航に伴う大気質の影響を平面的に把握するために、図 6.1.6に示すとおり

事業計画地を含む東西６km、南北６kmの範囲とし、寄与濃度の年平均値の予測地点は、50ｍメッシ

ュ状に区切った格子点とした。また、環境濃度の年平均値、日平均値の年間 98％値等の予測地点は、

事業計画地周辺住居において最大着地濃度の出現地点とした。 

予測時期は、船舶の運航台数が最大となる時期とし、予測方法は「窒素酸化物総量規制マニュア

ル〔新版〕」（平成 12年 12月、公害研究対策センター）に示されている大気拡散式による数値計

算とした。 

表 6.1.17 船舶の運航に伴う大気質の予測の概要 

予測項目 予測事項 予測範囲・地点 予測時期 予測方法 

• 二酸化硫黄 

• 窒素酸化物 

• 浮遊粒子状物質 

• 寄与濃度の年平

均値 

• 事業計画地を含む東

西６km、南北６kmの範

囲を50ｍメッシュ状

に区切った格子点 

船舶の運航台数
が最大となる時

期 

大気拡散式（プ

ルーム・パフモ

デル）による数

値計算 

 

• 二酸化硫黄 

• 二酸化窒素 

• 浮遊粒子状物質 

• 環境濃度の年平

均値 

• 日平均値の年間

98％値又は日平

均値の２％除外

値 

• 事業計画地周辺住居

における最大着地濃

度の出現地点 
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図 6.1.6 船舶の運航に伴う大気質の予測範囲 
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(b) 予測方法 

(ｱ) 予測手順 

船舶の運航に伴う大気質の予測手順は、図 6.1.7に示すとおりである。 

船舶から発生する排出ガスについて、現時点での想定等をもとに発生源モデルを設定した。排出

係数は、「窒素酸化物総量規制マニュアル［新版］」（平成 12年 12月、公害研究対策センター）

及び「浮遊粒子状物質汚染予測マニュアル」（平成９年 12月、浮遊粒子状物質対策研究会）から設

定した。 

予測範囲は、船舶の運航ルートと事業計画地周辺の住居の位置を考慮して、事業計画地を含む東

西６km、南北６km の範囲とし、寄与濃度の年平均値の予測地点は 50ｍメッシュ状に区切った格子点

とした。環境濃度の年平均値、日平均値の年間 98％値等の予測地点は、事業計画地周辺住居におい

て最大着地濃度の出現する１地点とした。 

気象モデルは、事業計画地の近傍（尼崎市新ごみ処理施設建設予定地）で実施された現地調査  

データを用いて設定した。 

環境濃度（年平均値）は、「窒素酸化物総量規制マニュアル〔新版〕」（平成 12年 12月、公害

研究対策センター）に示されている大気拡散式を用いて計算した船舶の寄与濃度（年平均値）に、

バックグラウンド濃度を加えることにより算出した。 

窒素酸化物濃度（NOx）から二酸化窒素（NO2）への変換、環境濃度（年平均値）から日平均値の年

間 98％値又は日平均値の２％除外値への換算は、尼崎市及び大阪市の一般局における過去 10 年間

の測定結果から算出した回帰式を用いた。 
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予測地点及び
範囲の設定

既存資料

予測モデル

船舶の運航による
排出ガスの寄与濃度の

年平均値
（SO2・NOx・SPM）

環境濃度の年平均値
(SO2・NO2・SPM)

気象モデルの
設定　　　　  

地域の状況

年平均値と日平均値の年
間98％値等との関係　　

・バックグラウンド濃度
の設定　

・NOxからNO2への変換式

日平均値の２％除外値
（SO2）

日平均値の年間98％値
(NO2)

日平均値の２％除外値
(SPM)

船舶の運航ルート
・運航台数等

事業計画 現地調査結果

発生源モデルの
設定　　　　　

大気汚染常時測定
局の測定結果　　

 

図 6.1.7 船舶の運航に伴う大気質の予測手順 
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(ｲ) 予測モデル 

(ⅰ) 大気拡散式 

大気拡散式は、「窒素酸化物総量規制マニュアル〔新版〕」（平成 12年 12 月、公害研究対策セ

ンター）に示されている「プルーム・パフモデル」を用いた。 

 

ｱ) 有風時（風速が１m/s以上の場合） 

𝐶(𝑅, 𝑧) = √
1

2𝜋

𝑄𝑝
𝜋

8
𝑅𝜎𝑧𝑈

[𝑒𝑥𝑝 {−
(𝑧−𝐻𝑒)2

2𝜎𝑧
2 } + 𝑒𝑥𝑝 {−

(𝑧+𝐻𝑒)2

2𝜎𝑧
2 }] ------------------------- (6.1.6) 

ｲ) 弱風時（風速が 0.4m/sを超えて 1.0m/s未満の場合） 

𝐶(𝑅, 𝑧) =
1

√2𝜋

𝑄𝑝
𝜋

8
𝛾

[
1

𝑅2+
𝛼2

𝛾2(𝑧−𝐻𝑒)2
𝑒𝑥𝑝 [−

𝑈2(𝑧−𝐻𝑒)2

2𝛾2{𝑅2+
𝛼2

𝛾2(𝑧−𝐻𝑒)2}
] +

1

𝑅2+
𝛼2

𝛾2(𝑧+𝐻𝑒)2
𝑒𝑥𝑝 [−

𝑈2(𝑧+𝐻𝑒)2

2𝛾2{𝑅2+
𝛼2

𝛾2(𝑧+𝐻𝑒)2}
]] (6.1.7) 

ｳ) 無風時（風速が 0.4m/s以下の場合） 

𝐶(𝑅, 𝑧) =
𝑄𝑝

(2𝜋)3 2⁄ 𝛾
[

1

𝑅2+
𝛼2

𝛾2(𝑧−𝐻𝑒)2
+

1

𝑅2+
𝛼2

𝛾2(𝑧+𝐻𝑒)2
] --------------------------------------- (6.1.8) 

ここでC(𝑅, 𝑧) ：(𝑅, 𝑧)地点での大気汚染物質濃度（ppm）1) 

R ：排出源と予測地点間（ｍ） 

ｚ ：風向軸に直角な鉛直距離（ｍ） 

Qp ：排出源の強度（mL/s）2) 

σz ：風向軸に直角な鉛直方向（ｚ軸方向）の拡散幅（ｍ） 

U ：平均風速（m/s） 

Ｈe ：排出源の高さ（ｍ） 

γ、α ：拡散幅に関する係数 

  

 
(注)１．二酸化硫黄及び二酸化窒素の単位は ppm、浮遊粒子状物質の単位は mg/m3である。 

  ２．二酸化硫黄及び二酸化窒素の単位は mL/s、浮遊粒子状物質の単位は mg/s である。 
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（ⅱ） 拡散幅の設定 

有風時の予測式(6.1.6)に用いる拡散幅は、鉛直方向（ｚ軸方向）については式(6.1.9)をそれぞ

れ用いることにより求めた。 

𝜎𝑧 = 𝜎𝑧0 + 𝜎𝑧𝑝 ----------------------------------------------------------- (6.1.9) 

ここで、𝜎𝑧 ：鉛直方向（z軸方向）の拡散幅（ｍ） 

𝜎𝑧0 ：鉛直方向（z軸方向）の初期拡散幅（ｍ） 

𝜎𝑧𝑝 ：Pasquill-Giffordの鉛直方向（z軸方向）拡散幅（ｍ）（表 6.1.18参照） 

表 6.1.18 有風時の拡散幅（Pasquill-Gifford） 

大気安定度 

z
zpz xx  ・=)(  

 z  
z

zpz xx  ・=)(  風下距離 x (ｍ) 

Ａ 
1.122 
1.514 
2.109 

0.0800 
0.00855 
0.000212 

    0≦ x＜   300 
  300≦ x＜   500 
  500≦ x  

Ｂ 
0.964 
1.094 

0.1272 
0.0570 

    0≦ x＜   500 
  500≦ x  

Ｃ 0.918 0.1068      0≦ x  

Ｄ 
0.826 
0.632 
0.555 

0.1046 
0.400 
0.811 

     0≦ x＜ 1,000 
 1,000≦ x＜10,000 
10,000≦ x  

Ｅ 
0.788 
0.565 
0.415 

0.0928 
0.433 
1.732 

    0≦ x＜ 1,000 
 1,000≦ x＜10,000 
10,000≦ x  

Ｆ 
0.784 
0.526 
0.323 

0.0621 
0.370 
2.41 

    0≦ x＜ 1,000 
 1,000≦ x＜10,000 
10,000≦ x  

Ｇ 

0.794 
0.637 
0.431 
0.222 

0.0373 
0.1105 
0.529 
3.62 

    0≦ x＜ 1,000 
 1,000≦ x＜ 2,000 
 2,000≦ x＜10,000 
10,000≦ x  

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル〔新版〕」（平成 12 年 12 月、公害研究対策センター） 

 

弱風時及び無風時の拡散計算に用いる式(6.1.7)～(6.1.8)の拡散幅に関する係数 、  は、   

表 6.1.19に示す無風・弱風時の拡散幅を用いることにより求めた。 
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表 6.1.19 無風・弱風時の拡散幅 

大気安定度 
無風時（U ≦0.4m/s） 弱風時（0.5m/s≦U ＜1.0m/s） 

        

Ａ 0.948 1.569 0.748 1.569 

Ａ－Ｂ 0.859 0.862 0.659 0.862 

Ｂ 0.781 0.474 0.581 0.474 

Ｂ－Ｃ 0.702 0.314 0.502 0.314 

Ｃ 0.635 0.208 0.435 0.208 

Ｃ－Ｄ 0.542 0.153 0.342 0.153 

Ｄ 0.470 0.113 0.270 0.113 

Ｅ 0.439 0.067 0.239 0.067 

Ｆ 0.439 0.048 0.239 0.048 

Ｇ 0.439 0.029 0.239 0.029 

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル〔新版〕」（平成 12 年 12 月、公害研究対策センター） 

(ⅲ) 発生源高さ（He）の風速 

発生源高さ（He）における風速は、表 6.1.20及び式(6.1.10)を用いて、高度補正を行った。 

𝑢 = 𝑢0(𝐻𝑒 𝐻0⁄ )𝑝 -------------------------------------------------------- (6.1.10) 

ここで、𝑢 ：高さ Heの推定風速（m/s） 

𝑢0 ：測定高さ H0（＝19.1ｍ）の風速（m/s） 

p ：べき指数（P値） 

表 6.1.20 風速の高度補正のべき指数（Ｐ値） 

大気安定度 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ・Ｇ 

Ｐ値 0.10 0.15 0.20 0.25 0.25 0.30 

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル〔新版〕」（平成 12 年 12 月、公害研究対策センター） 

(ⅳ) 寄与濃度（年平均値）の算出 

寄与濃度は、有風時の風向別大気安定度別基準濃度、無風・弱風時の大気安定度別基準濃度、単

位時間当たりの排出量及び気象条件（風速ランク別・大気安定度別・風向別の出現割合）から、   

式(6.1.11)を用いて算出した。 
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𝐶̅ = ∑ {∑ ∑(𝐶(𝑅, 𝑧)𝑖,𝑗,𝑘 ∙ 𝑓𝑖,𝑗,𝑘)

𝑘𝑗

+ 𝐶(𝑅, 𝑧)𝑖′ ∙ 𝑓𝑖′}

𝑖

 

ここで、𝐶̅ ：年平均寄与濃度（ppm） 

𝐶(𝑅, 𝑧)𝑖,𝑗,𝑘 ：(R,z)地点での各気象区分ごとの大気汚染物質濃度（有風時・弱風時） 

𝐶(𝑅, 𝑧)𝑖′ ：(R,z)地点での各気象区分ごとの大気汚染物質濃度（無風時） 

𝑓𝑖,𝑗,𝑘  ：各気象区分ごとの出現頻度（有風時・弱風時） 

𝑓𝑖′  ：各気象区分ごとの出現頻度（無風時） 

𝑖  ：大気安定度区分 

𝑗  ：風速区分 

k  ：風向区分 

𝑄  ：単位時間当たりの排出量（mL/s） 

(ｳ) 発生源モデル 

(ⅰ) 船舶の運航条件 

船舶の想定運航ルートは図 6.1.9 に示したとおりであり、予測に用いる運航台数等の諸元は、  

表 6.1.21に示すとおりである。 

船舶は、８～23時までの時間帯に運航するものと想定した。また、年間の稼働日数は、博覧会の

開催期間である 184日とした。 

表 6.1.21 予測に用いる航路別の運航台数等の諸元 

航 路 便数/日 停泊時間 
停泊時間の 

合計/日 

入港又は 

出港時間 

総トン数 

（トン） 

事業計画地～ 

大阪・関西万博会場 
15 １時間/停泊 15 時間 15 分 427 

（注） 現時点では、使用船舶が未定のため、想定船種及び便数（片道 15 台（往復 30台））等を設定し予

測に使用した。 

  

(ⅱ) 排出ガス量の算定式 

船舶からの排出ガス量の算定式は、「窒素酸化物総量規制マニュアル〔新版〕」（平成 12 年 12

月、公害研究対策センター）及び「浮遊粒子状物質汚染予測マニュアル」（平成９年 12月、浮遊粒

子状物質対策研究会）に基づいて、表 6.1.22に示すとおり設定した。予測に用いるパラメータは、

表 6.1.23に示すとおりである。 

 ························· (6.1.11) 

) 
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表 6.1.22(1) 船舶からの排出ガス量の算定式（入出港時） 

機 関 算定式 

主機ディーゼル 

燃料使用量：𝑊 = 0.21 ∙ (𝑃 ∙ 𝐴)0.95 ∙ 𝑇 

窒素酸化物排出量：𝑁 = 1.49・(𝑃・𝐴)
1.14

𝑇・10−3 

硫黄酸化物排出量：𝑆 = 𝑊 ∙ 𝑠 ∙ 1/100 ∙ 22.4/32 

粒子状物質排出量：𝐷 = 𝑊 ∙ d ∙ 10−3 

捕機ディーゼル 

燃料使用量：𝑊 = 0.17 ∙ (𝑃 ∙ 𝐴)0.98 ∙ 𝑇  

窒素酸化物排出量：𝑁 = 1.49 ∙ (𝑃・𝐴)
1.14

𝑇 ∙ 10−3 

硫黄酸化物排出量：𝑆 = 𝑊 ∙ 𝑠 ∙ 1/100 ∙ 22.4/32 

粒子状物質排出量：𝐷 = 𝑊 ∙ 𝑑 ∙ 10−3 

補助ボイラ 

燃料使用量：𝑊 = 𝐹 ∙ 𝐴 ∙ 𝑇 

窒素酸化物排出量：𝑁 = 𝑊 ∙ 𝑛 ∙ 22.4 46⁄  

硫黄酸化物排出量：𝑆 = 𝑊 ∙ 𝑠 ∙ 1/100 ∙ 22.4/32 

粒子状物質排出量：𝐷 = 𝑊 ∙ 𝑑 ∙ 10−3 

記 号 

W ：燃料使用量（kg/隻） 

P ：定格出力（PS/基） 

A ：負荷率 

T ：航行時間（時） 

Ｎ ：窒素酸化物排出量（m3
N/隻） 

S ：硫黄酸化物排出量（m3
N/隻） 

s ：燃料中の硫黄分（重量％、0.5％とした） 

D ：粒子状物質排出量（kg/隻） 

d ：粒子状物質排出係数（g/kg） 

F ：定格燃料消費量（kg/時･隻） 

n ：窒素酸化物排出係数（kg/kg） 

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル［新版］」（平成 12 年 12 月、公害研究対策センター） 

   「浮遊粒子状物質汚染予測マニュアル」（平成９年 12 月、浮遊粒子状物質対策研究会） 

表 6.1.22(2) 船舶からの排出ガス量の算定式（停泊時） 

機 関 算定式 

捕機ディーゼル機関 

燃料使用量：𝑊 = 0.17 ∙ (𝑃 ∙ 𝐴)0.98 ∙ 𝑇 

窒素酸化物排出量：𝑁 = 1.49 ∙ (𝑃・𝐴)
1.14

𝑇 ∙ 10−3 

硫黄酸化物排出量：𝑆 = 𝑊 ∙ 𝑠 ∙ 1/100 ∙ 22.4/32 

粒子状物質排出量：𝐷 = 𝑊 ∙ 𝑑 ∙ 10−3 

補助ボイラ 

燃料使用量：𝑊 = 𝐹 ∙ 𝐴 ∙ 𝑇 

窒素酸化物排出量：𝑁 = 𝑊 ∙ 𝑛 ∙ 22.4 46⁄  

硫黄酸化物排出量：𝑆 = 𝑊 ∙ 𝑠 ∙ 1/100 ∙ 22.4/32 

粒子状物質排出量：𝐷 = 𝑊 ∙ 𝑑 ∙ 10−3 

記 号 

W ：燃料使用量（kg/隻） 

P ：定格出力（PS/基） 

A ：負荷率 

T ：停泊時間（時） 

Ｎ ：窒素酸化物排出量（m3
N/隻） 

S ：硫黄酸化物排出量（m3
N/隻） 

s ：燃料中の硫黄分（重量％、0.5％とした） 

D ：粒子状物質排出量（kg/隻） 

d ：粒子状物質排出係数（g/kg） 

F ：定格燃料消費量（kg/時･隻） 

n ：窒素酸化物排出係数（kg/kg） 

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル［新版］」（平成 12 年 12 月、公害研究対策センター） 

   「浮遊粒子状物質汚染予測マニュアル」（平成９年 12 月、浮遊粒子状物質対策研究会） 



6.1-31 

表 6.1.23 予測に用いたパラメータ等 

機 関 パラメータ 設定値・設定方法 

主機ディーゼル 

定格出力 P (PS) 7.9𝑋0.83 X：総トン数 

負荷率 (A) 0.52 

粒子状物質排出係数 

d (g/kg) 
3 

補機ディーゼル 

定格出力 P (kW) 1.5𝑋0.63 X：総トン数 

負荷率 (A) 0.42 

粒子状物質排出係数 

d (g/kg) 
3 

補助ボイラ 

定格燃料消費量 

F (L 時･隻) 
0.27𝑋0.67 X：総トン数 

負荷率 (A) 0.48 

窒素酸化物排出係数 

n (g/kg) 
5.9 

粒子状物質排出係数 

d (g/kg) 
4 

（注）１．１PS＝0.7355kW として換算 

   ２．補機ディーゼル機関は、１基稼働するものとした。 

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル〔新版〕」（平成 12 年 12 月、公害研究対策センター） 

   「浮遊粒子状物質汚染予測マニュアル」（平成９年 12 月、浮遊粒子状物質対策研究会） 

表 6.1.24 船舶からの排出ガス量（開催期間中の排出量） 

 入出港時 停泊時 合 計 

二酸化硫黄 520m3
N 116m3

N 636m3
N 

窒素酸化物 3,297m3
N 248m3

N 3,545m3
N 

浮遊粒子状物質 456kg 120kg 576kg 

(注) 入港及び出港並びに停泊中に排出される量を記載。 

 

(ⅲ) 発生源の位置 

発生源は、発生量に応じて運航ルート上に 50ｍピッチで点源として配置した。 

停泊時における船舶の排出源高さは、既存船舶の諸元に基づき以下の算定式により設定した。 

[煙突高さ(ｍ)] =2.5875×[総トン数(ｔ)]0.2342 

出典：煙突高さ（H）は、「船舶から排出される大気汚染物質の現況及び将来排出量データ

の作成」（平成 25年 12 月、海上技術安全研究所報告、13巻、第３号） 

 

入出港時における船舶の排出源の有効煙突高は、燃料使用量、排ガス温度及び運航時間帯におけ

る平均風速による算出結果から 40ｍとした。 
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(ｴ) 気象モデル 

(ⅰ) 風向・風速 

予測に用いる風向・風速は、事業計画地の近傍（尼崎市新ごみ処理施設建設予定地）で実施され

た現地調査データを用いた。 

(ⅱ) 大気安定度 

大気安定度の算出に必要な日射量・放射収支量は、事業計画地の近傍（尼崎市新ごみ処理施設建

設予定地）で実施された現地調査データを用いた。大気安定度は、表 6.1.25に示すパスキルの大気

安定度分類表を用いて算出した。  

表 6.1.25 パスキルの大気安定度分類表 

風速（U） 

（m/s） 

昼間 日射量(T) 

（kW/m2） 

夜間 放射収支量(Q) 

（kW/m2） 

T≧0.60 
0.60＞T 

≧0.30 

0.30＞T 

≧0.15 
0.15＞T Q≧-0.02 

-0.02＞Q 

≧-0.04 
-0.04＞Q 

u＜2 Ａ Ａ-Ｂ Ｂ Ｄ Ｄ Ｇ Ｇ 

2≦u＜3 Ａ-Ｂ Ｂ Ｃ Ｄ Ｄ Ｅ Ｆ 

3≦u＜4 Ｂ Ｂ-Ｃ Ｃ Ｄ Ｄ Ｄ Ｅ 

4≦u＜6 Ｃ Ｃ-Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ 

6≦u Ｃ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ Ｄ 

出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル〔新版〕」（平成 12 年 12 月、公害研究対策センター） 

(ⅲ) 気象区分の設定 

気象モデル作成に当たって設定した気象区分は、表 6.1.26に示すとおりである。 

予測に用いる気象データは、船舶の運航期間及び時間帯を考慮し、令和３年４月１日～10 月 31

日の期間の８～23時のデータを用いた。船舶の運航する期間及び時間帯の風速階級別大気安定度別

の風向出現頻度は、表 6.1.27に示すとおりである。 

表 6.1.26 気象区分の設定 

項 目 区  分 

風 向 静穏（風速 0.4m/s 以下）、16 方位 

風 速 
0～0.4 m/s、0.5～0.9 m/s、1.0～1.9 m/s、2.0～2.9 m/s、 

3.0～3.9 m/s、4.0～5.9 m/s、6.0m/s ～ 

大気安定度 

（パスキル安定度） 
Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，Ｇ 

時間帯 昼間（７～19 時）、夜間（19 時～翌日の７時） 
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表 6.1.27 風速階級別大気安定度別の風向出現頻度 

 

出典：「尼崎市新ごみ処理施設整備事業に係る環境影響評価書」（令和５年２月、尼崎市）より作成 

  

＜全日＞ （単位：％）

NNE NE ENE E ESE SE SSE S SSW SW WSW W WNW NW NNW N Ｃalm

A － － － － － － － － － － － － － － － － 0.03
A-B － － － － － － － － － － － － － － － － 0.03
B － － － － － － － － － － － － － － － － 0.03
B-C － － － － － － － － － － － － － － － － 0.00
C － － － － － － － － － － － － － － － － 0.00
C-D － － － － － － － － － － － － － － － － 0.00
D － － － － － － － － － － － － － － － － 0.72
E － － － － － － － － － － － － － － － － 0.00
F － － － － － － － － － － － － － － － － 0.00
G － － － － － － － － － － － － － － － － 0.56
A 0.00 0.00 0.06 0.06 0.09 0.06 0.06 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
A-B 0.00 0.06 0.22 0.09 0.09 0.00 0.00 0.13 0.03 0.00 0.03 0.00 0.00 0.03 0.06 0.00 －
B 0.06 0.06 0.03 0.03 0.00 0.06 0.03 0.13 0.03 0.06 0.03 0.03 0.03 0.03 0.09 0.06 －
B-C 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
C 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
C-D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
D 0.13 0.16 0.25 0.13 0.06 0.03 0.09 0.25 0.28 0.13 0.16 0.06 0.06 0.00 0.09 0.13 －
E 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
F 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
G 0.06 0.06 0.06 0.00 0.00 0.06 0.03 0.13 0.03 0.13 0.06 0.22 0.03 0.06 0.13 0.16 －
A 0.09 0.09 0.22 0.31 0.09 0.03 0.00 0.28 0.25 0.09 0.09 0.00 0.00 0.00 0.03 0.13 －
A-B 0.22 0.85 0.50 0.28 0.03 0.00 0.03 0.47 0.69 0.22 0.31 0.09 0.13 0.06 0.09 0.25 －
B 0.47 0.44 0.78 0.06 0.03 0.03 0.06 0.13 0.60 0.19 0.44 0.22 0.00 0.03 0.00 0.22 －
B-C 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
C 0.06 0.16 0.09 0.03 0.03 0.00 0.03 0.00 0.16 0.03 0.16 0.03 0.00 0.00 0.00 0.16 －
C-D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
D 1.44 1.03 0.56 0.41 0.13 0.13 0.13 0.19 1.00 0.78 1.25 0.66 0.13 0.00 0.03 0.60 －
E 0.19 0.06 0.00 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.09 0.09 0.09 0.00 0.00 0.00 0.09 －
F 0.06 0.13 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.19 0.03 0.00 0.00 0.00 0.19 －
G 0.16 0.16 0.16 0.03 0.03 0.00 0.03 0.06 0.25 0.38 0.56 0.22 0.00 0.00 0.00 0.53 －
A 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
A-B 0.19 0.34 0.50 0.13 0.03 0.03 0.00 0.09 0.75 0.38 0.78 0.09 0.00 0.00 0.03 0.06 －
B 0.72 0.66 0.78 0.03 0.03 0.00 0.00 0.19 1.38 0.53 2.16 0.19 0.00 0.00 0.00 0.47 －
B-C 0.13 0.09 0.06 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.19 0.34 1.00 0.16 0.00 0.00 0.00 0.22 －
C 0.56 0.88 0.47 0.06 0.03 0.00 0.03 0.00 0.25 0.38 1.16 0.31 0.00 0.00 0.00 0.56 －
C-D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
D 1.76 2.10 0.88 0.13 0.13 0.03 0.09 0.22 0.34 1.41 3.01 1.47 0.00 0.00 0.00 1.54 －
E 0.91 0.25 0.03 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.06 0.22 0.72 0.34 0.00 0.00 0.00 0.60 －
F 0.25 0.09 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.16 0.06 0.00 0.00 0.00 0.16 －
G 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
A 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
A-B 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
B 0.16 0.16 0.19 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.41 0.31 2.76 0.09 0.00 0.00 0.00 0.06 －
B-C 0.34 0.41 0.19 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.34 0.25 1.25 0.22 0.00 0.00 0.00 0.34 －
C 0.25 0.31 0.19 0.09 0.00 0.00 0.00 0.03 0.38 0.72 2.26 0.28 0.00 0.00 0.00 0.31 －
C-D 0.16 0.19 0.16 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.25 0.38 0.82 0.16 0.00 0.00 0.00 0.28 －
D 0.66 1.22 0.82 0.06 0.06 0.00 0.06 0.00 0.09 0.91 2.67 1.32 0.00 0.00 0.00 1.38 －
E 0.34 0.00 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.03 0.06 0.06 0.00 0.00 0.00 0.19 －
F 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
G 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
A 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
A-B 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
B 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
B-C 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
C 0.09 0.16 0.41 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.78 0.47 1.82 0.28 0.00 0.00 0.00 0.16 －
C-D 0.13 0.03 0.31 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.06 0.34 0.88 0.25 0.00 0.00 0.00 0.25 －
D 0.22 0.09 0.60 0.00 0.03 0.00 0.00 0.00 0.06 0.69 0.91 1.16 0.00 0.00 0.00 0.44 －
E 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
F 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
G 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
A 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
A-B 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
B 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
B-C 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
C 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.06 0.06 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
C-D 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
D 0.00 0.00 0.03 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.13 0.31 0.06 0.06 0.00 0.00 0.00 0.03 －
E 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －
F 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

G 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 －

9.81 10.25 8.59 2.07 0.91 0.47 0.69 2.32 8.87 9.85 25.87 8.18 0.38 0.22 0.56 9.56 1.38
測定高さ19.1ｍ　集計高さ：10ｍ

6.0～

合計

2.0～3.0

3.0～4.0

4.0～6.0

風向

0.0～0.5

0.5～1.0

1.0～2.0

風速
階級
m/s

安定度
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(ｵ) バックグラウンド濃度の設定 

予測に用いる大気質のバックグラウンド濃度は、表 6.1.2～6.1.4 に示した一般環境の現地調査

結果（四季平均値）から設定することを基本とし、以下のとおり年平均値としての代表性を確認し

て、過小な予測にならないよう設定した。 

一般環境における現地調査結果（四季平均値）は、表 6.1.2～6.1.4に示した初島子ども広場及び

築地公園では、二酸化硫黄で 0.001ppm、窒素酸化物で 0.019ppm、浮遊粒子状物質で 0.017 mg/m3で

ある。一方、事業計画地に最も近い一般局（琴ノ浦高校）における大気質濃度は、四季調査と同期

間の平均値では、二酸化硫黄で 0.001ppm、窒素酸化物で 0.020ppm、浮遊粒子状物質で 0.016 mg/m3、

四季調査の期間を含む１年間（令和２年 12 月～令和３年 11 月）の平均値では、二酸化硫黄で

0.001ppm、窒素酸化物で 0.020ppm、浮遊粒子状物質で 0.015mg/㎥となっている。四季調査と同期間

の平均値を四季調査の時期を含む１年間と比較すると、二酸化硫黄及び窒素酸化物は同値であり、

浮遊粒子状物質は四季調査と同期間の平均値の方が年平均値よりも 0.001mg/㎥大きくなっている

ことから、四季調査の結果を用いることは過小な予測にならないことを確認した。 

以上のことから、バックグラウンド濃度としては、一般環境における現地調査結果（四季平均値）

（二酸化硫黄で 0.001ppm、窒素酸化物で 0.019ppm、浮遊粒子状物質で 0.017 mg/m3）を用いること

とした。 

表 6.1.28 予測に用いるバックグランド濃度 

 二酸化硫黄 窒素酸化物 浮遊粒子状物質 

バックグラウンド濃度 0.001ppm 0.019ppm 0.017 mg/㎥ 

(ｶ) 窒素酸化物濃度から二酸化窒素濃度への変換 

過去 10 年間（平成 23～令和２年度）の尼崎市及び大阪市の全ての一般局における窒素酸化物の

年平均値と二酸化窒素の年平均値の相関は、図 6.1.8に示すとおりである。 

窒素酸化物の環境濃度（年平均値）から二酸化窒素の環境濃度（年平均値）への変換式は、図 6.1.8

で示す相関関係から式(6.1.12)に示すとおり設定した。 

 

[𝑁𝑂2] = 0.330 ∙ [𝑁𝑂𝑥]0.771 ----------------------------------------------- (6.1.12) 

ここで、[𝑁𝑂𝑥] ：窒素酸化物の環境濃度（年平均値）（ppm） 

[𝑁𝑂2] ：二酸化窒素の環境濃度（年平均値）（ppm） 
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図 6.1.8 窒素酸化物（年平均値）と二酸化窒素（年平均値）との相関（一般局） 

(ｷ) 年平均値から日平均値の年間 98％値等への換算 

過去 10 年間（平成 23～令和２年度）の尼崎市及び大阪市の全ての一般局における二酸化硫黄・

二酸化窒素・浮遊粒子状物質の年平均値と、二酸化硫黄の日平均値の２％除外値、二酸化窒素の日

平均値の年間 98％値、浮遊粒状物質の日平均値の２％除外値との相関は図 6.1.9に示すとおりであ

る。 

年平均値から日平均値の年間 98％値又は日平均値の２％除外値への換算式は、図 6.1.8に示す相

関関係から式(6.1.13)～(6.1.15)に示すとおり設定した。 

 

[𝑆𝑂2]2% = 2.08 ∙ [𝑆𝑂2]
年 + 0.0010 ----------------------------------------- (6.1.13) 

ここで、[𝑆𝑂2]2% ：二酸化硫黄の日平均値の２％除外値（ppm） 

[𝑆𝑂2]
年 ：二酸化硫黄の年平均値（ppm） 

[𝑁𝑂2]98% = 1.34 ∙ [𝑁𝑂2]
年 + 0.0142 --------------------------------------- (6.1.14) 

ここで、[𝑁𝑂2]98% ：二酸化窒素の日平均値の年間 98％値（ppm） 

[𝑁𝑂2]
年 ：二酸化窒素の年平均値（ppm） 

[𝑆𝑃𝑀]2% = 2.03 ∙ [𝑆𝑃𝑀]
年 + 0.0069 --------------------------------------- (6.1.15) 

ここで、[𝑆𝑃𝑀]2% ：浮遊粒子状物質の日平均値の２％除外値（mg/m3） 

[𝑆𝑃𝑀]
年 ：浮遊粒子状物質の年平均値（mg/m3） 
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＜二酸化硫黄＞ 

 

＜二酸化窒素＞ 

 

＜浮遊粒子状物質＞ 

 

図 6.1.9 年平均値と日平均値の２％除外値等との関係（一般局） 
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(c) 予測結果 

船舶の運航による二酸化硫黄濃度、二酸化窒素濃度及び浮遊粒子状物質濃度の予測結果は、   

表 6.1.29及び図 6.1.10に示すとおりである。 

周辺住居における最大着地濃度地点における二酸化硫黄の寄与濃度は 0.0001ppm未満、環境濃度は

0.0010ppm、日平均値の２％除外値は 0.003ppmである。 

周辺住居における最大着地濃度地点における窒素酸化物の寄与濃度は 0.0001ppm 未満、二酸化窒素

の環境濃度は 0.0155ppm、日平均値の年間 98％値は 0.035ppmである。 

周辺住居における最大着地濃度地点における浮遊粒子状物質の寄与濃度は 0.0001㎎/㎥未満、環境

濃度は 0.0170㎎/㎥、日平均値の２％除外値は 0.041 ㎎/㎥である。 

表 6.1.29(1) 船舶の運航による二酸化硫黄濃度の予測結果 

（単位：ppm） 

予測地点 

① 

船舶による 

寄与濃度の 

年平均値 

② 

バックグラ

ウンド濃度

の年平均値 

①+② 

環境濃度の 

年平均値 

 

日平均値の 

２％除外値 

周辺住居における

最大着地濃度地点 
0.000002 0.001 0.0010 0.003 

表 6.1.29(2) 船舶の運航による二酸化窒素濃度の予測結果 

（単位：ppm） 

予測地点 

窒素酸化物（NOx） 二酸化窒素（NO2） 

① 

船舶による 

寄与濃度の

年平均値 

② 

バックグラ 

ウンド濃度

の年平均値 

①+② 

環境濃度の

年平均値 

 

環境濃度の 

年平均値 

 

日平均値の 

年間 98％値 

周辺住居における

最大着地濃度地点 
0.000011 0.019 0.0190 0.0155 0.035 

表 6.1.29(3) 船舶の運航による浮遊粒子状物質濃度の予測結果 

（単位：mg/㎥） 

予測地点 

① 

船舶による 

寄与濃度の 

年平均値 

② 

バックグラ

ウンド濃度

の年平均値 

①+② 

環境濃度の 

年平均値 

 

日平均値の 

２％除外値 

周辺住居における

最大着地濃度地点 
0.000002 0.017 0.0170 0.041 
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図 6.1.10(1) 船舶の運航による二酸化硫黄の寄与濃度の予測結果 
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図 6.1.10(2) 船舶の運航による窒素酸化物の寄与濃度の予測結果 
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図 6.1.10(3) 船舶の運航による浮遊粒子状物質の寄与濃度の予測結果 
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(d) 評 価 

(ｱ) 環境保全目標 

船舶の運航に伴う大気質の評価は、表 5.3.3に示した「評価内容」に従って、表 6.1.30に示す環

境保全目標を設定し、船舶の運航に伴う大気質が運航ルート周辺に及ぼす影響について、予測結果

及び環境保全措置を環境保全目標と照らし合わせて評価した。基準等との整合性については、「環

境基本法」に定められた環境基準及び「尼崎市の環境をまもる条例」に基づく環境上の基準に基づ

き評価することとした。 

表 6.1.30 船舶の運航に伴う大気質の環境保全目標 

環境影響要因 環境保全目標 

船舶の運航 • 実行可能なよりよい技術が取り入れられているか否かについて検討する
などの方法により、環境に負荷を及ぼすおそれのある影響が回避され、又
は低減されていること。 
• 以下に示す基準等との整合性が図られていること。 

・「大気の汚染に係る環境基準について」に定める基準 
・「二酸化窒素に係る環境基準について」に定める基準 
・「尼崎市の環境をまもる条例」に基づく環境上の基準 

(ｲ) 評価結果 

船舶の運航に伴う大気質の評価結果は、表 6.1.31に示すとおりである。 

予測地点における二酸化硫黄濃度の日平均値の２％除外値は 0.003ppm であり、環境保全の目標

値（0.04ppm以下）を下回っており、また、環境濃度に対する船舶の運航による寄与濃度の比率（寄

与率）は、0.2％以下と小さい。 

予測地点における二酸化窒素濃度の日平均値の年間 98％値は 0.035ppm であり、環境保全の目標

値（環境基準の基準値：0.04～0.06ppmのゾーン内又はそれ以下、「尼崎市の環境をまもる条例」に

基づく環境上の基準値：0.04ppm 以下）を下回っており、また、環境濃度に対する船舶の運航によ

る寄与濃度（NOx）の比率（寄与率）は、0.06％以下と小さい。 

予測地点における浮遊粒子状物質濃度の日平均値の２％除外値は 0.041 ㎎/m3 であり、環境保全

の目標値（0.10 ㎎/m3 以下）を下回っており、また、環境濃度に対する船舶の運航による寄与濃度

の比率（寄与率）は、0.01％以下と小さい。 

表 6.1.31(1) 船舶の運航による二酸化硫黄の評価結果 

予測 
地点 

① 
船舶の運航に
よる寄与濃度
の年平均値 

(ppm) 

② 
環境濃度の 
年平均値 

 
(ppm) 

①/② 
寄与率 

 
 

(％) 

 
日平均値の 
２％除外値 

 
(ppm) 

環境保全の目標値 

周辺住居
における
最大着地
濃度地点 

0.000002 0.0010 0.2 0.003 

・環境基準の基準値 
0.04ppm 以下 

・尼崎市の環境をまも
る条例に基づく環境
上の基準の基準値 
0.04ppm 以下 
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表 6.1.31(2) 船舶の運航による二酸化窒素の評価結果 

予測 
地点 

窒素酸化物（NOx） 二酸化窒素（NO2） 

① 
船舶の運航に
よる寄与濃度
の年平均値 

(ppm) 

② 
環境濃度の
年平均値 

 
(ppm) 

①/② 
寄与率 

 
 

(％) 

 
環境濃度の
年平均値 

 
(ppm) 

 
日平均値の 
年間 98％値 

 
(ppm) 

環境保全の目標値 

周辺住居
における
最大着地
濃度地点 

0.000011 0.0190 0.06 0.0155 0.035 

・環境基準の基準値 
0.04ppmから 0.06ppm
までのゾーン内又は
それ以下 

・尼崎市の環境をまも
る条例に基づく環境
上の基準の基準値 
0.04ppm 以下 

表 6.1.31(3) 船舶の運航による浮遊粒子状物質の評価結果 

予測 
地点 

① 
船舶の運航に
よる寄与濃度
の年平均値 

(mg/㎥) 

② 
環境濃度の 
年平均値 

 
(mg/㎥) 

①/② 
寄与率 

 
 

(％) 

 
日平均値の 
２％除外値 

 
(mg/㎥) 

環境保全の目標値 

周辺住居
における
最大着地
濃度地点 

0.000002 0.0170 0.01 0.041 

・環境基準の基準値 
0.10 ㎎/㎥以下 

・尼崎市の環境をまも
る条例に基づく環境
上の基準の基準値 
0.10 ㎎/㎥以下 

 

さらに、事業の実施に当たっては、表 6.1.32に示す環境保全対策を実施することにより、船舶の

運航に伴う大気質の影響を最小限にとどめるようにする計画である。 

表 6.1.32 環境保全措置の内容 

種類 区分 実施主体 
実施

期間 
内容及び効果 

環境保全措置の

実施に伴い生じ

るおそれのある

環境影響 

船舶の適正

管理 

低減 公益社団法人

２０２５日本

国際博覧会協

会 

供用中 船舶の運航による夢洲へのアクセスが可

能となる場合は、船舶は適切に整備・点検

を行い、整備不良による排出ガス中の大

気汚染物質の増加を抑制するよう関係者

への周知徹底を図ることにより、船舶か

ら発生する排出ガス量を低減する。 

なし 

船舶の適切

な運航 

低減 公益社団法人

２０２５日本

国際博覧会協

会 

供用中 船舶の運航に当たっては航行速度の最適

化に努め、高負荷運転を行わないよう関

係者への周知徹底を図ることにより、船

舶から発生する排出ガス量を低減する。 

なし 
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以上のことから、船舶の運航に伴う大気質の影響については、事業計画地周辺の環境に負荷を及

ぼすおそれのある影響が低減されていること、「大気の汚染に係る環境基準について」及び「二酸

化窒素に係る環境基準について」に定める環境基準並びに「尼崎市の環境をまもる条例」に基づく

大気汚染に係る環境上の基準との整合性が図られていることから、環境保全目標を満足するものと

評価する。 
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6.2 騒 音 

本事業では、工事関連車両の走行に伴い騒音が発生することから、騒音に係る調査、予測及び評

価を実施した。 

 

6.2.1 調査結果 

(1) 既存資料調査 

調査対象の中央地区では、自動車騒音の常時監視地点が２ヵ所、定点調査地点が９ヵ所あり、そ

の調査結果は、「第３章 3.3節 3.3.2 騒音・振動」に示すとおりである。 

 

(2) 現地調査 

工事関連車両が走行する県道 57号における騒音の状況を把握するため、「尼崎市新ごみ処理施設

整備事業に係る環境影響評価準備書」（令和４年７月、尼崎市）に係る現地調査データについて、

尼崎市から提供を受け、調査結果を整理した。 

(a) 現地調査の概要 

現地調査の概要は表 6.2.1に、騒音の現地調査地点は図 6.2.1に示すとおりである。 

表 6.2.1 現地調査の概要 

調査項目 調査地点 調査期間 調査方法 

• 道路交通騒音 

（等価騒音レベル：LAeq） 

 

• 交通量 

（車種分類別、時間別、方

向別） 

№１ 

（県道57号） 

平日 

令和３年10月５日（水）

22:00～６日（木）22:00 

休日 

令和３年10月８日（金）

22:00～９日（土）22:00 

• 尼崎市提供データ 

「尼崎市新ごみ処理施設整備事

業に係る環境影響評価準備書」

の手続において令和３年に実施

された現地調査結果の整理 
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図 6.2.1 騒音の現地調査地点 
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(b) 現地調査の結果 

(ｱ) 騒音の現況 

道路交通騒音の調査結果は、表 6.2.2に示すとおりである。 

平日の等価騒音レベル（LAeq）は、昼間で 69デシベル、夜間で 64デシベル、休日の等価騒音レベ

ル（LAeq）は、昼間で 67デシベル、夜間で 64デシベルとなっており、環境基準の基準値を下回って

いる。 

表 6.2.2 道路交通騒音の調査結果 

（単位：デシベル） 

調査
地点 

対象道路 

等価騒音レベル（LAeq） 環境基準の 
基準値 平 日 休 日 

昼 間 夜 間 昼 間 夜 間 昼 間 夜 間 

№１ 県道 57 号 69 64 67 64 70 65 

（注）１．昼間の時間の区分は６時～22 時、夜間の時間の区分は 22 時～翌日の６時である。 
   ２．「幹線交通を担う道路に近接する空間」の基準値の適用を受ける地点である。 

(ｲ) 交通量 

交通量の現地調査結果は、表 6.2.3に示すとおりである。 

自動車類の交通量は、平日で約 11,600台／日、休日で約 8,400台／日、大型車混入率は、平日で

41.5％、休日で 36.1％となっている。 

表 6.2.3(1) 交通量の現地調査結果（平日） 

（単位：台/日） 

調査
地点 

対象道路 小型車類 大型車類 
自動車類計 

(大型車混入率) 
二輪車 

№１ 県道 57 号  6,761  4,801 
11,562

（41.5％） 
1,368 

（注）大型車混入率：大型車類/（大型車類＋ 小型車類）×100％ 

表 6.2.3(2) 交通量の現地調査結果（休日） 

（単位：台/日） 

調査
地点 

対象道路 小型車類 大型車類 
自動車類計 

(大型車混入率) 
二輪車 

№１ 県道 57 号  5,352 3,030 
 8,382

（36.1％） 
  762 

（注）大型車混入率：大型車類/（大型車類＋ 小型車類）×100％ 
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6.2.2 予測及び評価の結果 

(1) 工事関連車両の走行に伴う騒音の影響（工事中） 

(a) 予測の概要 

工事関連車両の走行に伴う騒音の予測の概要は、表 6.2.4に示すとおりである。 

予測項目は工事関連車両の走行による道路交通騒音とし、予測事項は工事関連車両の走行による

等価騒音レベル（LAeq）の増分及び工事中の等価騒音レベル（LAeq）とした。 

予測地点は、図 6.2.2に示すとおり工事関連車両の走行ルート沿道の１地点とした。 

予測時期は工事関連車両の走行台数が最大となる時期とし、予測方法は日本音響学会式（ASJ RTN-

Model 2018）による数値計算とした。 

表 6.2.4 工事関連車両の走行に伴う騒音の予測の概要 

予測項目 予測事項 予測地点 予測時期 予測方法 

道路交通騒音 • 等価騒音レベル

（LAeq） 

工事関連車両が走行する

ルート沿道１地点の道路

敷地境界 

№１地点：県道 57 号 

工事関連車両の

走行台数が最大

となる時期 

騒 音 伝 搬 式

（日本音響学

会式（ASJ RTN-

Model 2018））

による数値計

算 
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図 6.2.2 工事関連車両の走行に伴う騒音の予測地点 
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(b) 予測方法 

(ｱ) 予測手順 

工事関連車両の走行に伴う騒音の予測手順は、図 6.2.3に示すとおりである。 

予測に用いる交通量については、工事計画から工事関連車両を、現地調査結果から一般車両を設

定した。 

予測地点は、工事計画と沿道の状況を考慮して設定した工事関連車両が走行する主要なルートの

沿道１地点の道路敷地境界とした。 

予測モデルは日本音響学会式（ASJ RTN-Model 2018）を用いたが、工事中の道路構造・幅員構成

は現況と変わらないため、工事関連車両の走行による等価騒音レベル（LAeq）は、現況の等価騒音レ

ベル（LAeq）（昼間の現地調査結果）に交通量の増加による等価騒音レベル（LAeq）の増分を加える

ことによって算出することとした。 

予測地点の設定

予測モデル

工事関連車両の走行による
等価騒音レベルの増分　　

工事関連車両の走行ルート
沿道の等価騒音レベル

(平日、昼間)

現況の等価
騒音レベル

地域の状況

工事関連車両の走
行ルート・台数 一般車両の台数

工事計画

交通量の現地調査

騒音の
現地調査

交通条件の設定

 

図 6.2.3 工事関連車両の走行に伴う騒音の予測手順 
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(ｲ) 予測モデル 

予測モデルは、「道路交通騒音の予測モデル “ASJ RTN-Model 2018”」（日本音響学会誌 75巻

４号（2019）、pp.188-250）に示されている「日本音響学会式（ASJ RTN-Model 2018）」を用いた。 

(ⅰ) 基本式 

① 等価騒音レベル（LAeq）の計算式 

ある時間 T（s）について、変動する工事関連車両の走行による等価騒音レベル（LAeq）は、騒音

レベルをエネルギー的な平均値とし、式(6.2.1)から算出した。 

𝐿𝐴𝑒𝑞 = 𝐿𝐴𝐸 + 10 𝑙𝑜𝑔10
𝑁𝑇

𝑇
 ··················································· (6.2.1) 

ここで、𝐿𝐴𝑒𝑞 ：予測地点における等価騒音レベル（デシベル） 

𝐿𝐴𝐸 ：単発騒音暴露レベル（ユニットパターンのエネルギー積分値）（デシベル） 

 𝐿𝐴𝐸 = 10 𝑙𝑜𝑔10
1

𝑇0
∑ 10𝐿𝑝𝐴𝑖/10

𝑖 ・Δ𝑡𝑖 

  𝑇0 ：基準時間（秒）（＝１秒） 

  𝐿𝑝𝐴𝑖：𝑖番目の区間を走行している音源のＡ特性音圧レベル（デシベル） 

  𝛥𝑡𝑖 ：音源が𝑖番目の区間に存在する時間（秒） 

𝑁𝑇 ：時間範囲𝑇秒間の交通量（台） 

𝑇 ：対象とする基準時間帯の時間（秒） 

② 伝搬計算 

ユニットパターンとは点音源𝑖が単独で走行した際の予測地点におけるＡ特性音圧レベルの時間

的変化であり、具体的には、道路上を１台の自動車が走行した際の予測地点における騒音レベルの

時間変動パターンであり、図 6.2.4に示すとおり、時間の関数として表される。 

 

 

図 6.2.4 ユニットパターン 

  

Δｔi

ｔ

ユニットパターン
ＬpAi

i 番目の区間を走行している音源の 

Ａ特性音圧レベル 

音源が i 番目の区間に存在する時間 
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点音源 𝑖 からの道路交通騒音が予測地点に到達した際のＡ特性のユニットパターンは、無指向性

点音源の半自由空間における伝搬を考慮し、式(6.2.2)から車種別に算出した。 

𝐿𝐴,𝑖 = 𝐿𝑊𝐴,𝑖 − 8 − 20 𝑙𝑜𝑔10 𝑟𝑖 + ∆𝐿𝑑𝑖𝑓𝑓,𝑖 + ∆𝐿𝑔𝑟𝑛𝑑,𝑖 + ∆𝐿𝑎𝑖𝑟,𝑖 ······················ (6.2.2) 

ここで、𝐿𝐴,𝑖 ：𝑖 番目の位置から予測地点に伝搬する騒音レベル（デシベル） 

𝐿𝑊𝐴,𝑖 ：自動車１台当たりのＡ特性音響パワーレベル（デシベル） 

𝑟𝑖 ：音源と予測地点間の距離（ｍ） 

∆𝐿𝑑𝑖𝑓𝑓,𝑖：回折減衰による補正量（デシベル）（＝０） 

∆𝐿𝑔𝑟𝑛𝑑,𝑖：地表面効果による補正量（デシベル）（＝０） 

∆𝐿𝑎𝑖𝑟,𝑖 ：空気の音響吸収による補正量（デシベル）（＝０） 

③ 自動車の走行騒音のＡ特性音響パワーレベル 

自動車１台当たりのＡ特性音響パワーレベルは、式(6.2.3)から算出した。式中の定数は、    

表 6.2.5に示すとおりであり、予測地点周辺には信号交差点があるため非定常区間の値を用いた。

なお、現況と供用時で道路沿道の状況等（舗装の種類、縦断勾配、音源と予測地点の位置関係）は

変化しないため、排水性舗装による補正量、道路の縦断勾配による補正量、自動車走行騒音の指向

性による補正量及びその他の要因による補正量は考慮しないこととした。 

𝐿𝑊𝐴 = 𝑎 + 𝑏 𝑙𝑜𝑔10 𝑉 + ∆𝐿𝑠𝑢𝑟𝑓 + ∆𝐿𝑔𝑟𝑎𝑑 + ∆𝐿𝑑𝑖𝑟 + ∆𝐿𝑒𝑡𝑐 ························· (6.2.3) 

ここで、𝐿𝑊𝐴 ：自動車１台当たりのＡ特性音響パワーレベル（デシベル） 

𝑎 ：車種別に与えられる定数（表 6.2.5の密粒舗装・非定常走行区間の値） 

𝑏 ：速度依存性を表す係数（表 6.2.5の密粒舗装・非定常走行区間の値） 

𝑉 ：平均走行速度（㎞/h） 

∆𝐿𝑠𝑢𝑟𝑓 ：排水性舗装による補正量（デシベル） 

∆𝐿𝑔𝑟𝑎𝑑 ：道路の縦断勾配による補正量（デシベル） 

∆𝐿𝑑𝑖𝑟 ：自動車走行騒音の指向性による補正量（デシベル） 

∆𝐿𝑒𝑡𝑐 ：その他の要因による補正量（デシベル） 

表 6.2.5 定数 a ・b の値（一般道路、密粒舗装） 

車種分類 

定常走行区間 

（40 ㎞/h ≤ 𝑉 ≤140 ㎞/h） 

非定常走行区間 

（10 ㎞/h ≤ 𝑉 ≤60 ㎞/h） 

𝑎 𝑏 𝑎 𝑏 

小型車類 45.8 
30 

82.3 
10 

大型車類 53.2 88.8 

出典：「道路交通騒音の予測モデル “ASJ RTN-Model 2018”」（日本音響学会誌 75 巻
４号（2019）、pp.188-250） 
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(ⅱ) 等価騒音レベル（LAeq）の増分の算出式 

工事関連車両の走行による等価騒音レベル（LAeq）は、式(6.2.4)に示すとおり、現況の等価騒音

レベル（LAeq）（現地調査結果）に工事関連車両の走行による等価騒音レベル（LAeq）の増分（ΔL）

を加えることにより算出した。 

𝐿𝐴𝑒𝑞 = 𝐿𝐴𝑒𝑞
∗ + ∆𝐿 

∆𝐿 = 10log10{(10𝐿𝐴𝑒𝑞,𝑅 10⁄ + 10𝐿𝐴𝑒𝑞,𝐻 10⁄ ) 10𝐿𝐴𝑒𝑞,𝑅 10⁄⁄ } 
 ·························· (6.2.4) 

ここで、𝐿𝐴𝑒𝑞
∗ ：現況の等価騒音レベル（デシベル） 

∆𝐿 ：工事関連車両の走行による等価騒音レベルの増分（デシベル） 

𝐿𝐴𝑒𝑞,𝑅 ：現況交通量から日本音響学会の ASJ RTN-Modelを用いて求められる等価騒

音レベル（デシベル） 

𝐿𝐴𝑒𝑞,𝐻 ：工事関連車両の交通量から日本音響学会の ASJ RTN-Modelを用いて求めら

れる等価騒音レベル（デシベル） 

(ｳ) 予測条件 

(ⅰ) 予測時期 

予測時期は、工事計画をもとに設定した工事関連車両の月当たりの運行台数が最大となる着工後

22ヵ月目（表 6.1.7参照）とした。 

(ⅱ) 交通条件 

予測に用いる交通量は表 6.2.6に示すとおりであり、工事関連車両については工事計画から設定

し、一般車両については現地調査結果から設定した。 

車両の走行速度は、予測地点における制限速度の 50km/hとした。 

時間交通量については、「資料２」に記載したとおりである。 

表 6.2.6 予測に用いる交通量 

予測

地点 

時間の

区分 

制限 

速度 

(km/h) 

工事関連車両（台／16h） 一般車両（台／16h） 合 計（台／16h） 

小型 

車類 

大型 

車類 
合 計 

小型 

車類 

大型 

車類 
合 計 

小型 

車類 

大型 

車類 
合 計 

№１ 昼 間 50 20 214 234 6,172 4,143 10,315 6,192 4,357  10,549 

（注）１．昼間の時間の区分は、６～22 時である。 

   ２．№１地点の対象道路は、県道 57 号である。 

 

(ⅲ) 道路横断構成 

予測地点の道路横断構成は、図 6.2.5に示すとおりである。 

予測地点は、歩道幅員が西側に比べて狭く騒音が大きくなる東側の道路敷地境界を対象とし、そ

の高さは地上 1.2ｍとした。 
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【№１地点 県道 57号】 

  

図 6.2.5 道路横断構成及び予測地点 

(ⅳ) 現況の一般車両の走行による騒音レベル 

現況の一般車両の走行による騒音レベルは、現地調査結果（表 6.2.2参照）を用いた。 

(c) 予測結果 

工事関連車両の走行に伴う騒音の予測結果は、表 6.2.7に示すとおりである。 

工事関連車両が走行する昼間（６～22時）において、現況の等価騒音レベル（LAeq）は 69デシベ

ル、工事関連車両の走行による等価騒音レベル（LAeq）の増分は 0.2デシベルであり、これらを合わ

せた工事関連車両の走行ルート沿道の等価騒音レベル（LAeq）は、69デシベルである。 

表 6.2.7 工事関連車両の走行に伴う騒音の予測結果 

（単位：デシベル） 

予測
地点 

対象道路 
時間の

区分 

等価騒音レベル（LAeq） 

① 

現況の 

騒音レベル 

 

② 

工事関連車両の 

走行による増分 

①＋② 

工事関連車両の走

行ルート沿道の騒

音レベル 

№１ 県道 57 号 昼 間 69 0.2 69 

（注）昼間の時間の区分は、６～22 時である。 

 

  

18.5

5.0 4.7 1.2 4.4 3.2

 １
（東側）

1.2

音源

予測地点

（単位：ｍ、S=1/200）

歩道 北行き
１車線

南行き
１車線

歩道中央帯
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(d) 評 価 

(ｱ) 環境保全目標 

工事関連車両の走行に伴う騒音の評価は、表 5.3.3(1)に示した「評価内容」に従って、表 6.2.8

に示す環境保全目標を設定し、本事業の実施が工事関連車両の走行ルート沿道に及ぼす影響につい

て、予測結果及び環境保全措置を環境保全目標と照らし合わせて評価した。基準等との整合性につ

いては、「環境基本法」に定められた環境基準及び「尼崎市の環境をまもる条例」に基づく騒音に

係る環境上の基準に基づき評価することとした。 

表 6.2.8 工事関連車両の走行に伴う騒音の環境保全目標 

環境影響要因 環境保全目標 

工事関連車両の走行 • 実行可能なよりよい技術が取り入れられているか否かについて検討するな

どの方法により、環境に負荷を及ぼすおそれのある影響が回避され、又は

低減されていること。 

• 以下に示す基準等との整合性が図られていること。 

・「騒音に係る環境基準について」に定める基準 

・「尼崎市の環境をまもる条例」に基づく騒音に係る環境上の基準 

 

(ｲ) 評価結果 

工事関連車両の走行に伴う騒音の評価結果は、表 6.2.9に示すとおりである。 

工事関連車両の走行ルート沿道における等価騒音レベル（LAeq）は、昼間（６～22時）で 69デシ

ベルであり、騒音に係る環境基準の基準値及び「尼崎市の環境をまもる条例」に基づく騒音に係る

環境上の基準の基準値を下回っている。 

さらに、事業の実施に当たっては、表 6.2.10に示す環境保全措置を実施することにより、工事関

連車両の走行に伴う騒音の影響を最小限にとどめるようにする計画である。 

表 6.2.9 工事関連車両の走行に伴う騒音の評価結果 

（単位：デシベル） 

予測
地点 

対象道路 
時間の 
区分 

等価騒音レベル（LAeq） 環境保全の目標値 

① 

現況の 

騒音レベル 

 

② 

工事関連車両

の走行による

増分 

 

①＋② 

工事関連車両

の走行ルート

沿道の騒音レ

ベル 

騒音に係る環境基準 

及び 

尼崎市の環境をまもる条例に 

基づく騒音に係る環境上の基準 

地域の類型 基準値 

№１ 県道57号 昼 間 69 0.2 69 
幹線交通を担う道 
路に近接する空間 

70以下 

（注）１．昼間の時間の区分は、６～22 時である。 

   ２．№１地点の用途地域は、準工業地域である。 
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表 6.2.10 環境保全措置の内容 

種類 区分 実施主体 
実施

期間 
内容及び効果 

環境保全措置の

実施に伴い生じ

るおそれのある

環境影響 

工事関連車

両の走行台

数の削減 

低減 公益社団法人

２０２５日本

国際博覧会協

会 

工事中 工事関連車両は、可能な限り阪神高速５

号湾岸線を利用して尼崎東海岸出入口又

は中島出入口からアクセスするルートを

優先し、一般道路を経由する県道 57 号の

利用を最小限に抑えることにより、工事

関連車両の走行に伴う騒音を低減する。 

なし 

    工事の効率化・平準化を図り、工事関連車

両台数を可能な限り削減することによ

り、工事関連車両の走行に伴う騒音を低

減する。 

なし 

工事関連車

両の適切な

運行の指導 

低減 公益社団法人

２０２５日本

国際博覧会協

会 

工事中 工事関連車両は、過積載の防止、積み荷の

安定化、制限速度の遵守、空ぶかしの禁

止、アイドリングストップの遵守等、適切

な運行を行うことにより、工事関連車両

の走行に伴う騒音を低減する。 

なし 

 

以上のことから、工事関連車両の走行に伴う騒音の影響については、工事関連車両の走行ルート

沿道の環境に負荷を及ぼすおそれのある影響が低減されていること、「騒音に係る環境基準につい

て」に定める基準及び「尼崎市の環境をまもる条例」に基づく騒音に係る環境上の基準との整合性が図

られていることから、環境保全目標を満足するものと評価する。 
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6.3 振 動 

本事業では、工事関連車両の走行に伴い振動が発生することから、振動に係る調査、予測及び評

価を実施した。 

 

6.3.1 調査結果 

(1) 既存資料調査 

調査対象の中央地区では、道路交通振動の調査地点が６ヵ所あり、その調査結果は、「第３章 3.3

節 3.3.2 騒音・振動」に示すとおりである。 

 

(2) 現地調査 

工事関連車両が走行する県道 57号における振動の状況を把握するため、「尼崎市新ごみ処理施設

整備事業に係る環境影響評価準備書」（令和４年７月、尼崎市）に係る現地調査データについて、

尼崎市から提供を受け、調査結果を整理した。 

(a) 現地調査の概要 

現地調査の概要は表 6.3.1に、振動の現地調査地点は図 6.3.1に示すとおりである。 

表 6.3.1 現地調査の概要 

調査項目 調査地点 調査期間 調査方法 

• 道路交通振動 

（振動レベルの

80％レンジ上端

値：Ｌ10） 

 

• 地盤卓越振動数 

 

• 交通量 

（車種分類別、時

間別、方向別） 

№１ 

（県道 57 号） 

平日 

令和３年10月５日（水）

22:00～６日（木）22:00 

休日 

令和３年10月８日（金）

22:00～９日（土）22:00 

• 尼崎市提供データ 

「尼崎市新ごみ処理施設整備事

業に係る環境影響評価準備書」

の手続において令和３年に実施

された現地調査結果の整理 
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図 6.3.1 振動の現地調査地点 
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(b) 現地調査の結果 

(ｱ) 振動の現況 

道路交通振動の調査結果は、表 6.3.2に示すとおりである。 

平日の振動レベルの 80％レンジ上端値（Ｌ10）は、昼間で 45 デシベル、夜間で 41 デシベル、休

日の振動レベルの 80％レンジ上端値（Ｌ10）は、昼間で 43 デシベル、夜間で 39 デシベルとなって

おり、「振動規制法」に基づく道路交通振動の限度（要請限度）を下回っている。 

表 6.3.2 道路交通振動の調査結果 

（単位：デシベル） 

調査 

地点 
対象道路 

振動レベルの 80％レンジ上端値（L10） 道路交通振動の限度

（要請限度） 平 日 休 日 

昼 間 夜 間 昼 間 夜 間 昼 間 夜 間 

№１ 県道 57 号 45 41 43 39 70 65 

（注）１．昼間の時間の区分は８時～19 時、夜間の時間の区分は 19 時～翌日の８時である。 

   ２．表中の数値は、昼間及び夜間の時間区分別の算術平均値を示す。 

   ３．道路交通振動の限度（要請限度）は、「振動規制法施行規則」に定める第２種区域の値である。 

(ｲ) 地盤卓越振動数の現況 

地盤卓越振動数の調査結果は、表 6.3.3に示すとおりであり、12.6Hzとなっている。 

表 6.3.3 地盤卓越振動数の調査結果 

（単位：Hz） 

調査地点 対象道路 地盤卓越振動数 

№１ 県道 57 号 12.6 

 

(ｳ) 交通量 

交通量の現地調査結果は、表 6.2.3に示したとおりである。 
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6.3.2 予測及び評価の結果 

(1) 工事関連車両の走行に伴う振動の影響（工事中） 

(a) 予測の概要 

工事関連車両の走行に伴う振動の予測の概要は、表 6.3.4に示すとおりである。 

予測項目は工事関連車両の走行による道路交通振動とし、予測事項は工事関連車両の走行による

振動レベルの 80％レンジ上端値（L10）の増分及び工事中の振動レベルの 80％レンジ上端値（L10）

とした。 

予測地点は、図 6.3.2に示すとおり工事関連車両の走行ルート沿道の１地点とした。 

予測時期は工事関連車両の走行台数が最大となる時期とし、予測方法は予測モデル（土木研究所

提案式）による数値計算とした。 

表 6.3.4 工事関連車両の走行に伴う振動の予測の概要 

予測項目 予測事項 予測地点 予測時期 予測方法 

道路交通振動 • 振動レベルの80％

レンジ上端値（L10） 

工事関連車両が走行する

ルート沿道１地点の道路

敷地境界 

№１地点：県道 57 号 

工事関連車両の

走行台数が最大

となる時期 

波動理論（土

木研究所提案

式）による数

値計算 
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図 6.3.2 工事関連車両の走行に伴う振動の予測地点 
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(b) 予測方法 

(ｱ) 予測手順 

工事関連車両の走行に伴う振動の予測手順は、図 6.3.3に示すとおりである。 

予測に用いる交通量については、工事計画から工事関連車両を、現地調査結果から一般車両を設

定した。 

予測地点は、工事計画と沿道の状況を考慮して設定した工事関連車両が走行する主要なルートの

沿道１地点の道路敷地境界とした。 

予測モデルは土木研究所提案式を用いたが、工事中の道路構造・幅員構成は現況と変わらないた

め、工事関連車両の走行による振動レベルの 80％レンジ上端値（L10）は、現況の振動レベルの 80％

レンジ上端値（L10）（工事関連車両が走行する７～18時の１時間値）に、交通量の増加による振動

レベルの 80％レンジ上端値（L10）の増分（工事関連車両が走行する７～18時の１時間値の増分）を

加えることによって算出した。 

予測地点の設定

予測モデル

工事関連車両の走行による
振動レベルの80％レンジ

上端値の増分

工事関連車両の走行ルート
沿道の振動レベルの
80％レンジ上端値

平日、工事関連車両が
走行する７～18時　　

現況の振動レベルの
80％レンジ上端値

地域の状況

工事関連車両の
走行ルート・台数

 一般車両の台数

工事計画

交通量の現地調査

振動の現地調査

交通条件の設定

 

図 6.3.3 工事関連車両の走行に伴う振動の予測手順 
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(ｲ) 予測モデル 

予測モデルは、「道路環境影響評価の技術手法（平成 24年度版）」（国土交通省国土技術政策総

合研究所・独立行政法人土木研究所）に示されている「土木研究所提案式」を用いた。 

(ⅰ) 基本式 

𝐿10 = 𝐿10
∗ − 𝛼ℓ                         

𝐿10
∗ = 𝑎 𝑙𝑜𝑔10(𝑙𝑜𝑔10 𝑄∗) + 𝑏 𝑙𝑜𝑔10 𝑉 + 𝑐 𝑙𝑜𝑔10 𝑀 + 𝑑 + 𝛼𝜎 + 𝛼𝑓 + 𝛼𝑠

 ·············· (6.3.1) 

ここで、𝐿10 ：道路交通振動の振動レベルの 80％レンジ上端値（デシベル） 

𝐿10
∗ ：基準点における道路交通振動の振動レベルの 80％レンジ上端値（デシベル） 

𝛼ℓ ：距離減衰値（デシベル）（表 6.3.5参照） 

𝑄∗ ：500秒間の１車線当たり等価交通量（台/500秒/車線） 

𝑄∗ = (500 3600⁄ ) × (𝑄1 + 𝐾𝑄2) 𝑀⁄  

𝑄1 ：小型車時間交通量（台/時） 

𝑄2 ：大型車時間交通量（台/時） 

𝐾 ：大型車の小型車への換算係数（＝13、V ≦100㎞/時） 

𝑀 ：上下車線合計の車線数（車線） 

𝑉 ：平均走行速度（㎞/時） 

𝛼𝜎 ：路面の平坦性等による補正値（デシベル）（表 6.3.5参照） 

𝛼𝑓 ：地盤卓越振動数による補正値（デシベル） 

𝛼𝑠 ：道路構造による補正値（デシベル）（表 6.3.5参照） 

a b c d、 、 、 ：定 数（表 6.3.5参照） 
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(ⅱ) 振動レベルの 80％レンジ上端値（L10）の増分の算出式 

工事関連車両の走行に伴う振動の予測は、式(6.3.1)に示す予測モデルを用いることとしたが、工

事中の道路構造・幅員構成は現況と変わらないため、式(6.3.2)に示すとおり、現況の振動レベルの

80％レンジ上端値（L10）に工事関連車両の走行による振動レベルの 80％レンジ上端値（L10）の増分

を加えることにより算出した。 

𝐿10 = 𝐿10
′ + ∆𝐿           

∆𝐿 = 𝑎 𝑙𝑜𝑔10(𝑙𝑜𝑔10 𝑄′) − 𝑎 𝑙𝑜𝑔10(𝑙𝑜𝑔10 𝑄)
 ···································· (6.3.2) 

ここで、𝐿10 ：道路交通振動の振動レベルの 80％レンジ上端値（デシベル） 

𝐿10
′ ：現況の振動レベルの 80％レンジ上端値（現況振動）（デシベル） 

∆𝐿 ：工事関連車両の走行による振動レベルの 80％レンジ上端値の増分（デシベル） 

𝑄′ ：500秒間の１車線当たり等価交通量（台/500秒/車線） 

𝑄′ = (500 3600⁄ ) × {𝑁𝐿 + 𝑁𝐿𝐶 + 𝐾(𝑁𝐻 + 𝑁𝐻𝐶)} 𝑀⁄  

𝑁𝐿 ：現況の小型車時間交通量（台/時） 

𝑁𝐿𝐶 ：工事関連車両の小型車時間交通量（台/時） 

𝐾 ：大型車の小型車への換算係数（＝13） 

𝑁𝐻 ：現況の大型車時間交通量（台/時） 

𝑁𝐻𝐶 ：工事関連車両の大型車時間交通量（台/時） 

𝑀 ：上下車線合計の車線数（車線） 

𝑄 ：現況の 500秒間の１車線当たり等価交通量（台/500秒/車線） 

𝑄 = (500 3600⁄ ) × (𝑁𝐿 + 𝐾𝑁𝐻) 𝑀⁄  

𝑎 ：定 数（＝47）(表 6.3.5の「平面道路」を参照) 
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表 6.3.5 振動レベルの 80％レンジ上端値（L10）の予測式の定数及び補正値 

（注）基準点は、図 6.3.4 参照 

出典：「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」（国土交通省国土技術政策総合研究所・独立行

政法人土木研究所） 

 

 
ｒ：予測基準点から予測地点までの距離 

出典：「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」（国土交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法

人土木研究所） 

図 6.3.4 予測基準点の位置 

  

道路構造 ａ ｂ ｃ ｄ    

平面道路 

高架道路に併設され

た場合を除く 

47 12 3.5 27.3 ・アスファルト舗装では
8.2 𝑙𝑜𝑔10 𝜎 

𝜎：3 ｍプロフィルメータ

による路面凹凸の標

準偏差（㎜） 切土道路 

掘割道路 
 

道路構造 
f

  s  
𝛼𝑙 = 𝛽

𝑙𝑜𝑔10(𝑟 5 + 1⁄ )

𝑙𝑜𝑔10 2
 

𝑟：基準点から予測地点ま

での距離(ｍ) 

平面道路 

高架道路に併設され

た場合を除く 

・f≧8 Hzのとき 
−17.3 𝑙𝑜𝑔10 𝑓 

f：地盤卓越振動数 

（Hz）（＝12.6） 

0 𝛽：粘土地盤では 
0.068𝐿10

∗ − 2.0 

切土道路 
−0.7H − 3.5 

H：切土高さ（m） 
𝛽：0.187𝐿10

∗ − 5.8 

掘割道路 

−4.1H + 6.6 
H：掘割深さ

（m） 

𝛽：0.035𝐿10
∗ − 0.5 
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(ｳ) 予測条件 

(ⅰ) 予測時期 

予測時期は、工事計画をもとに設定した工事関連車両の月当たりの運行台数が最大となる着工後

22ヵ月目（表 6.1.7参照）とした。 

(ⅱ) 交通条件 

予測に用いる交通量は表 6.3.6に示すとおりであり、工事関連車両については工事計画から設定

し、一般車両については現地調査結果から設定した。 

車両の走行速度は、予測断面における制限速度の 50km/hとした。 

時間交通量については、「資料２」に記載したとおりである。 

表 6.3.6 予測に用いる交通量（№１地点） 

時間の区分 制限速度 

(km/h) 

工事関連車両（台／時） 一般車両（台／時） 合 計（台／時） 

 時間帯 小型車類 大型車類 計 小型車類 大型車類 計 小型車類 大型車類 計 

昼 間 11:00～12:00 

50 

0  26  26 301  399  700  301  425  726  

夜 間  7:00～ 8:00 10 0 10 642 280 922 652 280 932 

（注）１．時間の区分は、昼間８～19 時、夜間 19 時～翌日の８時である。 
   ２．№１地点の対象道路は、県道 57 号である。 
   ３．時間の区分別に、予測結果が最大となる時間帯の交通量を示す。 

 

(ⅲ) 道路横断構成 

予測地点の道路横断構成は、図 6.3.5に示すとおりである。 

予測地点は、歩道幅員が西側に比べて狭く振動が大きくなる東側の道路敷地境界を対象とした。 

【№１地点 県道 57号】 

  

図 6.3.5 道路横断構成及び予測地点 

  

18.5

5.0 4.7 1.2 4.4 3.2

 １
（東側）

予測地点

（単位：ｍ、S=1/200）

歩道 北行き
１車線

南行き
１車線

歩道中央帯
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(ⅳ) 現況の一般車両の走行による振動レベル 

現況の一般車両の走行による振動レベルは、現地調査結果（表 6.3.2参照）を用いた。予測に用

いる現地調査結果は、表 6.3.7に示すとおりである。 

表 6.3.7 予測に用いる現地調査結果（№１地点） 

時間の区分 振動レベルの 80％ 

レンジ上端値（L10）  時間帯 

昼間 11:00～12:00 47 

夜間  7:00～ 8:00 45 

（注）時間の区分別に、予測結果が最大となる時間帯の振動レベルを示す。 

 

(c) 予測結果 

工事関連車両の走行に伴う振動の予測結果は、表 6.3.8に示すとおりである。 

工事関連車両が走行する７～18 時においては、現況の振動レベルの 80％レンジ上端値（L10）は

昼間（８～19時）が 42～47デシベル、夜間（19時～翌日の８時）が 45デシベル、工事関連車両の

走行による振動レベルの 80％レンジ上端値（L10）の増分は昼間が 0.0～0.4 デシベル、夜間が 0.0

デシベルであり、これらを合わせた工事関連車両の走行ルート沿道の振動レベルの 80％レンジ上端

値（L10）は昼間が最大 47デシベル、夜間が 45デシベルである。 

表 6.3.8 工事関連車両の走行に伴う振動の予測結果 

（単位：デシベル） 

予測 
地点 

対象道路 

時間の区分 振動レベルの 80％レンジ上端値（L10） 

 時間帯 

① 

現況の振動レベ

ル 

② 

工事関連車両の

走行による増分 

①＋② 

工事関連車両

の走行ルート

沿道の振動レ

ベル 

№１ 県道 57 号 
昼 間 11:00～12:00 47 0.2 47 

夜 間  7:00～ 8:00 45 0.0 45 

（注）１．時間の区分は、昼間８～19 時、夜間 19 時～翌日の８時である。 
   ２．時間の区分別に、予測結果が最大となる時間帯の振動レベルを示す。 
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(d) 評 価 

(ｱ) 環境保全目標 

工事関連車両の走行に伴う振動の評価は、表 5.3.3(1)に示した「評価内容」に従って、表 6.3.9

に示す環境保全目標を設定し、本事業の実施が工事関連車両の走行ルート沿道に及ぼす影響につい

て、予測結果及び環境保全措置を環境保全目標と照らし合わせて評価した。基準等との整合性につ

いては、「振動規制法」第 16条第１項の環境省令で定める限度（道路交通振動の限度（要請限度））

に基づき評価することとした。 

表 6.3.9 工事関連車両の走行に伴う振動の環境保全目標 

環境影響要因 環境保全目標 

工事関連車両の走行 • 実行可能なよりよい技術が取り入れられているか否かについて検討するな

どの方法により、環境に負荷を及ぼすおそれのある影響が回避され、又は

低減されていること。 

• 以下に示す基準等との整合性が図られていること 

・「振動規制法」に基づく道路交通振動の限度（要請限度） 

 

(ｲ) 評価結果 

工事関連車両の走行に伴う振動の評価結果は、表 6.3.10に示すとおりである。 

工事関連車両が走行する７～18時においては、工事関連車両の走行ルート沿道における振動レベ

ルの 80％レンジ上端値（L10）は、昼間（８～19時）で最大 47デシベル、夜間（19時～翌日の８時）

で 45デシベルであり、「振動規制法」に基づく道路交通振動の限度（要請限度）を下回っている。 

さらに、事業の実施に当たっては、表 6.3.11に示す環境保全措置を実施することにより、工事関

連車両の走行に伴う振動の影響を最小限にとどめるようにする計画である。 

表 6.3.10 工事関連車両の走行に伴う振動の評価結果 

（単位：デシベル） 

予測
地点 

対象道路 

時間の区分 振動レベルの80％レンジ上端値（L10） 環境保全の目標値 

 時間帯 

① 
現況の 

振動レベル 

② 
工事関連車
両の走行に
よる増分 

①＋② 
工事関連車
両の走行ル
ート沿道の
振動レベル 

振動規制法 

区域の区分 
道路交通振動

の限度 
（要請限度） 

№１ 県道57号 

昼 間 
11:00～ 

12:00 47 0.2 47 

第二種区域 

70以下 

夜 間 7:00～ 
8:00 

45 0.0 45 65以下 

（注）１．時間の区分は、昼間８～19 時、夜間 19 時～翌日の８時である。 
   ２．時間の区分別に、予測結果が最大となる時間帯の振動レベルを示す。 
   ３．№１地点の用途地域は、準工業地域である。 
   ４．環境保全の目標値は、「振動規制法」第 16 条第１項の環境省令で定める限度（道路交通振動の限度（要請

限度））を示す。 
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表 6.3.11 環境保全措置の内容 

種類 区分 実施主体 
実施

期間 
内容及び効果 

環境保全措置の

実施に伴い生じ

るおそれのある

環境影響 

工事関連車

両の走行台

数の削減 

低減 公益社団法人

２０２５日本

国際博覧会協

会 

工事中 工事関連車両は、可能な限り阪神高速５

号湾岸線を利用して尼崎東海岸出入口又

は中島出入口からアクセスするルートを

優先し、一般道路を経由する県道 57 号の

利用を最小限に抑えることにより、工事

関連車両の走行に伴う振動を低減する。 

なし 

    工事の効率化・平準化を図り、工事関連車

両台数を可能な限り削減することによ

り、工事関連車両の走行に伴う振動を低

減する。 

なし 

工事関連車

両の適切な

運行の指導 

低減 公益社団法人

２０２５日本

国際博覧会協

会 

工事中 工事関連車両は、過積載の防止、積み荷の

安定化、制限速度の遵守等、適切な運行を

行うことにより、工事関連車両の走行に

伴う振動を低減する。 

なし 

 

以上のことから、工事関連車両の走行に伴う振動の影響については、工事関連車両の走行ルート

沿道の環境に負荷を及ぼすおそれのある影響が低減されていること、「振動規制法」に基づく道路

交通振動の限度（要請限度）との整合性が図られていることから、環境保全目標を満足するものと

評価する。 
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6.4 水 質 

工事中の排水については、事業計画地周辺の下水道が未整備であり、既設の雨水排水経路を流下

して公共用水域へ放流することを検討していることから、「工事中の水の濁り（SS）」を保全措置

項目として選定することとした。なお、工事中に設置するトイレは汲み取り式トイレを想定してお

り、汚水は公共用水域へ放流しない。 

船舶運航のための船着場を整備する場合は、アンカー式工法での浮桟橋の施工が想定されること

から、「工事中の水の濁り（SS）」を保全措置項目として選定することとした。なお、船着場は、

公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会が主体として整備するものではないが、現時点での想

定等に基づき参考として評価を行った。 

施設の供用中に設置するトイレ等から発生する汚水については、全量を汲み取り式で対応するこ

とは処理容量上困難であることから、現段階ではバイオトイレの導入や浄化槽の設置等、環境配慮

の観点も含め、幅広く汚水処理方法を検討している。仮に浄化槽を設置した場合には、適正に処理

したものを公共用水域に放流することから、「供用中の水の汚れ（BOD・COD）、水の濁り(SS)、富

栄養化(T-P、T-N)」を保全措置項目として選定することとした。 

なお、工事中の雨水、施設の供用時中に設置するトイレ等から発生する汚水の放流地点は、   

図 6.4.1に示すとおりである。 

 

 

図 6.4.1 雨水・汚水の放流地点 
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6.4.1 評価の結果 

(1) 施設の整備・撤去に伴う水質の影響（工事中） 

(a) 環境保全目標 

施設（駐車場及び船着場）の整備・撤去に伴う水質の評価は、表 5.3.3(2)に示した「評価の内容」

に従って、表 6.4.1に示す環境保全目標を設定し、本事業の実施が事業計画地に及ぼす影響につい

て、環境保全措置を環境保全目標と照らし合わせて評価した。 

表 6.4.1 施設の整備・撤去に伴う水質の環境保全目標 

環境影響要因 環境保全目標 

施設の整備・撤去 • 実行可能なよりよい技術が取り入れられているか否かについて検討するな

どの方法により、環境に負荷を及ぼすおそれのある影響が回避され、又は低

減されていること。 

 

(b) 評価結果 

施設の整備・撤去に当たっては、表 6.4.2に示す環境保全措置を講じることにより、水質への影

響を最小限にとどめるようにする想定である。なお、船着場の構造の例は表 6.4.3に示すとおりで

ある。 

表 6.4.2 環境保全措置の内容 

種類 区分 実施主体 
実施
期間 

内容及び効果 

環境保全措置の
実施に伴い生じ
るおそれのある
環境影響 

工事用地内
の濁水の処
理 

低減 公益社団法人
２０２５日本
国際博覧会協
会 

工事中 工事において大規模な掘削は行わないこ
とから工事排水の発生はほとんどない見
込みであること、工事用地内に降った雨
水等の濁水は、排水経路に泥溜め部を設
けることで海域への SSの負荷を低減させ
てから公共用水域に放流することによ
り、水質(水の濁り)への影響を低減する。 

なし 

水質への影
響が軽微な
構造の採用 

低減 公益社団法人
２０２５日本
国際博覧会協
会 

工事中 船着場を整備する場合は、直杭式横桟 
橋 1)、陸岸に設置して設けられる接岸施設
である岸壁等ではなく、浮桟橋 2)とするこ
とで、海底への支柱打設を行わないよう
整備主体に求めることにより、水質（水の
濁り）への影響を低減する（表 6.4.3 参
照）。 

なし 

（注）１．直杭式横桟橋：海底に支柱を打設しその上に床板を乗せた構造 

   ２．浮桟橋：海上に浮体（ポンツーン）を浮かべ海底に沈めた錨と係留チェーンで接続する構造等 

 

以上のことから、施設の整備・撤去に伴う水質の影響については、雨水排水経路を流下すること

によりSSを低減させてから公共用水域に放流する計画であること、水質への影響が軽微なアンカー

式工法による浮桟橋を採用して、海底への支柱打設を行わないよう整備主体に求めることにより、

周辺環境への影響を最小限にとどめるよう配慮する想定であることから、環境保全目標を満足する

ものと評価する。 
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表 6.4.3 船着場の構造の例 

名 称 横断図等 概 要 

桟 

橋 

浮
桟
橋 

 

・海上に浮体（ポンツーン）

を浮かべ、海底に沈めた錨

(係留アンカー)と係留鎖

(係留チェーン)で接続す

る構造である。 

・直杭式横桟橋や岸壁と異

なり、基礎部分がない。 

直
杭
式
横
桟
橋 

 

・柱状の構造物の上に床を

乗せて係船岸とした係留

施設である。 

・柱等の支柱による支持と

し、杭頭を桁で連結して床

板を乗せた構造である。 

岸 

壁 

重
力
式
岸
壁 

 

・ケーソンやＬ型ブロック

等で垂直壁をつくり、背後

の土圧に耐えるように設

計した構造である。 

矢
板
式
岸
壁 

 

・所定の深さに矢板を打ち

込んで壁面をつくり、背後

の土圧に耐えるように設

計した構造である。 
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(2) 施設の稼働に伴う水質の影響（供用） 

(a) 環境保全目標 

施設の稼働に伴う水質の評価は、表 5.3.3(2)に示した「評価の内容」に従って、表 6.4.4に示す

環境保全目標を設定し、本事業の実施が事業計画地に及ぼす影響について、環境保全措置を環境保

全目標と照らし合わせて評価した。 

表 6.4.4 施設の稼働に伴う水質の環境保全目標 

環境影響要因 環境保全目標 

施設の稼働 • 実行可能なよりよい技術が取り入れられているか否かについて検討するな

どの方法により、環境に負荷を及ぼすおそれのある影響が回避され、又は低

減されていること。 

 

(b) 評価結果 

施設の稼働に当たっては、表 6.4.5に示す環境保全措置を講じることにより、水質への影響を最

小限にとどめるようにする想定である。なお、仮にトイレ等から発生する全ての汚水を浄化槽によ

り処理する場合には、390 人槽、汚水量 21.5 ㎥/日の施設規模を想定している。施設の利用人数及

び処理能力・汚水量の算定根拠については、「資料編３」に示すとおりである。 

表 6.4.5 環境保全措置の内容 

種類 区分 実施主体 
実施

期間 
内容及び効果 

環境保全措置の

実施に伴い生じ

る環境影響 

バイオトイ

レの導入 

低減 

・ 

回避 

公益社団法人

２０２５日本

国際博覧会協

会 

供用中 施設の供用中に設置するトイレ等につい

ては、可能な限りバイオトイレ(汚水を浄

化しリサイクルすることで汲み取りや排

水のないトイレ)を導入することにより、

排水量を低減し、水質（水の汚れ、水の濁

り、富栄養化）への影響を回避又は低減す

る。 

なし 

高度処理型

浄化槽の設

置 

低減 公益社団法人

２０２５日本

国際博覧会協

会 

供用中 施設の供用中に設置するトイレ等から発

生する汚水について、浄化槽を設置して

処理する場合には、一般排水基準を十分

下回るよう、高度処理型浄化槽を設置す

ることにより、水質（水の汚れ、水の濁り、

富栄養化）への影響を低減する。 

なし 

 

以上のことから、施設の稼働に伴う水質の影響については、バイオトイレの導入又は高度処理型

浄化槽の設置により周辺環境への影響を最小限にとどめるよう配慮する計画であり、環境保全目標

を満足するものと評価する。 
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6.5 底 質 

大阪・関西万博の開催期間中、民間企業等において、船舶による事業計画地から万博会場へのア

クセス導入が検討されている。船舶運航のための船着場を整備する場合は、アンカー式工法での浮

桟橋の施工が想定されることから、底質について保全措置項目として選定し、予測は行わずに環境

保全措置を検討することで評価を実施した。なお、船着場は、公益社団法人２０２５年日本国際博

覧会協会が主体として整備するものではないが、現時点での想定等に基づき参考として評価を行っ

た。 

 

6.5.1 評価の結果 

(1) 施設の整備・撤去に伴う底質の影響（工事中） 

(a) 環境保全目標 

施設（船着場）の整備・撤去に伴う底質の評価は、表 5.3.3(2)に示した「評価の内容」に従って、

表 6.5.1に示す環境保全目標を設定し、本事業の実施が事業計画地に及ぼす影響について、予測結

果及び環境保全措置を環境保全目標と照らし合わせて評価した。 

表 6.5.1 施設の整備・撤去に伴う底質の環境保全目標 

環境影響要因 環境保全目標 

施設の整備・撤去 • 実行可能なよりよい技術が取り入れられているか否かについて検討するな
どの方法により、環境に負荷を及ぼすおそれのある影響が回避され、又は低
減されていること。 

 

(b) 評価結果 

施設の整備・撤去に当たっては、表 6.5.2に示す環境保全措置を講じることにより、底質への影

響を最小限にとどめるようにする想定である。船着場の構造の例について表 6.4.3に示す。 

表 6.5.2 環境保全措置の内容 

種類 区分 実施主体 
実施
期間 

内容及び効果 

環境保全措置の
実施に伴い生じ
るおそれのある
環境影響 

底質への影
響が軽微な
構造の採用 

低減 公益社団法人
２０２５日本
国際博覧会協
会 

工事中 船着場を整備する場合は、直杭式横桟 
橋 1)、陸岸に設置して設けられる接岸施設
である岸壁等ではなく、浮桟橋 2)とするこ
とで、海底への支柱打設を行わないよう
整備主体に求めることにより、底質への
影響を低減する（表 6.4.3参照）。 

なし 

（注）１．直杭式横桟橋：海底に支柱を打設しその上に床板を乗せた構造 

   ２．浮桟橋：海上に浮体（ポンツーン）を浮かべ海底に沈めた錨と係留チェーンで接続する構造等 

以上のことから、施設の整備・撤去に伴う底質の影響については、底質への影響が軽微なアン  

カー式工法による浮桟橋を採用して、海底への支柱打設を行わないよう整備主体に求めることによ

り周辺環境への影響を最小限にとどめるよう配慮する想定であり、環境保全目標を満足するものと

評価する。 
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6.6 廃棄物 

本事業では、工事の実施に伴い廃棄物が発生することから、廃棄物に係る調査、予測及び評価を

実施した。 

 

6.6.1 調査結果 

(1) 既存資料調査 

既存資料調査は、文献その他の資料の収集·整理により行った。 

(a) 産業廃棄物 

(ｱ) 調査事項 

調査事項は、以下に示すとおりである。 

・尼崎市における産業廃棄物の状況 

(ｲ) 調査方法 

調査方法は、表 6.6.2に示すとおり既存資料を収集整理した。 

表 6.6.2 産業廃棄物の既存資料一覧 

環境要素・調査項目 資  料  名 

産業廃棄物 

• 「尼崎の環境 －平成 29 年度～令和２年度版－」（平成 29 年１月・平成 30

年１月・平成 31 年１月・令和２年３月・令和３年３月、尼崎市経済環境局） 

• 「環境基本計画年次報告書」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

(ｳ) 調査結果 

調査結果は、「第３章 3.3 節 3.3.7 廃棄物及び資源循環」に示すとおりであり、尼崎市の令

和元年度の産業廃棄物総排出量は 276.4万ｔ、最終処分量は 6.0万ｔとなっている。 

(b) 残 土 

(ｱ) 調査事項 

調査事項は、以下に示すとおりである。 

・残土（建設発生土）の処理体系等 

(ｲ) 調査方法 

調査方法は、表 6.6.3に示すとおり既存資料を収集・整理した。 

表 6.6.3 残土の既存資料一覧 

環境要素・調査項目 資  料  名 

残 土 • 「建設リサイクル推進計画 2020」（令和２年９月、国土交通省） 
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(ｳ) 調査結果 

「建設リサイクル推進計画 2020」における建設発生土の処理フローは、図 6.6.1に示すとおりで

ある。平成 30 年度における全国の建設発生土有効利用率は、「建設リサイクル推進計画 2020」に

よると 79.8％となっている。 

 

出典：「建設リサイクル推進計画 2020 ～「質」を重視するリサイクルへ～」（令和２年９月、国土交通省）より作成 

図 6.6.1 建設発生土の処理フロー 
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6.6.2 予測及び評価の結果 

(1) 施設の整備・撤去に伴う廃棄物の影響（工事中） 

(a) 予測の概要 

施設の整備・撤去に伴う廃棄物の予測の概要は、表 6.6.4に示すとおりである。 

予測項目は、廃棄物及び残土の種類別発生量とした。 

予測地点は、事業計画地とした。 

予測時期は整備・撤去工事中とし、予測方法は工事計画をもとに予測する方法とした。 

表 6.6.4 施設の整備・撤去に伴う廃棄物の予測の概要 

予測項目 予測地点 予測時期 予測方法 

• 廃棄物 

• 残 土 
• 種類別発生量 事業計画地 整備・撤去工事中 

工事計画をもとに

予測 

(b) 予測方法 

(ｱ) 廃棄物 

整備・撤去工事に伴う廃棄物は、排水構造物工の側溝、舗装工の表層材・路盤材、付属施設工の

標識及び建築工の管理運営施設等の撤去により生じるものであり、発生量等は、工事の計画数量に

基づき予測した。 

(ｲ) 残 土 

整備・撤去工事に伴う残土は、土工の掘削・盛土により生じるものであり、発生量は、工事の計

画数量に基づき予測した。 

(c) 予測結果 

(ｱ) 廃棄物 

廃棄物発生量の予測結果は、表 6.6.5に示すとおりであり、整備工事ではがれき類が 80ｔ、撤去

工事ではがれき類が 39,010ｔ、金属くずが 60ｔ発生する。 

表 6.6.5 廃棄物発生量の予測結果 

予測時期 廃棄物の種類 発生量（ｔ） 

整備工事 がれき類 80 

撤去工事 
がれき類 39,010 

金属くず 60 

(ｲ) 残 土 

整備工事に伴い発生する残土量の予測結果は、表 6.6.6に示すとおりである。 

整備工事においては、掘削土は盛土に使用し、残土は発生しない計画である。  
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表 6.6.6 残土量発生量の予測結果 

（単位：ｍ3）    

予測時期 掘 削 盛 土 残 土 

整備工事 15,820 15,820 0 

撤去工事      0      0 0 

（注）掘削土は盛土に使用し、残土は発生しない計画である。 

(d) 評 価 

(ｱ) 環境保全目標 

施設の整備・撤去に伴う廃棄物の評価は、表 5.3.3(2)に示した「評価の内容」に従って、表 6.6.7

に示す環境保全目標を設定し、本事業の実施が事業計画地に及ぼす影響について、予測結果及び環

境保全措置を環境保全目標と照らし合わせて評価した。 

表 6.6.7 施設の整備・撤去に伴う廃棄物の環境保全目標 

環境影響要因 環境保全目標 

施設の整備・撤去 • 実行可能なよりよい技術が取り入れられているか否かについて検討するな
どの方法により、環境に負荷を及ぼすおそれのある影響が回避され、又は低
減されていること。 

(ｲ) 評価結果 

本事業の実施に当たっては、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成 12年法律

第 104 号（最終改正：令和４年法律第 68 号））、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和

45 年法律第 137 号（最終改正：令和４年法律第 68 号））を遵守し、表 6.6.8 に示す環境保全措置

を講じることにより、施設の整備・撤去に伴う廃棄物の影響を最小限にとどめるようにする計画で

ある。 

表 6.6.8 環境保全措置の内容 

種類 区分 実施主体 
実施
期間 

内容及び効果 

環境保全措置の
実施に伴い生じ
るおそれのある
環境影響 

撤去工事に
おける廃棄
物の分別 

低減 公益社団法人
２０２５日本
国際博覧会協
会 

工事中 撤去工事においては、「建設工事に係る
資材の再資源化等に関する法律」等の関
係法令に基づき、発生抑制・減量化・リ
サイクルについて適切な措置を講じる。 

なし 

掘削土の事
業計画地内
での再利用 

低減 公益社団法人
２０２５日本
国際博覧会協
会 

工事中 掘削土は、可能な限り盛土として使用す
る。 

なし 

廃棄物発生
量の抑制 

低減 公益社団法人
２０２５日本
国際博覧会協
会 

工事中 建設資材（仮設含む）については、指定
材料を除き、リユース・リサイクル材や
撤去後にリユース・リサイクルを行いや
すい材料の活用を検討することにより、
廃棄物処分量を低減する。 

なし 

以上のことから、施設の整備・撤去に伴う廃棄物の影響については、廃棄物及び残土の発生量を

抑制するとともに、発生する廃棄物を適正に処理する等、周辺環境への影響を最小限にとどめるよ

う配慮する計画であり、環境保全目標を満足するものと評価する。 



6.7-1 

6.7 資源循環 

本事業では、工事の実施に伴い発生する残土の有効利用や再生資源の利用が想定されることから、

資源循環に係る調査、予測及び評価を実施した。 

 

6.7.1 調査結果 

(1) 既存資料調査 

既存資料調査は、文献その他の資料の収集·整理により行った。 

(a) 産業廃棄物 

(ｱ) 調査事項 

調査事項は、以下に示すとおりである。 

・尼崎市における産業廃棄物の発生及び処理の状況 

(ｲ) 調査方法 

調査方法は、表 6.7.2に示すとおり既存資料を収集整理した。 

表 6.7.2 産業廃棄物の既存資料一覧 

環境要素・調査項目 資  料  名 

産業廃棄物 

• 「尼崎の環境 －平成 29 年度～令和２年度版－」（平成 29 年１月・平成 30

年１月・平成 31 年１月・令和２年３月・令和３年３月、尼崎市経済環境局） 

• 「環境基本計画年次報告書」（令和４年３月、尼崎市経済環境局） 

 

(ｳ) 調査結果 

調査結果は、「第３章 3.3 節 3.3.7 廃棄物及び資源循環」に示すとおりであり、尼崎市の令

和元年度の産業廃棄物総排出量は 276.4万ｔ、減量化量率は 89.9％、再生利用率は 7.9％となって

いる。 

(b) 残 土 

(ｱ) 調査事項 

調査事項は、以下に示すとおりである。 

・残土（建設発生土）の処理体系等 

(ｲ) 調査方法 

調査方法は、表 6.7.3に示すとおり既存資料を収集整理した。 

表 6.7.3 残土の既存資料一覧 

環境要素・調査項目 資  料  名 

残 土 • 「建設リサイクル推進計画 2020」（令和２年９月、国土交通省） 

(ｳ) 調査結果 

調査結果は、「6.6 廃棄物 6.6.1 調査結果 (1)既存資料調査 (c)残土」に示すとおりである。 
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6.7.2 予測及び評価の結果 

(1) 施設の整備・撤去に伴う資源循環の影響（工事中） 

(a) 予測の概要 

施設の整備・撤去に伴う資源循環の予測の概要は、表 6.7.4に示すとおりである。 

予測項目は、残土の有効利用量、再生資源の種類及び使用量とした。 

予測地点は、事業計画地とした。 

予測時期は整備・撤去工事中とし、予測方法は工事計画をもとに予測する方法とした。 

表 6.7.4 施設の整備・撤去に伴う資源循環の予測の概要 

予測項目 予測地点 予測時期 予測方法 

廃棄物 再資源化量 

事業計画地 整備・撤去工事中 
工事計画をもとに

予測 残 土 有効利用量 

再生資源 種類及び使用量 

 

(b) 予測方法 

(ｱ) 廃棄物 

廃棄物の再資源化量は、工事計画を踏まえて予測した。 

(ｲ) 残 土 

残土の有効利用量は、工事計画を踏まえて予測した。 

(ｳ) 再生資源 

再生資源は、舗装工のうち表層材及び歩道部の路盤材について使用する計画であり、使用量は、

工事計画を踏まえて予測した。 

(c) 予測結果 

(ｱ) 廃棄物 

廃棄物の再資源化量の予測結果は、表 6.7.5に示すとおりである。 

がれき類は、再資源化率が 99.5％、再資源化量が整備工事では 80ｔ、撤去工事では 38,815ｔで

あり、金属くずは再資源化率が 96％、再資源化量が 58ｔである。 

表 6.7.5 廃棄物の再資源化量の予測結果 

予測時期 廃棄物の種類 
発生量 

（ｔ） 

再資源化率 

（％） 

再資源化量 

（ｔ） 

処分量 

（ｔ） 

整備工事 がれき類 80 99.5 80 0 

撤去工事 

がれき類 39,010 99.5 38,815 195 

金属くず 60 96   58 2 
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(ｲ) 残 土 

発生した土砂は、盛土に使用し、残土は発生しない計画である。 

(ｳ) 再生資源 

再生資源使用量の予測結果は、表 6.7.6に示すとおりであり、表層材及び歩道部の路盤材は、再

生資源を使用するよう努める計画である。 

表 6.7.6 再生資源使用量の予測結果 

区 分 再生資源の種類 使用量 備 考 

舗装工 

表層材 

再生密粒度アスコン 2,330ｔ アスファルトコンコリート塊、

下水汚泥溶融スラグ等を含有し

たアスファルト混合物。 再生細粒度アスコン 900ｔ 

路盤材 

再生粒度調整砕石 31,660ｔ コンクリート塊、アスファル

ト・コンクリート塊等の再生資

源を含有した路盤材。 再生クラッシャーラン 2,550ｔ 

計 37,440ｔ 
再生資源使用量は、舗装工の必

要資材の約100％の計画である。 

 

(d) 評 価 

(ｱ) 環境保全目標 

施設の整備・撤去に伴う資源循環の評価は、表 5.3.3(2)に示した「評価の内容」に従って、表 6.7.7

に示す環境保全目標を設定し、本事業の実施が事業計画地に及ぼす影響について、予測結果及び環

境保全措置を環境保全目標と照らし合わせて評価した。基準等との整合性については、「建設リサ

イクル推進計画 2020」（国土交通省）に示す 2024 年度達成基準値、「産業廃棄物の排出・処理状

況等（令和元年度実績）」（令和４年２月、環境省）に基づき評価することとした。 

表 6.7.7 施設の整備・撤去に伴う資源循環の環境保全目標 

環境影響要因 環境保全目標 

施設の整備・撤去 • 実行可能なよりよい技術が取り入れられているか否かについて検討するな

どの方法により、環境に負荷を及ぼすおそれのある影響が回避され、又は

低減されていること。 

• 以下に示す基準等との整合性が図られていること。 

・「建設リサイクル推進計画 2020」に示す 2024 年度達成基準値 

・「産業廃棄物の排出・処理状況等（令和元年度実績） 」に示す実績値 
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(ｲ) 評価結果 

廃棄物の再資源化率の評価結果は、表 6.7.9に示すとおりであり、環境保全の目標値（がれき類

が 99％以上、金属くずが 96％以上）を満足している。 

また、本事業の実施に当たっては、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成 12

年法律第 104号（最終改正：令和４年法律第 68号））、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭

和 45年法律第 137号（最終改正：令和４年法律第 68号））を遵守し、表 6.7.10に示す環境保全措

置を講じることにより、施設の整備・撤去に伴う資源循環の影響を最小限にとどめるようにする計

画である。 

表 6.7.9 廃棄物の再資源化率の評価結果 

予測時期 廃棄物の種類 
発生量 

（ｔ） 

再資源化率 

（％） 
環境保全の目標値 

整備工事 がれき類 80 99.5 
99％以上 

撤去工事 
がれき類 39,010 99.5 

金属くず 60 96     96％以上 

（注）環境保全目標は、以下に示す値を示す。 

がれき類：「建設リサイクル推進計画 2020」に示すアスファルト・コンクリート塊の再資源化率の 2024

年度達成基準値 

金属くず：「産業廃棄物の排出・処理状況等（令和元年度実績）」に示す金属くずの再生利用率の実績値 

表 6.7.10 環境保全措置の内容 

種類 区分 実施主体 
実施

期間 
内容及び効果 

環境保全措置の

実施に伴い生じ

るおそれのある

環境影響 

撤去工事に

おける廃棄

物の分別 

低減 公益社団法人

２０２５日本

国際博覧会協

会 

工事中 撤去工事においては、「建設工事に係る

資材の再資源化等に関する法律」等の関

係法令に基づき、発生抑制・減量化・リ

サイクルについて適切な措置を講じる。 

なし 

掘削土の事

業計画地内

での再利用 

低減 公益社団法人

２０２５日本

国際博覧会協

会 

工事中 掘削土は、可能な限り盛土として使用す

る。 

なし 

舗装工（表

層 及 び 路

盤）におけ

る再生資源

の使用 

低減 公益社団法人

２０２５日本

国際博覧会協

会 

工事中 舗装工の表層及び路盤は、可能な限り再

生資源を活用する。 

なし 

 

以上のことから、施設の整備・撤去に伴う資源循環の影響については、廃棄物等の再資源化及び

再生資源の活用を図るとともに、残土を発生させない計画であることから、周辺環境への影響を最

小限にとどめるよう配慮する計画であり、環境保全目標を満足するものと評価する。 
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6.8 安全性 

本事業では、工事関連車両が一般道路を走行することから、安全性に係る調査、予測及び評価を実

施した。 

 

6.8.1 調査結果 

(1) 調査の概要 

調査の概要は表 6.8.1 に示すとおりであり、事業計画地及びその周辺における交通の状況及び交

通安全の状況について、現地調査を実施した。 

調査範囲は、工事関連車両の走行ルートである県道 57号（国道 43号～事業計画地の区間）及びそ

の沿道とした。 

交通の状況及び交通安全の状況の調査地点は、図 6.8.1に示すとおりである。 

なお、交通の状況（交通量）については、「尼崎市新ごみ処理施設整備事業に係る環境影響評価準

備書」（令和４年７月、尼崎市）に係る現地調査データについて、尼崎市から提供を受け、調査結果

を整理した。 

表 6.8.1 現地調査の概要 

調査項目 調査範囲 調査時期・頻度 調査方法 

交通の状況 

 交通量 

（車種別時間別

方向別） 

№１地点 

（県道57号） 

平日 

令和３年10月５日(水) 22:00

～ ６日(木) 22:00 

休日 

令和３年10月８日(金) 22:00

～ ９日(土) 22:00 

 尼崎市提供データ 

「尼崎市新ごみ処理

施設整備事業に係る

環境影響評価」の手続

きにおいて令和３年

に実施された現地調

査結果 

交通安全の状況 

 交通安全対策

の状況 

 交通事故の発

生状況 

 通学路の状況 

 県道 57 号（国道

43 号～事業計画

地の区間）及びそ

の沿道 

平日 

令和４年９月13日(火)～ 

14日(水)  

休日 

令和４年９月 11日(日) 

既存資料調査及び現地

踏査による方法 
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図 6.8.1 安全性の調査地点 
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(2) 調査結果 

(a）交通の状況 

交通量の調査結果は、表 6.8.2に示すとおりである。 

自動車類の 24時間交通量は、平日で 11,600台/日、休日で 8,400台/日であり、平日の交通量が休

日に比べて 1.38倍多い状況となっている。24時間の大型車混入率は、平日で 41.5％、休日で 36.1％

であり、平日及び休日共に高い状況である。 

ピーク時の交通量は、平日の７～８時で 922台/時、休日の８～９時で 684台/時となっており、24

時間交通量に対するピーク率は 8.0～8.2％となっている。 

表 6.8.2(1) 交通量調査結果（平日） 

調査 

地点 
対象道路 時間帯 

交通量 

大型車 

 

(台) 

小型車 

 

(台) 

自動車類計 

 

(台) 

大型車 

混入率 

（％） 

二輪車 

 

(台) 

№１ 県道57号 

７～19時 3,626 4,886 8,512 42.6 904 

19～７時 1,175 1,875 3,050 38.5 464 

24時間  4,801  6,761 11,562 41.5 1,368 

ピーク時（７～８時） 280 642 922 30.4 264 

（注）調査日は、令和３年10月５日(水)22:00 ～ ６日(木)22:00である。 

表 6.8.2(2) 交通量調査結果（休日） 

調査 

地点 
対象道路 時間帯 

交通量 

大型車 

 

(台) 

小型車 

 

(台) 

自動車類計 

 

(台) 

大型車 

混入率 

（％） 

二輪車 

 

(台) 

№１ 県道57号 

７～19時 2,068 3,719 5,787 35.7 511 

19～７時 962 1,633 2,595 37.1 251 

24時間 3,030 5,352 8,382 36.1 762 

ピーク時（８～９時） 276 408 684 40.4 91 

（注）調査日は、令和３年10月８日(金)22:00 ～ ９日(土)22:00である。 
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(b）交通安全の状況 

(ｱ) 交通安全対策の状況 

県道 57号の調査範囲における交通安全施設の設置状況は、表 6.8.3及び図 6.8.2に示すとおりで

ある。事業計画地の近傍を除いて道路の両側に歩道が整備されている状況であり、歩車道境界には 

ガードレール、植樹帯等が設置されている。信号交差点については、一部で歩行者用信号機のない交

差点があるが、歩道橋が設けられている。 

表 6.8.3 交通安全施設の設置状況 

交差点№ 

(交差点名) 

対象 

道路 

設 置 状 況 

歩道橋 
歩行者用 

信号機 
歩行者通行 その他安全対策 

1 

(五合橋) 

県道 

57号 

形状 

 なし 

歩道橋への階段・ス

ロープ・エレベータ

あり 

縁石・防護柵による巻込

み防止対策あり 

22) － あり 横断歩道あり － 

32) － あり 横断歩道あり － 

4 

(東高洲橋北詰) 
－ あり 

横断歩道あり（自転

車横断帯あり） 

防護柵による巻込み防止

対策あり 

5 

(尼崎市清掃局前) 
－ あり 

横断歩道あり（自転

車横断帯あり） 
－ 

62) － あり 横断歩道あり － 

7 

(清掃局第２工場前) 
－ あり 

横断歩道あり（自転

車横断帯あり） 

防護柵等による巻込み防

止対策あり 

8 
中島新橋 

へのＢＰ 
－ なし 

Ｔ型交差点で北側

に歩道あり 

歩車道間はガードパイプ

あり 

（注）１．交差点№は、図 6.8.2に対応している。 

   ２．道路との交差部ではなく事業場の出入口部であることを示す。 
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図 6.8.2 交通安全施設の設置状況 

県道 57号の現況 
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(ｲ) 交通事故の発生状況 

調査範囲を含む尼崎南警察署管内での平成 24 年度～令和３年度の交通事故発生状況の推移は、 

表 6.8.4及び図 6.8.3に示すとおりである。 

交通事故全体の件数は横ばいであるが、うち人身事故件数は徐々に減少している。死傷者総人数

は、平成 30年まで 900～1,030人程度で推移していたが、令和元年に 630人、令和２～３年に 470人

程度となりかなり減少している。 

令和元年～３年における調査範囲での自転車関連事故発生箇所は、図 6.8.4に示すとおりである。

県道 57号の調査範囲内の１箇所で事故が発生している。 

表 6.8.4 交通事故発生状況の推移（尼崎南警察署管内） 

項 目 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 

交通事故

件 数 

総件数 3,566 3,685 3,653 3,445 3,533 3,610 3,657 3,619 3,275 3,290 

その他 2,695 2,802 2,755 2,642 2,837 2,817 2,906 3,066 2,864 2,871 

人身事故 871 883 898 803 696 793 751 553 411 419 

死傷者 

人 数 

総人数 994 1009 1030 927 793 905 963 631 467 475 

死 者 3 4 3 4 7 5 1 3 5 4 

傷 者 991 1,005 1,027 923 786 900 962 628 462 471 

出典：「２０２１交通事故の概要」（尼崎市） 

 

出典：「２０２１交通事故の概要」（尼崎市）より作成 

図 6.8.3 交通事故発生状況の推移（尼崎南警察署管内） 

(ｳ) 通学路の状況 

令和４年度において、調査範囲に通学路は指定されていない。 
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図 6.8.4 自転車関連の交通事故の発生箇所（令和元年～３年） 

出典：「自転車関連事故マップ（令和元年～

令和３年版）」（尼崎市 Webサイト）

より作成 
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6.8.2 予測及び評価の結果 

(1) 工事関連車両の走行に伴う安全性の影響（工事中） 

(a) 予測の概要 

工事関連車両の走行に伴う安全性の予測の概要は、表 6.8.5に示すとおりである。 

予測項目は交通安全、予測事項は工事関連車両と人の動線、危険性とした。 

予測範囲は、工事関連車両の走行ルートである県道 57号（国道 43号～事業計画地の区間）及び

その沿道とした。 

予測時点は、工事関連車両が走行する時期とした。 

予測方法は、工事関連車両が走行する時期を対象に、工事関連車両の走行台数及び一般車両の走

行台数をもとに算出した交通量の増加率、工事関連車両の走行ルートの交通安全施設の設置状況に

基づき予測する方法とした。 

表 6.8.5 工事関連車両の走行に伴う安全性の予測の概要 

予測項目 予測事項 予測範囲・地点 予測時点 予測方法 

交通安全 工事関連車両と
人の動線、危険性 

・県道 57 号 

（国道 43号～事業

計画地の区間）

及びその沿道 
（図 6.8.1 参照） 

工事関連車両が

走行する時期 

県道57号及びその沿道の交

通安全の現況を把握し、工

事関連車両が走行する時期

において交通量の増加率及

び交通安全施設の設置状況

に基づき予測する方法。 
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(b) 予測方法 

(ｱ) 予測時点 

予測時点は、工事関連車両が走行する時期とし、最も影響の大きい工事 22ヵ月目（撤去工事期間）

の工事関連車両が走行する平日の時間帯（７～18時）とした。 

(ｲ) 予測範囲・地点 

予測範囲は、現地調査と同じ工事関連車両の走行ルートである県道 57号（国道 43号～事業計画

地の区間）及びその沿道とした。 

(ｳ) 交通条件の設定 

予測に用いた交通条件は、表 6.8.6に示すとおりである。 

表 6.8.6(1) 予測に用いた交通条件（一般交通量、平日７～18時） 

時間帯 
北行（台/時） 南行（台/時） 断面（台/時） 

大型車 小型車 計 大型車 小型車 計 大型車 小型車 計 
７～８ 152 120 272 128 522 650 280 642 922 
８～９ 160 175 335 172 308 480 332 483 815 
９～10 250 167 417 190 183 373 440 350 790 
10～11 198 132 330 209 180 389 407 312 719 
11～12 194 137 331 205 164 369 399 301 700 
12～13 156 114 270 147 172 319 303 286 589 
13～14 169 129 298 150 200 350 319 329 648 
14～15 171 190 361 175 218 393 346 408 754 
15～16 146 179 325 157 206 363 303 385 688 
16～17 102 248 350 112 171 283 214 419 633 
17～18 70 325 395 84 182 266 154 507 661 
11時間計 1,768 1,916 3,684 1,729 2,506 4,235 3,497 4,422 7,919 
（注）平日の一般交通量の調査日は、令和３年 10 月６日(木)。 

表 6.8.6(2) 予測に用いた交通条件（工事関連車両、平日７～18時） 

時間帯 
北行（台/時） 南行（台/時） 断面（台/時） 

大型車 小型車 計 大型車 小型車 計 大型車 小型車 計 
７～８ 0 0 0 0 10 10 0 10 10 
８～９ 14 0 14 14 0 14 28 0 28 
９～10 14 0 14 14 0 14 28 0 28 
10～11 14 0 14 14 0 14 28 0 28 
11～12 13 0 13 13 0 13 26 0 26 
12～13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
13～14 13 0 13 13 0 13 26 0 26 
14～15 13 0 13 13 0 13 26 0 26 
15～16 13 0 13 13 0 13 26 0 26 
16～17 13 0 13 13 0 13 26 0 26 
17～18 0 10 10 0 0 0 0 10 10 
11時間計 107 10 117 107 10 117 214 20 234 
（注）工事関連車両の走行時間は、７～18 時である。 
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(c) 予測結果 

工事関連車両の走行に伴う安全性の影響の予測結果は、表 6.8.7に示すとおりである。 

工事関連車両の走行による乗用車換算交通量の増加率は、工事関連車両の走行する 11時間では北

行で 4.1％、南行で 3.8％、各時間帯では北行で 2.2～5.8％、南行で 1.3～6.6％となっており、ピ

ーク時間でも北行の９～10 時で 4.2％、南行の７～８時で 1.3％と低いことから、交通安全への影

響は小さいものと予測される。 

県道 57号は、事業計画地の近傍を除いて道路の両側に歩道が整備されている状況であり、歩車道

境界にはガードレール又は植樹帯等が設置されている。また、工事関連車両が右左折する五合橋交

差点では歩道橋が、五合橋交差点及び清掃局第２工場前交差点では隅切り部に巻込み防止対策とし

ての防護柵等が設置されていることから、歩行者の交通安全への影響は小さいものと予測される。 

表 6.8.7 工事関連車両の走行による乗用車換算交通量の増加率の予測結果（県道 57号） 

予測方面 時間帯 

工事関連車両 

（台/時） 

一般交通量 

（台/時） 
①/②×100 

交通量の増加

率 

（％） 
大型車 小型車 

① 

乗用車換 

算交通量 

大型車 小型車 

② 

乗用車換 

算交通量 

北 行 

７～８ 0 0 0 152 120 424 0.0 

８～９ 14 0 28 160 175 495 5.7 

９～10 14 0 28 250 167 667 4.2 

10～11 14 0 28 198 132 528 5.3 

11～12 13 0 26 194 137 525 5.0 

12～13 0 0 0 156 114 426 0.0 

13～14 13 0 26 169 129 467 5.6 

14～15 13 0 26 171 190 532 4.9 

15～16 13 0 26 146 179 471 5.5 

16～17 13 0 26 102 248 452 5.8 

17～18 0 10 10 70 325 465 2.2 

11時間計 107 10 224 1,768 1,916 5,452 4.1 

南 行 

７～８ 0 10 10 128 522 778 1.3 

８～９ 14 0 28 172 308 652 4.3 

９～10 14 0 28 190 183 563 5.0 

10～11 14 0 28 209 180 598 4.7 

11～12 13 0 26 205 164 574 4.5 

12～13 0 0 0 147 172 466 0.0 

13～14 13 0 26 150 200 500 5.2 

14～15 13 0 26 175 218 568 4.6 

15～16 13 0 26 157 206 520 5.0 

16～17 13 0 26 112 171 395 6.6 

17～18 0 0 0 84 182 350 0.0 

11時間計 107 10 224 1,729 2,506 5,964 3.8 

断 面 11時間計 214 20 448 3,497 4,422 11,416 3.9 

（注） 乗用車換算交通量は、「平成 27 年度全国道路・街路交通情勢調査 集計結果整理表に関する説明資料」

に基づき、市街地での大型車を小型車の２台分として算出した台数。 
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(d) 評 価 

(ｱ) 評価目標 

工事関連車両の走行に伴う安全性の評価は、表 5.3.3に示した「評価の内容」に従って、表 6.8.8

に示す環境保全目標を設定し、本事業の実施が県道 57号及びその沿道に及ぼす影響について、予測

結果及び環境保全措置を環境保全目標と照らし合わせて評価した。 

表 6.8.8 工事関連車両の走行に伴う安全性の環境保全目標 

環境影響要因 環境保全目標 

工事関連車両の走行  事業計画地及びその周辺における交通安全が確保されていること。 

 

(ｲ) 評価結果 

工事関連車両の走行による乗用車換算交通量の増加率は表 6.8.7に示したとおりであり、工事関

連車両の走行する 11時間では北行で 4.1％、南行で 3.8％、各時間帯では北行で 2.2～5.8％、南行

で 1.3～6.6％と低いことから、交通安全への影響は小さいものと予測される。県道 57 号は、事業

計画地の近傍を除いて道路の両側に歩道が整備されている状況であり、歩車道境界にはガードレー

ル又は植樹帯等が設置されている。また、工事関連車両が右左折する五合橋交差点では歩道橋が、

五合橋交差点及び清掃局第２工場前交差点では隅切り部に巻込み防止対策としての防護柵等が設置

されており、歩行者等への交通安全への影響は小さいものと予測される。 

さらに、事業の実施に当たっては、表 6.8.9に示す環境保全措置を実施することにより、工事関

連車両の走行に伴う安全性の影響を最小限にとどめるようにする計画である。 

表 6.8.9 環境保全措置の内容 

種類 区分 実施主体 
実施
期間 

内容及び効果 

環境保全措置の
実施に伴い生じ
るおそれのある
環境影響 

出入口付近
への誘導員
の配置 

回避 公益社団法人
２０２５日本
国際博覧会協
会 

工事中 工事関連車両の出入口付近には、誘導員
を適宜配置し、交通事故の防止に努める
ことにより、工事関連車両の走行による
交通事故の発生を回避する。 

なし 

夜間や休日
の工事現場
の施錠 

回避 公益社団法人
２０２５日本
国際博覧会協
会 

工事中 夜間や休日には工事関係者以外の者が工
事現場に立ち入らないように出入口に施
錠する等の対策を講じることにより、事
故の発生を回避する。 

なし 

工事関連車
両台数の削
減 

低減 公益社団法人
２０２５日本
国際博覧会協
会 

工事中 工事関連車両は、可能な限り阪神高速５号
湾岸線を利用して尼崎東海岸出入口又は
中島出入口からアクセスするルートを優
先し、一般道路を経由する県道 57 号の利
用を最小限に抑えることにより、交通事故
の発生を低減する。 

なし 

    工事の効率化・平準化を図り、工事関連
車両台数を可能な限り削減することによ
り、交通事故の発生を低減する。 

なし 

工事関連車
両の適切な
運行の指導 

低減 公益社団法人
２０２５日本
国際博覧会協
会 

工事中 工事関連車両は、走行ルートや制限速度
の遵守等、適切な運行を行うことにより、
交通事故の発生を低減する。 

なし 



6.8-12 

以上のことから、工事関連車両の走行に伴う安全性の影響については、工事関連車両の走行ルー

ト沿道の環境に負荷を及ぼすおそれのある影響が低減されており、事業計画地及びその周辺におけ

る交通安全が確保されていることから、環境保全目標を満足するものと評価する。 
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第７章 対象事業に係る環境影響の総合的な評価 

 

本事業の実施が環境に影響を及ぼす項目（環境要素）として、大気質、騒音、振動、廃棄物、資

源循環、安全性の６項目を標準評価項目に選定し、調査、予測、環境保全措置の検討、評価を行っ

た。また、水質、底質の２項目を保全措置項目に選定し、環境保全措置の検討、評価を行った。 

評価に当たっては、「環境影響が回避され、又は低減されているものであるか否か」、「環境基

準その他の国、兵庫県及び尼崎市による環境の保全に関する施策によって、環境影響評価項目に係

る環境要素に関する基準又は目標が示されている場合は、当該評価において当該基準又は目標と照

らし、当該基準等の達成状況、その施策の内容等と調査及び予測の結果との整合性が図られている

か否か」の２つの観点で行った。 

調査、予測、環境保全措置の検討及び評価の結果は、表 7.1.1に示すとおりである。 

本事業は、工事中及び施設の供用において、環境影響を回避・低減するための措置を講じており、

また、環境基準等との整合性が図られているものと評価する。 
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表 7.1.1(1) 環境影響評価の結果 

環境要素 環境影響要因 調査結果 予測・評価結果 

大
気
質 

二酸化窒素、
浮遊粒子状 
物質 

工事関連車両
の走行 

 沿道環境（四季調査） 
 県道 57 号沿道にお
ける現地調査結果（四
季平均値）は、二酸化
窒 素 が 0.019ppm 、  
浮 遊 粒 子 状 物 質 が
0.018mg/㎥であった。 

 
 気 象 
 県道 57 号沿道周辺
における現地調査結
果（通年観測値）は、
最多風向が北北東、風
速 の 期 間 平 均 値 が
2.7m/s、日平均値の最
高値が 6.8m/s、静穏率
が 0.6％であった。 
 季節別風向は、冬季
は西、春季・秋季は北
北東、夏季は西南西が
卓越していた。 

１．予測結果 
 工事関連車両の走行による寄与濃度の年平均値は、二酸化窒素が 0.0001ppm 未満、浮遊粒子状物質が
0.0001mg/㎥未満となった。また、沿道における現況の大気質濃度と寄与濃度を足し合わせた環境濃度
は、二酸化窒素が 0.0190ppm、浮遊粒子状物質が 0.0180mg/㎥となっている。 
 
２．環境保全措置の内容 
 環境保全措置の内容は、以下に示すとおりである。 

 工事関連車両台数の削減 
 工事関連車両は、可能な限り阪神高速５号湾岸線を利用して尼崎東海岸出入口又は中島出入口か
らアクセスするルートを優先し、一般道路を経由する県道 57 号の利用を最小限に抑える。 
 工事の効率化・平準化を図り、工事関連車両台数を可能な限り削減する。 

 工事関連車両の適切な運行の指導 
 工事関連車両は、過積載の防止、積み荷の安定化、空ぶかしの禁止、アイドリングストップの遵
守等、適切な運行を行う。 

 条例に基づく流入車両規制の遵守 
 工事関連車両に対して、兵庫県の「環境の保全と創造に関する条例」（平成７年条例第 28 号（最
終改正：令和元年条例第 13 号））に基づく流入車両規制を遵守する。 

 工事関連車両の計画的な運行管理 
 工事関連車両の走行ルートや時間帯は、道路規格、周辺道路の状況、住居の立地状況などに配慮
し、効率的で環境負荷が小さくなるよう、計画的な運行管理を行う。 

 
３．評価結果 
①環境影響の回避・低減に係る評価 
 予測結果は、二酸化窒素の日平均値の年間 98％値が 0.035ppm、浮遊粒子状物質の日平均値の２％
除外値が 0.045mg/㎥であるため、環境に及ぼす影響の程度は小さいと予測され、また、前項の環境保
全措置を講じることにより、事業者の実行可能な範囲内で環境影響の回避又は低減が図られているも
のと評価した。 

②基準又は目標との整合性評価 
 二酸化窒素の日平均値の年間 98％値の予測結果は 0.035ppm であり、環境保全の目標値とした環境
基準の基準値（0.04 から 0.06ppm までのゾーン内又はそれ以下）及び「尼崎市の環境をまもる条例」
に基づく環境上の基準の基準値（0.04ppm 以下）を下回っている。 

浮遊粒子状物質の日平均値の２％除外値の予測結果は 0.045mg/㎥であり、環境保全の目標値とした
環境基準の基準値及び「尼崎市の環境をまもる条例」に基づく環境上の基準の基準値（0.10 ㎎/㎥以
下）を下回っている。 
以上の結果より、工事関連車両の走行による二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の予測結果は、環境保

全に係る基準又は目標との整合性が図られているものと評価した。 
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表 7.1.1(2) 環境影響評価の結果 

環境要素 環境影響要因 調査結果 予測結果 

大
気
質 

二酸化窒素、
浮遊粒子状 
物質 

工事関連車両
の走行 

 工事関連車両の走行による二酸化窒素、浮遊粒子状物質の予測･評価結果 

【二酸化窒素】 

予測 
地点 

対象道路 

①  
工事関連車両
による寄与濃
度の年平均値 

(ppm) 

② 
環境濃度の
年平均値 

 
(ppm) 

①/② 
寄与率 

 
 

(％) 

 
日平均値の 
年間 98％値 

 
(ppm) 

環境保全の目標値 

№１ 県道 57 号 0.00004 0.0190 0.21 0.035 

・環境基準の基準値 

0.04ppmから 0.06ppm

までのゾーン内又は

それ以下 
・尼崎市の環境をまも
る条例に基づく環境
上の基準の基準値 
0.04ppm 以下 

【浮遊粒子状物質】 

予測 
地点 

対象道路 

① 
工事関連車両
による寄与濃
度の年平均値 

(mg/㎥) 

② 
環境濃度の
年平均値 

 
(mg/㎥) 

①/② 
寄与率 

 
 

(％) 

 
日平均値の 
２％除外値 

 
(mg/㎥) 

環境保全の目標値 

№１ 県道 57 号 0.000005 0.0180 0.03 0.045 

・環境基準の基準値 

0.10 ㎎/㎥以下 

・尼崎市の環境をまも

る条例に基づく環境

上の基準の基準値 

0.10 ㎎/㎥以下 
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表 7.1.1(3) 環境影響評価の結果 

環境要素 環境影響要因 調査結果 予測結果 

大
気
質 

二酸化硫黄、
二酸化窒素、
浮遊粒子状 
物質 

船舶の運航  一般環境（四季調査） 
 調査期間中の各地
点における年平均値
は 、二 酸 化 窒 素が
0.015 ～ 0.016ppm 、 
浮 遊粒 子 状 物 質が
0.017mg/㎥、二酸化硫
黄が 0.001ppm であっ
た。 

 
 気 象 
 工事関連車両の走
行と同じ 

１．予測結果 
 船舶の運航による周辺住居における最大着地濃度地点の寄与濃度の年平均値は、二酸化硫黄が
0.0001ppm 未満、窒素酸化物が 0.0001ppm 未満、浮遊粒子状物質が 0.0001mg/㎥未満となった。また、一
般環境における現況の大気質濃度と寄与濃度を足し合わせた環境濃度は、二酸化硫黄が 0.0010ppm、二
酸化窒素が 0.0155ppm、浮遊粒子状物質が 0.0170mg/㎥となっている。 
 
２．環境保全措置の内容 
 環境保全措置の内容は、以下に示すとおりである。 

 船舶の適正管理 
 船舶の運航による夢洲へのアクセスが可能となる場合は、船舶は適切に整備・点検を行い、整備
不良による排出ガス中の大気汚染物質の増加を抑制するよう関係者への周知徹底を図る。 

 船舶の適正な運航 
 船舶の運航に当たっては航行速度の最適化に努め、高負荷運転を行わないよう関係者への周知徹
底を図る。 

 
３．評価結果 
①環境影響の回避・低減に係る評価 
 予測結果は、二酸化硫黄の日平均値の２％除外値が 0.003ppm、二酸化窒素の日平均値の年間 98％値
が 0.035ppm、浮遊粒子状物質の日平均値の２％除外値が 0.041mg/㎥であるため、環境に及ぼす影響の
程度は小さいと予測され、また、前項の環境保全措置を講じることにより、事業者の実行可能な範囲
内で環境影響の回避又は低減が図られているものと評価した。 

②基準又は目標との整合性評価 
 二酸化硫黄の日平均値の２％除外値の予測結果は 0.003mg/㎥であり、環境保全の目標値とした環境
基準の基準値及び「尼崎市の環境をまもる条例」に基づく環境上の基準の基準値（0.04ppm 以下）を
下  回っている。 
 二酸化窒素の日平均値の年間 98％値の予測結果は 0.035pm であり、環境保全の目標値とした環境基
準の基準値（0.04 から 0.06ppm までのゾーン内又はそれ以下）及び「尼崎市の環境をまもる条例」に
基づく環境上の基準の基準値（0.04ppm 以下）を下回っている。 
 浮遊粒子状物質の日平均値の２％除外値の予測結果は 0.041mg/㎥であり、環境保全の目標値とした
環境基準の基準値及び「尼崎市の環境をまもる条例」に基づく環境上の基準の基準値（0.10 ㎎/㎥以
下）を下回っている。 
 以上の結果より、船舶の運航による二酸化硫黄、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の予測結果は、環
境保全施策に係る基準又は目標との整合性が図られているものと評価した 
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表 7.1.1(4) 環境影響評価の結果 

環境要素 環境影響要因 調査結果 予測結果 

大
気
質 

二酸化硫黄、
二酸化窒素、
浮遊粒子状 
物質 

船舶の運航  船舶の運航による二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子状物質の予測･評価結果 

【二酸化硫黄】 

予測 

地点 

① 

船舶の運航による 

寄与濃度の年平均値 

(ppm) 

② 

環境濃度の 

年平均値 

(ppm) 

①/② 

寄与率 

 

(％) 

 

日平均値の 

２％除外値 

(ppm) 

環境保全の目標値 

周辺住居

における

最大着地

濃度地点 

0.000002 0.0010 0.2 0.003 

・環境基準の基準値 

0.04ppm 以下 

・尼崎市の環境をまもる条例に

基づく環境上の基準の基準値 

0.04ppm 以下 

【二酸化窒素】 

予測 

地点 

窒素酸化物（NOx） 二酸化窒素（NO2） 

① 

船舶の運航に

よる寄与濃度

の年平均値 

(ppm) 

② 

環境濃度の

年平均値 

(ppm) 

①/② 

寄与率 

 

 

(％) 

 

環境濃度の

年平均値 

(ppm) 

 

日平均値の 

年間 98％値 

 

(ppm) 

環境保全の目標値 

周辺住居

における

最大着地

濃度地点 

0.000011 0.0190 0.06 0.0155 0.035 

・環境基準の基準値 

0.04ppm から 0.06ppm までの

ゾーン内又はそれ以下 

・尼崎市の環境をまもる条例に

基づく環境上の基準の基準値 

0.04ppm 以下 

【浮遊粒子状物質】 

予測 

地点 

① 

船舶の運航による 

寄与濃度の年平均値 

(mg/㎥) 

② 

環境濃度の 

年平均値 

(mg/㎥) 

①/② 

寄与率 

 

(％) 

 

日平均値の

２％除外値 

(mg/㎥) 

環境保全の目標値 

周辺住居

における

最大着地

濃度地点 

0.000002 0.0170 0.01 0.041 

・環境基準の基準値 

0.10 ㎎/㎥以下 

・尼崎市の環境をまもる条例に

基づく環境上の基準の基準値 

0.10 ㎎/㎥以下 
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表 7.1.1(5) 環境影響評価の結果 

環境要素 環境影響要因 調査結果 予測結果 

騒 音 工事関連車両の
走行 

 道路交通騒音 
等価騒音レベル(LAeq)
は、以下のとおりであ
り、いずれも環境基準の
基準値以下であった。 
＜県道 57 号尼崎港線
（中在家緑地入口）＞ 
 平日昼間：69 デシベル 
 平日夜間：64 デシベル 
 休日昼間：67 デシベル 
 休日夜間：64 デシベル 
 

１．予測結果 
 工事関連車両の走行による騒音レベルの予測結果は、工事関連車両を含む等価騒音レベルが 69 デシベ
ルとなっている。 
 
２．環境保全措置の内容 
 環境保全措置の内容は、以下に示すとおりである。 

 工事関連車両の走行台数の削減 
 工事関連車両は、可能な限り阪神高速５号湾岸線を利用して尼崎東海岸出入口又は中島出入口か
らアクセスするルートを優先し、一般道路を経由する県道 57 号の利用を最小限に抑える。 
 工事の効率化・平準化を図り、工事関連車両台数を可能な限り削減する。 

 工事関連車両の適切な運行の指導 
 工事関連車両は、過積載の防止、積み荷の安定化、制限速度の遵守、空ぶかしの禁止、アイドリ
ングストップの遵守等、適切な運行を行う。 

 
３．評価結果 
①環境影響の回避・低減に係る評価 
 予測結果は、工事関連車両を含む等価騒音レベルが 69 デシベル、工事関連車両の走行による増分が
0.2 デシベルとなるため、環境に及ぼす影響の程度は小さいと予測され、また、前項の環境保全措置を
講じることにより、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減が図られているものと評価した。 

②基準又は目標との整合性評価 
 予測結果は、工事関連車両を含む等価騒音レベルが 69 デシベルであり、環境保全の目標値とした
「70 デシベル以下」を下回っている。 
 以上の結果より、工事関連車両の走行に伴う騒音の予測結果は、環境保全に係る基準又は目標との
整合性が図られているものと評価した。 

工事関連車両の走行に伴う道路交通騒音（LAeq）の予測･評価結果 

（単位：デシベル） 

予測
地点 

対象道路 
時間の 
区分 

等価騒音レベル（LAeq） 環境保全の目標値 
① 

現況の 
騒音レベル 

 

② 
工事関連車両
の走行による
増分 

①＋② 
工事関連車両
の走行ルート
沿道の騒音レ
ベル 

騒音に係る環境基準及び 
尼崎市の環境をまもる条例に 
基づく騒音に係る環境上の基準 

地域の類型 基準値 

№１ 県道57号 昼 間 69 0.2 69 
幹線交通を担う道 
路に近接する空間 

70以下 

（注）１．昼間の時間の区分は、６～22 時である。 

２．№１地点の用途地域は、準工業地域である。 
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表 7.1.1(6) 環境影響評価の結果 

環境要素 環境影響要因 調査結果 予測結果 

振 動 工事関連車両
の走行 

 道路交通振動 
振動レベルの 80％レン
ジ上端値(L10)は、以下
のとおりであり、いずれ
も道路交通振動の限度
以下であった。 
＜県道 57 号尼崎港線
（中在家緑地入口）＞ 
 平日昼間：45 デシベル 
 平日夜間：41 デシベル 
 休日昼間：43 デシベル 
 休日夜間：39 デシベル 
 

１．予測結果 
 工事関連車両の走行による振動レベルの予測結果は、工事関連車両を含む振動レベルの 80％レンジ上
端値が昼間（８～19 時）で最大 47 デシベル、夜間（19 時～翌日の８時）で 45 デシベルとなっている。 
 
２．環境保全措置の内容 
 環境保全措置の内容は、以下に示すとおりである。 

 工事関連車両の走行台数の削減 
 工事関連車両は、可能な限り阪神高速５号湾岸線を利用して尼崎東海岸出入口又は中島出入口か
らアクセスするルートを優先し、一般道路を経由する県道 57 号の利用を最小限に抑える。 
 工事の効率化・平準化を図り、工事関連車両台数を可能な限り削減する。 

 工事関連車両の適切な運行の指導 
 工事関連車両は、過積載の防止、積み荷の安定化、制限速度の遵守等、適切な運行を行う。 

 
３．評価結果 
①環境影響の回避・低減に係る評価 
 予測結果は、工事関連車両を含む振動レベルの 80％レンジ上端値が昼間（８～19 時）で最大 47 デ
シベル、夜間（19 時～翌日の８時）で 45 デシベル、工事関連車両の走行による増分が 0.0～0.2 デシ
ベルとなるため、環境に及ぼす影響の程度は小さいと予測され、また、前項の環境保全措置を講じる
ことにより、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減が図られているものと評価した。 

②基準又は目標との整合性評価 
 予測結果は、工事関連車両を含む振動レベルの 80％レンジ上端値が昼間（８～19 時）で最大 47 デ
シベル、夜間（19 時～翌日の８時）で 45 デシベルであり、環境保全の目標値とした「昼間 70 デシベ
ル以下、夜間 65 デシベル以下」を下回っている。 
 以上の結果より、工事関連車両の走行に伴う振動の予測結果は、環境保全に係る基準又は目標との
整合性が図られているものと評価した。 
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表 7.1.1(7) 環境影響評価の結果 

環境要素 環境影響要因 調査結果 予測結果 

振 動 工事関連車両の
走行 

 工事関連車両の走行に伴う道路交通振動（L10）の予測･評価結果 

（単位：デシベル） 

予測
地点 

対象道路 

時間の区分 振動レベルの80％レンジ上端値（L10） 環境保全の目標値 

 時間帯 

① 
現況の 

振動レベル 

② 
工事関連車
両の走行に
よる増分 

①＋② 
工事関連車
両の走行ル
ート沿道の
振動レベル 

振動規制法 

区域の区分 
道路交通振動

の限度 

№１ 県道57号 
昼 間 11:00～ 

12:00 
47 0.2 47 

第二種区域 
70以下 

夜 間 
7:00～ 

8:00 
45 0.0 45 65以下 

（注）１．時間の区分は、昼間８～19 時、夜間 19 時～翌日の８時である。 
   ２．予測結果が最大となる時間帯の振動レベルを示す。 
   ３．№１地点の用途地域は、準工業地域である。  
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表 7.1.1(8) 環境影響評価の結果 

環境要素 環境影響要因 調査結果 予測結果 

水 
 
質 

水の濁り 

（SS） 

施設の整備・撤去  船舶運航のための船着場を整備
する場合は、アンカー式工法で
の浮桟橋の施工が想定されるこ
とから、「工事中の水の濁り
（SS）」を保全措置項目として選
定することとした。なお、船着場
は、公益社団法人２０２５年日
本国際博覧会協会が主体として
整備するものではないが、現時
点での想定等に基づき参考とし
て評価を行った。 

１．環境保全措置の内容 

 環境保全措置の内容は、以下に示すとおりである。 
 工事用地内の濁水の処理 

工事において大規模な掘削は行わないことから工事排水の発生はほとんどない見込
みであること、工事用地内に降った雨水等の濁水は、排水経路に泥溜め部を設けること
で海域への SS の負荷を低減させてから公共用水域に放流する。 

 水質への影響が軽微な構造の採用 
 船着場を整備する場合は、直杭式横桟橋（海底に支柱を打設しその上に床板を乗せた
構造）、陸岸に設置して設けられる接岸施設である岸壁等ではなく、浮桟橋（海上に浮
体（ポンツーン）を浮かべ海底に沈めた錨と係留チェーンで接続する構造等）とするこ
とで、海底への支柱打設を行わないよう整備主体に求める。 

 

２．評価結果 

①環境影響の回避・低減に係る評価 
 船着場の整備に伴う水質（水の濁り）の影響については、前項の環境保全措置を講じる
ことにより、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減が図られているものと評価した。 

水の汚れ 

(BOD・COD) 

水の濁り 

(SS) 

富栄養化 

(T-P、T-N) 

施設の稼働  施設の供用中に設置するトイレ
等から発生する汚水について
は、全量を汲み取り式で対応す
ることは処理容量上困難である
ことから、現段階ではバイオト
イレの導入や浄化槽の設置等、
環境配慮の観点も含め、幅広く
汚水処理方法を検討している。
仮に浄化槽を設置した場合に
は、適正に処理したものを公共
用水域に放流することから、「供
用中の水の汚れ（BOD・COD）、水
の濁り(SS)、富栄養化(T-P、T-
N)」を保全措置項目として選定
することとした。 

１．環境保全措置の内容 

 環境保全措置の内容は、以下に示すとおりである。 
 バイオトイレの導入 
 施設の供用中に設置するトイレ等については、可能な限りバイオトイレ(汚水を浄化
しリサイクルすることで汲み取りや排水のないトイレ)を導入する。 

 高度処理型浄化槽の設置 
 施設の供用中に設置するトイレ等から発生する汚水について、浄化槽を設置して処理
する場合には、一般排水基準を十分下回るよう、高度処理型浄化槽を設置する。 

 

２．評価結果 

①環境影響の回避・低減に係る評価 
 トイレ等から発生する汚水による水質（水の汚れ、水の濁り、富栄養化）の影響は、前項
の環境保全措置を講じることにより、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減が図られて
いるものと評価した。 
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表 7.1.1(9) 環境影響評価の結果 

環境要素 環境影響要因 調査結果 予測結果 

底 質 施設の整備・撤去  船舶運航のための船着場を整備
する場合は、アンカー式工法で
の浮桟橋の施工が想定されるこ
とから、底質について保全措置
項目として選定し、予測は行わ
ずに環境保全措置を検討するこ
とで評価を実施した。なお、船着
場は、公益社団法人２０２５年
日本国際博覧会協会が主体とし
て整備するものではないが、現
時点での想定等に基づき参考と
して評価を行った。 

１．環境保全措置の内容 

 環境保全措置の内容は、以下に示すとおりである。 
 底質への影響が軽微な構造の採用 
 船着場を整備する場合は、直杭式横桟橋（海底に支柱を打設しその上に床板を乗せた
構造）、陸岸に設置して設けられる接岸施設である岸壁等ではなく、浮桟橋（海上に浮体
（ポンツーン）を浮かべ海底に沈めた錨と係留チェーンで接続する構造等）とすること
により、海底への支柱打設を行わないよう整備主体に求める。 

 
２．評価結果 

①環境影響の回避・低減に係る評価 
 船着場の整備に伴う底質の影響については、前項の環境保全措置を講じることにより、
事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減が図られているものと評価した。 

廃棄物 施設の整備・撤去  産業廃棄物 
 令和元年度に発生した産業廃
棄物の総排出量は 276.4 万ｔ
（推計値）であり、このうち
248.4 万ｔ（89.9％）が中間処理
によって減量され、22.0 万ｔ
（7.9％）が再生利用、残りの
6.0 万ｔ（2.2％）が最終処分さ
れている。 
 

 残土（建設発生土）の処理体系等 
 平成 30 年度における全国の
建設発生土有効利用率は、
79.8％であった。 

１．予測結果 
①廃棄物 
 整備・撤去工事に伴う廃棄物の発生量は、がれき類が 39,090ｔ、金属くずが 60ｔと予測
される。 

②残土 
 整備工事に伴う掘削量は 15,820ｍ3と予測されるが、掘削土は盛土に使用し、残土は発生
しない計画である。 

 
２．環境保全措置の内容 
 環境保全措置の内容は、以下に示すとおりである。 

 撤去工事における廃棄物の分別 
 撤去工事においては、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」等の関係法
令に基づき、発生抑制・減量化・リサイクルについて適切な措置を講じる。 

 掘削土の事業計画地内での再利用 
 掘削土は、可能な限り盛土として使用する。 

 廃棄物発生量の抑制 
 建設資材（仮設含む）については、指定材料を除き、リユース・リサイクル材や撤去後
にリユース・リサイクルを行いやすい材料の活用を検討する。 

 
３．評価結果 
①環境影響の回避・低減に係る評価 
 調査及び予測の結果、並びに前項に示す環境保全措置の検討結果を踏まえると、施設の
整備・撤去に伴う廃棄物の影響については、前項の環境保全措置を講じることにより、事業
者の実行可能な範囲内で回避又は低減が図られているものと評価した。 
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表 7.1.1(10) 環境影響評価の結果 

環境要素 環境影響要因 調査結果 予測結果 

資源循環 施設の整備・撤去  産業廃棄物 
 令和元年度に発生
した産業廃棄物の総
排出量は 276.4 万ｔ
（推計値）であり、こ
のうち 248.4 万ｔ
（89.9％）が中間処
理によって減量さ
れ、22.0 万ｔ（7.9％）
が再生利用、残りの
6.0 万ｔ（2.2％）が
最終処分されてい
る。 
 

 残土（建設発生土）の
処理体系等 
 平成 30年度におけ
る全国の建設発生土
有 効 利 用 率 は 、
79.8％であった。 

１．予測結果 
①廃棄物 
 再資源化率は、がれき類が 99.5％、金属くずが 96％と予測される。 

②残土 
 発生した土砂は、盛土に使用し、残土は発生しない計画である。 

③再生資源 
 表層材及び歩道部の路盤材は、全て再生資源を使用するよう努める計画であり、再生資源使用量は、
再生密粒度アスコンが 2,330ｔ、再生細粒度アスコンが 900ｔ、再生粒度調整砕石が 31,660ｔ、再生
クラッシャーランが 2,550ｔと予測される。再生資源使用量は、舗装工の必要資材の約 100％の計画で
ある。 

 

２．環境保全措置の内容 
 環境保全措置の内容は、以下に示すとおりである。 

 撤去工事における廃棄物の分別 
 撤去工事においては、「建設工事係る資材の再資源化等に関する法律」等の関係法令に基づき、
発生抑制・減量化・リサイクルについて適切な措置を講じる。 

 掘削土の事業計画地内での再利用 
 掘削土は、可能な限り盛土として使用する。 

 舗装工（表層及び路盤）における再生資源の使用 
 舗装工の表層及び路盤は、可能な限り再生資源を活用する。 

 

２．評価結果 
①環境影響の回避・低減に係る評価 
 調査及び予測の結果、並びに前項に示す環境保全措置の検討結果を踏まえると、施設の整備・撤去
に伴う資源循環の影響については、前項の環境保全措置を講じることにより、事業者の実行可能な範
囲内で回避又は低減が図られているものと評価した。 

②基準又は目標との整合性評価 
 廃棄物の再生資源化率の予測結果は、がれき類が 99.5％、金属くずが 96％であり、環境保全目標
（がれき類が 99％以上、金属くずが 96％以上）を満足している。 

以上の結果より、施設の整備・撤去に伴う資源循環の予測結果は、環境保全に係る基準又は目標と
の整合性が図られているものと評価した。 
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表 7.1.1(11) 環境影響評価の結果 

環境要素 環境影響要因 調査結果 予測結果 

安全性 
 

工事関連車両の
走行 

 交通安全対策の状況 
 県道 57 号の調査範
囲においては、事業計
画地の近傍を除いて
道路の両側に歩道が
整備されている状況
であり、歩車道境界に
はガードレール、植樹
帯等が設置されてい
る。交差点について
は、一部信号のない交
差点があるが、全ての
交差点で横断歩道が
設けられている。 

 交通事故の発生状況 
 調査範囲を含む尼
崎南警察署管内での
平成 24 年度～令和３
年度の交通事故発生
状況の推移は、交通事
故全体の件数は横ば
いであるが、うち人身
事故件数は徐々に減
少している。 
令和元年～３年では
県道 57 号の調査範囲
内の１箇所で事故が
発生している。 
 

１．予測結果 
①工事関連車両の走行による交通量の増加率 
 工事関連車両の走行による乗用車換算交通量の増加率は、工事関連車両が走行する 11 時間では北
行で 4.1％、南行で 3.8％、各時間帯では北行で 2.2～5.8％、南行で 1.3～6.6％と低いことから、交
通安全への影響は小さいものと予測される。 

②歩行者に対する交通安全 
 県道 57 号は、事業計画地の近傍を除いて道路の両側に歩道が整備されている状況であり、歩車道境
界にはガードレール又は植樹帯等が設置されている。また、工事関連車両が右左折する五合橋交差点
では歩道橋が、五合橋交差点及び清掃局第２工場前交差点では隅切り部に巻込みの防止対策としての
防護柵が設置されており、歩行者の交通安全への影響は小さいものと予測される。 

 

２．環境保全措置の内容 
 環境保全措置の内容は、以下に示すとおりである。 

 出入口付近への誘導員の配置 
 工事関連車両の出入口付近には、誘導員を適宜配置し、交通事故の発生防止に努める。 

 夜間や休日の工事現場の施錠 
 夜間や休日には工事関係者以外の者が工事現場に立ち入らないように出入口に施錠する等の対
策を講じる。 

 工事関連車両の削減 
 工事関連車両は、可能な限り阪神高速５号湾岸線を利用して尼崎東海岸出入口又は中島出入口か
らアクセスするルートを優先し、一般道路を経由する県道 57 号の利用を最小限に抑える。 
 工事の効率化・平準化を図り、工事関連車両台数を可能な限り削減する。 

 工事関連車両の適切な運行の指導 
 工事関連車両は、走行ルートや制限速度の遵守等、適切な運行を行う。 

 

３．評価結果 
①環境影響の回避・低減に係る評価 
 調査及び予測の結果、並びに前項に示す環境保全措置の検討結果を踏まえると、工事関連車両の走
行に伴う安全性の影響については、前項の環境保全措置を講じることにより、事業者の実行可能な範
囲内で回避又は低減が図られているものと評価した。 
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第８章 準備書に対する意見の概要及び事業者の見解 

8.1 準備意見の概要及び事業者の見解 

環境影響評価準備書に対する環境の保全の見地からの意見（準備意見）の概要及び事業者の見解

は、表 8.1.1に示すとおりである。 

準備書説明会における意見の概要及び事業者の見解は、表 8.1.2に示すとおりである。 

また、市長意見並びに事業者の見解及び当該見解に基づいて事業者が講じた措置は、表 8.1.3に

示すとおりである。 

表 8.1.1 準備意見の概要及び事業者の見解 

準備意見の概要 事業者の見解 

１．全般的事項 

ア 事業計画 

駐車料金やシャトル

バス料金はかかります

か。また、いくらになり

ますか。 

万博Ｐ＆Ｒ駐車場は、事前に来場予約された方の利用

に限定する予定としており、車１台ごとの駐車料金は、

現在、検討中です。 

また、駐車場と万博会場を結ぶＰ＆Ｒシャトルバスに

ついては、駐車場利用の方に限定し、無料で乗車頂くこ

とを検討しています。 

誘導のためのインセ

ンティブとは何ですか。 

万博Ｐ＆Ｒ駐車場来場時に、高速道路利用を誘導する

ため、阪神高速５号湾岸線の尼崎東海岸出入口を利用さ

れた方を対象に、相対的に駐車料金の負担を引き下げる

インセンティブを検討しています。 

高齢者・乳幼児が同乗

しているかどうかはど

のように確認するので

すか。また、どの道路に

誘導されるのですか。 

高齢者・乳幼児、妊婦の同乗等、特段の事情のある方

は、事前の駐車場予約時に申告頂くことを検討していま

す。 

また、予約時にお示しする推奨経路については、混雑

している五合橋線を通行しないよう、尼宝線・大物線の

利用を推奨する考えです。 

朝の通勤と夕方の帰

宅の際の交通渋滞が気

になります。どのように

誘導するのですか。本当

に渋滞は起こらないの

でしょうか。 

万博Ｐ＆Ｒ駐車場への来場時、退場時の渋滞対策、交

通誘導対策として次の対策を検討しています。 

① 朝夕などの交通量の多い時間帯に、来場車両が集中

することを避けるため、時間帯別の交通容量に応じ

た駐車場利用上限枠を設けた事前予約制とすること

で、来場車両数をコントロールして交通への影響を

できるだけ小さくすることを検討します。 

② 万博Ｐ＆Ｒ駐車場は、原則として神戸市以西を出発

地とされる方に阪神高速５号湾岸線を利用して来場

いただくことを基本に検討します。 

③ 尼崎東海岸出入口を利用した方を対象に、相対的に

駐車料金の負担を引下げるインセンティブを検討し

ます。 

④ その他、違法駐車対策、尼崎東海岸出口の一時停止

規制の見直しや交差点信号の時間調整などを検討し

ます。 
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表 8.1.2 準備書説明会における意見の概要及び事業者の見解 

準備書説明会における意見の概要 事業者の見解 

１．全般的事項 

ア 事業計画 

駐車場周辺にある工

場や物流等の事業者に

とって、万博交通による

交通混雑等の影響がど

の程度出るのか教えて

いただきたい。 

駐車場周辺道路において、万博交通によって交通混雑

等の影響を生じないよう、万博Ｐ＆Ｒ駐車場への来場車

両については、原則阪神高速５号湾岸線を利用していた

だくよう誘導することを検討しています。また、阪神高

速５号湾岸線尼崎東海岸出入口から万博Ｐ＆Ｒ駐車場に

至る一般道については、一時停止規制の変更、清掃局第

２工場前交差点の信号時間の調整等により円滑な交通と

なるよう検討しています。令和３年度の交通量をもとに、

これらの対策を実施した場合の交通シミュレーションを

行った結果、渋滞は発生しない結果となっておりますが、

改めて、令和５年度に交通量調査を行い、精査する予定

です。 

表 8.1.3(1) 市長意見並びに事業者の見解及び当該見解に基づいて事業者が講じた措置 

市長意見 事業者の見解・講じた措置 

１．全般的事項 

ア 事業計画 

準備書においては、検

討・構想段階にある事項

が多く含まれているこ

とから、最新の事業計画

に基づき評価書を作成

すること。 

令和５年 11月に公表した「大阪・関西万博来場者輸

送具体方針（アクションプラン）第３版」及び交通計画

検討の進捗に基づき、評価書を作成しました。 

準備書または評価書

で示す事業計画と実際

の事業内容に変更が生

じた場合には、市と協議

し、適切に対応するこ

と。 

評価書で示す事業計画と実際の事業内容の変更によ

り、環境への影響が拡大又は増大するおそれのある場合

は、市と協議し、適切に対応します。 

イ 調査・予

測・評価 

評価書の作成時にお

いて事業計画が明確に

ならない事項について

は、様々な状況を想定し

たうえで、調査・予測・

評価を行うこと。 

様々な状況を想定し、評価書において、大気質（船舶

の運航）の予測・評価、水質（施設の整備・撤去、施設

の稼働）の評価を行っています。 

ウ 環境保全

措置 

環境保全措置につい

ては十分に検討を行い、

目的を明確にしたうえ

で、可能な限り措置の内

容及びその効果を具体

的に示すこと。 

環境保全措置について十分に検討を行い、目的を明確

にした上で、可能な限り措置の内容及びその効果が具体

的となるよう、評価書へ追記・更新しました。 

準備書で示した環境

保全措置の実施はもと

より、事業計画の検討の

進展に応じ、最善の利用

可能な技術を積極的に

採用し、実行可能な範囲

でできる限り環境負荷

を回避・低減すること。 

環境保全措置について、事業計画の検討の進展に応じ、

最善の利用可能な技術を積極的に採用し、実行可能な範

囲でできる限り環境負荷を回避・低減することとし、評

価書へ追記・更新しました。 
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表 8.1.3(2) 市長意見並びに事業者の見解及び当該見解に基づいて事業者が講じた措置 

市長意見 事業者の見解・講じた措置 

２．個別事項 

(1) 大気質・騒
音・振動 

駐車場の規模を踏ま
えると、来場・退場車両
を合わせて最大で約
6,000 台の交通量が生じ
る可能性があり、適切な
交通流対策が必要不可
欠である。これを踏ま
え、次の事項について評
価書に記載すること。 

 

来場・退場車両につい
ては阪神高速5号湾岸線
に誘導することが基本
となっているが、阪神高
速５号湾岸線に誘導す
るために実施する対策、
または保全対象地域に
おける交通量の増加を
回避・軽減するために実
施する対策について最
新の事業計画に基づき
示すこと。 

令和５年 11 月に公表した「大阪・関西万博来場者輸送
具体方針（アクションプラン）第３版」及び交通計画検討
の進捗に基づき、評価書へ追記しました。 

配慮が必要な来場者
の誘導先として見解書
で言及のあった尼宝線・
大物線において生じる
おそれのある環境負荷
を示すとともに、必要に
応じて環境負荷を軽減・
低減するための措置に
ついても検討すること。 

やむを得ず万博Ｐ＆Ｒ駐車場利用が必要な施設利用車
両として想定される台数は、現況交通量と比較して極め
て少ないことから、大気質・騒音・振動への影響はほとん
どないと考えています。これについて評価書へ追記しま
した。 

(2) 水 質 

事業計画地において
発生する各種排水の放
流地点を示すこと。ま
た、排水を公共用水域に
放流する場合には、放流
先の水質等を踏まえ、必
要な措置を講じたうえ
で放流すること。 

工事中の雨水、施設の供用中に設置するトイレ等から
発生する汚水の放流地点について、評価書へ追記しまし
た。また、工事中の環境保全措置の内容について、評価書
へ追記しました。 

駐車場利用者を対象
としたトイレについて
は、想定される利用者
数、し尿の発生量、し尿
を処理する設備・施設の
処理能力及び講じる措
置等を示すとともに、公
衆衛生上の支障が生じ
ないようトイレ排水を
適切に処理すること。 

駐車場利用者を対象としたトイレについては、利用想
定に基づき算定した設備・施設の処理能力、講じる措置
等を評価書に追記しました。また、評価書に記載する環
境保全措置を講じることにより、公衆衛生上の支障が生
じないようトイレ排水を適切に処理します。 
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表 8.1.3(3) 市長意見の概要及び事業者の見解 

市長意見の概要 事業者の見解 

(3) 地下水・土

壌汚染 

事業計画地は廃棄物

処理法に基づく指定区

域には該当しないが、最

終処分場であることか

ら土地の形質の変更を

行う場合には「最終処分

場跡地形質変更に係る

施行ガイドライン」に準

じた対応を行うこと。 

事業計画地は、廃棄物処理法に基づく指定区域には該

当しませんが、「最終処分場跡地形質変更に係る施行ガ

イドライン」に準じて、廃棄物層からの覆土 50cmを確保

するとともに、盛土及び工作物の設置に伴って発生する

荷重により、最終処分場の機能に支障を来さないような

施工とします。これについて評価書へ追記しました。 

事業予定地は埋立地

であるとともに土壌汚

染のおそれがあること

から、新たな地下水及び

土壌の汚染が生じない

ように施工すること。 

掘削範囲は、土壌汚染のおそれのない覆土の表層付近

のみとし、埋立層の土壌には影響を与えないような施工

とします。これについて評価書へ追記しました。 

(4) 廃棄物 

駐車場利用に際し発

生する廃棄物について

も発生抑制及び分別の

徹底のための措置を講

じること。 

駐車場管理運営施設において発生する廃棄物について

は、「尼崎市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例」に

基づき、分別収集・紙資源のリサイクル等により発生量

を抑制すること、来場者に対してごみの持ち帰りを呼び

かける等、発生量を抑制することについて、評価書へ追

記しました。 

３．その他 

本事業に変更が生じた場合において

も、環境保全措置の後退及び各種手続き

に不備等が生じないよう十分に注意す

ること。 

本事業に変更が生じた場合においても、環境保全措置

の後退、各種手続きに不備等が生じないよう十分に注意

します。 

駐車場の整備・撤去工事及び供用中に

おいて、環境が損なわれていると認めら

れる場合については適切な措置を講じ、

速やかに事態の解決を図ること。 

本事業では事後調査は実施しませんが、環境上の支障

が生じたと認められる場合は速やかに事態の解決を図り

ます。 

関係住民・事業者と適切なコミュニ 

ケーションを図るとともに、要望・苦情

等があった場合は、真摯に対応するこ

と。 

工事に際しては事前に周知を図り、関係住民、駐車場

周辺の工場・運輸事業者から要望等があった場合は真摯

に対応します。 

評価書等の作成にあたっては、平易な

言葉を用いるほか、図表・写真を用いる

等により広く市民が理解しやすい内容

とするとともに、内容を十分に精査し、

可能な限り最新の情報を踏まえた内容

とすること。 

評価書等の作成に当たっては、市民が理解しやすい内

容とするとともに、内容を十分に精査し、可能な限り最

新の情報を踏まえた内容としました。 
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8.2 準備書の記載事項についての修正 

環境影響評価準備書の記載事項に係る主な修正内容は、表 8.2.1に示すとおりである。 

表 8.2.1(1) 環境影響評価準備書の記載事項に係る主な修正内容 

評価書のページ 章 節項 修正事項 修正内容及び理由 

2-1～2-11、 

2-13～2-18 

２ 

対象事業の名称、目的、

位置及び規模その他対

象事業の内容 

事業計画について

の追記 

市長意見を踏まえ、事業計

画について追記しました。 

2-9 

2.6 事業計画の内容 

2.6.2 土地利用計画、

施設計画、交通計画、工

事計画、関連事業の状

況等 

事業計画地のレイ

アウトの更新 

最新の工事計画に基づき、

更新しました。 

2-15～2-18 
2.6 事業計画の内容 

2.6.4 その他基本的

な諸元 

環境保全措置の具

体的な内容の追記 

市長意見を踏まえ、環境保

全措置の具体的な内容を追

記しました。 

2-15～2-16 

条例番号の追記 条例番号が付されていない

ものがあるため、追記しま

した。 

3.1-11 

３ 

3.1 社会の概況 

3.1.4 利水等 

条例番号の追記 条例番号が付されていない

ものがあるため、追記しま

した。 

武庫川についての

追記 

武庫川についての記載がな

かったため、追記しました。 

3.1-26 
3.1 社会の概況 

3.1.7 文化財 

条例番号の追記 条例番号が付されていない

ものがあるため、追記しま

した。 

3.1-45、3.1-48、 

3.1-50、3.1-55、 

3.1-57、3.1-64、 

3.1-69、3.1-75～ 

3.1-78、3.1-80～ 

3.1-82、3.1-84～ 

3.1-85、3.1-99～ 

3.1-100 

3.1 社会の概況 

3.1.8 関係法律・条例

などによる指定・規制

など 

条例番号の追記 条例番号が付されていない

ものがあるため、追記しま

した。 

3.1-45 

環境上の基準の追

記 

環境上の基準についての記

載がなかったため、追記し

ました。 

3.1-60、3.1-64 

兵庫県の条例であ

る「環境の保全と創

造に関する条例」に

ついての追記 

兵庫県の条例である「環境

の保全と創造に関する条

例」についての記載がなか

ったため、追記しました。 

3.1-81 

「浄化槽法」及び

「兵庫県浄化槽指

導要綱」の追記 

トイレに由来する排水に関

係する規制について、「浄

化槽法」及び「兵庫県浄化

槽指導要綱」の記載がなか

ったため、追記しました。 
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表 8.2.1(2) 環境影響評価準備書の記載事項に係る主な修正内容 

評価書のページ 章 節項 修正事項 修正内容及び理由 

3.1-60、3.1-64、 

3.1-68～3.1-69、 

3.1-75～3.1-76、 

3.1-80、3.1-82 

３ 

3.1 社会の概況 

3.1.8 関係法律・条例

などによる指定・規制

など 

事業及び事業計画

地との関係性につ

いての追記 

法令について、事業及び事

業計画地との関係性につい

ての記載がなかったため、

追記いたしました。 

3.1-76～78 

排水基準の更新、説

明文の追記 

条例の改正を踏まえ、排水

基準を更新するとともに、

説明文を追記しました。 

3.2-4 

3.2 自然の概況 

3.2.1 地象 

条例番号の追記 条例番号が付されていない

ものがあるため、追記しま

した。 

3.3-14、3.3-17 

3.3 環境の概況 

3.3.2 騒音・振動 条例番号の追記 

条例番号が付されていない

ものがあるため、追記しま

した。 

3.3-19 
3.3 環境の概況 

3.3.4 水質 

条例番号の追記 条例番号が付されていない

ものがあるため、追記しま

した。 

3.3-62～3.3-63 
3.3 環境の概況 

3.3.11 景観 

臨海部工業景観範

囲の修正 

用途地域の更新に伴い、臨

海部工業景観に指定されて

いることから、修正しまし

た。 

4-1～4-3、 

4-5～4-6 

４ 事前環境配慮の内容 

事業計画について

の追記 

市長意見を踏まえ、事業計

画について追記しました。 

4-1～4-6 

環境保全措置の具

体的な内容の追記 

市長意見を踏まえ、環境保

全措置の具体的な内容を追

記しました。 

4-2 

条例番号の追記 条例番号が付されていない

ものがあるため、追記しま

した。 

6.1-21 

６ 

6.1 大気質 

6.1.2 予測及び評価

の結果 

事業計画について

の追記 

市長意見を踏まえ、事業計

画について追記しました。 

環境保全措置の具

体的な内容の追記 

市長意見を踏まえ、環境保

全措置の具体的な内容を追

記しました。 

条例番号の追記 条例番号が付されていない

ものがあるため、追記しま

した。 

6.1-15～6.1-16、 

6.1-19、6.1-21、 

6.1-28、6.1-33、 

6.1-37～6.1-42 

大気質地上気象の

観測高さ及び予測

結果の修正 

引用元資料の修正に伴い、

大気質地上気象の観測高さ

及び予測結果を修正しまし

た。 

6.1-13、6.1-19～

6.1-20 

工事関連車両の運

行台数及び予測結

果の更新 

最新の工事計画に基づき、

更新しました。 

6.2-12 

6.2 騒音 

6.2.2 予測及び評価

の結果 

事業計画について

の追記 

市長意見を踏まえ、事業計

画について追記しました。 

環境保全措置の具

体的な内容の追記 

市長意見を踏まえ、環境保

全措置の具体的な内容を追

記しました。 
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表 8.2.1(3) 環境影響評価準備書の記載事項に係る主な修正内容 

評価書のページ 章 節項 修正事項 修正内容及び理由 

6.2-9～6.2-11 

６ 

6.2 騒音 

6.2.2 予測及び評価

の結果 

工事関連車両の運

行台数及び予測結

果の更新 

最新の工事計画に基づき、

更新しました。 

6.3-13 6.3 振動 

6.3.2 予測及び評価

の結果 

事業計画について

の追記 

市長意見を踏まえ、事業計

画について追記しました。 

環境保全措置の具

体的な内容の追記 

市長意見を踏まえ、環境保

全措置の具体的な内容を追

記しました。 

6.3-10 
工事関連車両の運

行台数の更新 

最新の工事計画に基づき、

更新しました。 

6.4-1～6.4-2 

6.4 水質 

6.4.1 評価の結果 

環境保全措置の具

体的な内容の追記 

市長意見を踏まえ、環境保

全措置の具体的な内容を追

記しました。 

6.4-4 

設備・施設の処理能

力、講じる措置等の

追記 

市長意見を踏まえ、設備・

施設の処理能力、講じる措

置等を追記しました。 

6.4-1 
事業計画地のレイ

アウトの更新 

最新の工事計画に基づき、

更新しました。 

6.6-3 

6.6 廃棄物 

6.6.2 予測及び評価

の結果 

発生量の根拠、考え

方の追記 

発生量の根拠、考え方の記

載が不十分であったため、

追記しました。 

発生量の更新 最新の工事計画に基づき、

更新しました。 

6.7-2～6.7-3 
6.7 資源循環 

6.7.2 予測及び評価

の結果 

再生資源使用量に

ついての追記 

再生資源使用量について記

載が不十分であったため、

追記しました。 

6.7-2～6.7-4 

廃棄物の発生量・再

資源化量及び再生

資源使用量の更新 

最新の工事計画に基づき、

更新しました。 

6.8-11 6.8 安全性 

6.8.2 予測及び評価

の結果 

事業計画について

の追記 

市長意見を踏まえ、事業計

画について追記しました。 

環境保全措置の具

体的な内容の追記 

市長意見を踏まえ、環境保

全措置の具体的な内容を追

記しました。 

6.8-9～6.8-11 
工事関連車両の運

行台数の更新 

最新の工事計画に基づき、

更新しました。 

7-2、7-6～7-7、 

7-12 

７ 

第７章 対象事業に係

る環境影響の総合的な

評価 

事業計画について

の追記 

市長意見を踏まえ、事業計

画について追記しました。 

7-2、7-6～7-7、 

7-9、7-12 

環境保全措置の具

体的な内容の追記 

市長意見を踏まえ、環境保

全措置の具体的な内容を追

記しました。 

7-2 

条例番号の追記 条例番号が付されていない

ものがあるため、追記しま

した。 

7-3、7-5 

大気質地上気象の

観測高さ及び予測

結果の修正 

引用元資料の修正に伴い、

大気質地上気象の観測高さ

及び予測結果を修正しまし

た。 
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表 8.2.1(4) 環境影響評価準備書の記載事項に係る主な修正内容 

評価書のページ 章 節項 修正事項 修正内容及び理由 

7-11 

７ 

第７章 対象事業に係

る環境影響の総合的な

評価 

再生資源使用量に

ついての追記 

再生資源使用量について記

載が不十分であったため、

追記しました。 

7-3、7-6、7-12 予測結果の更新 
最新の工事計画に基づき、

更新しました。 

7-10～7-11 

廃棄物の発生量・再

資源化量及び再生

資源使用量の更新 

最新の工事計画に基づき、

更新しました。 

資 2-1 

資

料

編 

資料２ 予測に用いた

時間帯別交通量 

１．工事関連車両 

工事関連車両の運

行台数の更新 

最新の工事計画に基づき、

更新しました。 

資 3-1～資 3-3 

資料３ 施設の供用中

に設置するトイレ等の

施設規模 

１．施設の利用人数及

び処理能力・汚水量 

設備・施設の処理能

力、講じる措置等の

追記 

市長意見を踏まえ、設備・

施設の処理能力、講じる措

置等を追記しました。 
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第９章 環境影響評価を行った者の氏名及び住所 

 

環境影響評価を事業者から委託された者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地は、次

のとおりである。 

 

名 称 ： 中央復建コンサルタンツ株式会社 

代表者の氏名 ： 代表取締役社長  兼塚 卓也 

所 在 地 ： 大阪府大阪市東淀川区東中島四丁目 11番 10号 
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第 10章 その他 

 

対象事業に適用される法令及びそれに基づく主要な許認可等は、表 10.1.1に示すとおりである。 

表 10.1.1 対象事業に適用される法令及びそれに基づく許認可等 

適 用 法 令 許 認 可 等 

駐車場法 路外駐車場の設置届出 

自動車ターミナル法 自動車ターミナル事業の許可申請 

建築基準法 建築確認申請 

水質汚濁防止法 特定施設設置届出 

浄化槽法 浄化槽設置届出 

土壌汚染対策法 土地の形質の変更届出 

建設工事係る資材の再資源化等に関す

る法律 

分別解体等の実施に係る対象建設工事

の届出 
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